
 

 

第２５回尼崎市議会定例会市長提出予定案件 

 

 

１ 議案の数及び名称 

⑴ 議案の数 

種 別 予 算 条 例 その他 計 

件 数 ２１ ２３ ４ ４８ 

 

⑵ 議案の名称 

＜予算＞ 

（令和７年度当初予算） 

議案第 １号  令和７年度尼崎市一般会計予算 … 7 

議案第 ２号  令和７年度尼崎市特別会計国民健康保険事業費予算 … 7 

議案第 ３号  令和７年度尼崎市特別会計地方卸売市場事業費予算 … 7 

議案第 ４号  令和７年度尼崎市特別会計育英事業費予算 … 7 

議案第 ５号  令和７年度尼崎市特別会計公共用地先行取得事業費予算 … 7 

議案第 ６号  令和７年度尼崎市特別会計公害病認定患者救済事業費予   

        算 

… 7 

議案第 ７号  令和７年度尼崎市特別会計母子父子寡婦福祉資金貸付事 

業費予算 

… 7 

議案第 ８号  令和７年度尼崎市特別会計介護保険事業費予算 … 7 

議案第 ９号  令和７年度尼崎市特別会計後期高齢者医療事業費予算 … 7 

議案第１０号  令和７年度尼崎市水道事業会計予算 … 7 

議案第１１号  令和７年度尼崎市工業用水道事業会計予算 … 7 

議案第１２号  令和７年度尼崎市下水道事業会計予算 … 7 

議案第１３号  令和７年度尼崎市モーターボート競走事業会計予算 … 7 

（令和６年度補正予算） 

議案第１４号  令和６年度尼崎市一般会計補正予算（第１１号） … 9 

議案第１５号  令和６年度尼崎市特別会計国民健康保険事業費補正予算 

（第３号） 

… 9 
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議案第１６号  令和６年度尼崎市特別会計育英事業費補正予算 

（第１号） 

… 9 

議案第１７号  令和６年度尼崎市特別会計公共用地先行取得事業費補正 

予算（第１号） 

… 9 

議案第１８号  令和６年度尼崎市特別会計公害病認定患者救済事業費補 

正予算（第２号） 

… 9 

議案第１９号  令和６年度尼崎市特別会計介護保険事業費補正予算 

（第２号） 

… 9 

議案第２０号  令和６年度尼崎市特別会計後期高齢者医療事業費補正予 

算（第１号） 

… 9 

議案第２１号  令和６年度尼崎市モーターボート競走事業会計補正予算 

（第２号） 

… 9 

＜条例＞ 

議案第２２号  尼崎市立生涯学習プラザの設置及び管理に関する条例の 

一部を改正する条例について 

… 17 

議案第２３号  尼崎市市税条例等の一部を改正する条例について … 23 

議案第２４号  尼崎市職員定数条例の一部を改正する条例について … 27 

議案第２５号  尼崎市市税条例及び尼崎市債権管理条例の一部を改正す 

る条例について 

… 29 

議案第２６号  刑法等の一部を改正する法律の施行に伴う関係条例の整

備に関する条例について 

… 33 

議案第２７号  尼崎市職員退職手当支給条例及び尼崎市教育職員の退職 

手当に関する条例の一部を改正する条例について 

… 55 

議案第２８号  尼崎市職員の勤務時間その他の勤務条件に関する条例の 

一部を改正する条例について 

… 61 

議案第２９号  尼崎市職員の給与制度を改正するための関係条例の整備 

に関する条例について 

… 65 

議案第３０号  尼崎市職員等の旅費に関する条例の一部を改正する条例 

について 

…175 

議案第３１号  尼崎市個人番号の利用に関する条例の一部を改正する条 

例について 

…195 

議案第３２号  尼崎市立社会体育施設の設置及び管理に関する条例の一 

部を改正する条例について 

…211 
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議案第３３号  尼崎市介護保険法に基づく指定居宅サービスの事業の人 

員、設備及び運営の基準等を定める条例の一部を改正す 

る条例について 

…215 

議案第３４号  尼崎市立弥生ケ丘斎場の設置及び管理に関する条例の一 

部を改正する条例について 

…227 

議案第３５号  尼崎市浴場業に関する条例の一部を改正する条例につい 

        て 

…229 

議案第３６号  尼崎市福祉医療費の助成に関する条例の一部を改正する 

条例について 

…231 

議案第３７号  尼崎市交通遺児激励金支給条例の一部を改正する条例に 

ついて 

…235 

議案第３８号  尼崎市立すこやかプラザの設置及び管理に関する条例の 

一部を改正する条例について 

…237 

議案第３９号  尼崎市児童福祉法に基づく児童福祉施設の設備及び運営 

の基準等を定める条例及び尼崎市就学前の子どもに関す 

る教育、保育等の総合的な提供の推進に関する法律に基 

づく認定こども園の認定の要件等を定める条例の一部を 

改正する条例について 

…239 

議案第４０号  尼崎市企業投資活動促進条例の一部を改正する条例につ 

いて 

…249 

議案第４１号  売春等取締条例を廃止する条例について …263 

議案第４２号  尼崎市建築物等関係事務手数料条例の一部を改正する条 

例について 

…265 

議案第４３号  尼崎市消防団員退職報償金支給条例の一部を改正する条 

例について 

…327 

議案第４４号  尼崎市消防職員の特殊勤務手当に関する条例の一部を改 

正する条例について 

…329 

＜その他＞ 

議案第４５号  包括外部監査契約の締結について …331 

議案第４６号  指定管理者の指定について（尼崎市立武庫健康ふれあい 

体育館） 

…333 

議案第４７号  訴えの提起について（建物明渡し等請求事件及び保証債 

務履行請求事件） 

…335 

議案第４８号  和解及び法律上市の義務に属する損害賠償の額の決定に 

ついて 

…337 
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２ その他の報告 

⑴ 議会の指定に基づく専決処分 

・ 和解及び損害賠償の額の決定 

交通事故    ３件         ４５１，０００円 

    その他の事故  ３件       １，１１８，３６１円 

 ・ 工事又は製造の請負契約の変更契約の締結 

    工事      ４件 

・ 民事訴訟法による支払督促の申立てから移行する訴えの提起等  １件 

 

３ 追加提出予定案件 

＜人事＞ 

・ 尼崎市教育委員会教育長の任命 

・ 尼崎市教育委員会委員の任命 

・ 尼崎市監査委員の選任 

・ 尼崎市固定資産評価審査委員会の委員の選任 
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第２５回尼崎市議会定例会 

議 案 説 明 資 料 
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（議案説明資料） 

＜令和７年２月定例会＞ 

種 別 予算 番 号 議案第１号～第１３号 所 管 各事業所管課 

件 名 令和７年度 当初予算 

内       容 

（単位：千円）  

区 分 当初予算額 前年度比 

一 般 会 計 ２４２，４７０，０００ １０５．８％ 

特 別 会 計 １０３，４８７，９４７ ９８．７％ 

 国民健康保険事業費 ４３，２０１，９７３ ９４．６％ 

 地方卸売市場事業費 ３６７，２１９ ９３．８％ 

 育英事業費 １９，１９９ １１０．８％ 

 公共用地先行取得事業費 １，２１２ １３０．６％ 

 公害病認定患者救済事業費 ２４，０５１ １０９．４％ 

 母子父子寡婦福祉資金貸付事業費 ２２，１３１ ８１．１％ 

 介護保険事業費 ５１，８２１，８０９ １０１．５％ 

 後期高齢者医療事業費 ８，０３０，３５３ １０５．１％ 

企 業 会 計 ９６，３９７，５７７ ８９．９％ 

 水道事業 １２，０７１，１４８ ９９．９％ 

 工業用水道事業 ２，８６７，７５４ １０８．２％ 

 下水道事業 ２１，１７５，２５７ １０１．１％ 

 モーターボート競走事業 ６０，２８３，４１８ ８４．３％ 

合      計 ４４２，３５５，５２４ １００．３％ 
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（議案説明資料） 

＜令和７年２月定例会＞ 

種 別 予算 番 号 議案第１４号～第２１号 所 管 各事業所管課 

件 名 令和６年度 補正予算 

内       容 

（単位：千円）  

区 分 補正予算額 

一 般 会 計 （第１１号） △３，６２５，３４１ 

特 別 会 計 ２５０，１９８ 

 国民健康保険事業費（第３号） ４８２，８７０ 

 育英事業費（第１号） ２，７５８ 

 公共用地先行取得事業費（第１号） ２８４ 

 公害病認定患者救済事業費（第２号） １，９１６ 

 介護保険事業費（第２号） △４６８，７７４ 

 後期高齢者医療事業費（第１号） ２３１，１４４ 

企 業 会 計 ２，９３５，９５４ 

 モーターボート競走事業（第２号） ２，９３５，９５４ 
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令和６年度　２月補正の概要
 

○　一般会計補正予算（補正11号）

（補正予算の内容）

（歳入の主なもの）

①　地方交付税の増 億円

　　臨時財政対策債の減 億円

②　市税の増 億円

③　国庫支出金の減 （歳出の②③⑤⑥⑦と連動） 億円

④　不動産売払収入の減 （歳出の④⑦と連動） 億円

⑤　臨時財政対策債を除く市債の減 （歳出の⑤⑥⑦と連動） 億円

（歳出の主なもの）

①　財政調整基金積立金の増 億円

②　障害者（児）自立支援事業費の増 億円

③　施設型給付費の増 億円

④　減債基金積立金の減 億円

⑤　小学校施設整備事業費の減 億円

⑥　中学校施設整備事業費の減 億円

⑦　投資的経費、経常経費の執行差金などにより不用見込みとなる経費の減額補正
※数値は全て表示単位未満を四捨五入で記載しているため、資料中において一致しない場合がある。

1　補正予算の規模
（単位：千円）

2　歳入歳出補正予算額

　現在予算額と比べ、歳入においては、実質的な地方交付税などが増となり、歳出において
は、執行差金などにより減となる一方で、令和６年度に過大受入となっている国庫補助金や
市税などに係る還付等見込額を年度間調整として財政調整基金に積み立てた結果、収支が２
１億円改善した。
　なお、今回生じた収支剰余により、市債を１４億円早期償還するほか、公共施設マネジメ
ント計画に係る市債償還元金に活用予定であった減債基金からの繰入を７億円取りやめる。

（実質的な地方交付税）
21.9

 20.0億円
△ 1.9

現在予算額 補正予算額 補正後予算額

243,166,631 △ 3,625,341 239,541,290

10.0

7.7

6.0

△ 5.7

△ 7.9

△ 8.5

15.0

△ 11.4

△ 18.7

△ 29.4

国庫支出金 △ 1,139,902 衛生費 △ 322,830

県支出金 △ 371,503 労働費 △ 372

市税 1,500,000 総務費 △ 585,933

地方交付税 2,189,885 民生費 96,934

（単位：千円）
歳　　　入 歳　　　出

款 補正予算額 款 補正予算額

市債 △ 3,136,102 教育費 △ 1,386,173

公債費 △ 156,599

△ 765,787 土木費 △ 1,173,343

諸収入 △ 152,444 消防費 △ 102,399

財産収入 △ 1,846,450 農林水産業費 △ 1,500

寄付金 96,962 商工費 6,874

繰入金

合　計 △ 3,625,341 合　計 △ 3,625,341
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3　主な事業（1億円以上の増減のあるもの）

（単位：千円）

1 財政調整基金積立金 1,000,000

№ 事　項 補 正 額

3 施設型給付費 597,304

2 障害者（児）自立支援事業費 772,557

7 法人保育施設等特別保育事業等補助金 157,351

6 地域型保育給付費 183,207

5 生活保護扶助費 184,512

4 教育振興基金積立金 542,113

11 新型コロナウイルスワクチン接種事業費 △ 108,473

10 市営住宅建替等事業費 △ 106,939

9 自立支援医療等事業費 109,908

8 人件費（退職手当分） 149,138

15 乳幼児等医療費助成事業費 △ 128,123

14 本庁舎等整備事業費 △ 113,148

13 後期高齢者医療事業費会計繰出金 △ 111,784

12 子育て世帯向け住宅取得等支援事業費 △ 109,550

19 公害病補償事業費 △ 216,455

18 保育環境改善事業費 △ 202,761

17 地域介護・福祉空間整備等事業費 △ 181,379

16 衛生管理体制確保支援事業費 △ 144,516

23 市営住宅維持整備事業費 △ 324,137

22 介護保険事業費会計繰出金 △ 296,124

21 常光寺難波線道路整備事業費 △ 256,748

20 定額減税調整給付関係事業費 △ 226,975
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27 減債基金積立金 △ 573,813

26 公共施設整備保全基金積立金 △ 493,617

25 障害児通所支援等給付費 △ 421,576

24 低所得者支援給付関係事業費 △ 349,142

29 中学校施設整備事業費 △ 850,835

28 小学校施設整備事業費 △ 794,062
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4　繰越明許費の補正

（追　加） （単位：千円）

（変　更） （単位：千円）

（補正前）

（補正額）

（補正後）

5　債務負担行為の補正

（追　加） （単位：千円）

№ 事　業　名 補 正 額

2 地域の防災力向上事業 3,337

1 旧かんなみ地域環境改善事業 9,688

4 子どもの育ち支援センター新館整備事業 344,550

3 地域総合センター整備事業 14,585

6 道路橋りょう新設改良事業 31,460

5 農業公園魅力向上事業 10,000

8 庄下川都市基盤河川改修事業 125,922

7 居心地よく歩きたくなる駅前空間創出事業 65,493

10 小田南公園関係事業 183,600

9 抽水場整備事業 79,700

12 市内一円都市計画道路整備事業 4,673

11 園田豊中線道路整備事業 41,435

14 市営住宅建替等事業 239,723

13 常光寺難波線道路整備事業 251,736

16 図書館施設整備事業 15,290

15 小学校施設整備事業 35,000

№ 事　業　名 補 正 額

69,465

40,0651 道路橋りょう維持管理事業

29,400

1 庄下川都市基盤河川改修事業 令和7年度 24,000

№ 事　　項 期　　間 限　度　額
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6　市債の補正

（変　更） （単位：千円）

限度額

限度額

限度額

限度額

限度額

○　特別会計補正予算（6会計） 千円

1 　国民健康保険事業費（補正3号） 千円
（単位：千円）

.

2 　育英事業費（補正1号） 千円
（単位：千円）

基金積立金
育英事業費

3 　公共用地先行取得事業費（補正1号） 千円
（単位：千円）

他会計繰出金

4 　公害病認定患者救済事業費（補正2号） 千円
（単位：千円）

公害救済事業費

5 　介護保険事業費（補正2号） 千円
（単位：千円）

基金積立金
諸費
地域支援事業費
高額介護サービス費
総務管理費
介護サービス等諸費

6 　後期高齢者医療事業費（補正1号） 千円
（単位：千円）

後期高齢者医療広域連合納付金

起　債　の　目　的 補　正　前 補　正　後

公園整備事業費 404,300 限度額 450,300

社会体育施設整備事業費 175,600 限度額 177,900

生涯学習プラザ等整備事業費 211,600 限度額 217,100

地域総合センター整備事業費 13,700 限度額 15,400

1 諸費 249,894

482,870

№ 事　項 補 正 額

社会教育施設整備事業費 6,600 限度額 13,700

250,198

2,758

№ 事　項 補 正 額

4 総務管理費 △ 7,193
3 基金積立金 169
2 療養諸費 240,000

284

№ 事　項 補 正 額

2 △ 784
1 3,542

1 1,916

1,916

№ 事　項 補 正 額

1 284

2 370,952
1 450,148

△ 468,774

№ 事　項 補 正 額

5 △ 160,666
4 114,157
3 132,750

1 262,454

231,144

№ 事　項 補 正 額

6 △ 1,376,115

2 総務管理費 △ 31,310
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○　企業会計補正予算（1会計） 千円

1  モーターボート競走事業会計（補正2号） 千円
（単位：千円）

開催費
物件費その他

2,935,954

2 7,048
1 2,928,906

2,935,954

№ 事　業　名 補 正 額
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（議案説明資料） 

＜令和７年２月定例会＞ 

種 別 条例 番 号 議案第２２号 所 管 生涯、学習！推進課 

件 名 
尼崎市立生涯学習プラザの設置及び管理に関する条例の一部を改正する条例

について 

内       容 

１ 改正理由 

行政サービスを利用する特定の受益者に応分の負担を求める受益者負担の観点を

考慮して設定すべき使用料及び手数料については、３年毎に原価率の実態調査を行

い、必要な改定を実施してきた。 

平成３０年度以降は、新型コロナウイルス感染症の影響により例年とは異なる利用

状況となっていたことから調査を見送っていたが、社会経済活動がコロナ禍前の水準

に戻り適正な原価率を算定する環境が整ったことから、改めて令和５年度決算による

使用料及び手数料の実態調査を実施した。 

その結果、原価率が１１０％を超える項目については、原則として、改定すること

とし、また、改定にあたっては、激変緩和の観点から改定率が２０％を超えない範囲

での実施とする。 

 

２ 主な改正内容 

  各生涯学習プラザの使用料について、現行使用料に１．２を乗じて得た額（１００

円未満の端数は切捨て）に改定する。 

 

 【参考：中央北生涯学習プラザ（午前９時から午後０時まで）の例】 

区分 
使用料 

改正後 改正前 

大ホール １９，０００円 １５，９００円 

小ホール ９，４００円 ７，９００円 

学習室 １，０００円 ９００円 

和室 １，０００円 ９００円 

実習室 ２，１００円 １，８００円 

音楽室 ３，７００円 ３，１００円 

 

３ 施行期日 

  令和８年１月１日 
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尼崎市立生涯学習プラザの設置及び管理に関する条例 

改正後 現 行 

別表 

区分 使用料 

午 前 9 時

から午後

0時まで 

午後 1時

から午後

5時まで 

午後6時

から午後

9時まで 

尼崎市

立中央

北生涯

学習プ

ラザ 

大ホール 19,000円 25,400円38,100円

小ホール 9,400円 10,900円16,300円

学習室 1,000円 1,400円 2,100円

和室 1,000円 1,400円 2,100円

実習室 2,100円 3,000円 4,400円

音楽室 3,700円 5,000円 7,500円

尼崎市

立中央

南生涯

学習プ

ラザ 

ホール 10,800円 14,200円21,600円

教室 900円 1,300円 1,900円

大

会

議

室 

全面使

用 

3,000円 4,050円 6,000円

3分の1

面使用 

1,000円 1,350円 2,000円

小会議室 1,400円 1,900円 2,800円

大

広

間 

全面使

用 

4,900円 6,400円 9,800円

2分の1

面使用 

2,450円 3,200円 4,900円

茶室 1,200円 1,400円 2,200円

料理教室 1,400円 1,900円 2,800円

尼崎市

立小田

北生涯

学習プ

ラザ 

ホール 3,800円 5,100円 6,500円

学習室 700円 1,300円 1,800円

和室 700円 1,300円 1,800円

実習室 1,400円 2,000円 3,000円

尼崎市

立小田

南生涯

学習プ

ラザ 

ホール 10,200円 13,500円20,400円

大会議室1 3,700円 5,000円 7,400円

大

会

議

室

2 

全面使

用 

3,600円 5,000円 7,400円

2分の1

面使用 

1,800円 2,500円 3,700円

別表 

区分 使用料 

午 前 9 時

から午後

0時まで 

午後 1時

から午後

5時まで 

午後 6時

から午後

9時まで 

尼崎市

立中央

北生涯

学習プ

ラザ 

大ホール 15,900円 21,200円 31,800円 

小ホール 7,900円 9,100円 13,600円 

学習室 900円 1,200円 1,800円 

和室 900円 1,200円 1,800円 

実習室 1,800円 2,500円 3,700円 

音楽室 3,100円 4,200円 6,300円 

尼崎市

立中央

南生涯

学習プ

ラザ 

ホール 9,000円 11,900円 18,000円 

教室 800円 1,100円 1,600円 

大

会

議

室 

全面使

用 

2,500円 3,400円 5,000円 

3分の1

面使用 

900円 1,200円 1,700円 

小会議室 1,200円 1,600円 2,400円 

大

広

間 

全面使

用 

4,100円 5,400円 8,200円 

2分の1

面使用 

2,100円 2,700円 4,100円 

茶室 1,000円 1,200円 1,900円 

料理教室 1,200円 1,600円 2,400円 

尼崎市

立小田

北生涯

学習プ

ラザ 

ホール 3,180円 4,320円 5,460円 

学習室 660円 1,140円 1,500円 

和室 660円 1,140円 1,500円 

実習室 1,200円 1,740円 2,580円 

尼崎市

立小田

南生涯

学習プ

ラザ 

ホール 8,500円 11,300円 17,000円 

大会議室1 3,100円 4,200円 6,200円 

大

会

議

室

2 

全面使

用 

3,100円 4,200円 6,200円 

2分の1

面使用 

1,500円 2,100円 3,100円 
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小会議室 1,800円 2,500円 3,700円

学習室 1,000円 1,400円 2,100円

実習室 2,100円 3,000円 4,400円

音楽室 3,100円 4,000円 6,200円

尼崎市

立大庄

北生涯

学習プ

ラザ 

ホール 11,500円 15,300円23,000円

学習室 1,000円 1,400円 2,100円

大

会

議

室 

全面使

用 

3,600円 5,000円 7,400円

2分の1

面使用 

1,800円 2,500円 3,700円

小会議室 1,800円 2,500円 3,700円

和室 1,000円 1,400円 2,100円

実習室 2,100円 3,000円 4,400円

音楽室 1,900円 2,500円 3,800円

尼崎市

立大庄

南生涯

学習プ

ラザ 

ホール 3,800円 5,100円 6,500円

学習室 700円 1,300円 1,800円

小学習室 600円 1,100円 1,200円

和室 700円 1,300円 1,800円

実習室 1,400円 2,000円 3,000円

尼崎市

立立花

北生涯

学習プ

ラザ 

ホール 3,800円 5,100円 6,500円

学習室 700円 1,300円 1,800円

和室 700円 1,300円 1,800円

実習室 1,400円 2,000円 3,000円

尼崎市

立立花

南生涯

学習プ

ラザ 

ホール 13,500円 18,000円27,100円

大

会

議

室 

全面使

用 

3,600円 4,950円 7,200円

3分の2

面使用 

2,400円 3,300円 4,800円

3分の1

面使用 

1,200円 1,650円 2,400円

小

会

議

室 

全面使

用 

1,800円 2,400円 3,600円

2分の1

面使用 

900円 1,200円 1,800円

学習室 1,000円 1,400円 2,100円

和室 1,000円 1,400円 2,100円

実習室 2,100円 3,000円 4,400円

小会議室 1,500円 2,100円 3,100円 

学習室 900円 1,200円 1,800円 

実習室 1,800円 2,500円 3,700円 

音楽室 2,600円 3,400円 5,200円 

尼崎市

立大庄

北生涯

学習プ

ラザ 

ホール 9,600円 12,800円 19,200円 

学習室 900円 1,200円 1,800円 

大

会

議

室 

全面使

用 

3,100円 4,200円 6,200円 

2分の1

面使用 

1,500円 2,100円 3,100円 

小会議室 1,500円 2,100円 3,100円 

和室 900円 1,200円 1,800円 

実習室 1,800円 2,500円 3,700円 

音楽室 1,600円 2,100円 3,200円 

尼崎市

立大庄

南生涯

学習プ

ラザ 

ホール 3,180円 4,320円 5,460円 

学習室 660円 1,140円 1,500円 

小学習室 540円 960円 1,080円 

和室 660円 1,140円 1,500円 

実習室 1,200円 1,740円 2,580円 

尼崎市

立立花

北生涯

学習プ

ラザ 

ホール 3,180円 4,320円 5,460円 

学習室 660円 1,140円 1,500円 

和室 660円 1,140円 1,500円 

実習室 1,200円 1,740円 2,580円 

尼崎市

立立花

南生涯

学習プ

ラザ 

ホール 11,300円 15,000円 22,600円 

大

会

議

室 

全面使

用 

3,100円 4,200円 6,200円 

3分の2

面使用 

2,100円 2,800円 4,200円 

3分の1

面使用 

1,000円 1,400円 2,000円 

小

会

議

室 

全面使

用 

1,500円 2,100円 3,100円 

2分の1

面使用 

750円 1,000円 1,500円 

学習室 900円 1,200円 1,800円 

和室 900円 1,200円 1,800円 

実習室 1,800円 2,500円 3,700円 
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音楽室 1,900円 2,500円 3,800円

尼崎市

立武庫

東生涯

学習プ

ラザ 

ホール 3,800円 5,100円 6,500円

学習室 700円 1,300円 1,800円

小学習室 600円 1,100円 1,200円

和室 700円 1,300円 1,800円

実習室 1,400円 2,000円 3,000円

尼崎市

立武庫

西生涯

学習プ

ラザ 

ホール 15,400円 20,500円30,900円

教室1 1,200円 1,600円 2,400円

教室2 900円 1,400円 2,000円

大会議室 3,700円 5,000円 7,400円

小会議室 1,800円 2,500円 3,700円

大

広

間 

大広間

1 及 び

大広間

2 の 使

用 

2,300円 3,150円 4,800円

大広間

1 の 使

用 

1,350円 1,850円 2,800円

大広間

2 の 使

用 

950円 1,300円 2,000円

和室 900円 1,300円 2,000円

料理教室 2,100円 3,000円 4,400円

音楽室 3,700円 5,000円 7,500円

尼崎市

立園田

東生涯

学習プ

ラザ 

ホール 13,600円 18,200円27,300円

学

習

室 

全面使

用 

2,100円 2,800円 4,300円

2分の1

面使用 

1,050円 1,400円 2,150円

大

会

議

室 

全面使

用 

3,600円 5,000円 7,400円

2分の1

面使用 

1,800円 2,500円 3,700円

和

室 

全面使

用 

2,100円 2,800円 4,300円

2分の1

面使用 

1,050円 1,400円 2,150円

音楽室 1,600円 2,100円 3,200円 

尼崎市

立武庫

東生涯

学習プ

ラザ 

ホール 3,180円 4,320円 5,460円 

学習室 660円 1,140円 1,500円 

小学習室 540円 960円 1,080円 

和室 660円 1,140円 1,500円 

実習室 1,200円 1,740円 2,580円 

尼崎市

立武庫

西生涯

学習プ

ラザ 

ホール 12,900円 17,100円 25,800円 

教室1 1,000円 1,400円 2,000円 

教室2 800円 1,200円 1,700円 

大会議室 3,100円 4,200円 6,200円 

小会議室 1,500円 2,100円 3,100円 

大

広

間 

大広間

1 及 び

大広間

2 の 使

用 

2,000円 2,700円 4,100円 

大広間

1 の 使

用 

1,200円 1,600円 2,400円 

大広間

2 の 使

用 

800円 1,100円 1,700円 

和室 800円 1,100円 1,700円 

料理教室 1,800円 2,500円 3,700円 

音楽室 3,100円 4,200円 6,300円 

尼崎市

立園田

東生涯

学習プ

ラザ 

ホール 11,400円 15,200円 22,800円 

学

習

室 

全面使

用 

1,800円 2,400円 3,600円 

2分の1

面使用 

900円 1,200円 1,800円 

大

会

議

室 

全面使

用 

3,100円 4,200円 6,200円 

2分の1

面使用 

1,500円 2,100円 3,100円 

和

室 

全面使

用 

1,800円 2,400円 3,600円 

2分の1

面使用 

900円 1,200円 1,800円 
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実習室 2,100円 3,000円 4,400円

音楽室 3,700円 5,000円 7,500円

尼崎市

立園田

西生涯

学習プ

ラザ 

ホール 3,800円 5,100円 6,500円

学習室 700円 1,300円 1,800円

和室 700円 1,300円 1,800円

実習室 1,400円 2,000円 3,000円

摘要 

１ 本市の区域内に住所を有しない者（本市の

区域内に存する学校等に通学し、又は本市の

区域内に勤務場所を有する者を除く。）（法人

等にあっては、本市の区域内に事務所又は事

業所を有しないもの）が利用する場合の使用

料の額は、この表（摘要１及び２を除く。）

に定める額に100分の150を乗じて得た額と

する。 

２ 営利活動を目的として利用する場合の使

用料の額は、この表（摘要２を除く。）に定

める額（摘要１の規定の適用を受ける場合

は、当該規定により算定された額）に100分

の200を乗じて得た額とする。 

 

 

 

実習室 1,800円 2,500円 3,700円 

音楽室 3,100円 4,200円 6,300円 

尼崎市

立園田

西生涯

学習プ

ラザ 

ホール 3,180円 4,320円 5,460円 

学習室 660円 1,140円 1,500円 

和室 660円 1,140円 1,500円 

実習室 1,200円 1,740円 2,580円 

摘要 

１ 本市内に住所を有しない者（本市内に存す

る学校等に通学し、又は本市内に勤務場所を

有する者を除く。）（法人等にあっては、本市

内に事務所又は事業所を有しないもの）が利

用する場合の使用料の額は、利用許可を受け

た利用時間及びこれに係るこの表の右欄に

掲げる額で算定された額に100分の150を乗

じて得た額とする。 

２ 営利活動を目的として利用する場合の使

用料の額は、利用許可を受けた利用時間及び

これに係るこの表の右欄に掲げる額で算定

された額（摘要１に規定する場合にあって

は、摘要１の規定により算定された額）に100

分の200を乗じて得た額とする。 
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（議案説明資料） 

＜令和７年２月定例会＞ 

種 別 条例 番 号 議案第２３号 所 管 
税務管理課、公文書管理担

当、総務課 

件 名 尼崎市市税条例等の一部を改正する条例について 

内       容 

１ 改正理由 

情報通信技術の活用による行政手続等に係る関係者の利便性の向上並びに行政運

営の簡素化及び効率化を図るためのデジタル社会形成基本法等の一部を改正する法

律（令和６年法律第４６号）の制定により、関係条例において法律から引用している

条文の項番号が変更されるため、所要の整備を行うもの。 

 

２ 改正の対象となる条例 

 ⑴ 尼崎市市税条例 

 ⑵ 尼崎市個人情報の保護に関する法律施行条例 

 ⑶ 尼崎市議会個人情報の保護に関する条例 

 

３ 改正内容 

法律から引用している条文の項番号を変更する。 

 

４ 施行期日 

令和７年４月１日 
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尼崎市市税条例（第１条関係） 

改正後 現 行 

（個人番号を有しない個人等に係る申告等の手

続の特例） 

第５条の３ 個人番号（行政手続における特定

の個人を識別するための番号の利用等に関す

る法律（平成２５年法律第２７号）第２条第

５項に規定する個人番号をいう。以下同じ。）

を有しない個人及び法人番号（同条第１６項

に規定する法人番号をいう。以下同じ。）を有

しない法人（法人でない社団又は財団で代表

者又は管理人の定めがあるものを含む。第２

章第１節、第５７条第３項及び第３章第２節

を除き、以下同じ。）は、この条例等の規定に

基づく申告、申請、届出その他の市長に対し

てする通知に係る書面でこの条例等の規定に

より個人番号又は法人番号を記載することと

されているものについては、当該規定にかか

わらず、個人番号及び法人番号を記載するこ

とを要しない。 

（個人番号を有しない個人等に係る申告等の手

続の特例） 

第５条の３ 個人番号(行政手続における特定

の個人を識別するための番号の利用等に関す

る法律（平成２５年法律第２７号）第２条第

５項に規定する個人番号をいう。以下同じ。）

を有しない個人及び法人番号（同条第１５項

に規定する法人番号をいう。以下同じ。）を有

しない法人（法人でない社団又は財団で代表

者又は管理人の定めがあるものを含む。第２

章第１節、第５７条第３項及び第３章第２節

を除き、以下同じ。）は、この条例等の規定に

基づく申告、申請、届出その他の市長に対し

てする通知に係る書面でこの条例等の規定に

より個人番号又は法人番号を記載することと

されているものについては、当該規定にかか

わらず、個人番号及び法人番号を記載するこ

とを要しない。 
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尼崎市個人情報の保護に関する法律施行条例（第２条関係） 

改正後 現 行 

（この条例の趣旨） 

第１条 この条例は、個人情報の保護に関する

法律（平成１５年法律第５７号。以下「法」

という。）（行政手続における特定の個人を識

別するための番号の利用等に関する法律（平

成２５年法律第２７号）第２条第９項に規定

する特定個人情報の取扱いに関する同法の規

定を含む。第１２条、第１４条及び第１５条

において同じ。）の施行について必要な事項を

定めるものとする。 

（この条例の趣旨） 

第１条 この条例は、個人情報の保護に関する

法律（平成１５年法律第５７号。以下「法」

という。）（行政手続における特定の個人を識

別するための番号の利用等に関する法律（平

成２５年法律第２７号）第２条第８項に規定

する特定個人情報の取扱いに関する同法の規

定を含む。第１２条、第１４条及び第１５条

において同じ。）の施行について必要な事項を

定めるものとする。 
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尼崎市議会個人情報の保護に関する条例（第３条関係） 

改正後 現 行 

（保有特定個人情報に関する特例） 

第５５条 保有個人情報のうち特定個人情報

（行政手続における特定の個人を識別するた

めの番号の利用等に関する法律（平成２５年

法律第２７号。以下「番号利用法」という。）

第２条第９項に規定する特定個人情報をい

う。以下同じ。）であるものに関しては、第１

１条第２項（第２号から第４号までに係る部

分に限る。）及び第３１条の規定は適用しない

ものとし、次表の左欄に掲げる規定の適用に

ついては、これらの規定中同表の中欄に掲げ

る字句は、それぞれ同表の右欄に掲げる字句

とする。 
 

 

 

 

  

第４

１条

第１

項第

１号 

又は

第１

１条

第１

項及

び第

２項

の規

定に

違反

して

利用

され

てい

ると

き 

第５５条の規定により読み替

えて適用する第１１条第１項

及び第２項（第１号に係る部分

に限る。）の規定に違反して利

用されているとき、行政手続に

おける特定の個人を識別する

ための番号の利用等に関する

法律（平成２５年法律第２７

号。以下「番号利用法」という。）

第２０条の規定に違反して収

集され、若しくは保管されてい

るとき又は番号利用法第２９

条の規定に違反して作成され

た特定個人情報ファイル（番号

利用法第２条第１０項に規定

する特定個人情報ファイルで

議会が保有するものをいう。）

に記録されているとき 
 

 

 

 

  

 

（保有特定個人情報に関する特例） 

第５５条 保有個人情報のうち特定個人情報

（行政手続における特定の個人を識別するた

めの番号の利用等に関する法律（平成２５年

法律第２７号。以下「番号利用法」という。）

第２条第８項に規定する特定個人情報をい

う。以下同じ。）であるものに関しては、第１

１条第２項（第２号から第４号までに係る部

分に限る。）及び第３１条の規定は適用しない

ものとし、次表の左欄に掲げる規定の適用に

ついては、これらの規定中同表の中欄に掲げ

る字句は、それぞれ同表の右欄に掲げる字句

とする。 
 

 

 

 

  

第４

１条

第１

項第

１号 

又は

第１

１条

第１

項及

び第

２項

の規

定に

違反

して

利用

され

てい

ると

き 

第５５条の規定により読み替

えて適用する第１１条第１項

及び第２項（第１号に係る部分

に限る。）の規定に違反して利

用されているとき、行政手続に

おける特定の個人を識別する

ための番号の利用等に関する

法律（平成２５年法律第２７

号。以下「番号利用法」という。）

第２０条の規定に違反して収

集され、若しくは保管されてい

るとき又は番号利用法第２９

条の規定に違反して作成され

た特定個人情報ファイル（番号

利用法第２条第９項に規定す

る特定個人情報ファイルで議

会が保有するものをいう。）に

記録されているとき 
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（議案説明資料） 

＜令和７年２月定例会＞ 

種 別 条例 番 号 議案第２４号 所 管 行政管理課 

件 名 尼崎市職員定数条例の一部を改正する条例について 

内       容 

１ 改正理由 

事務事業の執行体制の整備等により、職員定数の増員を行うため、所要の整備を行

うもの。 

２ 改正内容 

  第２条第１項の職員の定数を次の表のとおり改める。 

部局 改正 現行 増減 

市長の事務部局の職員 

［うち社会福祉法（昭和 26 年法律第 45 号）第 14 条

第 1項に規定する福祉に関する事務所の職員］ 

2,041 

[234] 

2,018 

[234] 

＋23 

[0] 

教育委員会及びその所管に属する学校その他の教育

機関の事務部局の職員 
253 260 △7 

消防部局の職員（消防職員） 467 460 ＋7 

（参考） 

その他改正を行わない部局 508 508 0 

条例定数の総数 3,269 3,246 ＋23 

３ 職員定数増減（＋23）の主な内訳 

市長事務部局（＋23） ・児童相談所（一時保護所）開設に向けた体制整備 

・国勢調査の実施に向けた体制整備 

・エリアの特色を活かしたまちづくりの総合調整機能 

 に係る体制強化 

・市制 110 周年記念事業の企画・調整に係る体制整備 

・ＤＸの更なる推進に伴う体制強化 

・こども誰でも通園制度検討に係る体制整備 

・外国人材雇用促進に伴う体制強化 

・じんかい収集事業の見直しに伴う減      など 

教育委員会事務部局

（△7） 

・学びの多様化学校設置準備に係る体制強化 

・校務員業務及び学校調理業務の見直しに伴う減 など 

消防部局（＋7） ・日勤救急隊の増隊              など 

４ 施行期日 

令和７年４月１日 
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尼崎市職員定数条例 

改正後 現 行 

（職員の定数） 

第２条 職員の定数は、次のとおりとする。 

⑴ 市長の事務部局の職員 ２，０４１人 

うち社会福祉法（昭和２６年法律第４

５号）第１４条第１項に規定する福祉に

関する事務所の職員 ２３４人 

⑶ 教育委員会及びその所管に属する学校そ

の他の教育機関の事務部局の職員 ２５３

人 

⑼ 消防部局の職員 

消防職員 ４６７人 

消防団員 １,０００人 

      計 １,４６７人 

（職員の定数） 

第２条 職員の定数は、次のとおりとする。 

⑴ 市長の事務部局の職員 ２，０１８人 

うち社会福祉法（昭和２６年法律第４

５号）第１４条第１項に規定する福祉に

関する事務所の職員 ２３４人 

⑶ 教育委員会及びその所管に属する学校そ

の他の教育機関の事務部局の職員 ２６０

人 

⑼ 消防部局の職員 

消防職員 ４６０人 

消防団員 １,０００人 

   計 １,４６０人 
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（議案説明資料） 

＜令和７年２月定例会＞ 

種 別 条例 番 号 議案第２５号 所 管 法務支援担当、税務管理課 

件 名 尼崎市市税条例及び尼崎市債権管理条例の一部を改正する条例について 

内       容 

１ 改正理由 

    本市の公債権について、納付期限までに納付義務が履行されない場合は、納付義務

者に対し督促を行うとともに、原則として当該督促の役務に係る費用を督促手数料

（現行は１通につき９０円）として徴収してきた。 

こうした中、他の地方公共団体において督促手数料を廃止している団体が増加して

いる状況があること、また、督促手数料を徴収するための事務や窓口対応等において

費用対効果の面での課題があること等を踏まえ、本市においても督促手数料を廃止す

るため、所要の整備を行うもの。 

 

２ 改正内容  

公債権に係る督促手数料を徴収するための規定を削除する。 

 

３ 施行期日 

  令和７年４月１日 
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尼崎市市税条例（第１条関係） 

改正後 現 行 

（用語） 

第２条 略 

⑵ 徴収金 市税並びにその延滞金、過少申

告加算金、不申告加算金、重加算金及び滞

納処分費をいう。 

 

第１５条 削除 

 

 

 

 

 

（都市計画税の賦課徴収等） 

第１１２条 

３ 第１項前段の規定によって都市計画税を固

定資産税と併せて賦課徴収する場合におい

て、都市計画税及び固定資産税に係る徴収金

の納付があったときは、その納付額から滞納

処分費を控除した額を都市計画税及び固定資

産税の額に案分した額に相当する都市計画税

又は固定資産税に係る徴収金の納付があった

ものとする。 

（用語） 

第２条 略 

⑵ 徴収金 市税並びにその督促手数料、延

滞金、過少申告加算金、不申告加算金、重

加算金及び滞納処分費をいう。 

（督促手数料） 

第１５条 徴税吏員は、滞納者に対して前条の

規定により督促状を発した場合においては、

督促手数料として、当該滞納者から１通につ

き９０円を徴収しなければならない。ただ

し、市長がやむを得ない理由があると認める

場合は、この限りでない。 

（都市計画税の賦課徴収等） 

第１１２条 

３ 第１項前段の規定によって都市計画税を固

定資産税と併せて賦課徴収する場合におい

て、都市計画税及び固定資産税に係る徴収金

の納付があったときは、その納付額から督促

手数料及び滞納処分費を控除した額を都市計

画税及び固定資産税の額に案分した額に相当

する都市計画税又は固定資産税に係る徴収金

の納付があったものとする。 
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尼崎市債権管理条例（第２条関係） 

改正後 現 行 

（督促） 

第６条  

（削る） 

 

 

 

 

 

 

（滞納処分） 

第９条 債権管理者は、強制徴収債権に係る滞

納者に対して地方自治法第２３１条の３第１

項その他の法令の規定により督促した場合に

おいて、当該滞納者が第６条第１項の規定に

より指定された期限その他の納付の期限まで

にその滞納に係る強制徴収債権及び当該強制

徴収債権に係る延滞金を完納しないときは、

法令の定めるところにより、滞納処分に着手

しなければならない。ただし、法令の定める

ところにより徴収猶予の措置を講ずる場合そ

の他債権管理者が特別の事情があると認める

場合は、この限りでない。 

（督促） 

第６条  

４ 債権管理者は、公債権に係る滞納者に対し

て地方自治法第２３１条の３第１項その他の

法令の規定により督促した場合においては、

督促手数料として、当該滞納者から１通につ

き９０円を徴収しなければならない。ただ

し、債権管理者がやむを得ない理由があると

認める場合は、この限りでない。 

（滞納処分） 

第９条 債権管理者は、強制徴収債権に係る滞

納者に対して地方自治法第２３１条の３第１

項その他の法令の規定により督促した場合に

おいて、当該滞納者が第６条第１項の規定に

より指定された期限その他の納付の期限まで

に当該強制徴収債権並びにその督促に係る同

条第４項の督促手数料及び当該強制徴収債権

に係る延滞金を完納しないときは、法令の定

めるところにより、滞納処分に着手しなけれ

ばならない。ただし、法令の定めるところに

より徴収猶予の措置を講ずる場合その他債権

管理者が特別の事情があると認める場合は、

この限りでない。 
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（議案説明資料） 

 

＜令和７年２月定例会＞ 

種 別 条例 番 号 議案第２６号 所 管 給与課 

件 名 
刑法等の一部を改正する法律の施行に伴う関係条例の整備に関する条例につ

いて 

内       容 

１ 改正理由 

  刑法等の一部を改正する法律（令和４年法律第６７号）の制定に伴い、「懲役」及

び「禁錮」の刑罰を廃止し、「拘禁刑」が創設されるため、関係条例について所要の

整備を行うもの。 

 

２ 改正の対象となる条例 

 ⑴ 尼崎市職員退隠料、退職給与金、死亡給与金、遺族扶助料条例 

⑵ 尼崎市職員退職手当支給条例 

⑶ 尼崎市職員の給与に関する条例 

⑷ 尼崎市消防団員の定員、任用、給与及び服務等に関する条例 

⑸ 尼崎市公設地方卸売市場業務条例 

⑹ 尼崎市教育職員の退職手当に関する条例 

⑺ 尼崎市消防団員退職報償金支給条例 

⑻ 市長及び副市長の退職手当に関する条例 

⑼ 尼崎市浄化槽保守点検業者の登録に関する条例 

⑽ 尼崎市の環境をまもる条例 

⑾ 尼崎市産業廃棄物の不適正な処理の防止に関する条例 

⑿ 尼崎市情報公開・個人情報保護審査委員会条例 

⒀ 尼崎市遊技場及びラブホテルの建築等の規制に関する条例 

⒁ 尼崎市行政不服審査会条例 

⒂ 尼崎市公文書の管理等に関する条例 

⒃ 尼崎市土地開発公社の解散に伴う関係条例の整備に関する条例 

⒄ 個人情報の保護に関する法律の改正等に伴う関係条例の整備に関する条例 

⒅ 尼崎市議会個人情報の保護に関する条例 

 

３ 改正内容 

各条例における要件を定める部分や罰則を定める部分について「懲役」及び「禁錮」

を「拘禁刑」に改める等の改正を行う。 

 

４ 施行期日 

  令和７年６月１日 
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尼崎市職員退隠料、退職給与金、死亡給与金、遺族扶助料条例（第１条関係） 

改正後 現 行 

第９条 略 

⑵ 死刑又ハ無期若ハ２年ヲ超ユル拘禁刑ニ

処セラレタルトキ 

在職中ノ職務ニ関スル犯罪（過失犯ヲ除ク）

ニ因リ拘禁刑以上ノ刑ニ処セラレタルトキハ

其ノ権利消滅ス但シ其ノ在職ガ退隠料ヲ受ケ

タル後ニ為サレタルモノナルトキハ其ノ再在

職ニ因リテ生ジタル権利ノミ消滅ス 

第１４条 略 

⑶ 市長、助役、収入役及ビ監査委員ニシテ

拘禁刑以上ノ刑ニ処セラレ失職シタルトキ 

⑷ 在職中拘禁刑以上ノ刑ニ処セラレタルト

  キ 

第１９条 略 

⑵ ２年以下ノ拘禁刑ニ処セラレタルトキハ

其ノ月ノ翌月ヨリ其ノ刑ノ執行ヲ終リ又ハ

其ノ執行ヲ受クルコトナキニ至リタル月迄

但シ刑ノ執行猶予ノ言渡ヲ受ケタルトキハ

退隠料ハ之ヲ停止セズ其ノ言渡ヲ取消サレ

タルトキハ取消ノ月ノ翌月ヨリ刑ノ執行ヲ

終リ又ハ其ノ執行ヲ受クルコトナキニ至リ

タル月迄之ヲ停止ス 

第２８条 遺族扶助料ヲ受クル者２年以下ノ拘

禁刑ニ処セラレタルトキハ其ノ月ノ翌月ヨリ

其ノ刑ノ執行ヲ終リ又ハ其ノ執行ヲ受クルコ

トナキニ至リタル月迄遺族扶助料ヲ停止ス但

シ刑ノ執行猶予ノ言渡ヲ受ケタルトキハ遺族

扶助料ハ之ヲ停止セズ其ノ言渡ヲ取消サレタ

ルトキハ取消ノ月ノ翌月ヨリ刑ノ執行ヲ終リ

又ハ其ノ執行ヲ受クルコトナキニ至リタル月

迄之ヲ停止ス 

前項ノ規定ハ拘禁刑以上ノ刑ニ処セラレ刑

ノ執行中又ハ其ノ執行前ニアル者ニ遺族扶助

料ヲ給スベキ事由発生シタル場合ニ之ヲ準用

ス 

第９条 略 

⑵ 死刑又ハ無期若ハ２年ヲ超ユル懲役若ハ

禁錮ノ刑ニ処セラレタルトキ 

在職中ノ職務ニ関スル犯罪（過失犯ヲ除ク）

ニ因リ禁錮以上ノ刑ニ処セラレタルトキハ其

ノ権利消滅ス但シ其ノ在職ガ退隠料ヲ受ケタ

ル後ニ為サレタルモノナルトキハ其ノ再在職

ニ因リテ生ジタル権利ノミ消滅ス 

第１４条 略 

⑶ 市長、助役、収入役及ビ監査委員ニシテ

禁錮以上ノ刑ニ処セラレ失職シタルトキ 

⑷ 在職中禁錮以上ノ刑ニ処セラレタルトキ 

 

第１９条 略 

⑵ ２年以下ノ懲役又ハ禁錮ノ刑ニ処セラレ

タルトキハ其ノ月ノ翌月ヨリ其ノ刑ノ執行

ヲ終リ又ハ其ノ執行ヲ受クルコトナキニ至

リタル月迄但シ刑ノ執行猶予ノ言渡ヲ受ケ

タルトキハ退隠料ハ之ヲ停止セズ其ノ言渡

ヲ取消サレタルトキハ取消ノ月ノ翌月ヨリ

刑ノ執行ヲ終リ又ハ其ノ執行ヲ受クルコト

ナキニ至リタル月迄之ヲ停止ス 

第２８条 遺族扶助料ヲ受クル者２年以下ノ懲

役又ハ禁錮ノ刑ニ処セラレタルトキハ其ノ月

ノ翌月ヨリ其ノ刑ノ執行ヲ終リ又ハ其ノ執行

ヲ受クルコトナキニ至リタル月迄遺族扶助料

ヲ停止ス但シ刑ノ執行猶予ノ言渡ヲ受ケタル

トキハ遺族扶助料ハ之ヲ停止セズ其ノ言渡ヲ

取消サレタルトキハ取消ノ月ノ翌月ヨリ刑ノ

執行ヲ終リ又ハ其ノ執行ヲ受クルコトナキニ

至リタル月迄之ヲ停止ス 

前項ノ規定ハ禁錮以上ノ刑ニ処セラレ刑ノ

執行中又ハ其ノ執行前ニアル者ニ遺族扶助料

ヲ給スベキ事由発生シタル場合ニ之ヲ準用ス 
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尼崎市職員退職手当支給条例（第２条関係） 

改正後 現 行 

（退職手当の支払の差止め） 

第１２条の２ 略 

⑴ 職員が刑事事件に関し起訴（当該起訴に

係る犯罪について拘禁刑以上の刑が定めら

れているものに限り、刑事訴訟法（昭和２

３年法律第１３１号）第６編に規定する略

式手続によるものを除く。以下同じ。）をさ

れた場合において、その判決の確定前に退

職をしたとき。 

５ 略 

⑵ 当該支払差止処分を受けた者について、

当該支払差止処分の理由となった起訴又は

行為に係る刑事事件につき、判決が確定し

た場合（拘禁刑以上の刑に処せられた場合

及び無罪の判決が確定した場合を除く。）又

は公訴を提起しない処分があった場合であ

って、次条第１項の規定による処分を受け

ることなく、当該判決が確定した日又は当

該公訴を提起しない処分があった日から６

月を経過した場合 

（退職後拘禁刑以上の刑に処せられた場合等の

退職手当の支給制限） 

第１２条の３ 略 

⑴ 当該退職をした者が刑事事件（当該退職

後に起訴をされた場合にあっては、基礎在

職期間中の行為に係る刑事事件に限る。）に

関し当該退職後に拘禁刑以上の刑に処せら

れたとき。 

（退職をした者の退職手当の返納） 

第１２条の４ 略 

⑴ 当該退職をした者が基礎在職期間中の行

為に係る刑事事件に関し拘禁刑以上の刑に

処せられたとき。 

（退職手当受給者の相続人からの退職手当相当

額の納付） 

第１２条の６ 

（退職手当の支払の差止め） 

第１２条の２ 略 

⑴ 職員が刑事事件に関し起訴（当該起訴に

係る犯罪について禁錮以上の刑が定められ

ているものに限り、刑事訴訟法（昭和２３

年法律第１３１号）第６編に規定する略式

手続によるものを除く。以下同じ。）をされ

た場合において、その判決の確定前に退職

をしたとき。 

５ 略 

⑵ 当該支払差止処分を受けた者について、

当該支払差止処分の理由となった起訴又は

行為に係る刑事事件につき、判決が確定し

た場合（禁錮
こ

以上の刑に処せられた場合及

び無罪の判決が確定した場合を除く。）又は

公訴を提起しない処分があった場合であっ

て、次条第１項の規定による処分を受ける

ことなく、当該判決が確定した日又は当該

公訴を提起しない処分があった日から６月

を経過した場合 

（退職後禁錮以上の刑に処せられた場合等の退

職手当の支給制限） 

第１２条の３ 略 

⑴ 当該退職をした者が刑事事件（当該退職

後に起訴をされた場合にあっては、基礎在

職期間中の行為に係る刑事事件に限る。）に

関し当該退職後に禁錮以上の刑に処せられ

たとき。 

（退職をした者の退職手当の返納） 

第１２条の４ 略 

⑴ 当該退職をした者が基礎在職期間中の行

為に係る刑事事件に関し禁錮以上の刑に処

せられたとき。 

（退職手当受給者の相続人からの退職手当相当

額の納付） 

第１２条の６ 
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４ 退職手当の受給者が、当該退職の日から６

月以内に基礎在職期間中の行為に係る刑事事

件に関し起訴をされた場合において、当該刑

事事件に関し拘禁刑以上の刑に処せられた後

において第１２条の４第１項の規定による処

分を受けることなく死亡したときは、当該退

職に係る退職手当管理機関は、当該退職手当

の受給者の死亡の日から６月以内に限り、当

該退職手当の受給者の相続人に対し、当該退

職をした者が当該刑事事件に関し拘禁刑以上

の刑に処せられたことを理由として、当該一

般の退職手当等の額（当該退職をした者が失

業手当受給可能者であった場合にあっては、

失業者退職手当額を除く。）の全部又は一部に

相当する額の納付を命ずる処分を行うことが

できる。 

４ 退職手当の受給者が、当該退職の日から６

月以内に基礎在職期間中の行為に係る刑事事

件に関し起訴をされた場合において、当該刑

事事件に関し禁錮以上の刑に処せられた後に

おいて第１２条の４第１項の規定による処分

を受けることなく死亡したときは、当該退職

に係る退職手当管理機関は、当該退職手当の

受給者の死亡の日から６月以内に限り、当該

退職手当の受給者の相続人に対し、当該退職

をした者が当該刑事事件に関し禁錮以上の刑

に処せられたことを理由として、当該一般の

退職手当等の額（当該退職をした者が失業手

当受給可能者であった場合にあっては、失業

者退職手当額を除く。）の全部又は一部に相当

する額の納付を命ずる処分を行うことができ

る。 

36



 

尼崎市職員の給与に関する条例（第３条関係） 

改正後 現 行 

第２１条の２ 略 

⑶ 前２号に掲げる者のほか、基準日前１箇

月以内又は基準日から当該基準日に対応す

る支給日の前日までの間に離職した職員

で、その離職した日から当該支給日の前日

までの間に拘禁刑以上の刑に処せられたも

の 

⑸ 一時差止処分を受けた者（当該一時差止

処分を取り消された者を除く。）で、刑事事

件（次条第２項の規定による支給の一時差

止めを受けた者にあっては、その在職期間

中の行為に係るものに限る。同条第５項（第

１号及び第２号を除く。）において同じ。）

に関し拘禁刑以上の刑に処せられたもの 

第２１条の３ 略 

⑴ 当該支給日の前日までに、刑事事件に関

して、その者が起訴（当該起訴に係る犯罪

について拘禁刑以上の刑が定められている

ものに限り、刑事訴訟法（昭和２３年法律

第１３１号）第６編に規定する略式手続に

よるものを除く。以下この条において同

じ。）をされ、その判決が確定していない場

合 

５ 略 

⑴ 一時差止処分を受けた者が当該一時差止

処分の理由となった行為に係る刑事事件に

関し拘禁刑以上の刑に処せられなかった場

合で、当該刑事事件に係る判決が確定した

日から起算して３月を経過したとき。 

第２１条の２ 略 

⑶ 前２号に掲げる者のほか、基準日前１箇

月以内又は基準日から当該基準日に対応す

る支給日の前日までの間に離職した職員

で、その離職した日から当該支給日の前日

までの間に禁錮以上の刑に処せられたもの 

 

⑸ 一時差止処分を受けた者（当該一時差止

処分を取り消された者を除く。）で、刑事事

件（次条第２項の規定による支給の一時差

止めを受けた者にあっては、その在職期間

中の行為に係るものに限る。同条第５項（第

１号及び第２号を除く。）において同じ。）

に関し禁錮以上の刑に処せられたもの 

第２１条の３ 略 

⑴ 当該支給日の前日までに、刑事事件に関

して、その者が起訴（当該起訴に係る犯罪

について禁錮以上の刑が定められているも

のに限り、刑事訴訟法（昭和２３年法律第

１３１号）第６編に規定する略式手続によ

るものを除く。以下この条において同じ。）

をされ、その判決が確定していない場合 

 

５ 略 

⑴ 一時差止処分を受けた者が当該一時差止

処分の理由となった行為に係る刑事事件に

関し禁錮以上の刑に処せられなかった場合

で、当該刑事事件に係る判決が確定した日

から起算して３月を経過したとき。 
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尼崎市消防団員の定員、任用、給与及び服務等に関する条例（第３条関係） 

改正後 現 行 

（欠格条項） 

第４条 略 

⑴ 拘禁刑以上の刑に処せられ、その執行を

終わった日から２年を経過しない者又はそ

の執行を受けることがなくなるまでの者 

（失格条項） 

第５条 略 

⑷ 拘禁刑以上の刑に処せられたとき。 

（欠格条項） 

第４条 略 

⑴ 禁錮以上の刑に処せられ、その執行を終

わった日から２年を経過しない者又はその

執行を受けることがなくなるまでの者 

（失格条項） 

第５条 略 

⑷ 禁錮以上の刑に処せられたとき。 
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尼崎市公設地方卸売市場業務条例（第３条関係） 

改正後 現 行 

（卸売の業務の承認） 

第７条 

４ 略 

⑶ 略 

イ 拘禁刑以上の刑に処せられ、又は法の

規定により罰金の刑に処せられ、その執

行を終わり、又はその執行を受けること

がなくなった日から起算して３年を経過

しない者 

（卸売の業務の承認） 

第７条 

４ 略 

⑶ 略 

イ 禁錮以上の刑に処せられ、又は法の規

定により罰金の刑に処せられ、その執行

を終わり、又はその執行を受けることが

なくなった日から起算して３年を経過し

ない者 
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尼崎市教育職員の退職手当に関する条例（第４条関係） 

改正後 現 行 

（退職手当の支払の差止め） 

第１２条の２ 略 

⑴ 教育職員が刑事事件に関し起訴（当該起

訴に係る犯罪について拘禁刑以上の刑が定

められているものに限り、刑事訴訟法（昭

和２３年法律第１３１号）第６編に規定す

る略式手続によるものを除く。以下同じ。）

をされた場合において、その判決の確定前

に退職をしたとき。 

５ 略 

⑵ 当該支払差止処分を受けた者について、

当該支払差止処分の理由となった起訴又は

行為に係る刑事事件につき、判決が確定し

た場合（拘禁刑以上の刑に処せられた場合

及び無罪の判決が確定した場合を除く。）又

は公訴を提起しない処分があった場合であ

って、次条第１項の規定による処分を受け

ることなく、当該判決が確定した日又は当

該公訴を提起しない処分があった日から６

月を経過した場合 

（退職後拘禁刑以上の刑に処せられた場合等の

退職手当の支給制限） 

第１２条の３ 略 

⑴ 当該退職をした者が刑事事件（当該退職

後に起訴をされた場合にあっては、基礎在

職期間中の行為に係る刑事事件に限る。）に

関し当該退職後に拘禁刑以上の刑に処せら

れたとき。 

（退職をした者の退職手当の返納） 

第１２条の４ 略 

⑴ 当該退職をした者が基礎在職期間中の行

為に係る刑事事件に関し拘禁刑以上の刑に

処せられたとき。 

（退職手当受給者の相続人からの退職手当相当

額の納付） 

第１２条の６ 

（退職手当の支払の差止め） 

第１２条の２ 略 

⑴ 教育職員が刑事事件に関し起訴（当該起

訴に係る犯罪について禁錮以上の刑が定め

られているものに限り、刑事訴訟法（昭和

２３年法律第１３１号）第６編に規定する

略式手続によるものを除く。以下同じ。）を

された場合において、その判決の確定前に

退職をしたとき。 

５ 略 

⑵ 当該支払差止処分を受けた者について、

当該支払差止処分の理由となった起訴又は

行為に係る刑事事件につき、判決が確定し

た場合（禁錮
こ

以上の刑に処せられた場合及

び無罪の判決が確定した場合を除く。）又は

公訴を提起しない処分があった場合であっ

て、次条第１項の規定による処分を受ける

ことなく、当該判決が確定した日又は当該

公訴を提起しない処分があった日から６月

を経過した場合 

（退職後禁錮以上の刑に処せられた場合等の退

職手当の支給制限） 

第１２条の３ 略 

⑴ 当該退職をした者が刑事事件（当該退職

後に起訴をされた場合にあっては、基礎在

職期間中の行為に係る刑事事件に限る。）に

関し当該退職後に禁錮以上の刑に処せられ

たとき。 

（退職をした者の退職手当の返納） 

第１２条の４ 略 

⑴ 当該退職をした者が基礎在職期間中の行

為に係る刑事事件に関し禁錮以上の刑に処

せられたとき。 

（退職手当受給者の相続人からの退職手当相当

額の納付） 

第１２条の６ 
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４ 退職手当の受給者が、当該退職の日から６

月以内に基礎在職期間中の行為に係る刑事

事件に関し起訴をされた場合において、当該

刑事事件に関し拘禁刑以上の刑に処せられ

た後において第１２条の４第１項の規定に

よる処分を受けることなく死亡したときは、

教育委員会は、当該退職手当の受給者の死亡

の日から６月以内に限り、当該退職手当の受

給者の相続人に対し、当該退職をした者が当

該刑事事件に関し拘禁刑以上の刑に処せら

れたことを理由として、当該一般の退職手当

等の額（当該退職をした者が失業手当受給可

能者であった場合にあっては、失業者退職手

当額を除く。）の全部又は一部に相当する額

の納付を命ずる処分を行うことができる。 

４ 退職手当の受給者が、当該退職の日から６

月以内に基礎在職期間中の行為に係る刑事

事件に関し起訴をされた場合において、当該

刑事事件に関し禁錮以上の刑に処せられた

後において第１２条の４第１項の規定によ

る処分を受けることなく死亡したときは、教

育委員会は、当該退職手当の受給者の死亡の

日から６月以内に限り、当該退職手当の受給

者の相続人に対し、当該退職をした者が当該

刑事事件に関し禁錮以上の刑に処せられた

ことを理由として、当該一般の退職手当等の

額（当該退職をした者が失業手当受給可能者

であった場合にあっては、失業者退職手当額

を除く。）の全部又は一部に相当する額の納

付を命ずる処分を行うことができる。 
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尼崎市消防団員退職報償金支給条例（第５条関係） 

改正後 現 行 

（退職報償金支給の制限） 

第６条 略 

⑴ 拘禁刑以上の刑に処せられた者 

（退職報償金支給の制限） 

第６条 略 

⑴ 禁錮
こ

以上の刑に処せられた者 
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市長及び副市長の退職手当に関する条例（第５条関係） 

改正後 現 行 

（退職手当の支給制限） 

第５条 在職中拘禁刑以上の刑に処せられた

者、懲戒免職の処分を受けた者その他在職中

において市長等の職の信用を失うべき行為が

あつた者が退職したときは、その退職につい

ては、退職手当を支給しないこととすること

ができる。 

（退職手当の支給制限） 

第５条 在職中禁錮
こ

以上の刑に処せられた者、

懲戒免職の処分を受けた者その他在職中にお

いて市長等の職の信用を失うべき行為があつ

た者が退職したときは、その退職については、

退職手当を支給しないこととすることができ

る。 
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尼崎市浄化槽保守点検業者の登録に関する条例（第６条関係） 

改正後 現 行 

（罰則） 

第１８条 次の各号の一に該当する者は、１年

以下の拘禁刑又は１００，０００円以下の罰

金に処する。 

（罰則） 

第１８条 次の各号の一に該当する者は、１年

以下の懲役又は１００，０００円以下の罰金

に処する。 
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尼崎市の環境をまもる条例（第６条関係） 

改正後 現 行 

（罰則） 

第９１条 第５４条第４項の規定による命令に

違反した者は、６月以下の拘禁刑又は３００，

０００円以下の罰金に処する。 

第９２条 次の各号のいずれかに該当する者

は、３月以下の拘禁刑又は２００，０００円

以下の罰金に処する。 

（罰則） 

第９１条 第５４条第４項の規定による命令に

違反した者は、６月以下の懲役又は３００，

０００円以下の罰金に処する。 

第９２条 次の各号のいずれかに該当する者

は、３月以下の懲役又は２００，０００円以

下の罰金に処する。 
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尼崎市産業廃棄物の不適正な処理の防止に関する条例（第６条関係） 

改正後 現 行 

（罰則） 

第２２条 第１３条第１項又は第１４条第１

項の規定による命令に違反した者は、２年以

下の拘禁刑又は１，０００，０００円以下の

罰金に処する。 

第２３条 第１２条第１項の規定による命令に

違反した者は、６月以下の拘禁刑又は５００，

０００円以下の罰金に処する。 

（罰則） 

第２２条 第１３条第１項又は第１４条第１

項の規定による命令に違反した者は、２年以

下の懲役又は１，０００，０００円以下の罰

金に処する。 

第２３条 第１２条第１項の規定による命令に

違反した者は、６月以下の懲役又は５００，

０００円以下の罰金に処する。 
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尼崎市情報公開・個人情報保護審査委員会条例（第６条関係） 

改正後 現 行 

（罰則） 

第１１条 第４条第４項の規定に違反して秘密

を漏らした者は、１年以下の拘禁刑又は５０

０，０００円以下の罰金に処する。 

（罰則） 

第１１条 第４条第４項の規定に違反して秘密

を漏らした者は、１年以下の懲役又は５００，

０００円以下の罰金に処する。 
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尼崎市遊技場及びラブホテルの建築等の規制に関する条例（第６条関係） 

改正後 現 行 

（罰則） 

第１５条 第１０条第２項の規定による市長の

命令に違反した者は、６月以下の拘禁刑又は

３００，０００円以下の罰金に処する。 

（罰則） 

第１５条 第１０条第２項の規定による市長の

命令に違反した者は、６月以下の懲役又は３

００，０００円以下の罰金に処する。 
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尼崎市行政不服審査会条例（第６条関係） 

改正後 現 行 

（罰則） 

第１１条 第９条の規定に違反して秘密を漏ら

した者は、１年以下の拘禁刑又は５００，０

００円以下の罰金に処する。 

（罰則） 

第１１条 第９条の規定に違反して秘密を漏ら

した者は、１年以下の懲役又は５００，００

０円以下の罰金に処する。 
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尼崎市公文書の管理等に関する条例（第６条関係） 

改正後 現 行 

第４３条 第３３条第５項の規定に違反して秘

密を漏らした者は、１年以下の拘禁刑又は５

００，０００円以下の罰金に処する。 

第４３条 第３３条第５項の規定に違反して秘

密を漏らした者は、１年以下の懲役又は５０

０，０００円以下の罰金に処する。 
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尼崎市土地開発公社の解散に伴う関係条例の整備に関する条例（第６条関係） 

改正後 現 行 

付 則 

（尼崎市情報公開条例の一部改正に伴う経過措

置） 

５ 次に掲げる者が、正当な理由がないのに、

この条例の施行前において土地開発公社が保

有していた個人の秘密に属する事項が記録さ

れた旧個人情報ファイル（旧保有個人情報（改

正前の個人情報保護条例第２条第４号に規定

する保有個人情報をいう。以下同じ。）を個人

情報保護条例第２条第５号に規定する保有個

人情報とみなして同号の規定を適用したなら

ば同号に規定する個人情報ファイルに該当す

ることとなるものをいう。）で同号アに係るも

の（その全部又は一部を複製し、又は加工し

たものを含む。）を、この条例の施行後に提供

したときは、２年以下の拘禁刑又は１，００

０，０００円以下の罰金に処する。 

６ 前項各号に掲げる者が、その事務に関して

知り得たこの条例の施行前において土地開発

公社が保有していた旧保有個人情報を、この

条例の施行後に自己若しくは第三者の不正な

利益を図る目的で提供し、又は盗用したとき

は、１年以下の拘禁刑又は５００，０００円

以下の罰金に処する。 

付 則 

（尼崎市情報公開条例の一部改正に伴う経過措

置） 

５ 次に掲げる者が、正当な理由がないのに、

この条例の施行前において土地開発公社が保

有していた個人の秘密に属する事項が記録さ

れた旧個人情報ファイル（旧保有個人情報（改

正前の個人情報保護条例第２条第４号に規定

する保有個人情報をいう。以下同じ。）を個人

情報保護条例第２条第５号に規定する保有個

人情報とみなして同号の規定を適用したなら

ば同号に規定する個人情報ファイルに該当す

ることとなるものをいう。）で同号アに係るも

の（その全部又は一部を複製し、又は加工し

たものを含む。）を、この条例の施行後に提供

したときは、２年以下の懲役又は１，０００，

０００円以下の罰金に処する。 

６ 前項各号に掲げる者が、その事務に関して

知り得たこの条例の施行前において土地開発

公社が保有していた旧保有個人情報を、この

条例の施行後に自己若しくは第三者の不正な

利益を図る目的で提供し、又は盗用したとき

は、１年以下の懲役又は５００，０００円以

下の罰金に処する。 
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個人情報の保護に関する法律の改正等に伴う関係条例の整備に関する条例（第６条関係） 

改正後 現 行 

付 則 

（尼崎市情報公開条例の一部改正に伴う経過措

置） 

８ 次に掲げる者が、正当な理由がないのに、

この条例の施行前において旧実施機関が保有

していた個人の秘密に属する事項が記録され

た個人情報ファイル（廃止前の個人情報保護

条例第２条第５号に規定する個人情報ファイ

ルをいう。）で同号アに係るもの（その全部又

は一部を複製し、又は加工したものを含む。）

を、この条例の施行後に提供したときは、２

年以下の拘禁刑又は１，０００，０００円以

下の罰金に処する。 

９ 前項各号に掲げる者が、その事務に関して

知り得たこの条例の施行前において旧実施機

関が保有していた旧保有個人情報を、この条

例の施行後に自己若しくは第三者の不正な利

益を図る目的で提供し、又は盗用したときは、

１年以下の拘禁刑又は５００，０００円以下

の罰金に処する。 

付 則 

（尼崎市情報公開条例の一部改正に伴う経過措

置） 

８ 次に掲げる者が、正当な理由がないのに、

この条例の施行前において旧実施機関が保有

していた個人の秘密に属する事項が記録され

た個人情報ファイル（廃止前の個人情報保護

条例第２条第５号に規定する個人情報ファイ

ルをいう。）で同号アに係るもの（その全部又

は一部を複製し、又は加工したものを含む。）

を、この条例の施行後に提供したときは、２

年以下の懲役又は１，０００，０００円以下

の罰金に処する。 

９ 前項各号に掲げる者が、その事務に関して

知り得たこの条例の施行前において旧実施機

関が保有していた旧保有個人情報を、この条

例の施行後に自己若しくは第三者の不正な利

益を図る目的で提供し、又は盗用したときは、

１年以下の懲役又は５００，０００円以下の

罰金に処する。 
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尼崎市議会個人情報の保護に関する条例（第６条関係） 

改正後 現 行 

第６０条 議会職員若しくは議会職員であっ

た者、第８条第２項若しくは第１４条第５項

の委託を受けた業務に従事している者若し

くは従事していた者又は議会において個人

情報、仮名加工情報若しくは匿名加工情報の

取扱いに従事している派遣労働者若しくは

従事していた派遣労働者が、正当な理由がな

いのに、個人の秘密に属する事項が記録され

た第２条第１項第２号アに係る個人情報フ

ァイル（その全部又は一部を複製し、又は加

工したものを含む。）を提供したときは、２

年以下の拘禁刑又は１，０００，０００円以

下の罰金に処する。 

第６１条 前条に規定する者が、その業務に関

して知り得た保有個人情報を自己若しくは

第三者の不正な利益を図る目的で提供し、又

は盗用したときは、１年以下の拘禁刑又は５

００，０００円以下の罰金に処する。 

第６２条 議会職員がその職権を濫用して、専

らその職務の用以外の用に供する目的で個人

の秘密に属する事項が記録された文書、図画

又は電磁的記録を収集したときは、１年以下

の拘禁刑又は５００，０００円以下の罰金に

処する。 

第６０条 議会職員若しくは議会職員であっ

た者、第８条第２項若しくは第１４条第５項

の委託を受けた業務に従事している者若し

くは従事していた者又は議会において個人

情報、仮名加工情報若しくは匿名加工情報の

取扱いに従事している派遣労働者若しくは

従事していた派遣労働者が、正当な理由がな

いのに、個人の秘密に属する事項が記録され

た第２条第１項第２号アに係る個人情報フ

ァイル（その全部又は一部を複製し、又は加

工したものを含む。）を提供したときは、２

年以下の懲役又は１，０００，０００円以下

の罰金に処する。 

第６１条 前条に規定する者が、その業務に関

して知り得た保有個人情報を自己若しくは

第三者の不正な利益を図る目的で提供し、又

は盗用したときは、１年以下の懲役又は５０

０，０００円以下の罰金に処する。 

第６２条 議会職員がその職権を濫用して、専

らその職務の用以外の用に供する目的で個人

の秘密に属する事項が記録された文書、図画

又は電磁的記録を収集したときは、１年以下

の懲役又は５００，０００円以下の罰金に処

する。 
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（議案説明資料） 

 

＜令和７年２月定例会＞ 

種 別 条例 番 号 議案第２７号 所 管 給与課 

件 名 
尼崎市職員退職手当支給条例及び尼崎市教育職員の退職手当に関する条例の

一部を改正する条例について 

内       容 

１ 改正理由 

  雇用保険法等の一部を改正する法律（令和６年法律第２６号）の制定により、就業

手当が廃止されるとともに地域延長給付の特例措置が延長されることに伴い、国家公

務員の退職手当の取扱いが変更になることから、本市職員の退職手当についても同様

の対応を行うため、所要の整備を行うもの。 

 

２ 改正内容 

 ⑴ 就業手当の廃止に伴う改正 

   安定した職業以外の職業に早期再就職した場合に支給する退職手当としての「就

業手当」を廃止する。 

 ⑵ 地域延長給付の特例措置の延長に伴う改正 

雇用情勢が厳しい地域に居住する特定退職者（公務上の傷病により退職した者

等）であって、一定要件を満たすものに対して、退職手当としての基本手当の給付

日数を延長して支給することができる特例措置の対象について、「令和７年３月３

１日以前に退職した職員」を「令和９年３月３１日以前に退職した職員」に改める。 

 

３ 施行期日 

  令和７年４月１日 

  ただし、上記２⑵の改正については、公布の日 
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尼崎市職員退職手当支給条例（第１条関係） 

改正後 現 行 

（失業者の退職手当） 

第８条 

１２ 略 

⑷ 安定した職業に就いた者 雇用保険法の

規定による就業促進手当の額に相当する金

額 

１５ 第１２項第４号に定める額の退職手当の

支給があったときは、第１項、第３項又は第

１２項の規定の適用については、雇用保険法

第５６条の３第１項第１号に該当する者に係

る就業促進手当にについて同条第４項の規定

により基本手当を支給したものとみなされる

日数に相当する日数分の第１項又は第３項の

規定による退職手当の支給があったものとみ

なす。 

 

 

 

 

付 則 

１５ 令和９年３月３１日以前に退職した職員

に対する第８条第１１項の規定の適用につい

ては、同項中「第２８条まで」とあるのは「第

２８条まで及び附則第５条」と、同項第２号

ア中「イ」とあるのは「イ及びウ」と、同号

中「イ 雇用保険法第２２条第２項に規定す

る厚生労働省令で定める理由により就職が困

難な者で、同法第２４条の２第１項第２号に

掲げる者に相当する者として市長が別に定め

る者に該当し、かつ、市長が指導基準に照ら

して再就職を促進するために必要な職業指導

を行うことが適当であると認めるもの」とあ

るのは「 

イ 雇用保険法第２２条第２項に規定する厚

生労働省令で定める理由により就職が困難

な者で、同法第２４条の２第１項第２号に

（失業者の退職手当） 

第８条 

１２ 略 

⑷ 職業に就いた者 雇用保険法の規定によ

る就業促進手当の額に相当する金額 

 

１５ 第１２項第４号に定める額の退職手当の

支給があったときは、第１項、第３項又は第

１２項の規定の適用については、雇用保険法

第５６条の３第１項第１号イに該当する者に

係る就業促進手当に相当する退職手当にあっ

ては当該退職手当の支給を受けた日数に相当

する日数分、同号ロに該当する者に係る就業

促進手当に相当する退職手当にあっては当該

就業促進手当について同条第５項の規定によ

り基本手当を支給したものとみなされる日数

に相当する日数分の第１項又は第３項の規定

による退職手当の支給があったものとみな

す。 

付 則 

１５ 令和７年３月３１日以前に退職した職員

に対する第８条第１１項の規定の適用につい

ては、同項中「第２８条まで」とあるのは「第

２８条まで及び附則第５条」と、同項第２号

ア中「イ」とあるのは「イ及びウ」と、同号

中「イ 雇用保険法第２２条第２項に規定す

る厚生労働省令で定める理由により就職が困

難な者で、同法第２４条の２第１項第２号に

掲げる者に相当する者として市長が別に定め

る者に該当し、かつ、市長が指導基準に照ら

して再就職を促進するために必要な職業指導

を行うことが適当であると認めるもの」とあ

るのは「 

イ 雇用保険法第２２条第２項に規定する厚

生労働省令で定める理由により就職が困難

な者で、同法第２４条の２第１項第２号に
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掲げる者に相当する者として市長が別に定

める者に該当し、かつ、市長が指導基準に

照らして再就職を促進するために必要な職

業指導を行うことが適当であると認めるも

の 

ウ 特定退職者で、雇用保険法附則第５条第

１項に規定する地域内に居住し、かつ、市

長が指導基準に照らして再就職を促進する

ために必要な職業指導を行うことが適当で

あると認めるもの（アに該当する者を除

く。） 

」とする。 

掲げる者に相当する者として市長が別に定

める者に該当し、かつ、市長が指導基準に

照らして再就職を促進するために必要な職

業指導を行うことが適当であると認めるも

の 

ウ 特定退職者で、雇用保険法附則第５条第

１項に規定する地域内に居住し、かつ、市

長が指導基準に照らして再就職を促進する

ために必要な職業指導を行うことが適当で

あると認めるもの（アに該当する者を除

く。） 

」とする。 
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尼崎市教育職員の退職手当に関する条例（第２条関係） 

改正後 現 行 

（失業者の退職手当） 

第１０条 

１２ 略 

⑷ 安定した職業に就いた者 雇用保険法の

規定による就業促進手当の額に相当する金

額 

１５ 第１２項第４号に定める額の退職手当の

支給があったときは、第１項、第３項又は第

１２項の規定の適用については、雇用保険法

第５６条の３第１項第１号に該当する者に係

る就業促進手当について同条第４項の規定に

より基本手当を支給したものとみなされる日

数に相当する日数分の第１項又は第３項の規

定による退職手当の支給があったものとみな

す。 

 

 

 

 

付 則 

１７ 令和９年３月３１日以前に退職した教育

職員に対する第１０条第１１項の規定の適用

については、同項中「第２８条まで」とある

のは「第２８条まで及び附則第５条」と、同

項第２号ア中「イ」とあるのは「イ及びウ」

と、同号中「イ 雇用保険法第２２条第２項

に規定する厚生労働省令で定める理由により

就職が困難な者で、同法第２４条の２第１項

第２号に掲げる者に相当する者として教育委

員会が別に定める者に該当し、かつ、教育委

員会が指導基準に照らして再就職を促進する

ために必要な職業指導を行うことが適当であ

ると認めるもの」とあるのは「 

イ 雇用保険法第２２条第２項に規定する厚

生労働省令で定める理由により就職が困難

な者で、同法第２４条の２第１項第２号に

（失業者の退職手当） 

第１０条 

１２ 略 

⑷ 職業に就いた者 雇用保険法の規定によ

る就業促進手当の額に相当する金額 

 

１５ 第１２項第４号に定める額の退職手当の

支給があったときは、第１項、第３項又は第

１２項の規定の適用については、雇用保険法

第５６条の３第１項第１号イに該当する者に

係る就業促進手当に相当する退職手当にあっ

ては当該退職手当の支給を受けた日数に相当

する日数分、同号ロに該当する者に係る就業

促進手当に相当する退職手当にあっては当該

就業促進手当について同条第５項の規定によ

り基本手当を支給したものとみなされる日数

に相当する日数分の第１項又は第３項の規定

による退職手当の支給があったものとみな

す。 

付 則 

１７ 令和７年３月３１日以前に退職した教育

職員に対する第１０条第１１項の規定の適用

については、同項中「第２８条まで」とある

のは「第２８条まで及び附則第５条」と、同

項第２号ア中「イ」とあるのは「イ及びウ」

と、同号中「イ 雇用保険法第２２条第２項

に規定する厚生労働省令で定める理由により

就職が困難な者で、同法第２４条の２第１項

第２号に掲げる者に相当する者として教育委

員会が別に定める者に該当し、かつ、教育委

員会が指導基準に照らして再就職を促進する

ために必要な職業指導を行うことが適当であ

ると認めるもの」とあるのは「 

イ 雇用保険法第２２条第２項に規定する厚

生労働省令で定める理由により就職が困難

な者で、同法第２４条の２第１項第２号に
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掲げる者に相当する者として教育委員会が

別に定める者に該当し、かつ、教育委員会

が指導基準に照らして再就職を促進するた

めに必要な職業指導を行うことが適当であ

ると認めるもの 

ウ 特定退職者で、雇用保険法附則第５条第

１項に規定する地域内に居住し、かつ、教

育委員会が指導基準に照らして再就職を促

進するために必要な職業指導を行うことが

適当であると認めるもの（アに該当する者

を除く。） 

」とする。 

掲げる者に相当する者として教育委員会が

別に定める者に該当し、かつ、教育委員会

が指導基準に照らして再就職を促進するた

めに必要な職業指導を行うことが適当であ

ると認めるもの 

ウ 特定退職者で、雇用保険法附則第５条第

１項に規定する地域内に居住し、かつ、教

育委員会が指導基準に照らして再就職を促

進するために必要な職業指導を行うことが

適当であると認めるもの（アに該当する者

を除く。） 

」とする。 
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（議案説明資料） 

 

＜令和７年２月定例会＞ 

種 別 条例 番 号 議案第２８号 所 管 給与課 

件 名 
尼崎市職員の勤務時間その他の勤務条件に関する条例の一部を改正する条例

について 

内       容 

１ 改正理由 

  育児休業、介護休業等育児又は家族介護を行う労働者の福祉に関する法律及び次世

代育成支援対策推進法の一部を改正する法律（令和６年法律第４２号）の制定により、

民間企業に従事する育児中の労働者における所定外労働の制限の対象範囲が拡大さ

れること等を踏まえ、本市職員についても同様の対応を行うため、所要の整備を行う

もの。 

 

２ 改正内容 

 ⑴ 超過勤務免除の対象の拡大 

子を養育する職員が請求した場合において、任命権者が所定勤務時間を超えて勤

務させてはならない職員の範囲を、「３歳に満たない子を養育する職員」から「未

就学児を養育する職員」に改める。 

 ⑵ 超過勤務制限の廃止 

未就学児を養育する職員が請求した場合において、任命権者が市規則で定める時

間数を超えて、超過勤務をさせてはならない規定を削除する。 

 ⑶ 子の看護等の子育てのための休暇の取得要件の拡大 

子の看護等の子育てのための休暇の取得要件に、職員が養育する児童が感染症の

ため在籍する学校又は保育施設等を出席停止となった場合を追加するための改正

を行う。 

 

３ 施行期日 

  令和７年４月１日 
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尼崎市職員の勤務時間その他の勤務条件に関する条例 

改正後 現 行 

（育児又は介護を行う職員の深夜勤務及び超過

勤務の制限） 

第５条 任命権者は、職員（市規則で定める職

員を除く。）が、市規則で定めるところによ

り、その未就学児（小学校就学の始期に達す

るまでの子（市規則で定める者を含む。）を

いう。以下この条において同じ。）を養育す

るために請求した場合には、公務の運営に支

障がある場合を除き、深夜（午後１０時から

翌日の午前５時までの間をいう。）における

勤務をさせてはならない。 

２ 任命権者は、職員が、市規則で定めるとこ

ろにより、その未就学児を養育するために請

求した場合には、その請求をした職員の業務

を処理するための措置を講ずることが著しく

困難である場合を除き、所定の勤務時間以外

の時間における勤務（災害その他避けること

のできない事由に基づく臨時の勤務を除く。

以下この条において「超過勤務」という。）

をさせてはならない。 

（削る） 

 

 

 

 

 

３ 前２項の規定は、職員が、市規則で定める

ところにより、その要介護者（第１３条の３

に規定する要介護者をいう。以下この条にお

いて同じ。）を介護するために請求した場合

について準用する。この場合において、前項

中「その請求をした職員の業務を処理するた

めの措置を講ずることが著しく困難である」

とあるのは、「公務の運営に支障がある」と

読み替えるものとする。 

４ 任命権者は、職員が、市規則で定めるとこ

（育児又は介護を行う職員の深夜勤務及び超過

勤務の制限） 

第５条 任命権者は、職員（市規則で定める職

員を除く。）が、市規則で定めるところによ

り、その未就学児（小学校就学の始期に達す

るまでの子（市規則で定める者を含む。）を

いう。第３項において同じ。）を養育するた

めに請求した場合には、公務の運営に支障が

ある場合を除き、深夜（午後１０時から翌日

の午前５時までの間をいう。）における勤務

をさせてはならない。 

２ 任命権者は、職員が、市規則で定めるとこ

ろにより、その３歳に満たない子（市規則で

定める者を含む。）を養育するために請求し

た場合には、当該職員の業務を処理するため

の措置を講ずることが著しく困難である場合

を除き、所定の勤務時間以外の時間における

勤務（災害その他避けることのできない事由

に基づく臨時の勤務を除く。次項において「超

過勤務」という。）をさせてはならない。 

３ 任命権者は、職員が、市規則で定めるとこ

ろにより、その未就学児を養育するために請

求した場合には、当該職員の業務を処理する

ための措置を講ずることが著しく困難である

場合を除き、市規則で定める時間数を超えて、

超過勤務をさせてはならない。 

４ 前各項の規定は、職員が第１３条の３に規

定する要介護者を介護する場合について準用

する。この場合において、第１項中「職員（市

規則で定める職員を除く。）」とあるのは「職

員」と、第２項中「当該職員の業務を処理す

るための措置を講ずることが著しく困難であ

る」とあるのは「公務の運営に支障がある」

と読み替えるものとする。 
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ろにより、その要介護者を介護するために請

求した場合には、その請求をした職員の業務

を処理するための措置を講ずることが著しく

困難である場合を除き、市規則で定める時間

数を超えて、超過勤務をさせてはならない。 

第１３条の２ 略  

⑵ 当該職員が、その養育する児童が在籍す

る学校又は保育施設の全部又は一部が市規

則で定める事由により臨時に休業した場合

その他これに準ずる場合に当該児童につい

て必要となる世話をするため、勤務しない

ことが相当であると認められる場合 

 

 

 

 

 

第１３条の２ 略  

⑵ 当該職員が、その養育する児童が在籍す

る学校又は保育施設の全部又は一部が市規

則で定める事由により臨時に休業した場合

に当該児童について必要となる世話をする

ため、勤務しないことが相当であると認め

られる場合 
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（議案説明資料） 

 

＜令和７年２月定例会＞ 

種 別 条例 番 号 議案第２９号 所 管 給与課 

件 名 
尼崎市職員の給与制度を改正するための関係条例の整備に関する条例につい

て 

内       容 

１ 改正理由 

  人事院勧告を受けた国家公務員の給与制度の改正を踏まえ、本市職員の給与制度に

ついても国制度を基本とした対応等を行うため、所要の整備を行うもの。 

２ 主な改正内容 

 ⑴ 尼崎市職員の給与に関する条例の改正 

  ア ３級（主事級）から８級（局長級）の行政職給料表等について、職務や職責を

より重視した給料体系を導入するため号給数を変更する。また、当該変更に伴い、

職員の号給数について、給料月額が同額の号給が存在する場合はその号給、存在

しない場合は直近上位に読み替えるものとする。 

イ アの給料表の改定に伴い、７級（部長級）及び８級（局長級）の職員の標準昇

給号給数を１号給に変更する。 

  ウ 下表のとおり配偶者に係る扶養手当を廃止するとともに、子に係る扶養手当の

支給額の引上げを行う。 

年度 現行 R7 年度 R8 年度 

配偶者 課長級以下 6,500 円 3,000 円 
廃止 

部長級 3,500 円 廃止 

子（１人当たり） 10,000 円 11,500 円 13,000 円 

  エ 地域手当の支給割合を１００分の１０から１００分の８に引き下げる。なお、

当該引下げに当たっては、１年ごとに１００分の１ずつ引き下げる。 

  オ 現行は支給対象としていない定年前再任用短時間勤務職員等に対して住居手

当を支給する。 

  カ 管理職員特別勤務手当の支給対象時間帯について、現行の「午前０時から午前

５時まで」を「午後１０時から午前５時まで」に拡大する。 

  キ 令和７年度に限り特別昇給を実施することができる規定を付則に追加する。 

⑵ 尼崎市公営企業に勤務する企業職員の給与の種類及び基準に関する条例の改正 

  上記⑴オ及びカと同様の改正を行う。 

 ⑶ 尼崎市一般職の任期付職員の採用及び給与の特例に関する条例の改正 

特定任期付職員のうち特に顕著な業績を挙げたと認められるものに支給する「特

定任期付職員業績手当」を廃止し、新たに「勤勉手当」を支給する。 

３ 施行期日 

令和７年４月１日 
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尼崎市公営企業に勤務する企業職員の給与の種類及び基準に関する条例（第１条関係） 

改正後 

（管理職員特別勤務手当） 

第１０条の２ 管理職員特別勤務手当は、管理監督職員が次のいずれかに該当する場合（管理者

が別に定める場合を除く。）に支給する。 

⑴ 臨時又は緊急の必要その他の公務の運営の必要により、勤務を要しない日又は第８条第３

項に規定する休日（その日が他の日に振り替えられたときは、当該他の日。以下「休日」と

いう。）に勤務をした場合 

⑵ 災害への対処その他の臨時又は緊急の必要により、午前１０時からその翌日の午前５時ま

での間（勤務を要しない日又は休日に含まれる時間を除き、正規の勤務時間以外の時間に限

る。）に勤務をした場合 

（定年前再任用短時間勤務職員についての適用除外） 

第１４条の３ 第４条及び第１２条の規定は、定年等条例第１３条又は第１４条第１項の規定に

より採用された職員には適用しない。 
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現 行 

（管理職員特別勤務手当） 

第１０条の２ 管理職員特別勤務手当は、管理監督職員が次のいずれかに該当する場合に支給す

る。 

⑴ 臨時又は緊急の必要その他の公務の運営の必要により、勤務を要しない日又は第８条第３

項に規定する休日（その日が他の日に振り替えられたときは、当該他の日。以下「休日」と

いう。）に勤務した場合 

⑵ 災害への対処その他の臨時又は緊急の必要により、勤務を要しない日及び休日以外の日の

午前０時から午前５時までの間（正規の勤務時間以外の時間内のものに限る。）に勤務した場

合 

（定年前再任用短時間勤務職員についての適用除外） 

第１４条の３ 第４条、第４条の３及び第１２条の規定は、定年等条例第１３条又は第１４条第

１項の規定により採用された職員には適用しない。 
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尼崎市職員の給与に関する条例（第２条関係） 

改正後 

（昇給） 

第９条  

２ 前項の規定により職員を昇給させるかどうか及び当該職員を昇給させる場合の昇給の号給数

は、同項に規定する期間の全部を良好な成績で勤務した職員の昇給の号給数を４号給（行政職

給料表の適用を受ける職員でその等級が７級以上であるもの及び同表以外の各給料表の適用を

受ける職員でその等級がこれらに相当するものとして市規則で定めるものにあっては、１号給）

とすることを標準として市規則で定める基準に従い、決定するものとする。 

（扶養手当） 

第１２条 扶養親族のある職員（定年前再任用短時間勤務職員を除く。以下この条において同じ。）

には、扶養手当を支給する。ただし、次項第２号から第５号までのいずれかに該当する扶養親

族（以下この条において「扶養親族たる父母等」という。）に係る扶養手当は、行政職給料表の

適用を受ける職員でその等級が８級であるもの及び同表以外の各給料表の適用を受ける職員で

その等級がこれに相当するものとして市規則で定めるものに対しては、支給しない。 

 

２ 前項の扶養親族とは、次の各号に掲げる者で、他に生計の途がなく、かつ、主としてその職

員の収入によって生計を維持しているものをいう。 

（削る） 

⑴～⑸ 略 

３ 扶養手当の月額は、前項第１号に該当する扶養親族（以下この条において「扶養親族たる子」

という。）については１人につき１３，０００円、扶養親族たる父母等については１人につき６，

５００円（行政職給料表の適用を受ける職員でその等級が７級であるもの及び同表以外の各給

料表の適用を受ける職員でその等級がこれに相当するものとして市規則で定めるものにあって

は、３，５００円）とする。 

４ 扶養親族たる子のうちに１５歳に達する日後の最初の４月１日から２２歳に達する日以後の

最初の３月３１日までの間にある子がいる場合における扶養手当の月額は、前項の規定にかか

わらず、５，０００円に当該期間にある扶養親族たる子の数を乗じて得た額を同項の規定によ

る額に加算した額とする。 

５ 前各項に規定するもののほか、扶養手当の支給について必要な事項は、市規則で定める。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（削る） 
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現 行 

（昇給） 

第９条 

２ 前項の規定により職員を昇給させるかどうか及び当該職員を昇給させる場合の昇給の号給数

は、同項に規定する期間の全部を良好な成績で勤務した職員の昇給の号給数を４号給（行政職

給料表の適用を受ける職員でその等級が６級以上であるもの及び同表以外の各給料表の適用を

受ける職員でその等級がこれらに相当するものとして市規則で定めるものにあっては、３号給）

とすることを標準として市規則で定める基準に従い、決定するものとする。 

（扶養手当） 

第１２条 扶養親族のある職員（定年前再任用短時間勤務職員を除く。以下この条において同じ。）

には、扶養手当を支給する。ただし、次項第１号及び第３号から第６号までのいずれかに該当

する扶養親族（以下「扶養親族たる配偶者、父母等」という。）に係る扶養手当は、行政職給料

表の適用を受ける職員でその等級が８級であるもの及び同表以外の各給料表の適用を受ける職

員でその等級がこれに相当するものとして市規則で定めるもの（以下「８級職員」という。）に

対しては、支給しない。 

２ 前項の扶養親族とは、次の各号に掲げる者で、他に生計の途がなく、かつ、主としてその職

員の収入によって生計を維持しているものをいう。 

⑴ 配偶者（届出をしないが、事実上婚姻関係と同様の事情にある者を含む。以下同じ。） 

⑵～⑹ 略 

３ 扶養手当の月額は、扶養親族たる配偶者、父母等については１人につき６，５００円（行政

職給料表の適用を受ける職員でその等級が７級であるもの及び同表以外の各給料表の適用を受

ける職員でその等級がこれに相当するものとして市規則で定めるもの（以下「７級職員」とい

う。）にあっては、３，５００円）、前項第２号に該当する扶養親族（以下「扶養親族たる子」と

いう。）については１人につき１０，０００円とする。 

４ 扶養親族たる子のうちに１５歳に達する日後の最初の４月１日から２２歳に達する日以後の

最初の３月３１日までの間（以下「特定期間」という。）にある子がいる場合における扶養手当

の月額は、前項の規定にかかわらず、５，０００円に特定期間にある当該扶養親族たる子の数

を乗じて得た額を同項の規定による額に加算した額とする。 

５ 新たに職員となった者に扶養親族（８級職員にあっては、扶養親族たる子に限る。）がある場

合、８級職員から８級職員以外の職員となった職員に扶養親族たる配偶者、父母等がある場合

又は職員に次のいずれかに掲げる事実が生じた場合においては、その職員は、直ちに、その旨

を市長に届け出なければならない。 

⑴ 新たに扶養親族たる要件を具備するに至った者がある場合（８級職員に扶養親族たる配偶

者、父母等たる要件を具備するに至った者がある場合を除く。） 

⑵ 扶養親族たる要件を欠くに至った者がある場合（扶養親族たる子又は第２項第３号若しく

は第５号に該当する扶養親族が、２２歳に達した日以後の最初の３月３１日の経過により、

扶養親族たる要件を欠くに至った場合及び８級職員に扶養親族たる配偶者、父母等たる要件

を欠くに至った者がある場合を除く。） 

６ 扶養手当の支給は、新たに職員となった者に扶養親族（８級職員にあっては、扶養親族たる

子に限る。）がある場合においてはその者が職員となった日、８級職員から８級職員以外の職員

となった職員に扶養親族たる配偶者、父母等がある場合においてその職員に扶養親族たる子で

前項の規定による届出に係るものがないときはその職員が８級職員以外の職員となった日、職

員に扶養親族（８級職員にあっては、扶養親族たる子に限る。）で同項の規定による届出に係る

ものがない場合においてその職員に同項第１号に掲げる事実が生じたときはその事実が生じた

日の属する月の翌月（これらの日が月の初日であるときは、その日の属する月）から開始し、
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（削る） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（地域手当） 

第１２条の２ 略 

２ 地域手当の月額は、給料月額並びに管理職手当及び扶養手当の月額の合計額に１００分の８

（医療職給料表の適用を受ける職員にあっては、１００分の１６）を乗じて得た額とする。 

（住居手当） 

第１２条の３ 住居手当は、自ら居住するため住宅（貸間を含む。）を借り受け、家賃（使用料を

含む。以下同じ。）を支払っている職員に支給する。 

 

 （管理職員特別勤務手当） 

第１９条の２ 管理監督職員が次のいずれかに該当する場合（市規則で定める場合を除く。）は、

その該当する管理監督職員には、管理職員特別勤務手当を支給する。 

⑴ 臨時又は緊急の必要その他の公務の運営の必要により、勤務を要しない日又は第１６条第

２項に規定する休日（次号において「休日」という。）に勤務をした場合 

⑵ 災害への対処その他の臨時又は緊急の必要により午後１０時からその翌日の午前５時まで

の間（勤務を要しない日又は休日に含まれる時間を除き、正規の勤務時間以外の時間に限る。）

に勤務をした場合 

２ 管理職員特別勤務手当の額は、勤務１回につき、１２，０００円を超えない範囲内で市規則

で定める額（前項各号の勤務に従事する時間等を考慮して市規則で定める勤務をした場合にあ

っては、当該額に１００分の１５０を乗じて得た額）とする。 
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扶養手当を受けている職員が離職し、又は死亡した場合においてはそれぞれその者が離職し、

又は死亡した日、８級職員以外の職員から８級職員となった職員に扶養親族たる配偶者、父母

等で同項の規定による届出に係るものがある場合においてその職員に扶養親族たる子で同項の

規定による届出に係るものがないときはその職員が８級職員となった日、扶養手当を受けてい

る職員の扶養親族（８級職員にあっては、扶養親族たる子に限る。）で同項の規定による届出に

係るものの全てが扶養親族たる要件を欠くに至った場合においてはその事実が生じた日の属す

る月（これらの日が月の初日であるときは、その日の属する月の前月）をもって終わる。ただ

し、扶養手当の支給の開始については、同項の規定による届出が、これに係る事実の生じた日

から１５日を経過した後にされたときは、その届出を受理した日の属する月の翌月（その日が

月の初日であるときは、その日の属する月）から行うものとする。 

７ 扶養手当は、次の各号のいずれかに掲げる事実が生じた場合においては、その事実が生じた

日の属する月の翌月（その日が月の初日であるときは、その日の属する月）からその支給額を

改定する。前項ただし書の規定は、第１号又は第３号に掲げる事実が生じた場合における扶養

手当の支給額の改定について準用する。 

⑴ 扶養手当を受けている職員に更に第５項第１号に掲げる事実が生じた場合 

⑵ 扶養手当を受けている職員の扶養親族（８級職員にあっては、扶養親族たる子に限る。）で

第５項の規定による届出に係るものの一部が扶養親族たる要件を欠くに至った場合 

⑶ 扶養親族たる配偶者、父母等及び扶養親族たる子で第５項の規定による届出に係るものが

ある８級職員が８級職員以外の職員となった場合 

⑷ 扶養親族たる配偶者、父母等で第５項の規定による届出に係るものがある７級職員が７級

職員及び８級職員以外の職員となった場合 

⑸ 扶養親族たる配偶者、父母等で第５項の規定による届出に係るもの及び扶養親族たる子で

同項の規定による届出に係るものがある職員で８級職員以外のものが８級職員となった場合 

⑹ 扶養親族たる配偶者、父母等で第５項の規定による届出に係るものがある職員で７級職員

及び８級職員以外のものが７級職員となった場合 

⑺ 職員の扶養親族たる子で第５項の規定による届出に係るもののうち特定期間にある子でな

かった者が特定期間にある子となった場合 

（地域手当） 

第１２条の２ 略 

２ 地域手当の月額は、給料月額並びに管理職手当及び扶養手当の月額の合計額に１００分の１

０（医療職給料表の適用を受ける職員にあっては、１００分の１６）を乗じて得た額とする。 

（住居手当） 

第１２条の３ 住居手当は、自ら居住するため住宅（貸間を含む。）を借り受け、家賃（使用料を

含む。以下同じ。）を支払っている職員（定年前再任用短時間勤務職員を除く。以下この条にお

いて同じ。）に支給する。 

（管理職員特別勤務手当） 

第１９条の２ 管理監督職員が次のいずれかに該当する場合は、当該管理監督職員には、管理職

員特別勤務手当を支給する。 

⑴ 臨時又は緊急の必要その他の公務の運営の必要により、勤務を要しない日又は第１６条第

２項に規定する休日（次号において「休日」という。）に勤務した場合 

⑵ 災害への対処その他の臨時又は緊急の必要により、勤務を要しない日及び休日以外の日の

午前０時から午前５時までの間（正規の勤務時間以外の時間内のものに限る。）に勤務した場

合 

２ 管理職員特別勤務手当の額は、次の各号に掲げる区分に応じ、当該各号に定める額とする。 

⑴ 前項第１号に該当する場合（第３号に該当する場合を除く。） 勤務１回につき、１２，０

００円を超えない範囲内で市規則で定める額（勤務に従事する時間等を考慮して市規則で定
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 付 則 

２８の２ 令和７年４月１日から令和８年３月３１日までの間に限り、職員の昇給は、第９条の

規定にかかわらず、市長が別に定めるところにより、行うものとする。 

２９ 第９条第４項及び第５項の規定は、前２項の規定により行われる昇給について準用する。 

（住居手当の特例） 

４９ 当分の間、尼崎市職員の給与に関する条例の一部を改正する条例（平成２４年尼崎市条例

第３号）の施行の日（同日以後に新たに給料表の適用を受けることとなった職員（次項におい

て「新規採用職員等」という。）にあっては、その新たに給料表の適用を受けることとなった日。

次項において「基準日」という。）以後に本市の区域外から本市の区域内への転入（住民基本台

帳法（昭和４２年法律第８１号）第２２条第１項に規定する転入をいう。以下「市内転入」と

いう。）をした職員で次のいずれかに該当するもののうち、その市内転入の日の前日までの１年

間引き続き本市外に在住していた職員（市規則で定める職員を除く。）には、月額１０，０００

円（第２号に掲げる職員が支払っている家賃の額が、第１２条の３第２項第１号に定める額（そ

の額に１００円未満の端数があるときは、これを切り捨てる。）に１０，０００円を加えた額に

満たないときは、１０，０００円からその満たない額を減じて得た額）を住居手当として支給

する。 

⑴ 市内転入により、その職員の所有に係る住宅（これに準ずる住宅で市規則で定めるものを

含む。）で当該職員その他市規則で定める者によって新築され、又は購入されたものに居住す

ることとなった職員（主として自己の収入によって独立した世帯の生計を支えているものに

限る。） 

⑵ 市内転入により、第１２条の３第２項第１号に該当することとなった職員 

５０ 新規採用職員等で、基準日前から引き続き本市の区域内に在住しているものについては、

基準日の属する年の前年の基準日に応当する日において本市の区域外に在住していた場合に限

り、基準日に市内転入をしたものとみなして、前項の規定を適用する。この場合において、同

項中「もののうち、その市内転入の日の前日までの１年間引き続き本市外に在住していた職員

（市規則で定める職員を除く。）」とあるのは、「もの」とする。 
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める勤務にあっては、当該額に１００分の１５０を乗じて得た額） 

⑵ 前項第２号に該当する場合（次号に該当する場合を除く。） 勤務１回につき、６，０００

円を超えない範囲内で市規則で定める額 

⑶ 前項第１号の規定による勤務をした後引き続き同項第２号の規定による勤務をした場合 

市規則で定める額 

 

付 則 

 

 

２９ 第９条第４項及び第５項の規定は、前項の規定により行われる昇給について準用する。 

（住居手当の特例） 

４９ 当分の間、尼崎市職員の給与に関する条例の一部を改正する条例（平成２４年尼崎市条例

第３号）の施行の日（同日以後に新たに給料表の適用を受けることとなった職員（定年前再任

用短時間勤務職員を除く。次項において「新規採用職員」という。）にあっては、その新たに給

料表の適用を受けることとなった日。次項において「基準日」という。）以後に本市外から本市

内への転入（住民基本台帳法（昭和４２年法律第８１号）第２２条第１項に規定する転入をい

う。以下「市内転入」という。）をした職員で次のいずれかに該当するもののうち、当該市内転

入の日の前日までの１年間引き続き本市外に在住していた職員（市規則で定める職員を除く。）

には、月額１０，０００円（第２号に掲げる職員が支払っている家賃の額が、第１２条の３第

２項第１号に定める額（その額に１００円未満の端数があるときは、これを切り捨てる。）に１

０，０００円を加えた額に満たないときは、１０，０００円からその満たない額を減じて得た

額）を住居手当として支給する。 

⑴ 市内転入により、その職員の所有に係る住宅（これに準ずる住宅で市規則で定めるものを

含む。）で当該職員その他市規則で定める者によって新築され、又は購入されたものに居住す

ることとなった職員（主として自己の収入によって独立した世帯の生計を支えているものに

限る。） 

⑵ 市内転入により、第１２条の３第２項第１号に該当することとなった職員 

５０ 新規採用職員で、基準日前から引き続き本市内に在住しているものについては、基準日の

属する年の前年の基準日に応当する日において本市外に在住していた場合に限り、基準日に市

内転入をしたものとみなして、前項の規定を適用する。この場合において、同項中「もののう

ち、当該市内転入の日の前日までの１年間引き続き本市外に在住していた職員（市規則で定め

る職員を除く。）」とあるのは、「もの」とする。 
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別表第１ 

行政職給料表 

職員

の区

分あ 

 等級 １級 ２級 ３級 ４級 ５級 ６級 ７級 ８級 

号給 給料月額 給料月額 給料月額 給料月額 給料月額 給料月額 給料月額 給料月額 

定年

前再

任用

短時

間勤

務職

員以

外の

職員 

 円 円 円 円 円 円 円 円 

1 183,800 218,400 266,200 299,600 357,100 411,300 458,200 514,200 

2 184,900 220,500 267,300 300,900 358,900 413,300 467,200 524,400 

3 186,000 222,600 268,500 302,600 360,700 415,300 475,600 531,300 

4 187,100 224,800 269,600 304,300 362,200 417,300 484,000 536,900 

5 188,300 225,700 270,700 305,600 364,300 419,100 491,600 542,100 

6 189,500 226,600 271,900 306,900 366,100 421,100 498,500 547,600 

7 190,600 227,400 272,700 307,900 368,000 423,000 504,400 551,000 

8 191,700 228,300 274,000 309,200 369,800 424,900 508,800 554,200 

9 193,500 229,900 275,100 310,800 371,300 426,700 513,000 557,200 

10 195,300 231,200 276,200 312,500 373,100 428,700   

11 197,100 232,500 277,600 314,100 374,800 430,800   

12 199,000 234,000 278,700 315,700 376,600 432,600   

13 200,500 235,000 280,000 317,400 378,700 434,200   

14 202,700 235,900 281,100 319,100 380,700 435,800   

15 205,000 237,400 282,300 320,800 382,700 437,300   

16 207,400 238,900 283,400 322,300 384,400 438,800   

17 209,400 240,400 284,800 324,300 386,100 439,900   

18 211,600 242,000 286,000 325,900 387,800 441,000   

19 213,600 243,400 287,100 327,700 389,400 442,100   

20 215,800 244,800 288,400 329,000 391,000 443,200   

21 218,000 246,200 289,200 330,800 392,500 444,200   

22 220,100 247,800 290,400 332,600 393,900 445,100   

23 222,200 249,000 291,700 334,200 395,400 446,100   

24 224,400 250,300 293,100 335,300 396,800 447,000   

25 225,300 251,600 294,700 337,200 398,300 447,800   

26 226,200 252,900 295,800 339,200 399,700 448,700   

27 227,000 254,100 296,800 341,100 401,100 449,400   

28 227,900 255,200 298,100 342,400 402,400 450,100   

29 229,500 256,400 299,200 344,100 403,700 450,800   

30 230,800 257,400 300,400 345,700 404,800 451,600   

31 232,100 258,300 301,600 347,400 405,800 452,400   

32 233,600 259,200 302,600 349,100 406,800 453,200   

33 234,600 260,100 304,100 350,800 407,700 454,000   

34 235,400 261,200 305,600 352,700 408,500 454,800   

35 236,300 261,800 306,900 354,600 409,300 455,600   

36 237,400 262,800 308,300 356,400 409,900 456,300   

37 238,600 263,700 309,600 358,200 410,600 457,100   

38 239,600 264,600 310,900 359,900 411,200 457,900   

39 240,500 265,500 312,400 361,600 411,800 458,700   

40 241,700 266,600 313,900 363,000 412,400 459,400   

41 242,800 267,500 315,000 364,200 413,000 460,200   

42 244,000 268,200 316,300 365,700 413,500 461,000   
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別表第１ 

行政職給料表 

職員

の区

分あ 

 等級 １級 ２級 ３級 ４級 ５級 ６級 ７級 ８級 

号給 給料月額 給料月額 給料月額 給料月額 給料月額 給料月額 給料月額 給料月額 

定年

前再

任用

短時

間勤

務職

員以

外の

職員 

 円 円 円 円 円 円 円 円 

1 183,800 218,400 243,900 249,300 300,600 317,900 349,800 387,700 

2 184,900 220,500 245,800 250,300 302,700 320,200 352,600 390,700 

3 186,000 222,600 247,700 251,200 304,800 322,800 355,400 393,700 

4 187,100 224,800 249,600 252,300 306,900 325,500 358,200 396,700 

5 188,300 225,700 251,500 253,300 309,000 328,200 361,000 399,700 

6 189,500 226,600 253,400 254,500 311,200 330,900 363,800 402,700 

7 190,600 227,400 255,300 255,400 313,400 333,600 366,600 405,700 

8 191,700 228,300 257,200 257,300 315,600 336,300 369,400 408,700 

9 193,500 229,900 259,100 259,200 317,800 339,000 372,200 411,700 

10 195,300 231,200 261,000 261,100 320,100 341,700 375,000 414,700 

11 197,100 232,500 262,300 262,400 322,400 344,400 377,800 417,700 

12 199,000 234,000 263,700 263,800 324,700 347,100 380,600 420,700 

13 200,500 235,000 264,900 265,000 327,000 349,800 383,400 423,700 

14 202,700 235,900 266,200 266,300 329,300 352,500 386,200 426,700 

15 205,000 237,400 267,300 267,400 331,500 355,200 389,000 429,700 

16 207,400 238,900 268,500 268,600 333,700 357,900 391,800 432,700 

17 209,400 240,400 269,600 270,200 336,000 360,600 394,600 435,700 

18 211,600 242,000 270,700 272,000 337,900 363,300 397,400 438,700 

19 213,600 243,400 271,900 273,900 339,600 366,000 400,200 441,500 

20 215,800 244,800 272,700 275,600 341,500 368,600 403,000 444,300 

21 218,000 246,200 274,000 277,400 343,200 371,300 405,800 447,100 

22 220,100 247,800 275,100 279,200 345,000 373,800 408,600 450,000 

23 222,200 249,000 276,200 281,200 346,700 376,600 411,300 452,900 

24 224,400 250,300 277,600 282,900 348,400 379,000 414,100 455,800 

25 225,300 251,600 278,700 284,700 350,200 381,100 416,800 458,700 

26 226,200 252,900 280,000 286,300 351,900 383,600 419,600 461,700 

27 227,000 254,100 281,100 288,200 353,600 386,100 422,300 464,800 

28 227,900 255,200 282,300 289,900 355,300 388,500 424,900 467,900 

29 229,500 256,400 283,400 291,400 357,100 390,800 427,600 471,200 

30 230,800 257,400 284,800 292,600 358,900 392,800 430,200 474,500 

31 232,100 258,300 286,000 294,200 360,700 395,100 432,700 477,700 

32 233,600 259,200 287,100 295,700 362,200 397,300 435,300 480,900 

33 234,600 260,100 288,400 297,300 364,300 399,500 437,700 484,100 

34 235,400 261,200 289,200 298,400 366,100 401,700 440,000 487,400 

35 236,300 261,800 290,400 299,600 368,000 404,200 442,300 490,500 

36 237,400 262,800 291,700 300,900 369,800 406,800 444,500 493,700 

37 238,600 263,700 293,100 302,600 371,300 409,200 446,900 497,000 

38 239,600 264,600 294,700 304,300 373,100 411,300 449,300 500,100 

39 240,500 265,500 295,800 305,600 374,800 413,300 451,700 503,200 

40 241,700 266,600 296,800 306,900 376,600 415,300 454,000 506,400 

41 242,800 267,500 298,100 307,900 378,700 417,300 456,200 509,700 

42 244,000 268,200 299,200 309,200 380,700 419,100 458,200 512,100 
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43 245,000 268,900 317,500 366,900 414,100 461,800   

44 245,900 269,800 318,500 367,900 414,700 462,500   

45 246,700 270,500 319,800 368,900 415,300 463,300   

46 247,500 271,300 321,100 370,000 415,900 464,000   

47 248,300 272,100 322,300 371,100 416,500 464,700   

48 249,200 272,900 323,400 372,000 417,100 465,400   

49 249,600 273,400 323,900 373,000 417,500 466,200   

50 250,100 274,100 324,600 373,900 418,100 467,000   

51 250,600 274,900 325,200 374,900 418,700 467,700   

52 251,100 275,500 326,000 375,700 419,300 468,400   

53 251,400 276,300 326,600 376,500 419,700 469,200   

54 251,900 277,100 327,400 377,400 420,300 470,000   

55 252,400 277,900 328,200 378,300 420,900 470,700   

56 252,700 278,700 328,900 379,000 421,500 471,400   

57 253,100 279,600 329,700 379,800 422,000 472,200   

58 253,400 280,400 330,400 380,500 422,600 473,000   

59 253,700 281,300 331,000 381,300 423,200 473,700   

60 254,000 282,000 331,600 381,900 423,700 474,400   

61 254,300 282,700 332,000 382,600 424,200 475,200   

62 254,600 283,500 332,600 383,300 424,800 476,000   

63 254,900 284,200 333,100 384,000 425,400 476,700   

64 255,200 284,700 333,600 384,600 425,900 477,400   

65 255,500 285,200 334,100 385,300 426,400 478,200   

66 255,800 285,900 334,500 386,000 427,000 479,000   

67 256,100 286,800 334,900 386,700 427,600 479,700   

68 256,400 287,500 335,400 387,300 428,100 480,400   

69 256,700 288,000 335,900 387,900 428,600 481,200   

70 257,000 288,300 336,400 388,700 429,200 482,000   

71 257,300 288,900 336,900 389,400 429,800 482,700   

72 257,600 289,400 337,400 390,200 430,300 483,400   

73 257,900 289,500 337,800 390,800 430,800    

74 258,200 289,900 338,300 391,500 431,300    

75 258,500 290,300 338,700 392,100 431,900    

76 258,800 290,800 339,000 392,800 432,400    

77 259,100 291,000 339,400 393,600 432,900    

78 259,400 291,200 339,900 394,200 433,500    

79 259,700 291,400 340,300 394,700 434,100      

80 260,000 291,600 340,700 395,300 434,600      

81 260,300 292,100 341,200 395,900 435,100      

82 260,600 292,200 341,700 396,500 435,700      

83 260,900 292,800 342,000 397,000 436,300      

84 261,200 293,300 342,400 397,600 436,800      

85 261,500 293,600 342,700 398,200 437,300      

86 261,800 293,900 343,100 398,700 437,900      

87 262,100 294,400 343,500 399,200 438,500      

88 262,400 294,700 343,800 399,800 438,900      

89 262,700 295,100 344,100 400,400 439,400      

90 263,000 295,400 344,500 400,900       

91 263,300 295,800 344,900 401,400       
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43 245,000 268,900 300,400 310,800 382,700 421,100 460,200 514,200 

44 245,900 269,800 301,600 312,500 384,400 423,000 462,000 516,500 

45 246,700 270,500 302,600 314,100 386,100 424,900 463,900 518,800 

46 247,500 271,300 304,100 315,700 387,800 426,700 465,500 520,500 

47 248,300 272,100 305,600 317,400 389,400 428,700 467,200 522,400 

48 249,200 272,900 306,900 319,100 391,000 430,800 468,900 524,400 

49 249,600 273,400 308,300 320,800 392,500 432,600 470,600 526,300 

50 250,100 274,100 309,600 322,300 393,900 434,200 472,400 528,100 

51 250,600 274,900 310,900 324,300 395,400 435,800 474,100 529,700 

52 251,100 275,500 312,400 325,900 396,800 437,300 475,600 531,300 

53 251,400 276,300 313,900 327,700 398,300 438,800 477,300 533,000 

54 251,900 277,100 315,000 329,000 399,700 439,900 479,100 534,200 

55 252,400 277,900 316,300 330,800 401,100 441,000 480,800 535,600 

56 252,700 278,700 317,500 332,600 402,400 442,100 482,400 536,900 

57 253,100 279,600 318,500 334,200 403,700 443,200 484,000 538,300 

58 253,400 280,400 319,800 335,300 404,800 444,200 485,500 539,500 

59 253,700 281,300 321,100 337,200 405,800 445,100 487,000 540,800 

60 254,000 282,000 322,300 339,200 406,800 446,100 488,500 542,100 

61 254,300 282,700 323,400 341,100 407,700 447,000 490,100 543,400 

62 254,600 283,500 323,900 342,400 408,500 447,800 491,600 544,600 

63 254,900 284,200 324,600 344,100 409,300 448,700 493,200 545,800 

64 255,200 284,700 325,200 345,700 409,900 449,400 494,600 546,800 

65 255,500 285,200 326,000 347,400 410,600 450,100 495,900 547,600 

66 255,800 285,900 326,600 349,100 411,200 450,800 497,200 548,500 

67 256,100 286,800 327,400 350,800 411,800 451,600 498,500 549,300 

68 256,400 287,500 328,200 352,700 412,400 452,400 499,700 550,200 

69 256,700 288,000 328,900 354,600 413,000 453,200 501,000 550,900 

70 257,000 288,300 329,700 356,400 413,500 454,000 502,100   

71 257,300 288,900 330,400 358,200 414,100 454,800 503,300   

72 257,600 289,400 331,000 359,900 414,700 455,600 504,400   

73 257,900 289,500 331,600 361,600 415,300 456,300 505,400   

74 258,200 289,900 332,000 363,000 415,900 457,100 506,300   

75 258,500 290,300 332,600 364,200 416,500 457,900 507,200   

76 258,800 290,800 333,100 365,700 417,100 458,700 508,000   

77 259,100 291,000 333,600 366,900 417,500 459,400 508,800   

78 259,400 291,200 334,100 367,900 418,100 460,200    

79 259,700 291,400 334,500 368,900 418,700 461,000     

80 260,000 291,600 334,900 370,000 419,300 461,800     

81 260,300 292,100 335,400 371,100 419,700 462,500     

82 260,600 292,200 335,900 372,000 420,300 463,300     

83 260,900 292,800 336,400 373,000 420,900 464,000     

84 261,200 293,300 336,900 373,900 421,500 464,700     

85 261,500 293,600 337,400 374,900 422,000 465,400     

86 261,800 293,900 337,800 375,700 422,600 466,200     

87 262,100 294,400 338,300 376,500 423,200 467,000     

88 262,400 294,700 338,700 377,400 423,700 467,700     

89 262,700 295,100 339,000 378,300 424,200 468,400     

90 263,000 295,400 339,400 379,000 424,800 469,200     

91 263,300 295,800 339,900 379,800 425,400 470,000     
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92 263,600 296,200 345,200 402,000       

93 263,900 296,500 345,500 402,600       

94  297,000 345,900 403,100       

95   297,400 346,400 403,600       

96   297,800 346,700 404,200       

97   298,000 347,200 404,800       

98   298,500 347,700 405,300       

99   298,900 348,100 405,800       

100   299,400 348,300 406,400       

101   299,900 348,800 407,000       

102   300,300 349,300 407,500       

103   300,800 349,800 408,000       

104   301,300 350,200 408,600       

105   301,800 350,700 409,200       

106   302,200 351,200 409,700       

107   302,700 351,700 410,200       

108   303,200 352,100 410,800       

109   303,500 352,600 411,400       

110   304,000 353,100 411,900       

111   304,500 353,500 412,400       

112   304,900 353,900 412,900       

113   305,200 354,400 413,500       

114   305,700 354,700 414,000       

115   306,100 355,100 414,500       

116   306,500 355,500 415,100       

117   306,800 356,000 415,700       

118     356,500 416,200         

119     357,000 416,700         

120     357,400 417,300         

121     357,900 417,900         

122     358,400 418,400         

123     358,900 418,900         

124     359,300 419,500         

125     359,700 420,100         

126     360,200 420,600         

127     360,700 421,100         

128     361,100          

129     361,600          

130     362,100          

131     362,600          

132     363,000          

定年 

前再 

任用 

短時 

間勤 

務職 

員 

 

基準 

給料 

月額 

基準 

給料 

月額 

基準 

給料 

月額 

基準 

給料 

月額 

基準 

給料 

月額 

基準 

給料 

月額 

基準 

給料 

月額 

基準 

給料 

月額 

192,000 219,500 260,000 279,700 320,600 362,700 396,200 448,000 

78



 

92 263,600 296,200 340,300 380,500 425,900 470,700     

93 263,900 296,500 340,700 381,300 426,400 471,400     

94  297,000 341,200 381,900 427,000 472,200     

95   297,400 341,700 382,600 427,600 473,000     

96   297,800 342,000 383,300 428,100 473,700     

97   298,000 342,400 384,000 428,600 474,400     

98   298,500 342,700 384,600 429,200 475,200     

99   298,900 343,100 385,300 429,800 476,000     

100   299,400 343,500 386,000 430,300 476,700     

101   299,900 343,800 386,700 430,800 477,400     

102   300,300 344,100 387,300 431,300 478,200     

103   300,800 344,500 387,900 431,900 479,000     

104   301,300 344,900 388,700 432,400 479,700     

105   301,800 345,200 389,400 432,900 480,400     

106   302,200 345,500 390,200 433,500 481,200     

107   302,700 345,900 390,800 434,100 482,000     

108   303,200 346,400 391,500 434,600 482,700     

109   303,500 346,700 392,100 435,100 483,400     

110   304,000 347,200 392,800 435,700      

111   304,500 347,700 393,600 436,300      

112   304,900 348,100 394,200 436,800      

113   305,200 348,300 394,700 437,300      

114   305,700 348,800 395,300 437,900      

115   306,100 349,300 395,900 438,500      

116   306,500 349,800 396,500 438,900      

117   306,800 350,200 397,000 439,400      

118     350,700 397,600         

119     351,200 398,200         

120     351,700 398,700         

121     352,100 399,200         

122     352,600 399,800         

123     353,100 400,400         

124     353,500 400,900         

125     353,900 401,400         

126     354,400 402,000         

127     354,700 402,600         

128     355,100 403,100         

129     355,500 403,600         

130     356,000 404,200         

131     356,500 404,800         

132     357,000 405,300         

133     357,400 405,800         

134     357,900 406,400         

135     358,400 407,000         

136     358,900 407,500         

137     359,300 408,000         

138     359,700 408,600         

139     360,200 409,200         

140     360,700 409,700         
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摘要 この表は、他の給料表の適用を受けない全ての職員に適用する。 
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141     361,100 410,200         

142     361,600 410,800         

143     362,100 411,400         

144     362,600 411,900         

145     363,000 412,400         

146       412,900         

147       413,500         

148       414,000         

149       414,500         

150       415,100         

151       415,700         

152       416,200         

153       416,700         

154       417,300         

155       417,900         

156       418,400         

157       418,900         

158       419,500         

159       420,100         

160       420,600         

161       421,100         

定年 

前再 

任用 

短時 

間勤 

務職 

員 

 

基準 

給料 

月額 

基準 

給料 

月額 

基準 

給料 

月額 

基準 

給料 

月額 

基準 

給料 

月額 

基準 

給料 

月額 

基準 

給料 

月額 

基準 

給料 

月額 

192,000 219,500 260,000 279,700 320,600 362,700 396,200 448,000 

備考 この表は、他の給料表の適用を受けない全ての職員に適用する。 
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別表第３ 

消防職給料表 

職員

の区

分あ 

 等級 １級 ２級 ３級 ４級 ５級 ６級 

号給 給料月額 給料月額 給料月額 給料月額 給料月額 給料月額 

定年

前再

任用

短時

間勤

務職

員以

外の

職員 

 円 円 円 円 円 円 

1 206,700 246,500 286,300 299,600 357,100 411,300 

2 209,300 247,400 287,700 300,900 358,900 413,300 

3 211,800 249,000 289,200 302,600 360,700 415,300 

4 214,500 250,400 290,700 304,300 362,200 417,300 

5 216,800 251,800 292,200 305,600 364,300 419,100 

6 219,000 253,400 293,600 306,900 366,100 421,100 

7 221,400 254,500 294,700 307,900 368,000 423,000 

8 223,900 255,600 296,200 309,200 369,800 424,900 

9 226,100 257,100 297,500 310,800 371,300 426,700 

10 228,200 258,700 298,700 312,500 373,100 428,700 

11 230,200 260,300 300,400 314,100 374,800 430,800 

12 232,300 262,100 301,800 315,700 376,600 432,600 

13 234,400 263,700 303,100 317,400 378,700 434,200 

14 236,200 265,300 304,400 319,100 380,700 435,800 

15 238,000 266,900 305,700 320,800 382,700 437,300 

16 240,000 268,700 306,900 322,300 384,400 438,800 

17 240,700 270,100 308,400 324,300 386,100 439,900 

18 241,600 271,500 309,800 325,900 387,800 441,000 

19 242,600 272,900 311,200 327,700 389,400 442,100 

20 243,700 274,300 312,700 329,000 391,000 443,200 

21 245,500 275,400 313,600 330,800 392,500 444,200 

22 246,900 276,600 315,000 332,600 393,900 445,100 

23 248,300 277,800 316,500 334,200 395,400 446,100 

24 250,000 279,000 318,100 335,300 396,800 447,000 

25 251,300 279,800 319,900 337,200 398,300 447,800 

26 252,400 281,000 321,200 339,200 399,700 448,700 

27 253,600 282,200 322,400 341,100 401,100 449,400 

28 255,000 283,600 323,900 342,400 402,400 450,100 

29 256,600 284,700 325,300 344,100 403,700 450,800 

30 258,100 286,000 326,800 345,700 404,800 451,600 

31 259,400 287,400 328,200 347,400 405,800 452,400 

32 261,000 288,500 329,400 349,100 406,800 453,200 

33 262,400 289,700 331,100 350,800 407,700 454,000 

34 263,900 291,100 332,800 352,700 408,500 454,800 

35 265,200 292,400 334,200 354,600 409,300 455,600 

36 266,400 293,600 335,700 356,400 409,900 456,300 

37 267,500 294,800 337,300 358,200 410,600 457,100 

38 268,700 296,300 338,600 359,900 411,200 457,900 

39 269,700 297,500 340,200 361,600 411,800 458,700 

40 270,900 298,900 341,900 363,000 412,400 459,400 

41 271,600 300,100 343,100 364,200 413,000 460,200 

42 272,600 301,200 344,500 365,700 413,500 461,000 
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別表第３ 

消防職給料表 

職員

の区

分あ 

 等級 １級 ２級 ３級 ４級 ５級 ６級 

号給 給料月額 給料月額 給料月額 給料月額 給料月額 給料月額 

定年

前再

任用

短時

間勤

務職

員以

外の

職員 

 円 円 円 円 円 円 

1 206,700 246,500 258,900 265,400 300,600 317,900 

2 209,300 247,400 260,500 267,100 302,700 320,200 

3 211,800 249,000 262,100 268,700 304,800 322,800 

4 214,500 250,400 263,700 270,200 306,900 325,500 

5 216,800 251,800 265,300 271,700 309,000 328,200 

6 219,000 253,400 267,000 273,300 311,200 330,900 

7 221,400 254,500 268,600 274,900 313,400 333,600 

8 223,900 255,600 270,100 276,700 315,600 336,300 

9 226,100 257,100 271,600 278,400 317,800 339,000 

10 228,200 258,700 273,200 280,400 320,100 341,700 

11 230,200 260,300 274,800 281,700 322,400 344,400 

12 232,300 262,100 276,600 283,300 324,700 347,100 

13 234,400 263,700 278,300 284,800 327,000 349,800 

14 236,200 265,300 280,300 286,400 329,300 352,500 

15 238,000 266,900 281,600 288,200 331,500 355,200 

16 240,000 268,700 283,200 289,900 333,700 357,900 

17 240,700 270,100 284,700 291,400 336,000 360,600 

18 241,600 271,500 286,300 292,600 337,900 363,300 

19 242,600 272,900 287,700 294,200 339,600 366,000 

20 243,700 274,300 289,200 295,700 341,500 368,600 

21 245,500 275,400 290,700 297,300 343,200 371,300 

22 246,900 276,600 292,200 298,400 345,000 373,800 

23 248,300 277,800 293,600 299,600 346,700 376,600 

24 250,000 279,000 294,700 300,900 348,400 379,000 

25 251,300 279,800 296,200 302,600 350,200 381,100 

26 252,400 281,000 297,500 304,300 351,900 383,600 

27 253,600 282,200 298,700 305,600 353,600 386,100 

28 255,000 283,600 300,400 306,900 355,300 388,500 

29 256,600 284,700 301,800 307,900 357,100 390,800 

30 258,100 286,000 303,100 309,200 358,900 392,800 

31 259,400 287,400 304,400 310,800 360,700 395,100 

32 261,000 288,500 305,700 312,500 362,200 397,300 

33 262,400 289,700 306,900 314,100 364,300 399,500 

34 263,900 291,100 308,400 315,700 366,100 401,700 

35 265,200 292,400 309,800 317,400 368,000 404,200 

36 266,400 293,600 311,200 319,100 369,800 406,800 

37 267,500 294,800 312,700 320,800 371,300 409,200 

38 268,700 296,300 313,600 322,300 373,100 411,300 

39 269,700 297,500 315,000 324,300 374,800 413,300 

40 270,900 298,900 316,500 325,900 376,600 415,300 

41 271,600 300,100 318,100 327,700 378,700 417,300 

42 272,600 301,200 319,900 329,000 380,700 419,100 
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43 273,400 302,000 345,900 366,900 414,100 461,800 

44 274,400 302,900 347,000 367,900 414,700 462,500 

45 275,400 303,900 348,400 368,900 415,300 463,300 

46 276,300 304,800 349,800 370,000 415,900 464,000 

47 277,300 305,900 351,000 371,100 416,500 464,700 

48 278,100 307,100 352,200 372,000 417,100 465,400 

49 279,200 308,300 353,000 373,000 417,500 466,200 

50 279,900 309,400 353,900 373,900 418,100 467,000 

51 280,700 310,600 354,600 374,900 418,700 467,700 

52 281,600 311,800 355,500 375,700 419,300 468,400 

53 282,500 313,100 356,100 376,500 419,700 469,200 

54 283,400 314,100 356,900 377,400 420,300 470,000 

55 284,300 315,100 357,700 378,300 420,900 470,700 

56 285,200 316,400 358,400 379,000 421,500 471,400 

57 286,100 317,600 359,100 379,800 422,000 472,200 

58 286,900 318,500 359,800 380,500 422,600 473,000 

59 287,600 319,400 360,400 381,300 423,200 473,700 

60 288,200 320,400 361,100 381,900 423,700 474,400 

61 289,000 321,700 361,400 382,600 424,200 475,200 

62 290,100 322,600 362,000 383,300 424,800 476,000 

63 291,100 323,400 362,500 384,000 425,400 476,700 

64 292,200 324,200 363,000 384,600 425,900 477,400 

65 293,200 325,200 363,500 385,300 426,400 478,200 

66 294,100 326,100 364,000 386,000 427,000 479,000 

67 295,000 326,800 364,400 386,700 427,600 479,700 

68 295,900 327,800 364,900 387,300 428,100 480,400 

69 296,800 328,800 365,500 387,900 428,600 481,200 

70 297,700 329,600 366,000 388,700 429,200 482,000 

71 298,500 330,200 366,600 389,400 429,800 482,700 

72 299,400 330,800 367,100 390,200 430,300 483,400 

73 300,300 331,300 367,700 390,800 430,800  

74 301,000 331,500 368,300 391,500 431,300  

75 301,700 331,700 368,700 392,100 431,900  

76 302,400 331,900 369,200 392,800 432,400  

77 303,100 332,400 369,800 393,600 432,900  

78 303,700 333,000 370,400 394,200 433,500  

79 304,300 333,400 370,900 394,700 434,100  

80 304,900 333,900 371,500 395,300 434,600  

81 305,300 334,400 372,100 395,900 435,100  

82 305,900 334,900 372,700 396,500   

83 306,400 335,300 373,100 397,000   

84 307,000 335,600 373,700 397,600   

85 307,600 336,100 374,100 398,200   

86 308,000 336,500 374,600 398,700   

87 308,300 336,900 375,000 399,200   

88 308,600 337,400 375,500 399,800   

89 308,900 337,900 376,000 400,400   

90 309,200 338,300 376,400 400,900   

91 309,500 338,600 376,900 401,400   
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43 273,400 302,000 321,200 330,800 382,700 421,100 

44 274,400 302,900 322,400 332,600 384,400 423,000 

45 275,400 303,900 323,900 334,200 386,100 424,900 

46 276,300 304,800 325,300 335,300 387,800 426,700 

47 277,300 305,900 326,800 337,200 389,400 428,700 

48 278,100 307,100 328,200 339,200 391,000 430,800 

49 279,200 308,300 329,400 341,100 392,500 432,600 

50 279,900 309,400 331,100 342,400 393,900 434,200 

51 280,700 310,600 332,800 344,100 395,400 435,800 

52 281,600 311,800 334,200 345,700 396,800 437,300 

53 282,500 313,100 335,700 347,400 398,300 438,800 

54 283,400 314,100 337,300 349,100 399,700 439,900 

55 284,300 315,100 338,600 350,800 401,100 441,000 

56 285,200 316,400 340,200 352,700 402,400 442,100 

57 286,100 317,600 341,900 354,600 403,700 443,200 

58 286,900 318,500 343,100 356,400 404,800 444,200 

59 287,600 319,400 344,500 358,200 405,800 445,100 

60 288,200 320,400 345,900 359,900 406,800 446,100 

61 289,000 321,700 347,000 361,600 407,700 447,000 

62 290,100 322,600 348,400 363,000 408,500 447,800 

63 291,100 323,400 349,800 364,200 409,300 448,700 

64 292,200 324,200 351,000 365,700 409,900 449,400 

65 293,200 325,200 352,200 366,900 410,600 450,100 

66 294,100 326,100 353,000 367,900 411,200 450,800 

67 295,000 326,800 353,900 368,900 411,800 451,600 

68 295,900 327,800 354,600 370,000 412,400 452,400 

69 296,800 328,800 355,500 371,100 413,000 453,200 

70 297,700 329,600 356,100 372,000 413,500 454,000 

71 298,500 330,200 356,900 373,000 414,100 454,800 

72 299,400 330,800 357,700 373,900 414,700 455,600 

73 300,300 331,300 358,400 374,900 415,300 456,300 

74 301,000 331,500 359,100 375,700 415,900 457,100 

75 301,700 331,700 359,800 376,500 416,500 457,900 

76 302,400 331,900 360,400 377,400 417,100 458,700 

77 303,100 332,400 361,100 378,300 417,500 459,400 

78 303,700 333,000 361,400 379,000 418,100 460,200 

79 304,300 333,400 362,000 379,800 418,700 461,000 

80 304,900 333,900 362,500 380,500 419,300 461,800 

81 305,300 334,400 363,000 381,300 419,700 462,500 

82 305,900 334,900 363,500 381,900 420,300 463,300 

83 306,400 335,300 364,000 382,600 420,900 464,000 

84 307,000 335,600 364,400 383,300 421,500 464,700 

85 307,600 336,100 364,900 384,000 422,000 465,400 

86 308,000 336,500 365,500 384,600 422,600 466,200 

87 308,300 336,900 366,000 385,300 423,200 467,000 

88 308,600 337,400 366,600 386,000 423,700 467,700 

89 308,900 337,900 367,100 386,700 424,200 468,400 

90 309,200 338,300 367,700 387,300 424,800 469,200 

91 309,500 338,600 368,300 387,900 425,400 470,000 
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92 309,800 339,100 377,400 402,000   

93 310,100 339,400 378,000 402,600   

94 310,400 339,800 378,400 403,100   

95 310,700 340,300 379,000 403,600   

96 311,000 340,800 379,500 404,200   

97 311,300 341,200 380,100 404,800   

98 311,600 341,700 380,700 405,300   

99 311,900 342,200 381,200 405,800   

100 312,200 342,500 381,600 406,400   

101 312,500 342,900  407,000   

102 312,800 343,400  407,500   

103 313,100 343,700  408,000   

104 313,400 344,200  408,600   

105 313,700 344,600  409,200   

106 314,000 344,900  409,700   

107 314,300 345,300  410,200   

108 314,600 345,800  410,800   

109 314,900 346,200  411,400   

110 315,200 346,500  411,900     

111 315,500 346,800  412,400     

112 315,800 347,200  412,900     

113 316,100 347,500  413,500     

114   347,900  414,000     

115   348,200  414,500     

116   348,600  415,100     

117   348,900  415,700     

118   349,300   416,200     

119   349,600   416,700     

120   350,000   417,300     

121   350,300   417,900     

122   350,700   418,400     

123   351,100   418,900     

124   351,500        

125   351,700        

126   352,100        

127   352,400        

128   352,800        

129   353,100        

130   353,500        

131   353,800        

132   354,200        

133   354,500        

134   354,900        

135   355,200        

136   355,600        

137   355,900        

138   356,300        

139   356,600        

140   357,000        
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92 309,800 339,100 368,700 388,700 425,900 470,700 

93 310,100 339,400 369,200 389,400 426,400 471,400 

94 310,400 339,800 369,800 390,200 427,000 472,200 

95 310,700 340,300 370,400 390,800 427,600 473,000 

96 311,000 340,800 370,900 391,500 428,100 473,700 

97 311,300 341,200 371,500 392,100 428,600 474,400 

98 311,600 341,700 372,100 392,800 429,200 475,200 

99 311,900 342,200 372,700 393,600 429,800 476,000 

100 312,200 342,500 373,100 394,200 430,300 476,700 

101 312,500 342,900 373,700 394,700 430,800 477,400 

102 312,800 343,400 374,100 395,300 431,300 478,200 

103 313,100 343,700 374,600 395,900 431,900 479,000 

104 313,400 344,200 375,000 396,500 432,400 479,700 

105 313,700 344,600 375,500 397,000 432,900 480,400 

106 314,000 344,900 376,000 397,600 433,500 481,200 

107 314,300 345,300 376,400 398,200 434,100 482,000 

108 314,600 345,800 376,900 398,700 434,600 482,700 

109 314,900 346,200 377,400 399,200 435,100 483,400 

110 315,200 346,500 378,000 399,800     

111 315,500 346,800 378,400 400,400     

112 315,800 347,200 379,000 400,900     

113 316,100 347,500 379,500 401,400     

114   347,900 380,100 402,000     

115   348,200 380,700 402,600     

116   348,600 381,200 403,100     

117   348,900 381,600 403,600     

118   349,300   404,200     

119   349,600   404,800     

120   350,000   405,300     

121   350,300   405,800     

122   350,700   406,400     

123   351,100   407,000     

124   351,500   407,500     

125   351,700   408,000     

126   352,100   408,600     

127   352,400   409,200     

128   352,800   409,700     

129   353,100   410,200     

130   353,500   410,800     

131   353,800   411,400     

132   354,200   411,900     

133   354,500   412,400     

134   354,900   412,900     

135   355,200   413,500     

136   355,600   414,000     

137   355,900   414,500     

138   356,300   415,100     

139   356,600   415,700     

140   357,000   416,200     
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141   357,300        

142   357,700        

143   358,000        

144   358,400        

145   358,700        

定年 

前再 

任用 

短時 

間勤 

務職 

員 

 

基準 

給料 

月額 

基準 

給料 

月額 

基準 

給料 

月額 

基準 

給料 

月額 

基準 

給料 

月額 

基準 

給料 

月額 

192,000 219,500 260,000 279,700 320,600 362,700 

摘要 この表は、消防司令長、消防司令、消防司令補、消防士長及び消防士

の階級にある職員に適用する。 

備考 「消防司令長」、「消防司令」、「消防司令補」、「消防士長」及び「消防

士」とは、それぞれ消防組織法（昭和２２年法律第２２６号）第１６条

第２項の規定に基づく市の規則で定められた階級をいう。 
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141   357,300   416,700     

142   357,700   417,300     

143   358,000   417,900     

144   358,400   418,400     

145   358,700   418,900     

定年 

前再 

任用 

短時 

間勤 

務職 

員 

 

基準 

給料 

月額 

基準 

給料 

月額 

基準 

給料 

月額 

基準 

給料 

月額 

基準 

給料 

月額 

基準 

給料 

月額 

192,000 219,500 260,000 279,700 320,600 362,700 

備考 この表は、消防司令長、消防司令、消防司令補、消防士長及び消 

防士の階級にある職員に適用する。 
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別表第３の２ 

医 療 職 給 料 表 

職員

の区

分あ 

 
等級 １級 ２級 ３級 ４級 

号給 給料月額 給料月額 給料月額 給料月額 

定年

前再

任用

短時

間勤

務職

員以

外の

職員 

 円 円 円 円 

1 291,400 400,300 455,100 549,800 

2 293,700 403,000 457,100 555,900 

3 296,000 405,600 459,000 561,200 

4 298,200 408,100 460,900 566,100 

5 300,300 410,500 462,300 570,500 

6 303,800 412,700 464,100 574,800 

7 307,300 414,800 465,900 578,400 

8 310,700 416,900 467,700 581,400 

9 314,100 419,000 469,500 583,900 

10 317,600 420,500 471,300 586,200 

11 321,000 422,000 473,100  

12 324,400 423,500 474,900  

13 327,800 424,900 476,700  

14 331,300 426,400 478,500  

15 334,700 427,900 480,300  

16 338,100 429,300 482,100  

17 341,500 430,700 483,900  

18 344,600 432,200 485,800  

19 347,700 433,700 487,700  

20 350,800 435,100 489,600  

21 354,000 436,500 491,500  

22 357,100 438,000 493,200  

23 360,200 439,500 495,000  

24 363,200 440,900 496,800  

25 366,200 442,300 498,400  

26 368,500 443,700 500,200  

27 370,800 445,100 502,000  

28 373,000 446,500 503,600  

29 374,900 447,900 505,000  

30 376,600 449,300 506,700  

31 378,300 450,700 508,500  

32 380,100 452,100 510,200  

33 381,900 453,500 511,700  

34 383,700 454,900 513,000  

35 385,300 456,300 514,300  

36 386,700 457,700 515,600  

37 388,100 459,100 516,600  

38 389,600 460,800 517,900  

39 391,100 462,400 519,200  

40 392,600 464,000 520,500  

41 394,100 465,600 521,500  
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別表第３の２ 

医 療 職 給 料 表 

職員

の区

分あ 

 
等級 １級 ２級 ３級 ４級 

号給 給料月額 給料月額 給料月額 給料月額 

定年

前再

任用

短時

間勤

務職

員以

外の

職員 

 円 円 円 円 

1 291,400 370,000 426,700 484,400 

2 293,700 372,600 428,700 486,200 

3 296,000 375,100 430,700 488,000 

4 298,200 377,600 432,600 489,800 

5 300,300 380,100 434,500 491,600 

6 303,800 382,800 436,100 493,300 

7 307,300 385,500 437,700 495,000 

8 310,700 388,100 439,300 496,700 

9 314,100 390,200 440,900 498,400 

10 317,600 392,700 442,700 500,500 

11 321,000 395,200 444,500 502,600 

12 324,400 397,700 446,300 504,700 

13 327,800 400,300 448,100 506,700 

14 331,300 403,000 449,900 508,600 

15 334,700 405,600 451,700 510,700 

16 338,100 408,100 453,500 512,700 

17 341,500 410,500 455,100 514,600 

18 344,600 412,700 457,100 516,600 

19 347,700 414,800 459,000 518,600 

20 350,800 416,900 460,900 520,400 

21 354,000 419,000 462,300 522,200 

22 357,100 420,500 464,100 524,000 

23 360,200 422,000 465,900 525,800 

24 363,200 423,500 467,700 527,600 

25 366,200 424,900 469,500 529,200 

26 368,500 426,400 471,300 531,000 

27 370,800 427,900 473,100 532,800 

28 373,000 429,300 474,900 534,600 

29 374,900 430,700 476,700 536,200 

30 376,600 432,200 478,500 538,000 

31 378,300 433,700 480,300 539,800 

32 380,100 435,100 482,100 541,500 

33 381,900 436,500 483,900 543,100 

34 383,700 438,000 485,800 544,900 

35 385,300 439,500 487,700 546,600 

36 386,700 440,900 489,600 548,300 

37 388,100 442,300 491,500 549,800 

38 389,600 443,700 493,200 551,400 

39 391,100 445,100 495,000 552,800 

40 392,600 446,500 496,800 554,400 

41 394,100 447,900 498,400 555,900 
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42 394,800 466,800 522,300  

43 395,400 468,000 523,100  

44 396,100 469,100 523,900  

45 397,000 470,100 524,800  

46 397,600 471,100 525,600  

47 398,200 472,000 526,400  

48 398,800 472,800 527,100  

49 399,400 473,500 527,900  

50 399,900 474,200 528,700  

51 400,400 474,900 529,400  

52 400,900 475,500 530,300  

53 401,400 476,200 531,200  

54 401,800 476,900 532,000  

55 402,200 477,500 532,900  

56 402,600 478,100 533,800  

57 403,000 478,400 534,600  

58 403,400 479,000 535,500  

59 403,800 479,700 536,400  

60 404,200 480,400 537,100  

61 404,600 480,800 537,900  

62 405,000 481,400 538,800  

63 405,400 482,100 539,700  

64 405,800 482,800 540,600  

65 406,100 483,200 541,400  

66   483,800 542,300  

67   484,400 543,200   

68   484,900 544,100   

69   485,400 544,900   

70   485,900 545,800   

71   486,400 546,700   

72   486,900 547,600   

73   487,300 548,400   

74   487,800    

75   488,200    

76   488,700    

77   489,200    

78   489,800    

79   490,400    

80   490,800    

81   491,300    

82   491,900    

83   492,500    

84   493,000    

85   493,500    

定年 

前再 

任用 

 

基準 

給料 

月額 

基準 

給料 

月額 

基準 

給料 

月額 

基準 

給料 

月額 
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42 394,800 449,300 500,200 557,300 

43 395,400 450,700 502,000 558,700 

44 396,100 452,100 503,600 560,000 

45 397,000 453,500 505,000 561,200 

46 397,600 454,900 506,700 562,200 

47 398,200 456,300 508,500 563,200 

48 398,800 457,700 510,200 564,200 

49 399,400 459,100 511,700 565,200 

50 399,900 460,800 513,000 566,100 

51 400,400 462,400 514,300 567,000 

52 400,900 464,000 515,600 567,900 

53 401,400 465,600 516,600 568,700 

54 401,800 466,800 517,900 569,600 

55 402,200 468,000 519,200 570,500 

56 402,600 469,100 520,500 571,400 

57 403,000 470,100 521,500 572,300 

58 403,400 471,100 522,300 573,200 

59 403,800 472,000 523,100 574,100 

60 404,200 472,800 523,900 574,800 

61 404,600 473,500 524,800 575,700 

62 405,000 474,200 525,600 576,600 

63 405,400 474,900 526,400 577,500 

64 405,800 475,500 527,100 578,400 

65 406,100 476,200 527,900 579,300 

66   476,900 528,700   

67   477,500 529,400   

68   478,100 530,300   

69   478,400 531,200   

70   479,000 532,000   

71   479,700 532,900   

72   480,400 533,800   

73   480,800 534,600   

74   481,400 535,500   

75   482,100 536,400   

76   482,800 537,100   

77   483,200 537,900   

78   483,800 538,800   

79   484,400 539,700   

80   484,900 540,600   

81   485,400 541,400   

82   485,900 542,300   

83   486,400 543,200   

84   486,900 544,100   

85   487,300 544,900   

86   487,800 545,800   

87   488,200 546,700   

88   488,700 547,600   

89   489,200 548,400   

90   489,800     
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短時 

間勤 

務職 

員 

301,700 344,400 399,500 473,300 

摘要 この表は、医師法（昭和２３年法律第２０１号）

第２条に規定する免許を有していることを条件に

任命された職員に適用する。 
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91   490,400     

92   490,800     

93   491,300     

94   491,900     

95   492,500     

96   493,000     

97   493,500     

定年 

前再 

任用 

短時 

間勤 

務職 

員 

 

基準 

給料 

月額 

基準 

給料 

月額 

基準 

給料 

月額 

基準 

給料 

月額 

301,700 344,400 399,500 473,300 

備考 この表は、医師法（昭和２３年法律第２０１号） 

第２条に規定する免許を有していることを条件に任 

命された職員に適用する。 
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別表第 10 

ア 行政職給料表昇格時号給対応表（1） 

昇格の日の前日に受

けていた号給 

昇格後の号給 

2 級 3 級 4 級 5 級 6 級 7 級 8 級 

1 1 1 1 1 1 1 1 

2 1 1 1 1 1 1 1 

3 1 1 1 1 1 1 1 

4 1 1 1 1 1 1 1 

5 1 1 1 1 1 1 1 

6 1 1 1 1 1 1 1 

7 1 1 1 1 1 1 1 

8 1 1 1 1 1 1 1 

9 1 1 1 1 1 1 1 

10 1 1 1 1 1 1   

11 1 1 1 1 1 1   

12 1 1 1 1 1 1   

13 1 1 1 1 1 1   

14 1 1 1 1 1 2   

15 1 1 1 1 1 2   

16 1 1 1 1 1 2   

17 1 1 1 1 1 2   

18 1 1 1 1 1 2   

19 1 1 1 1 2 2   

20 1 1 1 1 3 2   

21 1 1 1 1 4 3   

22 2 1 1 1 5 3   

23 3 1 2 1 6 3   

24 4 1 3 1 7 3   

25 5 1 4 1 8 3   

26 6 1 5 1 8 3   

27 7 1 6 1 9 3   

28 8 1 7 2 9 3   

29 9 1 8 3 10 3   

30 10 1 9 4 10 3   

31 11 1 10 5 11 4   

32 12 1 11 6 11 4   

33 13 2 12 7 12 4   

34 14 3 13 8 12 4   

35 15 4 14 9 13 4   

36 16 5 15 10 13 4   

37 17 6 16 11 14 4   

38 18 7 17 12 14 4   

39 19 8 18 13 15 4   

40 20 9 19 14 15 4   

41 21 10 20 15 16 4   
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別表第 10 

ア 行政職給料表昇格時号給対応表（1） 

昇格の日の前日に受

けていた号給 

昇格後の号給 

2 級 3 級 4 級 5 級 6 級 7 級 8 級 

1 1 1 1 1 1 1 1 

2 1 1 2 1 1 1 1 

3 1 1 3 1 1 1 1 

4 1 1 4 1 1 1 1 

5 1 1 5 1 1 1 1 

6 1 1 6 1 1 1 1 

7 1 1 7 1 1 1 1 

8 1 1 8 1 1 1 1 

9 1 1 9 1 1 1 1 

10 1 1 10 1 2 2 2 

11 1 1 11 1 3 3 3 

12 1 1 12 1 4 4 4 

13 1 1 13 1 5 5 5 

14 1 1 14 1 6 6 6 

15 1 1 15 1 7 7 7 

16 1 1 16 1 8 8 8 

17 1 1 17 1 9 9 9 

18 1 1 18 1 10 10 10 

19 1 1 19 1 11 11 11 

20 1 2 20 1 12 12 12 

21 1 3 21 1 13 13 13 

22 2 4 22 1 14 14 14 

23 3 5 23 1 15 15 15 

24 4 6 24 1 16 16 16 

25 5 7 25 1 17 17 17 

26 6 8 26 1 18 18 18 

27 7 9 27 1 19 19 19 

28 8 10 28 1 20 20 20 

29 9 11 29 1 21 21 21 

30 10 12 30 1 22 22 22 

31 11 13 31 1 23 23 23 

32 12 14 32 1 24 24 24 

33 13 15 33 1 25 25 25 

34 14 16 34 2 26 26 26 

35 15 17 35 3 27 27 27 

36 16 18 36 4 28 28 28 

37 17 19 37 5 29 29 29 

38 18 20 38 6 30 30 30 

39 19 21 39 7 31 31 31 

40 20 22 40 8 32 32 32 

41 21 23 41 9 33 33 33 
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42 22 11 21 16 16 4   

43 23 12 22 17 16 4   

44 24 13 23 18 17 4   

45 25 14 24 19 17 4   

46 26 15 25 20 17 4   

47 27 16 26 21 17 5   

48 28 17 27 22 18 5   

49 29 18 28 23 18 5   

50 30 19 29 24 18 5   

51 31 20 30 25 18 5   

52 32 20 31 25 19 5   

53 33 21 31 26 19 5   

54 34 21 32 26 19 5   

55 35 22 32 27 19 5   

56 36 22 33 27 20 5   

57 37 23 33 28 20 5   

58 37 23 34 28 20 6   

59 38 24 34 29 20 6   

60 38 25 35 29 21 6   

61 39 26 35 29 21 6   

62 39 27 35 30 21 6   

63 40 28 36 30 21 6   

64 40 28 36 30 22 6   

65 41 29 36 31 22 6   

66 41 29 37 31 22 6   

67 42 30 37 31 23 6   

68 42 30 37 32 23 7   

69 43 31 38 32 23 7   

70 43 31 38 32 24 7   

71 44 32 38 33 24 7   

72 44 32 39 33 25 7   

73 45 32 39 33 25     

74 45 32 39 33 26     

75 45 33 39 34 26     

76 46 33 40 34 27     

77 46 33 40 34 27     

78 46 33 40 34 28     

79 47 34 40 35 28     

80 47 34 41 35 29     

81 47 34 41 35 30     

82 48 34 41 35 31     

83 48 35 41 36 32     

84 48 35 42 36 33     

85 49 35 42 36 34     

86 49 35 42 36 35     
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42 22 24 42 10 34 34 34 

43 23 25 43 11 35 35 35 

44 24 26 44 12 36 36 36 

45 25 27 45 13 37 37 37 

46 26 28 46 14 38 38 38 

47 27 29 47 15 39 39 39 

48 28 30 48 16 40 40 40 

49 29 31 49 17 41 41 41 

50 30 32 50 18 42 42 41 

51 31 33 51 19 43 43 42 

52 32 33 52 20 44 44 42 

53 33 34 53 21 45 45 43 

54 34 34 54 22 45 45 43 

55 35 35 55 23 46 46 44 

56 36 35 56 24 46 46 44 

57 37 36 57 25 47 47 45 

58 37 36 58 26 47 47 45 

59 38 37 59 27 48 48 46 

60 38 38 60 28 48 48 46 

61 39 39 61 29 49 49 47 

62 39 40 62 30 49 49 47 

63 40 41 63 31 50 50 48 

64 40 41 64 32 50 50 48 

65 41 42 65 33 51 51 49 

66 41 42 65 34 51 51 49 

67 42 43 66 35 52 52 50 

68 42 43 66 36 52 52 50 

69 43 44 67 37 53 53 51 

70 43 44 67 38 53 53 51 

71 44 45 68 39 53 53 52 

72 44 45 68 40 54 54 52 

73 45 45 69 41 54 54 53 

74 45 45 69 42 54 54 53 

75 45 46 69 43 54 54 54 

76 46 46 70 44 55 55 54 

77 46 46 70 45 55 55 55 

78 46 46 70 46 55 55  

79 47 47 71 47 55 55  

80 47 47 71 48 56 56  

81 47 47 71 49 56 56  

82 48 47 72 50 56 56  

83 48 48 72 51 56 57  

84 48 48 72 52 57 57  

85 49 48 73 53 57 57  

86 49 48 73 53 57 58  
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87 49 36 42 37 36     

88 50 36 43 37 37     

89 50 36 43 38 38     

90 50 36 43 38       

91 51 37 43 39       

92 51 37 44 39       

93 51 37 44 40       

94   37 44 40       

95   38 44 41       

96   38 45 41       

97   38 45 42       

98   38 45 43       

99   39 45 44       

100   39 45 45       

101   39 46 46       

102   39 46 47       

103   40 46 48       

104   40 46 49       

105   40 46 50       

106   40 46 51       

107   41 47 52       

108   41 47 53       

109   41 47 54       

110   41 47 55       

111   42 47 56       

112   42 47 57       

113   42 48 58       

114   42 48 59       

115   43 48 60       

116   43 48 61       

117   43 48 62       

118     48 63       

119     49 64       

120     49 64       

121     49 65       

122     49 65       

123     49 66       

124     49 66       

125     50 67       

126     50 67       

127     50 68       

128     50         

129     50         

130     50         

131     51         
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87 49 49 73 54 57 58  

88 50 49 73 54 58 59  

89 50 49 74 55 58 59  

90 50 49 74 55 58 60  

91 51 50 74 56 58 60  

92 51 50 74 56 59 61  

93 51 50 75 57 59 61  

94  50 75 57 59 62  

95  51 75 57 60 62  

96  51 75 58 60 63  

97  51 76 58 60 63  

98  51 76 58 61 64  

99  52 76 59 61 64  

100  52 76 59 62 65  

101  52 77 59 62 65  

102  52 77 60 63 66  

103  53 77 60 63 66  

104  53 77 60 64 67  

105  53 78 61 64 67  

106  53 78 61 65 68  

107  54 78 61 65 68  

108  54 78 61 66 69  

109  54 79 62 67 69  

110  54 79 62 68   

111  55 79 62 69   

112  55 79 62 70   

113  55 79 63 71   

114  55 80 63 72   

115  56 80 63 73   

116  56 80 63 74   

117  56 80 64 75   

118   80 64    

119   80 64    

120   81 64    

121   81 65    

122   81 65    

123   81 66    

124   81 66    

125   81 67    

126   82 67    

127   82 68    

128   82 68    

129   82 69    

130   82 69    

131   82 70    
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132     51         

摘要 この表は、第５条第１項の規定により行政職給料表の適用を受ける職員の等級が決定され

た場合について適用する。 
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132   83 71    

133   83 72    

134   83 73    

135   83 74    

136   83 75    

137   83 76    

138   84 77    

139   84 78    

140   84 79    

141   84 80    

142   84 81    

143   84 82    

144   85 83    

145   85 84    

146    85    

147    86    

148    87    

149    88    

150    89    

151    90    

152    91    

153    92    

154    92    

155    93    

156    93    

157    94    

158    94    

159    95    

160    95    

161    96    

備考 この表は、行政職給料表の適用を受ける職員の等級が第 5 条第 1 項の規定により決定され

る場合について適用する。 
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イ 行政職給料表昇格時号給対応表（2） 

昇格の日の前日に受けていた号給 昇格後の号給 

1 1 

2 1 

3 1 

4 1 

5 1 

6 1 

7 1 

8 1 

9 1 

10 1 

11 1 

12 1 

13 1 

14 1 

15 1 

16 1 

17 1 

18 1 

19 1 

20 1 

21 1 

22 1 

23 1 

24 1 

25 1 

26 1 

27 1 

28 1 

29 1 

30 1 

31 1 

32 1 

33 1 

34 1 

35 1 

36 1 

37 1 

38 1 

39 1 

40 1 

41 1 

42 1 

43 1 
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イ 行政職給料表昇格時号給対応表（2） 

昇格の日の前日に受けていた号給 昇格後の号給 

1 1 

2 1 

3 1 

4 1 

5 1 

6 1 

7 1 

8 1 

9 1 

10 1 

11 1 

12 1 

13 1 

14 1 

15 1 

16 1 

17 1 

18 1 

19 1 

20 1 

21 1 

22 1 

23 1 

24 1 

25 1 

26 1 

27 1 

28 1 

29 1 

30 1 

31 1 

32 1 

33 1 

34 1 

35 1 

36 1 

37 1 

38 1 

39 1 

40 1 

41 1 

42 2 

43 3 
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44 1 

45 2 

46 3 

47 4 

48 5 

49 6 

50 7 

51 8 

52 8 

53 8 

54 8 

55 9 

56 9 

57 9 

58 9 

59 10 

60 10 

61 10 

62 10 

63 10 

64 10 

65 11 

66 11 

67 11 

68 11 

69 11 

70 11 

71 12 

72 12 

73 12 

74 12 

75 12 

76 12 

77 12 

78 12 

79 13 

80 13 

81 13 

82 13 

83 13 

84 13 

85 13 

86 13 

87 14 

88 14 
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44 4 

45 5 

46 6 

47 7 

48 8 

49 9 

50 10 

51 11 

52 12 

53 13 

54 14 

55 15 

56 16 

57 17 

58 18 

59 19 

60 20 

61 21 

62 22 

63 23 

64 24 

65 25 

66 26 

67 27 

68 28 

69 29 

70 30 

71 31 

72 32 

73 33 

74 34 

75 35 

76 36 

77 37 

78 38 

79 39 

80 40 

81 41 

82 42 

83 43 

84 44 

85 45 

86 45 

87 46 

88 46 
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89 14 

90 14 

91 15 

92 15 

93 15 

94 15 

95 16 

96 16 

97 16 

98 16 

99 17 

100 17 

101 17 

102 17 

103 18 

104 18 

105 18 

106 18 

107 19 

108 19 

109 19 

110 19 

111 20 

112 20 

113 20 

114 20 

115 21 

116 21 

117 21 

118 21 

119 22 

120 22 

121 22 

122 22 

123 22 

124 22 

125 23 

126 23 

127 23 

摘要 この表は、第５条第２項の規定により読み替えて適用する同条第１項

の規定により行政職給料表の適用を受ける職員でその等級が４級であ

るものの等級が６級に決定された場合について適用する。 
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89 47 

90 47 

91 47 

92 47 

93 48 

94 48 

95 48 

96 48 

97 49 

98 49 

99 49 

100 49 

101 49 

102 49 

103 50 

104 50 

105 50 

106 50 

107 50 

108 50 

109 51 

110 51 

111 51 

112 51 

113 51 

114 51 

115 51 

116 51 

117 52 

118 52 

119 52 

120 52 

121 52 

122 52 

123 52 

124 52 

125 53 

126 53 

127 53 

128 53 

129 53 

130 53 

131 54 

132 54 

133 54 
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134 54 

135 54 

136 54 

137 55 

138 55 

139 55 

140 55 

141 56 

142 56 

143 56 

144 56 

145 57 

146 57 

147 57 

148 57 

149 58 

150 58 

151 58 

152 58 

153 59 

154 59 

155 59 

156 60 

157 60 

158 60 

159 60 

160 60 

161 61 

備考 この表は、行政職給料表の適用を受ける職員でその等級が 4 級である 

ものの等級が第 5 条第 2項の規定により読み替えて適用する同条第 1項 

の規定により 6級に決定される場合について適用する。 
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オ 消防職給料表昇格時号給対応表（1） 

昇格の日の前日に受

けていた号給 

昇格後の号給 

2 級 3 級 4 級 5 級 6 級 

1 1 1 1 1 1 

2 1 1 1 1 1 

3 1 1 1 1 1 

4 1 1 1 1 1 

5 1 1 1 1 1 

6 1 1 1 1 1 

7 1 1 1 1 1 

8 1 1 1 1 1 

9 1 1 1 1 1 

10 1 1 1 1 1 

11 1 1 2 1 1 

12 1 1 3 1 1 

13 1 1 4 1 1 

14 1 1 5 1 1 

15 1 1 6 1 1 

16 1 1 7 1 1 

17 1 1 8 1 1 

18 1 1 9 1 1 

19 1 1 10 1 2 

20 2 1 11 1 3 

21 3 1 12 1 4 

22 4 1 13 1 5 

23 5 1 14 1 6 

24 6 1 15 1 7 

25 7 1 16 1 8 

26 8 1 17 1 8 

27 9 2 18 1 9 

28 10 3 19 2 9 

29 11 4 20 3 10 

30 12 5 21 4 10 

31 13 6 22 5 11 

32 14 7 23 6 11 

33 15 8 24 7 12 

34 16 9 25 8 12 

35 17 10 26 9 13 

36 18 11 27 10 13 

37 19 12 28 11 14 

38 20 13 29 12 14 

39 21 14 30 13 15 

40 22 15 31 14 15 

41 23 16 32 15 16 

42 24 17 33 16 16 
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オ 消防職給料表昇格時号給対応表（1） 

昇格の日の前日に受

けていた号給 

昇格後の号給 

2 級 3 級 4 級 5 級 6 級 

1 1 1 1 1 1 

2 1 1 1 1 1 

3 1 1 1 1 1 

4 1 1 1 1 1 

5 1 1 1 1 1 

6 1 1 2 1 1 

7 1 1 3 1 1 

8 1 1 4 1 1 

9 1 1 5 1 1 

10 1 2 6 1 2 

11 1 3 7 1 3 

12 1 4 8 1 4 

13 1 5 9 1 5 

14 1 6 10 1 6 

15 1 7 11 1 7 

16 1 8 12 1 8 

17 1 9 13 1 9 

18 1 10 14 1 10 

19 1 11 15 1 11 

20 2 12 16 1 12 

21 3 13 17 1 13 

22 4 14 18 2 14 

23 5 15 19 3 15 

24 6 16 20 4 16 

25 7 17 21 5 17 

26 8 18 22 6 18 

27 9 19 23 7 19 

28 10 20 24 8 20 

29 11 21 25 9 21 

30 12 22 26 10 22 

31 13 23 27 11 23 

32 14 24 28 12 24 

33 15 25 29 13 25 

34 16 26 30 14 26 

35 17 27 31 15 27 

36 18 28 32 16 28 

37 19 29 33 17 29 

38 20 30 34 18 30 

39 21 31 35 19 31 

40 22 32 36 20 32 

41 23 33 37 21 33 

42 24 34 38 22 34 
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43 25 18 34 17 16 

44 26 19 35 18 17 

45 27 20 36 19 17 

46 28 21 37 20 17 

47 29 22 38 21 17 

48 30 23 39 22 18 

49 31 24 40 23 18 

50 32 25 41 24 18 

51 33 26 42 25 18 

52 34 27 43 25 19 

53 35 28 44 26 19 

54 36 29 45 26 19 

55 37 30 46 27 19 

56 37 31 47 27 20 

57 38 32 48 28 20 

58 38 33 49 28 20 

59 39 34 50 29 20 

60 39 35 51 29 21 

61 40 36 51 29 21 

62 40 37 52 30 21 

63 41 38 52 30 21 

64 41 39 53 30 22 

65 42 40 53 31 22 

66 42 41 54 31 22 

67 43 42 54 31 23 

68 43 43 55 32 23 

69 44 44 55 32 23 

70 44 44 55 32 24 

71 45 45 56 33 24 

72 45 45 56 33 25 

73 46 46 56 33 25 

74 46 46 57 33 26 

75 47 47 57 34 26 

76 47 47 57 34 27 

77 48 48 58 34 27 

78 48 48 58 34 28 

79 49 49 58 35 28 

80 49 49 59 35 29 

81 49 50 59 35 30 

82 50 50 60 35   

83 50 51 60 36   

84 50 51 61 36   

85 51 52 61 36   

86 51 52 61 36   

87 51 52 62 37   
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43 25 35 39 23 35 

44 26 36 40 24 36 

45 27 37 41 25 37 

46 28 38 42 26 38 

47 29 39 43 27 39 

48 30 40 44 28 40 

49 31 41 45 29 41 

50 32 42 46 30 42 

51 33 43 47 31 43 

52 34 44 48 32 44 

53 35 45 49 33 45 

54 36 46 50 34 45 

55 37 47 51 35 46 

56 37 48 52 36 46 

57 38 49 53 37 47 

58 38 50 54 38 47 

59 39 51 55 39 48 

60 39 52 56 40 48 

61 40 53 57 41 49 

62 40 54 58 42 49 

63 41 55 59 43 50 

64 41 56 60 44 50 

65 42 57 61 45 51 

66 42 58 62 46 51 

67 43 59 63 47 52 

68 43 60 64 48 52 

69 44 61 65 49 53 

70 44 61 66 50 53 

71 45 62 67 51 53 

72 45 62 68 52 54 

73 46 63 69 53 54 

74 46 63 70 53 54 

75 47 64 71 54 54 

76 47 64 72 54 55 

77 48 65 73 55 55 

78 48 65 73 55 55 

79 49 66 74 56 55 

80 49 66 74 56 56 

81 49 67 75 57 56 

82 50 67 75 57 56 

83 50 68 76 57 56 

84 50 68 76 58 57 

85 51 69 77 58 57 

86 51 69 77 58 57 

87 51 69 77 59 57 
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88 52 52 62 37   

89 52 53 62 38   

90 52 53 62 38   

91 53 53 63 39   

92 53 53 63 39   

93 53 54 63 40   

94 53 54 64 40   

95 54 54 64 41   

96 54 54 64 41   

97 54 55 65 42   

98 54 55 66 43   

99 55 55 66 44   

100 55 55 67 45   

101 55 56   46   

102 55 56   47   

103 56 56   48   

104 56 57   49   

105 56 57   50   

106 56 57   51   

107 57 58   52   

108 57 58   53   

109 58 58   54   

110 58 59   55   

111 59 59   56   

112 59 59   57   

113 60 60   58   

114   60   59   

115   60   60   

116   61   61   

117   61   62   

118   61   63   

119   61   64   

120   62   64   

121   62   65   

122   62   65   

123   62   66   

124   63       

125   63       

126   63       

127   64       

128   64       

129   64       

130   65       

131   65       

132   66       
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88 52 69 78 59 58 

89 52 70 78 59 58 

90 52 70 78 60 58 

91 53 70 79 60 58 

92 53 70 79 60 59 

93 53 71 79 61 59 

94 53 71 80 61 59 

95 54 71 80 61 60 

96 54 71 80 61 60 

97 54 72 81 62 60 

98 54 72 81 62 61 

99 55 72 82 62 61 

100 55 72 82 62 62 

101 55 73 83 63 62 

102 55 73 83 63 63 

103 56 73 83 63 63 

104 56 74 84 63 64 

105 56 74 84 64 64 

106 56 74 84 64 65 

107 57 75 84 64 65 

108 57 75 85 64 66 

109 58 75 85 65 67 

110 58 76 85 65  

111 59 76 86 66  

112 59 76 86 66  

113 60 77 86 67  

114  77 87 67  

115  77 88 68  

116  78 88 68  

117  78 89 69  

118  78  69  

119  78  70  

120  79  71  

121  79  72  

122  79  73  

123  79  74  

124  80  75  

125  80  76  

126  80  77  

127  81  78  

128  81  79  

129  81  80  

130  82  81  

131  82  82  

132  83  83  
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133   66       

134   66       

135   67       

136   67       

137   68       

138   68       

139   69       

140   69       

141   70       

142   70       

143   71       

144   71       

145   71       

摘要 この表は、第５条第１項の規定により消防職給料表の適用を受ける職員の等

級が決定された場合について適用する。 
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133  83  84  

134  83  85  

135  84  86  

136  84  87  

137  85  88  

138  85  89  

139  86  90  

140  86  91  

141  87  92  

142  87  92  

143  88  93  

144  88  93  

145  88  94  

備考 この表は、消防職給料表の適用を受ける職員の等級が第 5条第 1 項の規定に 

より決定される場合について適用する。 
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カ 消防職給料表昇格時号給対応表（2） 

昇格の日の前日に受けていた号給 昇格後の号給 

1 1 

2 1 

3 1 

4 1 

5 1 

6 1 

7 1 

8 1 

9 1 

10 1 

11 1 

12 1 

13 1 

14 1 

15 1 

16 1 

17 1 

18 1 

19 1 

20 1 

21 1 

22 1 

23 1 

24 1 

25 1 

26 1 

27 1 

28 1 

29 1 

30 1 

31 1 

32 1 

33 1 

34 1 

35 1 

36 1 

37 1 

38 1 

39 1 

40 1 

41 1 

42 1 

43 1 

120



 

カ 消防職給料表昇格時号給対応表（2） 

昇格の日の前日に受けていた号給 昇格後の号給 

1 1 

2 1 

3 1 

4 1 

5 1 

6 1 

7 1 

8 1 

9 1 

10 1 

11 1 

12 1 

13 1 

14 1 

15 1 

16 1 

17 1 

18 1 

19 1 

20 1 

21 1 

22 1 

23 1 

24 1 

25 1 

26 1 

27 1 

28 1 

29 1 

30 2 

31 3 

32 4 

33 5 

34 6 

35 7 

36 8 

37 9 

38 10 

39 11 

40 12 

41 13 

42 14 

43 15 
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44 1 

45 2 

46 3 

47 4 

48 5 

49 6 

50 7 

51 8 

52 8 

53 8 

54 8 

55 9 

56 9 

57 9 

58 9 

59 10 

60 10 

61 10 

62 10 

63 10 

64 10 

65 11 

66 11 

67 11 

68 11 

69 11 

70 11 

71 12 

72 12 

73 12 

74 12 

75 12 

76 12 

77 12 

78 12 

79 13 

80 13 

81 13 

82 13 

83 13 

84 13 

85 13 

86 13 

87 14 

88 14 

122



 

44 16 

45 17 

46 18 

47 19 

48 20 

49 21 

50 22 

51 23 

52 24 

53 25 

54 26 

55 27 

56 28 

57 29 

58 30 

59 31 

60 32 

61 33 

62 34 

63 35 

64 36 

65 37 

66 38 

67 39 

68 40 

69 41 

70 42 

71 43 

72 44 

73 45 

74 45 

75 46 

76 46 

77 47 

78 47 

79 47 

80 47 

81 48 

82 48 

83 48 

84 48 

85 49 

86 49 

87 49 

88 49 
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89 14 

90 14 

91 15 

92 15 

93 15 

94 15 

95 16 

96 16 

97 16 

98 16 

99 17 

100 17 

101 17 

102 17 

103 18 

104 18 

105 18 

106 18 

107 19 

108 19 

109 19 

110 19 

111 20 

112 20 

113 20 

114 20 

115 21 

116 21 

117 21 

118 21 

119 22 

120 22 

121 22 

122 22 

123 22 

摘要 この表は、第５条第２項の規定により読み替えて適用する同条第１項

の規定により消防職給料表の適用を受ける職員でその等級が４級であ

るものの等級が６級に決定された場合について適用する。 
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89 49 

90 49 

91 50 

92 50 

93 50 

94 50 

95 50 

96 50 

97 51 

98 51 

99 51 

100 51 

101 51 

102 51 

103 51 

104 51 

105 52 

106 52 

107 52 

108 52 

109 52 

110 52 

111 52 

112 52 

113 53 

114 53 

115 53 

116 53 

117 53 

118 53 

119 54 

120 54 

121 54 

122 54 

123 54 

124 54 

125 55 

126 55 

127 55 

128 55 

129 56 

130 56 

131 56 

132 56 

133 57 
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134 57 

135 57 

136 57 

137 58 

138 58 

139 58 

140 58 

141 59 

142 59 

143 59 

144 60 

145 60 

備考 この表は、消防職給料表の適用を受ける職員でその等級が４級である 

ものの等級が第５条第２項の規定により読み替えて適用する同条第１項 

の規定により６級に決定される場合について適用する。 
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キ 医療職給料表昇格時号給対応表 

昇格の日の前日に受け

ていた号給 

昇格後の号給 

2 級 3 級 4 級 

1 1 1 1 

2 1 1 1 

3 1 1 1 

4 1 1 1 

5 1 1 1 

6 1 1 1 

7 1 1 1 

8 1 1 1 

9 1 1 1 

10 1 1 1 

11 1 1 1 

12 1 1 1 

13 1 1 1 

14 1 1 1 

15 1 1 1 

16 1 1 1 

17 1 1 1 

18 1 1 1 

19 1 1 1 

20 1 1 1 

21 1 1 1 

22 1 2 1 

23 1 3 1 

24 1 4 1 

25 1 5 1 

26 1 6 1 

27 1 7 1 

28 1 8 1 

29 1 9 1 

30 1 10 1 

31 1 11 1 

32 1 12 1 

33 1 13 1 

34 2 14 1 

35 3 15 1 

36 4 16 1 

37 5 17 1 

38 6 18 1 

39 7 19 1 

40 8 20 1 

41 9 21 1 

42 10 21 1 
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キ 医療職給料表昇格時号給対応表 

昇格の日の前日に受け

ていた号給 

昇格後の号給 

2 級 3 級 4 級 

1 1 1 1 

2 1 1 1 

3 1 1 1 

4 1 1 1 

5 1 1 1 

6 1 1 1 

7 1 1 1 

8 1 1 1 

9 1 1 1 

10 1 1 1 

11 1 1 1 

12 1 1 1 

13 1 1 1 

14 1 1 1 

15 1 1 1 

16 1 1 1 

17 1 1 1 

18 1 2 1 

19 1 3 1 

20 1 4 1 

21 1 5 1 

22 2 6 1 

23 3 7 1 

24 4 8 1 

25 5 9 1 

26 6 10 2 

27 7 11 3 

28 8 12 4 

29 9 13 5 

30 10 14 6 

31 11 15 7 

32 12 16 8 

33 13 17 9 

34 14 18 10 

35 15 19 11 

36 16 20 12 

37 17 21 13 

38 18 22 14 

39 19 23 15 

40 20 24 16 

41 21 25 17 

42 22 26 18 
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43 11 22 1 

44 12 22 1 

45 13 23 1 

46 14 23 1 

47 15 24 2 

48 16 24 2 

49 17 25 2 

50 17 25 2 

51 17 26 2 

52 18 26 2 

53 18 27 2 

54 18 27 2 

55 19 28 3 

56 19 28 3 

57 19 29 3 

58 20 29 3 

59 20 29 3 

60 20 30 3 

61 21 30 3 

62 21 30 3 

63 22 31 4 

64 22 31 4 

65 23 31 4 

66   32 4 

67   32 4 

68   32 4 

69   33 4 

70   33 4 

71   33 4 

72   34 4 

73   34 5 

74   34   

75   35   

76   35   

77   35   

78   36   

79   36   

80   36   

81   37   

82   37   

83   38   

84   38   

85   39   

摘要 この表は、第５条第１項の規定により医療職給料表の

適用を受ける職員の等級が決定された場合について適
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43 23 27 19 

44 24 28 20 

45 25 29 21 

46 26 30 22 

47 27 31 23 

48 28 32 24 

49 28 33 25 

50 28 34 26 

51 29 35 27 

52 29 36 28 

53 29 37 29 

54 30 37 30 

55 30 38 31 

56 30 38 32 

57 31 39 33 

58 31 39 34 

59 31 40 35 

60 32 40 36 

61 32 41 37 

62 32 41 37 

63 33 42 38 

64 33 42 38 

65 33 43 39 

66  43 39 

67  44 40 

68  44 40 

69  45 41 

70  45 41 

71  45 42 

72  46 42 

73  46 42 

74  46 42 

75  47 43 

76  47 43 

77  47 43 

78  48 43 

79  48 44 

80  48 44 

81  48 44 

82  48 44 

83  49 45 

84  49 45 

85  49 45 

86  49 45 

87  49 46 
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用する。 
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88  50 46 

89  50 47 

90  50  

91  50  

92  50  

93  51  

94  51  

95  51  

96  51  

97  51  

備考 この表は、医療職給料表の適用を受ける職員の等級が 

第５条第１項の規定により決定される場合について適用 

する。 
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別表第 11 

ア 行政職給料表降格時号給対応表（1） 

降格の日の前日に受

けていた号給 

降格後の号給 

1 級 2 級 3 級 4 級 5 級 6 級 7 級 

1 21 32 22 27 18 13 9 

2 22 33 23 28 19 20 9 

3 23 34 24 29 20 30 9 

4 24 35 25 30 21 46 9 

5 25 36 26 31 22 57 9 

6 26 37 27 32 23 67 9 

7 27 38 28 33 24 72 9 

8 28 39 29 34 26 72 9 

9 29 40 30 35 28 72 9 

10 30 41 31 36 30     

11 31 42 32 37 32     

12 32 43 33 38 34     

13 33 44 34 39 36     

14 34 45 35 40 38     

15 35 46 36 41 40     

16 36 47 37 42 43     

17 37 48 38 43 47     

18 38 49 39 44 51     

19 39 50 40 45 55     

20 40 52 41 46 59     

21 41 54 42 47 63     

22 42 56 43 48 66     

23 43 58 44 49 69     

24 44 59 45 50 71     

25 45 60 46 52 73     

26 46 61 47 54 75     

27 47 62 48 56 77     

28 48 64 49 58 79     

29 49 66 50 61 80     

30 50 68 51 64 81     

31 51 70 53 67 82     

32 52 74 55 70 83     

33 53 78 57 74 84     

34 54 82 59 78 85     

35 55 86 62 82 86     

36 56 90 65 86 87     

37 58 94 68 88 88     

38 60 98 71 90 89     

39 62 102 75 92 89     

40 64 106 79 94 89     

41 66 110 83 96 89     
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別表第 11 

ア 行政職給料表降格時号給対応表（1） 

降格の日の前日に受

けていた号給 

降格後の号給 

1 級 2 級 3 級 4 級 5 級 6 級 7 級 

1 21 19 1 33 9 9 9 

2 22 20 2 34 10 10 10 

3 22 20 2 35 11 11 11 

4 23 21 3 36 12 12 12 

5 24 22 4 37 13 13 13 

6 25 23 5 38 14 14 14 

7 25 24 6 39 15 15 15 

8 26 25 7 40 16 16 16 

9 28 26 8 41 17 17 17 

10 29 28 9 42 18 18 18 

11 30 29 10 43 19 19 19 

12 31 30 11 44 20 20 20 

13 32 31 12 45 21 21 21 

14 33 32 13 46 22 22 22 

15 34 33 14 47 23 23 23 

16 35 34 16 48 24 24 24 

17 36 35 17 49 25 25 25 

18 38 36 18 50 26 26 26 

19 39 37 19 51 27 27 27 

20 40 38 20 52 28 28 28 

21 41 39 21 53 29 29 29 

22 42 40 22 54 30 30 30 

23 43 41 23 55 31 31 31 

24 44 42 24 56 32 32 32 

25 45 43 25 57 33 33 33 

26 46 44 26 58 34 34 34 

27 47 45 27 59 35 35 35 

28 48 46 28 60 36 36 36 

29 49 47 29 61 37 37 37 

30 50 48 30 62 38 38 38 

31 51 49 31 63 39 39 39 

32 52 50 32 64 40 40 40 

33 53 52 33 65 41 41 41 

34 54 54 34 66 42 42 42 

35 55 56 35 67 43 43 43 

36 56 58 36 68 44 44 44 

37 58 59 37 69 45 45 45 

38 60 60 38 70 46 46 46 

39 62 61 39 71 47 47 47 

40 64 62 40 72 48 48 48 

41 66 64 41 73 49 49 50 
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42 68 114 87 97 89     

43 70 117 91 98 89     

44 72 117 95 99 89     

45 75 117 100 100 89     

46 78 117 106 101 89     

47 81 117 112 102 89     

48 84 117 118 103 89     

49 87 117 124 104 89     

50 90 117 130 105 89     

51 93 117 132 106 89     

52 93 117 132 107 89     

53 93 117 132 108 89     

54 93 117 132 109 89     

55 93 117 132 110 89     

56 93 117 132 111 89     

57 93 117 132 112 89     

58 93 117 132 113 89     

59 93 117 132 114 89     

60 93 117 132 115 89     

61 93 117 132 116 89     

62 93 117 132 117 89     

63 93 117 132 118 89     

64 93 117 132 120 89     

65 93 117 132 122 89     

66 93 117 132 124 89     

67 93 117 132 126 89     

68 93 117 132 127 89     

69 93 117 132 127 89     

70 93 117 132 127 89     

71 93 117 132 127 89     

72 93 117 132 127 89     

73 93 117 132 127       

74 93 117 132 127       

75 93 117 132 127       

76 93 117 132 127       

77 93 117 132 127       

78 93 117 132 127       

79 93 117 132 127       

80 93 117 132 127       

81 93 117 132 127       

82 93 117 132 127    

83 93 117 132 127    

84 93 117 132 127    

85 93 117 132 127    

86 93 117 132 127    
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42 68 66 42 74 50 50 52 

43 70 68 43 75 51 51 54 

44 72 70 44 76 52 52 56 

45 75 74 45 77 54 54 58 

46 78 78 46 78 56 56 60 

47 81 82 47 79 58 58 62 

48 84 86 48 80 60 60 64 

49 87 90 49 81 62 62 66 

50 90 94 50 82 64 64 68 

51 93 98 51 83 66 66 70 

52 93 102 52 84 68 68 72 

53 93 106 53 86 71 71 74 

54 93 110 54 88 75 75 76 

55 93 114 55 90 79 79 77 

56 93 117 56 92 83 82 77 

57 93 117 57 95 87 85 77 

58 93 117 58 98 91 87 77 

59 93 117 59 101 94 89 77 

60 93 117 60 104 97 91 77 

61 93 117 61 108 99 93 77 

62 93 117 62 112 101 95 77 

63 93 117 63 116 103 97 77 

64 93 117 64 120 105 99 77 

65 93 117 66 122 107 101 77 

66 93 117 68 124 108 103 77 

67 93 117 70 126 109 105 77 

68 93 117 72 128 110 107 77 

69 93 117 75 130 111 109 77 

70 93 117 78 131 112 109  

71 93 117 81 132 113 109  

72 93 117 84 133 114 109  

73 93 117 88 134 115 109  

74 93 117 92 135 116 109  

75 93 117 96 136 117 109  

76 93 117 100 137 117 109  

77 93 117 104 138 117 109  

78 93 117 108 139 117   

79 93 117 113 140 117   

80 93 117 119 141 117   

81 93 117 125 142 117   

82 93 117 131 143 117   

83 93 117 137 144 117   

84 93 117 143 145 117   

85 93 117 145 146 117   

86 93 117 145 147 117   
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87 93 117 132 127    

88 93 117 132 127    

89 93 117 132 127    

90 93 117 132     

91 93 117 132     

92 93 117 132     

93 93 117 132     

94 93 117 132     

95 93 117 132     

96 93 117 132     

97 93 117 132     

98 93 117 132     

99 93 117 132     

100 93 117 132     

101 93 117 132     

102 93 117 132     

103 93 117 132     

104 93 117 132     

105 93 117 132     

106 93 117 132     

107 93 117 132     

108 93 117 132     

109 93 117 132     

110 93 117 132     

111 93 117 132     

112 93 117 132     

113 93 117 132     

114 93 117 132     

115 93 117 132     

116 93 117 132     

117 93 117 132     

118  117 132     

119  117 132     

120  117 132     

121  117 132     

122  117 132     

123  117 132     

124  117 132     

125  117 132     

126  117 132     

127  117 132     

128  117      

129  117      

130  117      

131  117      
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87 93 117 145 148 117   

88 93 117 145 149 117   

89 93 117 145 150 117   

90 93 117 145 151 117   

91 93 117 145 152 117   

92 93 117 145 154 117   

93 93 117 145 156 117   

94 93 117 145 158 117   

95 93 117 145 160 117   

96 93 117 145 161 117   

97 93 117 145 161 117   

98 93 117 145 161 117   

99 93 117 145 161 117   

100 93 117 145 161 117   

101 93 117 145 161 117   

102 93 117 145 161 117   

103 93 117 145 161 117   

104 93 117 145 161 117   

105 93 117 145 161 117   

106 93 117 145 161 117   

107 93 117 145 161 117   

108 93 117 145 161 117   

109 93 117 145 161 117   

110 93 117 145 161    

111 93 117 145 161    

112 93 117 145 161    

113 93 117 145 161    

114 93 117 145 161    

115 93 117 145 161    

116 93 117 145 161    

117 93 117 145 161    

118  117 145     

119  117 145     

120  117 145     

121  117 145     

122  117 145     

123  117 145     

124  117 145     

125  117 145     

126  117 145     

127  117 145     

128  117 145     

129  117 145     

130  117 145     

131  117 145     
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132  117      

摘要 この表は、行政職給料表の適用を受ける職員について降格をさせた場合（イの表の

適用を受ける場合を除く。）について適用する。 
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132  117 145     

133  117 145     

134  117 145     

135  117 145     

136  117 145     

137  117 145     

138  117 145     

139  117 145     

140  117 145     

141  117 145     

142  117 145     

143  117 145     

144  117 145     

145  117 145     

146   145     

147   145     

148   145     

149   145     

150   145     

151   145     

152   145     

153   145     

154   145     

155   145     

156   145     

157   145     

158   145     

159   145     

160   145     

161   145     

備考 この表は、行政職給料表の適用を受ける職員について降格をさせた場合（行政職 

給料表降格時号給対応表（2）の適用を受ける場合を除く。）について適用する。 
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イ 行政職給料表降格時号給対応表（2） 

施行の日の前日に受けていた号給又は

特定降格に係る 6 級における号給 

降格後の号給又は特定降格に係る 4 級

における号給 

1 44 

2 45 

3 46 

4 47 

5 48 

6 49 

7 50 

8 54 

9 58 

10 64 

11 70 

12 78 

13 86 

14 90 

15 94 

16 98 

17 102 

18 106 

19 110 

20 114 

21 118 

22 124 

23 127 

24 127 

25 127 

26 127 

27 127 

28 127 

29 127 

30 127 

31 127 

32 127 

33 127 

34 127 

35 127 

36 127 

37 127 

38 127 

39 127 

40 127 

41 127 

42 127 
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イ 行政職給料表降格時号給対応表（2） 

施行の日の前日に受けていた号給又は

特定降格に係る 6 級における号給 

降格後の号給又は特定降格に係る 4 級

における号給 

1 41 

2 42 

3 43 

4 44 

5 45 

6 46 

7 47 

8 48 

9 49 

10 50 

11 51 

12 52 

13 53 

14 54 

15 55 

16 56 

17 57 

18 58 

19 59 

20 60 

21 61 

22 62 

23 63 

24 64 

25 65 

26 66 

27 67 

28 68 

29 69 

30 70 

31 71 

32 72 

33 73 

34 74 

35 75 

36 76 

37 77 

38 78 

39 79 

40 80 

41 81 

42 82 
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43 127 

44 127 

45 127 

46 127 

47 127 

48 127 

49 127 

50 127 

51 127 

52 127 

53 127 

54 127 

55 127 

56 127 

57 127 

58 127 

59 127 

60 127 

61 127 

62 127 

63 127 

64 127 

65 127 

66 127 

67 127 

68 127 

69 127 

70 127 

71 127 

72 127 

摘要 この表は、次のいずれかに該当する場合について適用する。 

⑴ 行政職給料表の適用を受ける職員でその等級が６級であるものについ

て４級に降格をさせた場合 

⑵ 行政職給料表の適用を受ける職員でその等級が６級から８級までのい

ずれかであるものについて１級から４級までのいずれかに降格をさせた

場合（⑴に該当する場合を除く。）において特定降格が行われたものとし

て取り扱うとき。 
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43 83 

44 84 

45 86 

46 88 

47 92 

48 96 

49 102 

50 108 

51 116 

52 124 

53 130 

54 136 

55 140 

56 144 

57 148 

58 152 

59 155 

60 160 

61 161 

62 161 

63 161 

64 161 

65 161 

66 161 

67 161 

68 161 

69 161 

70 161 

71 161 

72 161 

73 161 

74 161 

75 161 

76 161 

77 161 

78 161 

79 161 

80 161 

81 161 

82 161 

83 161 

84 161 

85 161 

86 161 

87 161 
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88 161 

89 161 

90 161 

91 161 

92 161 

93 161 

94 161 

95 161 

96 161 

97 161 

98 161 

99 161 

100 161 

101 161 

102 161 

103 161 

104 161 

105 161 

106 161 

107 161 

108 161 

109 161 

備考 この表は、次に掲げる場合について適用する。 

⑴ 行政職給料表の適用を受ける職員でその等級が 6 級であるものについ 

 て 4級に降格をさせた場合 

⑵ 行政職給料表の適用を受ける職員でその等級が 6 級から 8 級までのい 

 ずれかであるものについて 1級から 4級までのいずれかに降格をさせた 

場合（⑴に該当する場合を除く。）において特定降格が行われたものとし 

て取扱うとき。 
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オ 消防職給料表降格時号給対応表（1） 

降格の日の前日に受

けていた号給 

降格後の号給 

1 級 2 級 3 級 4 級 5 級 

1 19 26 10 27 18 

2 20 27 11 28 19 

3 21 28 12 29 20 

4 22 29 13 30 21 

5 23 30 14 31 22 

6 24 31 15 32 23 

7 25 32 16 33 24 

8 26 33 17 34 26 

9 27 34 18 35 28 

10 28 35 19 36 30 

11 29 36 20 37 32 

12 30 37 21 38 34 

13 31 38 22 39 36 

14 32 39 23 40 38 

15 33 40 24 41 40 

16 34 41 25 42 43 

17 35 42 26 43 47 

18 36 43 27 44 51 

19 37 44 28 45 55 

20 38 45 29 46 59 

21 39 46 30 47 63 

22 40 47 31 48 66 

23 41 48 32 49 69 

24 42 49 33 50 71 

25 43 50 34 52 73 

26 44 51 35 54 75 

27 45 52 36 56 77 

28 46 53 37 58 79 

29 47 54 38 61 80 

30 48 55 39 64 81 

31 49 56 40 67 81 

32 50 57 41 70 81 

33 51 58 42 74 81 

34 52 59 43 78 81 

35 53 60 44 82 81 

36 54 61 45 86 81 

37 56 62 46 88 81 

38 58 63 47 90 81 

39 60 64 48 92 81 

40 62 65 49 94 81 

41 64 66 50 96 81 

42 66 67 51 97 81 
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オ 消防職給料表降格時号給対応表（1） 

降格の日の前日に受

けていた号給 

降格後の号給 

1 級 2 級 3 級 4 級 5 級 

1 19 9 5 21 9 

2 20 10 6 22 10 

3 21 11 7 23 11 

4 22 12 8 24 12 

5 23 13 9 25 13 

6 24 14 10 26 14 

7 25 15 11 27 15 

8 26 15 12 28 16 

9 27 16 13 29 17 

10 28 17 14 30 18 

11 29 18 15 31 19 

12 30 19 16 32 20 

13 31 19 17 33 21 

14 32 20 18 34 22 

15 33 21 19 35 23 

16 34 23 20 36 24 

17 35 24 21 37 25 

18 36 25 22 38 26 

19 37 26 23 39 27 

20 38 27 24 40 28 

21 39 29 25 41 29 

22 40 30 26 42 30 

23 41 31 27 43 31 

24 42 32 28 44 32 

25 43 33 29 45 33 

26 44 34 30 46 34 

27 45 35 31 47 35 

28 46 36 32 48 36 

29 47 37 33 49 37 

30 48 38 34 50 38 

31 49 39 35 51 39 

32 50 40 36 52 40 

33 51 41 37 53 41 

34 52 42 38 54 42 

35 53 43 39 55 43 

36 54 44 40 56 44 

37 56 45 41 57 45 

38 58 46 42 58 46 

39 60 47 43 59 47 

40 62 48 44 60 48 

41 64 49 45 61 49 

42 66 50 46 62 50 
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43 68 68 52 98 81 

44 70 70 53 99 81 

45 72 72 54 100 81 

46 74 74 55 101 81 

47 76 76 56 102 81 

48 78 78 57 103 81 

49 81 80 58 104 81 

50 84 82 59 105 81 

51 87 84 61 106 81 

52 90 88 63 107 81 

53 94 92 65 108 81 

54 98 96 67 109 81 

55 102 100 70 110 81 

56 106 103 73 111 81 

57 108 106 76 112 81 

58 110 109 79 113 81 

59 112 112 81 114 81 

60 113 115 83 115 81 

61 113 119 86 116 81 

62 113 123 90 117 81 

63 113 126 93 118 81 

64 113 129 96 120 81 

65 113 131 97 122 81 

66 113 134 99 123 81 

67 113 136 100 123 81 

68 113 138 100 123 81 

69 113 140 100 123 81 

70 113 142 100 123 81 

71 113 145 100 123 81 

72 113 145 100 123 81 

73 113 145 100 123   

74 113 145 100 123   

75 113 145 100 123   

76 113 145 100 123   

77 113 145 100 123   

78 113 145 100 123   

79 113 145 100 123   

80 113 145 100 123   

81 113 145 100 123   

82 113 145 100   

83 113 145 100   

84 113 145 100   

85 113 145 100   

86 113 145 100   

87 113 145 100   
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43 68 51 47 63 51 

44 70 52 48 64 52 

45 72 53 49 65 54 

46 74 54 50 66 56 

47 76 55 51 67 58 

48 78 56 52 68 60 

49 81 57 53 69 62 

50 84 58 54 70 64 

51 87 59 55 71 66 

52 90 60 56 72 68 

53 94 61 57 74 71 

54 98 62 58 76 75 

55 102 63 59 78 79 

56 106 64 60 80 83 

57 108 65 61 83 87 

58 110 66 62 86 91 

59 112 67 63 89 94 

60 113 68 64 92 97 

61 113 70 65 96 99 

62 113 72 66 100 101 

63 113 74 67 104 103 

64 113 76 68 108 105 

65 113 78 69 110 107 

66 113 80 70 112 108 

67 113 82 71 114 109 

68 113 84 72 116 109 

69 113 88 73 118 109 

70 113 92 74 119 109 

71 113 96 75 120 109 

72 113 100 76 121 109 

73 113 103 78 122 109 

74 113 106 80 123 109 

75 113 109 82 124 109 

76 113 112 84 125 109 

77 113 115 87 126 109 

78 113 119 90 127 109 

79 113 123 93 128 109 

80 113 126 96 129 109 

81 113 129 98 130 109 

82 113 131 100 131 109 

83 113 134 103 132 109 

84 113 136 107 133 109 

85 113 138 110 134 109 

86 113 140 113 135 109 

87 113 142 114 136 109 
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88 113 145 100   

89 113 145 100   

90 113 145 100   

91 113 145 100   

92 113 145 100   

93 113 145 100   

94 113 145 100   

95 113 145 100   

96 113 145 100   

97 113 145 100   

98 113 145 100   

99 113 145 100   

100 113 145 100   

101 113  100   

102 113  100   

103 113  100   

104 113  100   

105 113  100   

106 113  100   

107 113  100   

108 113  100   

109 113  100   

110 113  100   

111 113  100   

112 113  100   

113 113  100   

114 113  100   

115 113  100   

116 113  100   

117 113  100   

118 113  100   

119 113  100   

120 113  100   

121 113  100   

122 113  100   

123 113  100   

124 113     

125 113     

126 113     

127 113     

128 113     

129 113     

130 113     

131 113     

132 113     
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88 113 145 116 137 109 

89 113 145 117 138 109 

90 113 145 117 139 109 

91 113 145 117 140 109 

92 113 145 117 142 109 

93 113 145 117 144 109 

94 113 145 117 145 109 

95 113 145 117 145 109 

96 113 145 117 145 109 

97 113 145 117 145 109 

98 113 145 117 145 109 

99 113 145 117 145 109 

100 113 145 117 145 109 

101 113 145 117 145 109 

102 113 145 117 145 109 

103 113 145 117 145 109 

104 113 145 117 145 109 

105 113 145 117 145 109 

106 113 145 117 145 109 

107 113 145 117 145 109 

108 113 145 117 145 109 

109 113 145 117 145 109 

110 113 145 117   

111 113 145 117   

112 113 145 117   

113 113 145 117   

114 113 145 117   

115 113 145 117   

116 113 145 117   

117 113 145 117   

118 113  117   

119 113  117   

120 113  117   

121 113  117   

122 113  117   

123 113  117   

124 113  117   

125 113  117   

126 113  117   

127 113  117   

128 113  117   

129 113  117   

130 113  117   

131 113  117   

132 113  117   
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133 113     

134 113     

135 113     

136 113     

137 113     

138 113     

139 113     

140 113     

141 113     

142 113     

143 113     

144 113     

145 113     

摘要 この表は、消防職給料表の適用を受ける職員について降格をさせた場合（カの

表の適用を受ける場合を除く。）について適用する。 
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133 113  117   

134 113  117   

135 113  117   

136 113  117   

137 113  117   

138 113  117   

139 113  117   

140 113  117   

141 113  117   

142 113  117   

143 113  117   

144 113  117   

145 113  117   

備考 この表は、消防職給料表の適用を受ける職員について降格をさせた場合（消 

防職給料表降格時号給対応表（2）の適用を受ける場合を除く。）について適用 

する。 
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カ 消防職給料表降格時号給対応表（2） 

施行の日の前日に受けていた号給又は

特定降格に係る 6 級における号給 

降格後の号給又は特定降格に係る 4 級

における号給 

1 44 

2 45 

3 46 

4 47 

5 48 

6 49 

7 50 

8 54 

9 58 

10 64 

11 70 

12 78 

13 86 

14 90 

15 94 

16 98 

17 102 

18 106 

19 110 

20 114 

21 118 

22 123 

23 123 

24 123 

25 123 

26 123 

27 123 

28 123 

29 123 

30 123 

31 123 

32 123 

33 123 

34 123 

35 123 

36 123 

37 123 

38 123 

39 123 

40 123 

41 123 

42 123 
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カ 消防職給料表降格時号給対応表（2） 

施行の日の前日に受けていた号給又は

特定降格に係る 6 級における号給 

降格後の号給又は特定降格に係る 4 級

における号給 

1 29 

2 30 

3 31 

4 32 

5 33 

6 34 

7 35 

8 36 

9 37 

10 38 

11 39 

12 40 

13 41 

14 42 

15 43 

16 44 

17 45 

18 46 

19 47 

20 48 

21 49 

22 50 

23 51 

24 52 

25 53 

26 54 

27 55 

28 56 

29 57 

30 58 

31 59 

32 60 

33 61 

34 62 

35 63 

36 64 

37 65 

38 66 

39 67 

40 68 

41 69 

42 70 
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43 123 

44 123 

45 123 

46 123 

47 123 

48 123 

49 123 

50 123 

51 123 

52 123 

53 123 

54 123 

55 123 

56 123 

57 123 

58 123 

59 123 

60 123 

61 123 

62 123 

63 123 

64 123 

65 123 

66 123 

67 123 

68 123 

69 123 

70 123 

71 123 

72 123 

摘要 この表は、消防職給料表の適用を受ける職員でその等級が６級であるも

のについて次のいずれかに該当する場合について適用する。 

⑴ ４級に降格をさせた場合 

⑵ １級から３級までのいずれかに降格をさせた場合において特定降格が

行われたものとして取り扱うとき。 
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43 71 

44 72 

45 74 

46 76 

47 80 

48 84 

49 90 

50 96 

51 104 

52 112 

53 118 

54 124 

55 128 

56 132 

57 136 

58 140 

59 143 

60 145 

61 145 

62 145 

63 145 

64 145 

65 145 

66 145 

67 145 

68 145 

69 145 

70 145 

71 145 

72 145 

73 145 

74 145 

75 145 

76 145 

77 145 

78 145 

79 145 

80 145 

81 145 

82 145 

83 145 

84 145 

85 145 

86 145 

87 145 

159
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88 145 

89 145 

90 145 

91 145 

92 145 

93 145 

94 145 

95 145 

96 145 

97 145 

98 145 

99 145 

100 145 

101 145 

102 145 

103 145 

104 145 

105 145 

106 145 

107 145 

108 145 

109 145 

備考 この表は、消防職給料表の適用を受ける職員でその等級が６級である 

ものについて次のいずれかに該当する場合について適用する。 

⑴ ４級に降格をさせた場合 

⑵ １級から３級までのいずれかに降格をさせた場合において特定降格が 

行われたものとして取扱うとき。 
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キ 医療職給料表降格時号給対応表 

降格の日の前日に受

けていた号給 

降格後の号給 

1 級 2 級 3 級 

1 33 21 46 

2 34 22 54 

3 35 23 62 

4 36 24 72 

5 37 25 73 

6 38 26 73 

7 39 27 73 

8 40 28 73 

9 41 29 73 

10 42 30 73 

11 43 31   

12 44 32   

13 45 33   

14 46 34   

15 47 35   

16 48 36   

17 51 37   

18 54 38   

19 57 39   

20 60 40   

21 62 42   

22 64 44   

23 65 46   

24 65 48   

25 65 50   

26 65 52   

27 65 54   

28 65 56   

29 65 59   

30 65 62   

31 65 65   

32 65 68   

33 65 71   

34 65 74   

35 65 77   

36 65 80   

37 65 82   

38 65 84   

39 65 85   

40 65 85   

41 65 85   

42 65 85   
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キ 医療職給料表降格時号給対応表 

降格の日の前日に受

けていた号給 

降格後の号給 

1 級 2 級 3 級 

1 21 17 25 

2 22 18 26 

3 23 19 27 

4 24 20 28 

5 25 21 29 

6 26 22 30 

7 27 23 31 

8 28 24 32 

9 29 25 33 

10 30 26 34 

11 31 27 35 

12 32 28 36 

13 33 29 37 

14 34 30 38 

15 35 31 39 

16 36 32 40 

17 37 33 41 

18 38 34 42 

19 39 35 43 

20 40 36 44 

21 41 37 45 

22 42 38 46 

23 43 39 47 

24 44 40 48 

25 45 41 49 

26 46 42 50 

27 47 43 51 

28 50 44 52 

29 53 45 53 

30 56 46 54 

31 59 47 55 

32 62 48 56 

33 65 49 57 

34 65 50 58 

35 65 51 59 

36 65 52 60 

37 65 54 62 

38 65 56 64 

39 65 58 66 

40 65 60 68 

41 65 62 70 

42 65 64 74 
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43 65 85   

44 65 85   

45 65 85   

46 65 85   

47 65 85   

48 65 85   

49 65 85   

50 65 85   

51 65 85   

52 65 85   

53 65 85   

54 65 85   

55 65 85   

56 65 85   

57 65 85   

58 65 85   

59 65 85   

60 65 85   

61 65 85   

62 65 85   

63 65 85   

64 65 85   

65 65 85   

66 65 85   

67 65 85   

68 65 85   

69 65 85   

70 65 85   

71 65 85   

72 65 85   

73 65 85   

74 65     

75 65     

76 65     

77 65     

78 65     

79 65     

80 65     

81 65     

82 65   

83 65   

84 65   

85 65   

摘要 この表は、医療職給料表の適用を受ける職員について降格をさせた

場合について適用する。 
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43 65 66 78 

44 65 68 82 

45 65 71 86 

46 65 74 88 

47 65 77 89 

48 65 82 89 

49 65 87 89 

50 65 92 89 

51 65 97 89 

52 65 97 89 

53 65 97 89 

54 65 97 89 

55 65 97 89 

56 65 97 89 

57 65 97 89 

58 65 97 89 

59 65 97 89 

60 65 97 89 

61 65 97 89 

62 65 97 89 

63 65 97 89 

64 65 97 89 

65 65 97 89 

66 65 97  

67 65 97  

68 65 97  

69 65 97  

70 65 97  

71 65 97  

72 65 97  

73 65 97  

74 65 97  

75 65 97  

76 65 97  

77 65 97  

78 65 97  

79 65 97  

80 65 97  

81 65 97  

82 65 97  

83 65 97  

84 65 97  

85 65 97  

86 65 97  

87 65 97  
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88 65 97  

89 65 97  

90 65   

91 65   

92 65   

93 65   

94 65   

95 65   

96 65   

97 65   

備考 この表は、医療職給料表の適用を受ける職員について降格をさせた 

場合について適用する。 
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尼崎市一般職の任期付職員の採用及び給与の特例に関する条例（第３条関係） 

改正後 

第４条  

（削る） 

 

３ 前項の規定による特定任期付職員の号給の決定は、予算の範囲内で行わなければならない。 

 

４ 尼崎市職員の給与に関する条例（昭和 32年尼崎市条例第２４号。以下「給与条例」という。）

第３条から第９条まで、第１１条、第１２条、第１２条の３、第１３条の２、第１３条の３、第

１５条、第１６条第２項、第１７条、第１８条第２項、第２０条、第２１条の４、付則第４９項

から第５４項まで、別表第１から別表第３の３まで、別表第１０及び別表第１１の規定は、特

定任期付職員については、適用しない。 

 

５ 特定任期付職員については、給与条例第１２条の２第２項中「職員」とあるのは「職員及び

特定任期付職員（尼崎市一般職の任期付職員の採用及び給与の特例に関する条例（平成２２年

尼崎市条例第８号。以下「任期付職員条例」という。）第４条第１項に規定する特定任期付職員

をいう。以下同じ。）」と、給与条例第１９条の２第１項中「が次」とあるのは「（管理監督職員

以外の特定任期付職員を含む。以下この条において同じ。）が次」と、給与条例第２１条第２項

中「１００分の１２５」とあるのは「１００分の１２２．５（特定任期付職員にあっては、１０

０分の１７２．５）」と、「１００分の１２７．５」とあるのは「１００分の１２７．５（特定任

期付職員にあっては、１００分の９５）」と、同条第５項（同条第８項において読み替えて準用

する場合を含む。）中「各給料表の」とあるのは「各給料表（任期付職員条例第４条第１項の給

料表を含む。以下この項において同じ。）の」と、同条第６項第１号中「１００分の１０５」と

あるのは「１００分の１０５（特定任期付職員にあっては、１００分の７７．５）」と、給与条

例付則第１６項中「の規定」とあるのは「（任期付職員条例第４条第５項の規定により読み替え

て適用する場合を含む。）の規定」と、尼崎市職員の特殊勤務手当に関する条例（平成１８年尼

崎市条例第９号）第２条中「職員（」とあるのは「並びに尼崎市一般職の任期付職員の採用及び

給与の特例に関する条例（平成２２年尼崎市条例第８号）第４条第１項に規定する特定任期付

職員（これらの職員のうち」と、尼崎市教育職員の特殊勤務手当に関する条例（平成１８年尼

崎市条例第１２号）第２条中「もの」とあるのは「もの及び尼崎市一般職の任期付職員の採用

及び給与の特例に関する条例（平成２２年尼崎市条例第８号。以下「任期付職員条例」という。）

第４条第１項に規定する特定任期付職員」と、同条例第６条中「の規定」とあるのは「（任期付

職員条例第４条第６項の規定により読み替えて適用する場合を含む。）の規定」として、これら

の規定を適用する。 

 

（特定任期付企業職員の給与の種類及び基準の特例） 

第５条  

 

 

尼崎市公営企業に勤務する企業職員の給与の種類及び基準に関する条例（昭和２８年尼崎市

条例第１６号。以下「企業職員給与条例」という。）第３条の２、第４条、第４条の３、第７条、

第８条第２項及び第９条の規定は、第２条第１項の規定により任期を定めて採用された企業職

員（以下「特定任期付企業職員」という。）については、適用しない。 

２ 特定任期付企業職員については、企業職員給与条例第１０条の２中「が次」とあるのは、「（管

理監督職員以外の特定任期付企業職員（尼崎市一般職の任期付職員の採用及び給与の特例に関

する条例（平成２２年尼崎市条例第８号）第５条第１項に規定する特定任期付企業職員をいう。）
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現 行 

第４条  

３ 任命権者は、特定任期付職員のうち特に顕著な業績を挙げたと認められるものには、別に定

めるところにより、その給料月額に相当する額の特定任期付職員業績手当を支給する。 

４ 第２項の規定による特定任期付職員の号給の決定及び前項の規定による特定任期付職員業績

手当の支給は、予算の範囲内で行わなければならない。 

５ 尼崎市職員の給与に関する条例（昭和３２年尼崎市条例第２４号。以下「給与条例」という。）

第３条から第９条まで、第１１条、第１２条、第１２条の３、第１３条の２、第１３条の３、第

１５条、第１６条第２項、第１７条、第１８条第２項、第２０条、第２１条から第２１条の３ま

で（勤勉手当に係る部分に限る。）、第２１条の４、付則第４９項から第５４項まで、別表第１

から別表第３の３まで、別表第１０及び別表第１１の規定は、特定任期付職員については、適

用しない。 

６ 特定任期付職員については、給与条例第２条第１項中「及び初任給調整手当」とあるのは「、

初任給調整手当及び尼崎市一般職の任期付職員の採用及び給与の特例に関する条例（平成２２

年尼崎市条例第８号。以下「任期付職員条例」という。）第４条第３項の特定任期付職員業績手

当」と、給与条例第１２条の２第２項中「職員」とあるのは「職員及び特定任期付職員（任期付

職員条例第４条第１項に規定する特定任期付職員をいう。以下同じ。）」と、給与条例第１９条

の２第１項中「が次」とあるのは「（管理監督職員以外の特定任期付職員を含む。以下この条に

おいて同じ。）が次」と、給与条例第２１条第２項中「１００分の１２５」とあるのは「１００

分の１２２．５（特定任期付職員にあっては、１００分の１７２．５）」と、「１００分の１２

７．５」とあるのは「１００分の１２７．５（特定任期付職員にあっては、１００分の１７２．

５）」と、同条第５項中「各給料表の」とあるのは「各給料表（任期付職員条例第４条第１項の

給料表を含む。以下この項において同じ。）の」と、給与条例付則第１６項中「の規定」とある

のは「（任期付職員条例第４条第６項の規定により読み替えて適用する場合を含む。）の規定」

と、尼崎市職員の特殊勤務手当に関する条例（平成１８年尼崎市条例第９号）第２条中「職員

（」とあるのは「並びに尼崎市一般職の任期付職員の採用及び給与の特例に関する条例（平成

２２年尼崎市条例第８号）第４条第１項に規定する特定任期付職員（これらの職員のうち」と、

尼崎市教育職員の特殊勤務手当に関する条例（平成１８年尼崎市条例第１２号）第２条中「も

の」とあるのは「もの及び尼崎市一般職の任期付職員の採用及び給与の特例に関する条例（平

成２２年尼崎市条例第８号。以下「任期付職員条例」という。）第４条第１項に規定する特定任

期付職員」と、同条例第６条中「の規定」とあるのは「（任期付職員条例第４条第６項の規定に

より読み替えて適用する場合を含む。）の規定」として、これらの規定を適用する。 

 

 

（特定任期付企業職員の給与の種類及び基準の特例） 

第５条 管理者は、第２条第１項の規定により任期を定めて採用された企業職員（以下「特定任

期付企業職員」という。）のうち特に顕著な業績を挙げたと認められるものには、特定任期付職

員業績手当を支給する。 

２ 尼崎市公営企業に勤務する企業職員の給与の種類及び基準に関する条例（昭和２８年尼崎市

条例第１６号。以下「企業職員給与条例」という。）第３条の２、第４条、第４条の３、第７条、

第８条第２項、第９条及び第１１条（勤勉手当に係る部分に限る。）の規定は、特定任期付企業

職員については、適用しない。 

３ 特定任期付企業職員については、企業職員給与条例第２条第３項中「及び退職手当」とある

のは「、退職手当及び尼崎市一般職の任期付職員の採用及び給与の特例に関する条例（平成２

２年尼崎市条例第８号。以下「任期付職員条例」という。）第５条第１項の特定任期付職員業績
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を含む。）が次」として、同条の規定を適用する。 
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手当」と、企業職員給与条例第１０条の２中「が次」とあるのは「（管理監督職員以外の特定任

期付企業職員（任期付職員条例第５条第１項に規定する特定任期付企業職員をいう。）を含む。）

が次」として、これらの規定を適用する。 
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尼崎市職員の定年の引上げ等を実施するための関係条例の整備に関する条例（第４条関係）  

改正後 

付 則 

２７ 改正後の給与条例第４条、給与条例第５条から第９条まで並びに改正後の給与条例第９条

の２及び第１２条の規定は、暫定再任用職員には、適用しない。 
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現 行 

付 則 

２７ 改正後の給与条例第４条、給与条例第５条から第９条まで並びに改正後の給与条例第９条

の２、第１２条、第１２条の３及び付則第４９条から第５４条までの規定は、暫定再任用職員

には、適用しない。 
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（議案説明資料） 

 

＜令和７年２月定例会＞ 

種 別 条例 番 号 議案第３０号 所 管 給与課 

件 名 尼崎市職員等の旅費に関する条例の一部を改正する条例について 

内       容 

１ 改正理由 

  国家公務員等の旅費に関する法律の一部を改正する法律（令和６年法律第２２号）

の制定により、国家公務員の旅費制度について、法制定当初からの経済社会情勢の変

化を踏まえ、多くの旅費費目を標準的な実費額を基にした「定額」の支給としている

ものを、「実費弁償」とすることを明記するとともに、旅費の種類や内容の詳細につ

いては法による規定から政令に委任する規定に変更する等の見直しが行われること

に伴い、本市職員についても国家公務員に準じた対応を行うため、所要の整備を行う

もの。 

 

２ 主な改正内容 

⑴ 旅費の見直しに係る改正 

ア 旅費が実費を弁償するためのものと明記する。 

イ 旅費の種類、内容に係る規定を削除するとともに、当該内容を規則に委任する。 

⑵ 旅行役務提供契約に係る規定の整備 

  旅行役務提供契約として、旅行業者等が旅行に係る役務を本市に提供することに

対し、本市が当該旅行業者等に対して旅費に相当する金額を支払うことを可能とす

るための規定を整備する。 

⑶ 旅費の返納に係る規定の追加 

条例の規定に違反して旅費を受給した者に対して旅費の返納を求めるとともに、

返納に代えて給与等からの控除を可能とする規定を追加する。 

 

３ 施行期日 

  令和７年４月１日 
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尼崎市職員等の旅費に関する条例 

改正後 現 行 

（削る） 

 

 

 

 

 

（削る） 

（この条例の趣旨) 

第１条 この条例は、別に定めがある場合を除

くほか、地方自治法（昭和２２年法律第６７

号）第２０４条第３項及び地方公務員法（昭

和２５年法律第２６１号）第２４条第５項の

規定に基づき、公務のために旅行する職員（同

法第３条第２項に規定する一般職に属する市

の職員をいう。以下同じ。）又は職員以外の

者に対し支給する旅費について必要な事項を

定めるものとする。 

（定義） 

第２条 略 

 ⑴ 遺族 職員の配偶者（婚姻の届出をして

いないが、事実上婚姻関係と同様の事情に

ある者を含む。以下同じ。）、子、父母、

孫、祖父母及び兄弟姉妹並びに職員の死亡

時においてその死亡した職員と生計を一に

していた他の親族をいう。 

⑵ 出張 職員が公務のため一時その在勤庁

（常時勤務する在勤庁のない場合又は任命

権者（その委任を受けた者を含む。第８条

第２項を除き、以下同じ。）が認める場合

には、その住所、居所その他任命権者が認

める場所）を離れて旅行し、又は職員以外

の者が公務のため一時その住所若しくは居

所を離れて旅行することをいう。 

⑶ 赴任 新たに採用された職員のうち市規

則で定める者がその採用に伴う移転のため

住所若しくは居所から在勤庁に旅行し、又

目次 

第１章 総則（第１条－第１２条の２） 

第２章 内国旅行の旅費（第１３条－第２７条） 

第３章 外国旅行の旅費（第２８条） 

第４章 雑則（第２９条－第３１条） 

付則 

第１章 総則 

（この条例の趣旨） 

第１条 この条例は、他の条例その他別に定め

がある場合を除くほか、公務のために旅行す

る職員又は職員以外の者（以下「職員等」と

いう。）に対し支給する旅費について必要な

事項を定めるものとする。 

 

 

 

 

（用語の定義） 

第２条 略 

⑴ 内国旅行 本邦（本州、北海道、四国、

九州及びこれらに付属する島の存する領域

をいう。以下同じ。）における旅行をいう。 

⑵ 外国旅行 本邦と外国（本邦以外の領域

（公海を含む。）をいう。以下同じ。）と

の間における旅行及び外国における旅行を

いう。 

⑶ 出張 職員が公務のため一時その在勤庁

を離れて旅行し、又は職員以外の者が公務

のため一時その住所若しくは居所を離れて

旅行することをいう。 

⑷ 赴任 採用された職員のうち市規則で定

める者がその採用に伴う移転のため住所若

しくは居所から在勤庁に旅行し、又は転任

を命ぜられた職員がその転任に伴う移転の

ため旧在勤庁から新在勤庁に旅行すること

をいう。 
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は転任を命ぜられた職員がその転任に伴う

移転のため旧在勤庁から新在勤庁に旅行す

ることをいう。 

⑷ 内国旅行 本邦（本州、北海道、四国、

九州及びこれらに付属する島の存する領域

をいう。以下同じ。）における旅行をいう。 

⑸ 帰住 職員が退職（免職を含む。）、失

職又は休職（以下「退職等」という。）と

なり、又は死亡した場合において、その退

職等となった職員又はその死亡した職員の

遺族が生活の根拠となる地に旅行すること

をいう。 

⑹ 外国旅行 本邦と外国（本邦以外の領域

（公海を含む。）をいう。以下同じ。）と

の間における旅行及び外国における旅行を

いう。 

⑺ 旅行役務提供者 旅行業法（昭和２７年

法律第２３９号）第６条の４第１項に規定

する旅行業者その他の市規則で定める者

（以下この号において「旅行業者等」とい

う。）で、市と旅行役務提供契約（旅行業

者等が市に対して旅行に係る役務その他の

市規則で定めるもの（以下この号において

「役務等」という。）を旅行者に提供する

ことを約し、かつ、市がその提供に係る旅

行業者等に対して当該提供に係る役務等に

係る旅行の旅費に相当する費用を支払うこ

とを約する契約をいう。以下同じ。）を締

結したものをいう。 

（削る） 

 

 

 

（旅費の支給） 

第３条 職員が出張又は赴任をした場合には、

その出張又は赴任をした職員に対し、旅費を

支給する。 

２ 職員、その配偶者若しくは子又は職員の遺

⑸ 扶養親族 職員の配偶者（届出をしない

が事実上婚姻関係と同様の事情にある者を

含む。以下同じ。）、子、父母、孫、祖父

母及び兄弟姉妹で主として職員の収入によ

って生計を維持しているものをいう。 

⑹ 遺族 職員の配偶者、子、父母、孫、祖

父母及び兄弟姉妹並びに職員の死亡当時職

員と生計を一にしていた他の親族 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２ この条例において「何々地」という場合は、

市町村の存する地域（都の特別区の存する区

域にあっては、特別区の存する区域の全体）

をいうものとする。 

（旅費の支給） 

第３条 職員が出張し、又は赴任した場合には、

当該職員に対し、旅費を支給する。 

 

２ 職員又はその遺族が次のいずれかに該当す
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族が次の各号のいずれかに該当する場合に

は、それぞれ当該各号に定める者に対し、旅

費を支給する。 

⑴ 職員が出張又は赴任のための内国旅行中

に退職等となった場合（退職等に伴う旅行

を必要としない場合を除く。） その退職等

となった職員 

 

⑵ 職員が出張又は赴任のための内国旅行中

に死亡した場合 その死亡した職員の遺族 

⑶ 職員が死亡した場合において、その死亡

した職員の本邦にある遺族がその死亡の日

の翌日から３月以内にその居住地を出発し

て帰住をした場合 その帰住をした遺族 

⑷ 職員が、外国の在勤地において退職等と

なり、かつ、任命権者が別に定める期間内

に本邦に帰住をし、又は出張若しくは赴任

のための外国旅行中に退職等となった場合

（退職等に伴う旅行を必要としない場合を

除く。） その帰住をし、又はその退職等と

なった職員 

⑸ 職員が、外国の在勤地において死亡し、

又は出張若しくは赴任のための外国旅行中

に死亡した場合 その死亡した職員の遺族 

⑹ 外国に在勤する職員が死亡した場合にお

いて、その死亡した職員の外国にある遺族

（配偶者及び子に限る。以下この号におい

て同じ。）が当該職員の死亡の日の翌日から

３月以内にその居住地を出発して帰住をし

た場合 その帰住をした遺族 

⑺ 外国に在勤する職員の配偶者又は子が、

当該職員の在勤地において死亡し、又は市

規則で定める外国旅行中に死亡した場合 

その死亡した者の配偶者又は父母たる職員 

３ 職員が前項第１号又は第４号に該当する場

合において、地方公務員法第２８条第４項の

規定により失職となったとき又は同法第２９

条第１項から第３項までの規定により免職と

る場合には、当該号に掲げる者に対し、旅費

を支給する。 

 

 ⑴ 職員が出張又は赴任のための内国旅行中

に退職（免職を含む。）、失職又は休職（以

下「退職等」という。）となった場合（当

該退職等に伴う旅行を必要としない場合を

除く。）には、当該職員 

 ⑵ 職員が出張又は赴任のための内国旅行中

に死亡した場合には、当該職員の遺族 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３ 職員が前項第１号に該当する場合におい

て、地方公務員法（昭和２５年法律第２６１

号）第２８条第４項又は第２９条の規定によ

り退職等となった場合には、前項の規定にか
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なったときは、前項の規定にかかわらず、同

項の規定による旅費は、支給しない。 

４ 職員又は職員以外の者が、市の機関の依頼

又は要求に応じ、公務の遂行を補助するため、

証人、鑑定人、参考人、通訳等として旅行し

た場合には、その旅行をした者に対し、旅費

を支給する。 

５ 第１項、第２項又は前項の規定に該当する

場合を除くほか、市費を支弁して旅行させる

必要がある場合には、旅費を支給する。 

６ 第１項、第２項又は前２項の規定により旅

費の支給を受けることができる者が、次条第

３項の規定により同条第２項に規定する旅行

命令等の変更を受け、又は死亡した場合その

他市規則で定める場合には、当該者がその旅

行のため既に支出した金額のうち当該者の損

失となる金額又は当該者が支出を要する金額

で市規則で定めるものを旅費として支給する

ことができる。 

 

 

 

７ 第１項、第２項、第４項又は第５項の規定

により旅費の支給を受けることができる者

が、旅行中天災その他市規則で定める事情に

より概算払を受けた旅費の金額（概算払を受

けなかった場合には、概算払を受けることが

できた旅費の金額に相当する金額）の全部又

は一部を喪失した場合には、その喪失した金

額の範囲内で市規則で定める金額を旅費とし

て支給することができる。 

８ 第１項、第２項又は第４項から第６項まで

に規定する場合において、市が旅行役務提供

契約に基づき旅行役務提供者に支払うべき金

額があるときは、これらの項に規定する者に

対する旅費の支給に代えて、その市が支払う

べき金額がある旅行役務提供者に対し、当該

金額を旅費に相当する費用として支払うこと

かわらず、同項の規定による旅費は、支給し

ない。 

４ 職員等が市の機関の依頼又は要求に応じ、

公務の遂行を補助するため、証人、鑑定人、

参考人、通訳等として旅行した場合には、そ

の者に対し、旅費を支給する。 

 

５ 第１項、第２項及び前項の規定に該当する

場合を除くほか、市費を支弁して旅行させる

必要がある場合には、旅費を支給する。 

６ 第１項、第２項、第４及び前項の規定によ

り旅費の支給を受けることができる者（その

者の扶養親族の旅行について旅費の支給を受

けることができる場合には、当該扶養親族を

含む。以下この条において同じ。）が、その出

発前に旅行命令又は旅行依頼（以下「旅行命

令等」という。）を変更（取消しを含む。以下

同じ。）され、又は死亡した場合において、当

該旅行のため既に支出した金額があるとき

は、当該金額のうちその者の損失となった金

額で市規則で定めるものを旅費として支給す

ることができる。 

７ 第１項、第２項、第４項及び第５項の規定

により旅費の支給を受けることができる者

が、旅行中交通機関の事故により、概算払を

受けた旅費額（概算払を受けなかった場合に

は、概算払を受けることができた旅費額に相

当する金額）の全部又は一部を喪失した場合

には、その喪失した旅費額の範囲内で市規則

で定める金額を旅費として支給することがで

きる。 
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ができる。 

（旅行命令等） 

第４条 任命権者は、前条第１項の規定に該当

する旅行を行わせようとする場合にあっては

旅行命令を、同条第４項の規定に該当する旅

行を行わせようとする場合にあっては旅行依

頼を発しなければならない。 

 

 

 

２ 任命権者は、電信、電話、郵便等の通信に

よる連絡手段によっては公務の円滑な遂行を

図ることができない場合で、かつ、予算上旅

費の支出が可能である場合に限り、前項の規

定により旅行命令又は旅行依頼（以下「旅行

命令等」という。）を発することができる。 

３ 任命権者は、第１項の規定により既に発し

た旅行命令等（この項の規定により変更した

旅行命令等を含む。以下この項において同

じ。）を変更する必要があると認める場合で、

かつ、前項の規定に該当する場合には、自ら

又は次条第１項若しくは第２項の規定による

旅行者の申請に基づき、当該旅行命令等を変

更することができる。 

４ 任命権者は、第１項の規定により旅行命令

等を発し、又は前項の規定によりその発した

旅行命令等（同項の規定により変更した旅行

命令等を含む。以下この条において同じ。）を

変更する場合には、旅行命令簿又は旅行依頼

簿（以下「旅行命令簿等」という。）に市規則

で定める事項（以下「旅行内容」という。）の

記載又は記録をし、その記載又は記録をした

旅行内容をその発出又は変更をした旅行命令

等に係る旅行者に通知しなければならない。

ただし、旅行命令簿等に旅行内容の記載又は

記録をするいとまがない場合には、旅行命令

簿等に旅行内容の記載又は記録をせずに旅行

命令等を発し、又は変更することができる。 

 

（旅行命令等） 

第４条 次に掲げる旅行は、当該号に掲げる区

分により、任命権者（その委任を受けた者を

含む。以下同じ。）の発する旅行命令等によっ

て行わなければならない。 

⑴ 前条第 1 項の規定に該当する旅行 旅行

命令 

⑵ 前条第 4 項及び第 5項の規定に該当する

旅行 旅行依頼 

２ 任命権者は、電信、電話、郵便等の通信に

よる連絡手段によっては、公務の円滑な遂行

を図ることができない場合で、かつ、予算上

旅費の支出が可能である場合に限り、旅行命

令等を発することができる。 

 

３ 任命権者は、既に発した旅行命令等を変更

する必要があると認める場合には、自ら又は

次条第１項若しくは第２項の規定による旅行

者の申請に基づき変更することができる。 

 

 

 

 

４ 任命権者は、旅行命令等を発し、又はこれ

を変更する場合には、旅行命令書又は旅行依

頼書（以下「旅行命令書等」という。）に当該

旅行に関し必要な事項を記載し、これを当該

旅行者に提示して行わなければならない。た

だし、これを提示するいとまがない場合には、

口頭により旅行命令等を発し、又はこれを変

更することができる。この場合において、任

命権者は、できるだけ速やかに、旅行命令書

等に当該旅行に関し必要な事項を記載し、こ

れを当該旅行者に提示しなければならない。 
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５ 任命権者は、前項ただし書の規定により旅

行命令簿等に旅行内容の記載又は記録をせず

に旅行命令等を発し、又は変更した場合には、

その後できるだけ速やかに、旅行命令簿等に

その発出又は変更をした旅行命令等に係る旅

行内容の記載又は記録をしなければならな

い。 

（旅行命令等に従わない旅行） 

第５条 旅行者は、公務上の必要又は天災その

他やむを得ない事情により旅行命令等（前条

第３項の規定により変更された旅行命令等を

含む。以下この条において同じ。）に従って旅

行することができない場合には、あらかじめ、

任命権者にその発出又は変更を受けた旅行命

令等の変更の申請をしなければならない。 

２ 旅行者は、前項の規定による旅行命令等の

変更の申請をするいとまがない場合には、そ

の発出又は変更を受けた旅行命令等に従わな

いで旅行をした後できるだけ速やかに、任命

権者に当該旅行命令等の変更の申請をしなけ

ればならない。 

３ 旅行者が、前２項の規定による旅行命令等

の変更の申請をしなかった場合又は当該申請

をしたがその変更が認められなかった場合に

おいて、その旅行がその発出又は変更を受け

た旅行命令等に従わないものであったとき

は、当該旅行に係る旅行者は、当該旅行命令

等に従った限度の旅行に対する旅費のみの支

給を受けることができる。 

 

（削る） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（旅行命令等に従わない旅行） 

第５条 旅行者は、公務上の必要又は天災その

他やむを得ない事情により旅行命令等（前条

第３項の規定により変更された旅行命令等を

含む。以下本条において同じ。）に従って旅行

することができない場合には、あらかじめ任

命権者に旅行命令等の変更の申請をしなけれ

ばならない。 

２ 旅行者は、前項の規定による旅行命令等の

変更の申請をするいとまがない場合には、旅

行命令等に従わないで旅行をした後できる

だけ速やかに、任命権者に旅行命令等の変更

の申請をしなければならない。 

 

３ 旅行者が、前２項の規定による旅行命令等

の変更の申請をせず、又は申請をしたがその

変更が認められなかった場合において、旅行

命令等に従わないで旅行したときは、当該旅

行者は、旅行命令等に従った限度の旅行に対

する旅費のみの支給を受けることができる。 

 

 

（普通旅費の種類） 

第６条 普通旅費の種類は、鉄道賃、船賃、航

空賃、車賃、日当、宿泊料及び食卓料とする。 

２ 鉄道賃は、鉄道旅行について、路程に応じ

旅客運賃等により支給する。 

３ 船賃は、水路旅行について、路程に応じ旅

客運賃等により支給する。 

４ 航空賃は、航空旅行について、路程に応じ

旅客運賃により支給する。 
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（削る） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（旅費の計算） 

第６条 旅費は、旅行に要する実費を弁償する

ためのものとして市規則で定める種目及び内

容に基づき、最も経済的な通常の経路及び方

法により旅行するものとして計算する。ただ

し、公務上の必要又は天災その他やむを得な

い事情により最も経済的な通常の経路又は方

法により旅行し難い場合には、その現によっ

た経路及び方法により旅行した場合について

計算する。 

（削る） 

 

５ 車賃は、陸路（鉄道を除く。以下同じ。）旅

行について、路程に応じ１キロメートル当り

の定額又は実費額により支給する。 

６ 日当は、旅行中の日数に応じ１日当りの定

額により支給する。 

７ 宿泊料は、旅行中の夜数に応じ１夜当りの

定額により支給する。 

８ 食卓料は、水路旅行及び航空旅行中の夜数

に応じ１夜当りの定額により支給する。 

（特殊旅費の種類） 

第７条 特殊旅費の種類は、移転料、着後手当、

扶養親族移転料、日額旅費及び月額旅費とす

る。 

２ 移転料は、赴任に伴う住所又は居所の移転

について、路程に応じ一定距離当たりの定額

により支給する。 

３ 着後手当は、赴任に伴う住所又は居所の移

転について、目的地に到達した日の翌日から

新たに住所又は居所を定めた日までの日数

（５日を超えるときは、５日とする。）に応じ、

１日当たりの定額により支給する。 

４ 扶養親族移転料は、赴任に伴う扶養親族の

移転について、支給する。 

５ 日額旅費及び月額旅費は、内国旅行のうち

第２３条に規定する場合について、前条の普

通旅費に代えて支給する。 

（旅費の計算） 

第８条 旅費は、最も経済的な通常の経路及び

方法により旅行した場合の旅費により計算す

る。ただし、公務上の必要又は天災その他や

むを得ない事情により最も経済的な通常の経

路又は方法によって旅行し難い場合には、そ

の現によった経路及び方法によって計算す

る。 

 

 

第９条 旅費計算上の旅行日数は、第３項の規

定に該当する場合を除くほか、旅行のため現
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（削る） 

 

 

 

 

（削る） 

 

 

 

 

 

 

 

（旅費の請求等の手続） 

第７条 旅費（概算払に係る旅費を含む。）の支

給を受けようとする旅行者、概算払に係る旅

費の支給を受けた旅行者でその旅行に係る旅

費の精算をしようとするもの及び旅費に相当

する費用の支払を受けようとする旅行役務提

供者は、市規則で定める事項を記載した請求

書（当該事項を記録した電磁的記録（電子的

方式、磁気的方式その他人の知覚によっては

認識することができない方式で作られる記録

であって、電子計算機による情報処理の用に

供されるものをいう。以下同じ。）を含む。以

に要した日数による。ただし、公務上の必要

又は天災その他やむを得ない事情により要し

た日数を除くほか、鉄道旅行にあっては４０

０キロメートル、水路旅行にあっては２００

キロメートル、陸路旅行にあっては５０キロ

メートルについて１日の割合をもって通算し

た日数をこえることができない。 

２ 前項ただし書の規定により通算した日数に

１日未満の端数を生じたときは、これを１日

とする。 

３ 第３条第２項の規定に該当する場合には、

旅費計算上の旅行日数は、第１項ただし書及

び前項の規定により計算した日数による。 

第１０条 １日の旅行において、宿泊料（扶養

親族移転料のうちこれらの旅費に相当する部

分を含む。以下本条において同じ。）について

定額を異にする理由が生じた場合には、額の

多い方の定額による宿泊料を支給する。 

第１１条 鉄道旅行、水路旅行、航空旅行又は

陸路旅行中における年度の経過等のため鉄道

賃、船賃、航空賃又は車賃（扶養親族移転料

のうちこれらの旅費に相当する部分を含む。）

を区分して計算する必要がある場合には、そ

の必要が生じた後の最初の目的地に到着する

までの分及びそれ以後の分に区分して計算す

る。 

（旅費の請求手続） 

第１２条 旅費（概算払に係る旅費を含む。）の

支給を受けようとする旅行者及び概算払に係

る旅費の支給を受けた旅行者でその清算をし

ようとするものは、所定の請求書に必要な書

類を添えて、当該任命権者に提出しなければ

ならない。この場合において、必要な添付書

類の全部又は一部を提出しなかった者は、そ

の請求に係る旅費額のうち、その書類を提出

しなかったため、その旅費の必要が明らかに

されなかった部分の金額の支給を受けること

ができない。 
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下この条において同じ。）に市規則で定める図

書又は電磁的記録を添えて、任命権者に提出

しなければならない。この場合において、当

該図書又は電磁的記録の全部又は一部を提出

しなかった者は、その請求に係る旅費の金額

又は旅費に相当する費用の金額のうち、その

提出をしなかったためこれらの金額の必要が

明らかにされなかった部分の支給又は支払を

受けることができない。 

２ 概算払に係る旅費の支給を受けた旅行者

は、その旅行を完了した後市規則で定める期

間内に、当該旅行に係る旅費の精算をしなけ

ればならない。 

３ 任命権者は、概算払に係る旅費の支給を受

けた旅行者が前項の規定によりその旅行に係

る旅費の精算をした結果、当該旅費に過払金

があった場合には、市規則で定める期間内に、

当該旅行者に当該旅費に係る過払金を返納さ

せなければならない。 

４ 任命権者は、概算払に係る旅費の支給を受

けた旅行者が、第２項に規定する期間内にそ

の旅行に係る旅費の精算をしなかった場合又

は前項に規定する期間内に当該旅費に係る過

払金を返納しなかった場合には、その後にお

いてその者に対し支出し、又は支払う給与（市

規則で定めるものに限る。）又は旅費の金額か

ら、その精算未了の概算払に係る旅費の金額

又はその返納していない過払金に相当する金

額を差し引かなければならない。 

（削る） 

 

 

（削る） 

 

（削る） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２ 概算払に係る旅費の支給を受けた旅行者

は、当該旅行を完了した後所定の期間内に、

当該旅行について前項の規定による旅費の

清算をしなければならない。 

３ 任命権者は、前項の規定による清算の結果

過払金があった場合には、所定の期間内に、

当該過払金の返納をさせなければならない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（証人等の旅費） 

第１２条の２ 第３条第４項又は第５の規定に

より支給する旅費は、その都度市長が定める。 

第２章 内国旅行の旅費 

（鉄道賃） 

第１３条 鉄道賃の額は、次の各号に掲げる旅

客運賃（以下本条において「運賃」という。）、

急行料金及び座席指定料金による。 

 ⑴ 乗車に要する運賃 
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（削る） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ⑵ 急行料金を徴する線路による旅行の場合

には、前号に規定する運賃のほか、急行料

金 

 ⑶ 座席指定料金を徴する客車を運行する線

路による旅行をする場合には、前２号に規

定する運賃及び急行料金のほか、座席指定

料金 

２ 前項第２号に規定する急行料金は、次に掲

げる一に該当する場合に限り支給する。 

⑴ 特別急行列車を運行する線路による旅行

で片道１００キロメートル以上のもの 

⑵ 普通急行列車又は準急行列車を運行する

線路による旅行で片道５０キロメートル以

上のもの 

３ 第１項第３号に規定する座席指定料金は、

座席指定料金を徴する客車を運行する線路に

よる旅行で片道１００キロメートル以上のも

のに該当する場合に限り支給する。 

（船賃） 

第１４条 船賃の額は、次の各号に掲げる旅客

運賃（はしけ賃及びさん橋賃を含む。以下本

条において「運賃」という。）、寝台料金（こ

れに対する通行税を含む。第４号において同

じ。）及び座席指定料金による。 

⑴ 運賃の等級を３階級に区分する船舶によ

る旅行の場合には、中級の運賃 

⑵ 運賃の等級を２階級に区分する船舶によ

る旅行の場合には、下級の運賃 

⑶ 運賃の等級を設けない船舶による旅行の

場合には、その乗船に要する運賃 

⑷ 公務上の必要により別に寝台料金を必要

とした場合には、前３号に規定する運賃の

ほか、現に支払った寝台料金 

⑸ 座席指定料金を徴する船舶を運行する航

路による旅行をする場合には、前各号に規

定する運賃及び料金のほか、座席指定料金 

２ 前項第１号又は第２号の規定に該当する場

合において、同一階級の運賃を更に２以上に
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（削る） 

 

 

（削る） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（削る） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（削る） 

 

 

 

 

 

 

 

区分する船舶による旅行の場合には、当該各

号の運賃は、同一階級内の最上級の運賃によ

る。 

（航空賃） 

第１５条 航空賃の額は、現に支払った旅客運

賃による。 

（車賃） 

第１６条 車賃の額は、１キロメートルにつき

３７円とする。ただし、公務上の必要又は天

災その他やむを得ない事情により定額の車賃

で旅行の実費を支弁することができない場合

には、実費額による。 

２ 車賃は、全路程を通算して計算する。ただ

し、第１１条の規定により区分して計算する

場合には、その区分された路程ごとに通算し

て計算する。 

３ 前項の規定により通算した路程に１キロメ

ートル未満の端数を生じたときは、これを繰

り上げる。 

（日当） 

第１７条 日当の額は、別表第１の定額による。 

２ 前項の規定にかかわらず、鉄道１００キロ

メートル未満、水路５０キロメートル未満又

は陸路２５キロメートル未満の旅行について

は、日当は、支給しない。 

３ 鉄道、水路又は陸路にわたる旅行について

は、鉄道４キロメートル、水路２キロメート

ルをもってそれぞれ陸路１キロメートルとみ

なして前項の規定を適用する。 

（宿泊料） 

第１８条 宿泊料の額は、別表第１の宿泊料の

欄の宿泊地の区分に応じ、同欄に掲げる定額

による。 

２ 宿泊料は、水路旅行及び航空旅行について

は、公務上の必要又は天災その他やむを得な

い事情により上陸又は着陸して宿泊した場合

に限り支給する。 

（食卓料） 
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（削る） 

 

 

 

 

 

 

（削る） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（削る） 

 

 

 

 

 

第１９条 食卓料の額は、別表第１の定額によ

る。 

２ 食卓料は、船賃若しくは航空賃のほかに、

別に食費を要する場合又は船賃若しくは航空

賃を要しないが、食費を要する場合に限り支

給する。 

（移転料） 

第２０条 移転料の額は、次の各号に掲げる額

による。 

⑴ 赴任の際扶養親族を移転する場合には、

旧在勤地から新在勤地までの路程に応じた

別表第２の定額による額 

⑵ 赴任の際扶養親族を移転しない場合に

は、前号に規定する額の２分の１に相当す

る額 

⑶ 赴任の際扶養親族を移転しないが赴任を

命ぜられた日の翌日から１年以内に扶養親

族を移転する場合には、前号に規定する額

に相当する額（赴任の後扶養親族を移転す

るまでの間に更に赴任があった場合には、

各赴任について支給することができる前号

に規定する額に相当する額の合計額） 

２ 前項第３号の場合において、扶養親族を移

転した際における移転料の定額が職員が赴任

した際の移転料の定額と異なるときは、同号

の額は、扶養親族を移転した際における移転

料の定額を基礎として計算する。 

３ 任命権者は、公務上の必要又は天災その他

やむを得ない事情がある場合には、第１項第

３号に規定する期間を延長することができ

る。 

（着後手当） 

第２１条 着後手当の額は、赴任に伴う住所又

は居所の移転について、１日につき、別表第

１の日当の欄に掲げる金額に、同表の宿泊料

の欄の赴任地の区分に応じた同欄に掲げる金

額を加えた定額による。 

（扶養親族移転料） 
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（削る） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第２２条 扶養親族移転料の額は、次の各号に

掲げる額による。 

⑴ 赴任の際扶養親族を旧在勤地から新在勤

地まで随伴する場合には、赴任を命ぜられ

た日における扶養親族１人ごとに、その移

転の際における年令に従い、次に掲げる額

の合計額 

ア １２才以上の者については、その移転

の際における職員相当の鉄道賃、船賃、

航空賃及び車賃の全額並びに日当、宿泊

料、食卓料及び着後手当の３分の２に相

当する額 

イ １２才未満６才以上の者については、

アに規定する額の２分の１に相当する額 

ウ ６才未満の者については、その移転の

際における職員相当の日当、宿泊料、食

卓料及び着後手当の３分の１に相当する

額。ただし、６才未満の者を３人以上随

伴するときは、２人をこえる者ごとにそ

の移転の際における職員相当の鉄道賃の

２分の１に相当する金額を加算する。 

⑵ 前号の規定に該当する場合を除くほか、

第２０条第１項第１号又は第３号の規定に

該当する場合には、扶養親族の旧居住地か

ら新居住地までの旅行について、前号の規

定に準じて計算した額。ただし、前号の規

定により支給することができる額に相当す

る額（赴任の後扶養親族を移転するまでの

間に更に赴任があった場合には、各赴任に

ついて前号の規定により支給することがで

きる額に相当する額の合計額）をこえるこ

とができない。 

⑶ 第１号アからウまでの規定により日当、

宿泊料、食卓料及び着後手当の額を計算す

る場合において、当該旅費の額に円位未満

の端数を生じたときは、これを切り捨てる。 

２ 職員が赴任を命ぜられた日において胎児で

あった子をその赴任の後移転する場合におい

188



 

 

 

 

 

（削る） 

 

 

 

 

 

 

 

 

（削る） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（削る） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ては、扶養親族移転料の額の計算については、

その子を赴任を命ぜられた日における扶養親

族とみなして前項の規定を適用する。 

（日額旅費及び月額旅費） 

第２３条 日額旅費及び月額旅費は、職務の性

質上常時出張を必要とする職員の出張のため

の旅行について定額をもって支給し、その支

給を受ける者の範囲、額、支給条件及び支給

方法は、市規則で定める。ただし、その額は、

当該日額旅費又は月額旅費の性質に応じ第６

条第１項に掲げる普通旅費についてこの条例

で定める基準をこえることができない。 

（在勤地内旅行及び近接地内旅行） 

第２４条 在勤地内における旅行及び在勤地の

近接地で市規則で定める地域内における旅行

については、次のいずれかに該当する場合に

おいて、当該号に掲げる額の旅費を支給する。 

⑴ 交通機関を利用する必要のある場合は、

これに要する鉄道賃、船賃及び車賃の実費 

⑵ 公務上の必要又は天災その他やむを得な

い事情により宿泊する場合には、別表第１

の宿泊料定額の範囲内の実費額の宿泊料 

（在勤地及び近接地以外の同一地域内の旅行の

旅費） 

第２５条 在勤地及び近接地以外の同一地域

（第２条第２項に規定する地域の区分による

同一の地域をいう。）内における旅行について

は、鉄道賃、船賃、車賃、移転料、着後手当

及び扶養親族移転料は、支給しない。ただし、

次のいずれかに該当する場合においては、当

該号に規定する額の旅費を支給する。 

⑴ 鉄道１００キロメートル以上、水路５０

キロメートル以上又は陸路２５キロメート

ル以上の旅行の場合には、第１３条の規定

による額の鉄道賃、第１４条の規定による

額の船賃又は第１６条の規定による額の車

賃 

⑵ 前号に該当する場合を除くほか、公務上
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（削る） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（削る） 

 

 

 

 

 

 

 

 

の必要又は天災その他やむを得ない事情に

より特に多額の鉄道賃、船賃又は車賃を要

する場合で、その実費額が当該旅行につい

て支給される日当額の２分の１に相当する

額を超える場合には、その超える部分の金

額に相当する額の鉄道賃、船賃又は車賃 

２ 鉄道、水路又は陸路にわたる旅行について

は、鉄道４キロメートル、水路２キロメート

ルをもってそれぞれ陸路１キロメートルとみ

なして前項第１号の規定を適用する。 

（退職者等の旅費） 

第２６条 第３条第２項第１号に該当する場合

における同項の規定により支給する旅費は、

次に掲げる旅費とする。 

⑴ 職員が出張中に退職等となった場合に

は、次に掲げる旅費 

ア 退職等となった日にいた地から退職等

の命令の通達を受けた日にいた地までの

旅費 

イ 退職等の命令の通達を受けた日の翌日

から７日以内に出発して当該退職等に伴

う旅行をした場合に限り、出張の例に準

じて計算した退職等の命令の通達を受け

た日にいた地から旧在勤地までの旅費 

⑵ 職員が赴任中に退職等となった場合に

は、赴任の例に準じ、かつ、新在勤地を旧

在勤地とみなして前号の規定に準じて計算

した旅費 

（遺族の旅費） 

第２７条 第３条第２項第２号に該当する場合

における同項の規定により支給する旅費は、

次に掲げる旅費とする。 

⑴ 職員が出張中に死亡した場合には、死亡

地から旧在勤地までの往復に要する旅費 

⑵ 職員が赴任中に死亡した場合には、赴任

の例に準じて計算した死亡地から新在勤地

までの旅費 

２ 遺族が前項に規定する旅費の支給を受ける
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（削る） 

（削る） 

 

（削る） 

（旅費の調整） 

第８条 任命権者は、旅行者が市以外の者から

旅費の支給を受ける場合その他旅行における

特別の事情により又は旅行の性質上、この条

例の規定による旅費を支給した場合に不当に

旅行の実費を超えた旅費又は通常必要としな

い旅費を支給することとなる場合において

は、その実費を超えることとなる部分の旅費

又はその必要としない部分の旅費を支給しな

いことができる。 

２ 任命権者（その委任を受けた者を含む。）は、

旅行者がこの条例の規定による旅費により旅

行することがその旅行における特別の事情に

より又は当該旅行の性質上困難である場合に

は、市長が、又は市長以外の任命権者が市長

と協議して定める旅費を支給することができ

る。 

 

 

 

（旅費の特例） 

第９条 任命権者は、職員について労働基準法

（昭和２２年法律第４９号）第１５条第３項

若しくは第６４条又は船員法（昭和２２年法

律第１００号)第４７条第１項若しくは第２

項の規定に該当する事由がある場合におい

て、この条例の規定による旅費の支給をする

ことができないとき又はこの条例の規定によ

り支給する旅費の金額が労働基準法第１５条

第３項若しくは第６４条又は船員法第４８条

の規定による旅費又は費用の金額に満たない

順位は、第２条第１項第６号に掲げる順序に

より、同順位者がある場合には、年長者を先

にする。 

第３章 外国旅行の旅費 

第２８条 外国旅行の旅費については、国家公

務員の例に準じ、そのつど市長が定める。 

第４章 雑則 

（旅費の調整） 

第２９条 任命権者は、旅行者が公用の交通機

関、宿泊施設等を利用して旅行した場合その

他当該旅行における特別の事情により、又は

当該旅行の性質上この条例の規定による旅費

を支給した場合には不当に旅行の実費をこえ

た旅費又は通常必要としない旅費を支給する

こととなる場合においては、その実費をこえ

ることとなる部分の旅費又はその必要としな

い部分の旅費を支給しないことができる。 

２ 市長は、前項の規定の統一ある適用を図る

ため、同項の規定を適用する場合に関する基

準を作成するものとし、任命権者が同項の規

定により旅費を支給しないこととする場合

には、当該基準によるものとする。 

３ 任命権者は、旅行者がこの条例の規定によ

る旅費により旅行することが当該旅行にお

ける特別の事情により、又は当該旅行の性質

上困難である場合には、市長に協議して定め

る旅費を支給することができる。 

（旅費の特例） 

第３０条 任命権者は、職員について労働基準

法（昭和２２年法律第４９号）第１５条第３

項若しくは第６４条又は船員法（昭和２２年

法律第１００号）第４７条の規定に該当する

理由がある場合において、この条例の規定に

よる旅費の支給ができないとき、又はこの条

例の規定により支給する旅費が労働基準法第

１５条第３項若しくは第６４条又は船員法第

４８条の規定による旅費又は費用に満たない

ときは、当該職員に対しこれらの規定による
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ときは、当該事由のある職員に対し、これら

の規定による旅費若しくは費用の金額に相当

する金額又はその満たない部分に相当する金

額を旅費として支給するものとする。 

２ 任命権者は、職員について船員法第４７条

第２項の規定に該当する事由があった場合に

おいて、前項の規定により当該事由のある職

員に旅費を支給したときは、当該職員に対し、

その支給した旅費の償還を請求するものとす

る。 

（旅費の返納等） 

第１０条 任命権者は、旅行者又は旅行役務提

供者がこの条例又はこの条例に基づく市規則

の規定に違反して旅費の支給又は旅費に相当

する費用の支払を受けた場合には、その支給

を受けた旅費の金額又はその支払を受けた旅

費に相当する費用の金額のうちその違反に係

る部分を返納させなければならない。 

２ 任命権者は、旅行者がこの条例又はこの条

例に基づく市規則の規定に違反して旅費の支

給を受けた場合には、前項の規定により返納

させることに代えて、その後においてその者

に対し支出し、又は支払う給与（市規則で定

めるものに限る。）又は旅費の金額から、その

返納に係る旅費の金額に相当する金額を差し

引くことができる。 

（市長の監督） 

第１１条 市長は、この条例の適正な執行を確

保するため、市長以外の任命権者に対して、

この条例の執行状況に関する資料の提供若し

くは報告を求め、実地監査を行い、又はこの

条例の執行について必要な措置を求めること

ができる。 

（委任） 

第１２条 この条例に定めるもののほか、この

条例の施行について必要な事項は、市規則で

定める。 

（削る） 

旅費若しくは費用に相当する金額又はその満

たない部分に相当する金額を旅費として支給

するものとする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（実施規定） 

第３１条 この条例の実施のための手続その他

その執行について必要な事項は、市規則で定

める。 

別表第１ 
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（削る） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

区

分 

日当（1 日

につき） 

宿泊料（1夜につき）食卓料（1

夜につき）甲地方 乙地方 

金

額 

2,200 円 10,900 円 9,800 円 2,200 円 

備考 

１ 甲地方とは次に掲げる区域をいい、乙地方

とは甲地方の区域以外の区域をいう。 

⑴ 都の特別区の存する区域 

⑵ さいたま市、千葉市、横浜市、川崎市、

名古屋市、広島市及び福岡市の各区域 

２ 固定宿泊施設を利用しないで宿泊する場合

における宿泊料の額は、宿泊料の欄に掲げる

額にかかわらず、その宿泊に要した実費に相

当する額とする。 

別表第２ 

区分 鉄道

50 キ

ロメ

ート

ル未

満 

鉄道

50 キ

ロメ

ート

ル以

上 10

0 キ

ロメ

ート

ル未

満 

鉄道

100

キロ

メー

トル

以上

300

キロ

メー

トル

未満 

鉄道

300

キロ

メー

トル

以上

500

キロ

メー

トル

未満 

鉄道

500

キロ

メー

トル

以上

1,00

0 キ

ロメ

ート

ル未

満 

鉄道

1,00

0 キ

ロメ

ート

ル以

上 1,

500

キロ

メー

トル

未満 

鉄道

1,50

0 キ

ロメ

ート

ル以

上 2,

000

キロ

メー

トル

未満 

鉄道

2,00

0 キ

ロメ

ート

ル以

上 

金額 円 

107,

000 

円 

123,

000 

円 

152,

000 

円 

187,

000 

円 

248,

000 

円 

261,

000 

円 

279,

000 

円 

324,

000 

備考 路程の計算については、水路及び陸路４

分の１キロメートルをもって鉄道１キロメー

トルとみなす。 
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（議案説明資料） 

＜令和７年２月定例会＞ 

種 別 条例 番 号 議案第３１号 所 管 
マイナンバーカード普及

担当 

件 名 尼崎市個人番号の利用に関する条例の一部を改正する条例について 

内       容 

１ 改正理由 

本条例では、法律の規定に基づきマイナンバーを利用することができる「法定事務」

とは別に、本市が条例に規定することでマイナンバーを利用することができる「独自

利用事務」を条例別表第１に規定するなど、マイナンバーを利用するにあたって必要

な事項を定めている。 

こうした中、行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する

法律等の一部を改正する法律（令和５年法律第４８号）の施行に伴い、「法定事務」

の実施のために利用する特定個人情報（マイナンバーを含む個人情報）の情報連携に

ついて定めた法別表第２が削除された趣旨を踏まえて条例別表第２を削除するほか、

法改正等に伴う所要の整備を行うもの。 

 

２ 主な改正内容 

 ⑴ 別表第２の削除等 

ア 「法定事務」及び「独自利用事務」において利用する特定個人情報の内容を定

めた「別表第２」を削除するとともに、「別表第１」を「別表」に改める。 

イ 「法定事務」及び「独自利用事務」において利用する特定個人情報の内容につ

いて公示しなければならない規定を追加する。 

⑵ 法改正に伴う所要の整備 

「法別表第２」等の法改正前の引用規定を法改正後の規定に改める。 

⑶ 独自利用事務の廃止 

  次に掲げる独自利用事務を廃止する。 

ア 既に事業として廃止されている「在宅重症心身障害児（者）訪問看護支援事業

に係る事務」 

イ 法改正により新たに創設された「準法定事務」と重複している「外国人生活保

護実施事務」 

 

３ 施行期日 

公布の日 

ただし、上記２⑶イの改正については、規則で定める日 
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尼崎市個人番号の利用に関する条例（第１条関係） 

改正後 現 行 

（法第９条第２項の条例で定める事務） 

第３条 法第９条第２項の条例で定める事務

は、次のとおりとする。 

⑴  独自利用事務（別表の左欄に掲げる執行

機関が行う事務で、当該執行機関の区分に

応じそれぞれ同表の右欄に掲げるものをい

う。以下同じ。）  

⑵ 次条第１項に規定する法定事務等庁内連

携対象事務で、同項の規定により市の執行

機関が同項に規定する法定事務等庁内連携

対象情報を利用して行うもの 

 

⑶ 特定個人番号利用事務で、次条第２項の

規定により市の執行機関が利用特定個人情

報を利用して行うもの 

 

 

（削る） 

 

 

 

 

 

 

 

 

（削る） 

 

 

 

 

 

 

 

 

（削る） 

（個人番号の利用範囲等） 

第３条 法第９条第２項の条例で定める事務

は、次のとおりとする。 

⑴ 別表第１の左欄に掲げる執行機関が行う

事務で同表の右欄に掲げるもの 

 

 

⑵ 別表第２の左欄に掲げる執行機関が同表

の右欄に掲げる特定個人情報でその保有す

るものを利用して行う事務であって、同欄

に掲げる特定個人情報の区分に応じてそれ

ぞれ同表の中欄に掲げるもの 

⑶ 市長が法別表第２の第４欄に掲げる特定

個人情報でその保有するものを利用して行

う事務であって、同欄に掲げる特定個人情

報の区分に応じてそれぞれ同表の第２欄に

掲げるもの 

２ 別表第２の左欄に掲げる執行機関は、同表

の中欄に掲げる事務を処理するために必要な

限度で、当該事務の区分に応じてそれぞれ同

表の右欄に掲げる特定個人情報でその保有す

るものを利用することができる。ただし、法

の規定に基づき情報提供ネットワークシステ

ムを使用して他の個人番号利用事務実施者か

ら当該特定個人情報の提供を受けることがで

きる場合は、この限りでない。 

３ 市長は、法別表第２の第２欄に掲げる事務

を処理するために必要な限度で、当該事務の

区分に応じてそれぞれ同表の第４欄に掲げる

特定個人情報でその保有するものを利用する

ことができる。ただし、法の規定に基づき情

報提供ネットワークシステムを使用して他の

個人番号利用事務実施者から当該特定個人情

報の提供を受けることができる場合は、この

限りでない。 

４ 前２項の規定による特定個人情報の利用が
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（庁内連携） 

第４条 市の執行機関は、別に定めるところに

より、法定事務等庁内連携対象事務（法別表

の下欄に掲げる事務（準法定事務を含む。）

で市の執行機関の権限に属するもの及び独自

利用事務のうちから市の執行機関が別に定め

る事務をいう。以下同じ。）を処理するため

に必要な限度で、法定事務等庁内連携対象情

報（市の執行機関が別に定める特定個人情報

をいう。以下同じ。）でその保有するものを

利用することができる。ただし、法の規定に

基づき情報提供ネットワークシステムを使用

して他の個人番号利用事務実施者からその利

用しようとする法定事務等庁内連携対象情報

の提供を受けることができる場合は、この限

りでない。 

２ 市の執行機関は、行政手続における特定の

個人を識別するための番号の利用等に関する

法律第１９条第８号に基づく利用特定個人情

報の提供に関する命令（令和６年デジタル

庁・総務省令第９号）第２条の表の第２欄に

掲げる特定個人番号利用事務（その権限に属

するものに限る。以下この項において同じ。）

を処理するために必要な限度で、当該特定個

人番号利用事務の区分に応じそれぞれ同表の

第４欄に掲げる利用特定個人情報でその保有

するものを利用することができる。ただし、

法の規定に基づき情報提供ネットワークシス

テムを使用して他の個人番号利用事務実施者

からその利用しようとする利用特定個人情報

の提供を受けることができる場合は、この限

りでない。 

３ 前２項の規定による特定個人情報の利用が

あった場合において、本市の他の条例又は本

市の規則その他の規程の規定により当該特定

個人情報と同一の内容の情報を含む書面の提

出が義務付けられているときは、当該書面の

提出があったものとみなす。 
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あった場合において、市の他の条例又は市の

規則その他の規程の規定によりその利用があ

った特定個人情報と同一の内容の情報を含む

書面の提出が義務付けられているときは、当

該書面の提出があったものとみなす。 

（公示） 

第５条 市の執行機関は、独自利用事務、法定

事務等庁内連携対象事務又は法定事務等庁内

連携対象情報を定め、又は変更したときは、

別に定めるところにより、その内容を公示す

るものとする。 

（委任） 

第６条 この条例に定めるもののほか、この条

例の施行について必要な事項は、市の執行機

関が、又は市長以外の市の執行機関が市長と

協議して定める。 

 

別表 

執行 

機関 
事務 

１ 

市長 

生活保護法（昭和２５年法律第１４４

号）の規定の例により生活に困窮する

外国人に対して行う保護の決定及び

実施、就労自立給付金の支給、保護に

要する費用の返還請求又は徴収金の

徴収に関する事務で市長が別に定め

るもの 

 

２ 

市長 

市が設置している賃貸住宅で尼崎市

営住宅の設置及び管理に関する条例

（平成９年尼崎市条例第２９号）第２

条第１号に規定する市営住宅に準じ

て管理を行うものの管理に関する事

務で市長が別に定めるもの 

 

３ 

市長 

尼崎市福祉医療費の助成に関する条

例（平成１７年尼崎市条例第２７号）

の規定による医療費の助成に関する

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（委任） 

第４条 この条例に定めるもののほか、この条

例の施行について必要な事項は、規則で定め

る。 

 

 

別表第１ 

執行 

機関 
事務 

１ 

市長 

生活保護法（昭和２５年法律第１４４

号）の規定の例により生活に困窮する

外国人に対して行う保護の決定及び

実施、就労自立給付金の支給、保護に

要する費用の返還請求又は徴収金の

徴収に関する事務（以下「外国人生活

保護実施事務」という。）であって規

則で定めるもの 

２ 

市長 

本市が設置した賃貸住宅であって尼

崎市営住宅の設置及び管理に関する

条例（平成９年尼崎市条例第２９号）

第２条第１号に規定する市営住宅に

準じて管理を行うものの管理に関す

る事務（以下「住宅管理事務」という。）

であって規則で定めるもの 

３ 

市長 

尼崎市福祉医療費の助成に関する条

例（平成１７年尼崎市条例第２７号）

の規定による医療費の助成に関する
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事務で市長が別に定めるもの 

 

４ 

市長 

尼崎市在宅高齢者等あんしん通報シ

ステム事業の実施に関する事務で市

長が別に定めるもの 

 

５ 

市長 

尼崎市高齢者日常生活用具給付事業

の実施に関する事務で市長が別に定

めるもの 

 

６ 

市長 

尼崎市住宅改造費助成事業の実施に

関する事務で市長が別に定めるもの 

 

 

７ 

市長 

尼崎市社会福祉法人等利用者負担額

軽減事業の実施に関する事務で市長

が別に定めるもの 

 

８ 

市長 

尼崎市身体障害者手帳交付診断料特

例給付事業の実施に関する事務で市

長が別に定めるもの 

 

 

９ 

市長 

尼崎市重度心身障害者（児）介護手当

支給事業の実施に関する事務で市長

が別に定めるもの 

 

（削

る） 

（削る） 

 

 

 

１０ 

市

長 

尼崎市軽・中度難聴児補聴器購入費等

助成事業の実施に関する事務で市長

が別に定めるもの 

 

１１ 

 市

長 

兵庫県心身障害者扶養共済制度条例

施行規則（昭和４５年兵庫県規則第１

７号）の規定により兵庫県知事に提出

事務（以下「福祉医療費助成事務」と

いう。）であって規則で定めるもの 

４ 

市長 

尼崎市緊急通報システム普及促進事

業の実施に関する事務（以下「緊急通

報システム普及促進事務」という。）

であって規則で定めるもの 

５ 

市長 

尼崎市高齢者日常生活用具給付事業

の実施に関する事務（以下「高齢者日

常生活用具給付事務」という。）であ

って規則で定めるもの 

６ 

市長 

尼崎市住宅改造費助成事業の実施に

関する事務（以下「住宅改造費助成事

務」という。）であって規則で定める

もの 

７ 

市長 

尼崎市社会福祉法人等利用者負担額

軽減事業の実施に関する事務（以下

「利用者負担額軽減事務」という。）

であって規則で定めるもの 

８ 

市長 

尼崎市身体障害者手帳交付診断料特

例給付事業の実施に関する事務（以下

「身体障害者手帳交付診断料特例給

付事務」という。）であって規則で定

めるもの 

９ 

市長 

尼崎市重度心身障害者（児）介護手当

支給事業の実施に関する事務（以下

「介護手当支給事務」という。）であ

って規則で定めるもの 

１０ 

 市

長 

尼崎市在宅重症心身障害児（者）訪問

看護支援事業の実施に関する事務（以

下「訪問看護支援事務」という。）で

あって規則で定めるもの 

１１ 

市

長 

尼崎市軽・中度難聴児補聴器購入費等

助成事業の実施に関する事務（以下

「補聴器購入費等助成事務」という。）

であって規則で定めるもの 

１２ 

 市

長 

兵庫県心身障害者扶養共済制度条例

施行規則（昭和４５年兵庫県規則第１

７号）の規定により兵庫県知事に提出
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される書類の受理及び当該書類に記

載された事項に係る事実の確認又は

兵庫県知事が作成する書類の交付に

関する事務で市長が別に定めるもの 

 

 

 

（削る） 

される書類の受理及び当該書類に記

載された事項に係る事実の確認又は

兵庫県知事が作成する書類の交付に

関する事務（以下「兵庫県心身障害者

扶養共済制度関係事務」という。）で

あって規則で定めるもの 

 

別表第２ 

執行

機関 

事務 特定個人情報 

１ 

市長 

法別表

第１の

７の項

の下欄

に掲げ

る事務

であっ

て規則

で定め

るもの 

地方税関係情報であって規

則で定めるもの 

生活保護法の規定の例によ

り生活に困窮する外国人に

対して行う保護の実施又は

就労自立支援給付金の支給

に関する情報（以下「外国

人生活保護関係情報」とい

う。）であって規則で定める

もの 

２  

市長 

法別表

第１の

８の項

の下欄

に掲げ

る事務

であっ

て規則

で定め

るもの 

障害者関係情報であって規

則で定めるもの 

生活保護関係情報であって

規則で定めるもの 

地方税関係情報であって規

則で定めるもの 

国民健康保険法（昭和３３

年法律第１９２号）による

保険給付の支給又は保険料

の徴収に関する情報（以下

「国民健康保険給付関係情

報」という。）であって規則

で定めるもの 

中国残留邦人等支援給付等

関係情報であって規則で定

めるもの 

介護保険給付等関係情報で

あって規則で定めるもの 
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障害者の日常生活及び社会

生活を総合的に支援するた

めの法律（平成１７年法律

第１２３号）による自立支

援給付の支給に関する情報

（以下「障害者自立支援給

付関係情報」という。）であ

って規則で定めるもの 

外国人生活保護関係情報で

あって規則で定めるもの 

３  

市長 

法別表

第１の

１５の

項の下

欄に掲

げる事

務であ

って規

則で定

めるも

の 

障害者関係情報であって規

則で定めるもの 

地方税関係情報であって規

則で定めるもの 

外国人生活保護関係情報で

あって規則で定めるもの 

４  

市長 

法別表

第１の

１６の

項の下

欄に掲

げる事

務であ

って規

則で定

めるも

の 

障害者関係情報であって規

則で定めるもの 

生活保護関係情報であって

規則で定めるもの 

国民健康保険給付関係情報

であって規則で定めるもの 

高齢者の医療の確保に関す

る法律（昭和５７年法律第

８０号）による後期高齢者

医療給付の支給又は保険料

の徴収に関する情報（以下

「高齢者医療給付関係情

報」という。）であって規則

で定めるもの 

中国残留邦人等支援給付等

関係情報であって規則で定

めるもの 
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介護保険給付等関係情報で

あって規則で定めるもの 

外国人生活保護関係情報で

あって規則で定めるもの 

５  

市長 

法別表

第１の

１９の

項の下

欄に掲

げる事

務であ

って規

則で定

めるも

の 

中国残留邦人等支援給付等

関係情報であって規則で定

めるもの 

外国人生活保護関係情報で

あって規則で定めるもの 

６ 

市長 

法別表

第１の

３０の

項の下

欄に掲

げる事

務であ

って規

則で定

めるも

の 

生活保護関係情報であって

規則で定めるもの 

高齢者医療給付関係情報で

あって規則で定めるもの 

中国残留邦人等支援給付等

関係情報であって規則で定

めるもの 

介護保険給付等関係情報で

あって規則で定めるもの 

外国人生活保護関係情報で

あって規則で定めるもの 

７  

市長 

法別表

第１の

３５の

項の下

欄に掲

げる事

務であ

って規

則で定

めるも

の 

中国残留邦人等支援給付等

関係情報であって規則で定

めるもの 

外国人生活保護関係情報で

あって規則で定めるもの 

８ 法別表 中国残留邦人等支援給付等
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市長 第１の

４１の

項の下

欄に掲

げる事

務であ

って規

則で定

めるも

の 

関係情報であって規則で定

めるもの 

外国人生活保護関係情報で

あって規則で定めるもの 

９  

市長 

法別表

第１の

４４の

項の下

欄に掲

げる事

務であ

って規

則で定

めるも

の 

中国残留邦人等支援給付等

関係情報であって規則で定

めるもの 

外国人生活保護関係情報で

あって規則で定めるもの 

１０ 

 市

長 

法別表

第１の

４６の

項の下

欄に掲

げる事

務であ

って規

則で定

めるも

の 

障害者関係情報であって規

則で定めるもの 

障害者自立支援給付関係情

報であって規則で定めるも

の 

１１ 

市長 

法別表

第１の

４７の

項の下

欄に掲

げる事

障害者関係情報であって規

則で定めるもの 

障害者自立支援給付関係情

報であって規則で定めるも

の 
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務であ

って規

則で定

めるも

の 

１２ 

 市

長 

法別表

第１の

４９の

項の下

欄に掲

げる事

務であ

って規

則で定

めるも

の 

地方税関係情報であって規

則で定めるもの 

外国人生活保護関係情報で

あって規則で定めるもの 

１３ 

 市

長 

法別表

第１の

５９の

項の下

欄に掲

げる事

務であ

って規

則で定

めるも

の 

生活保護関係情報であって

規則で定めるもの 

地方税関係情報であって規

則で定めるもの 

国民健康保険給付関係情報

であって規則で定めるもの 

中国残留邦人等支援給付等

関係情報であって規則で定

めるもの 

介護保険給付等関係情報で

あって規則で定めるもの 

外国人生活保護関係情報で

あって規則で定めるもの 

１４ 

 市

長 

法別表

第１の

６３の

項の下

欄に掲

げる事

務であ

って規

則で定

障害者関係情報であって規

則で定めるもの 

地方税関係情報であって規

則で定めるもの 

外国人生活保護関係情報で

あって規則で定めるもの 
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めるも

の 

１５ 

 市

長 

法別表

第１の

６８の

項の下

欄に掲

げる事

務であ

って規

則で定

めるも

の 

障害者関係情報であって規

則で定めるもの 

生活保護関係情報であって

規則で定めるもの 

地方税関係情報であって規

則で定めるもの 

国民健康保険給付関係情報

であって規則で定めるもの 

高齢者医療給付関係情報で

あって規則で定めるもの 

中国残留邦人等支援給付等

関係情報であって規則で定

めるもの 

外国人生活保護関係情報で

あって規則で定めるもの 

１６ 

 市

長 

法別表

第１の

８４の

項の下

欄に掲

げる事

務であ

って規

則で定

めるも

の 

児童福祉法（昭和２２年法

律第１６４号）による障害

児通所支援に関する情報で

あって規則で定めるもの 

障害者関係情報であって規

則で定めるもの 

生活保護関係情報であって

規則で定めるもの 

地方税関係情報であって規

則で定めるもの 

国民健康保険給付関係情報

であって規則で定めるもの 

特別児童扶養手当関係情報

であって規則で定めるもの 

特別児童扶養手当等の支給

に関する法律（昭和３９年

法律第１３４号）による障

害児福祉手当若しくは特別

障害者手当又は昭和６０年

法律第３４号附則第９７条

第１項の福祉手当の支給に
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関する情報であって規則で

定めるもの 

高齢者医療給付関係情報で

あって規則で定めるもの 

中国残留邦人等支援給付等

関係情報であって規則で定

めるもの 

介護保険給付等関係情報で

あって規則で定めるもの 

外国人生活保護関係情報で

あって規則で定めるもの 

１７ 

 市

長 

法別表

第１の

９４の

項の下

欄に掲

げる事

務であ

って規

則で定

めるも

の 

地方税関係情報であって規

則で定めるもの 

１８ 

 市

長 

外国人

生活保

護実施

事務で

あって

規則で

定める

もの 

法別表第２の２６の項の第

４欄に掲げる特定個人情報 

障害者関係情報であって規

則で定めるもの 

地方税関係情報であって規

則で定めるもの 

１９ 

 市

長 

住宅管

理事務

であっ

て規則

で定め

るもの 

障害者関係情報であって規

則で定めるもの 

生活保護関係情報であって

規則で定めるもの 

地方税関係情報であって規

則で定めるもの 

中国残留邦人等支援給付等

関係情報であって規則で定
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めるもの 

外国人生活保護関係情報で

あって規則で定めるもの 

２０ 

 市

長 

福祉医

療費助

成事務

であっ

て規則

で定め

るもの 

障害者関係情報であって規

則で定めるもの 

生活保護関係情報であって

規則で定めるもの 

地方税関係情報であって規

則で定めるもの 

国民健康保険給付関係情報

であって規則で定めるもの 

児童扶養手当関係情報であ

って規則で定めるもの 

高齢者医療給付関係情報で

あって規則で定めるもの 

中国残留邦人等支援給付等

関係情報であって規則で定

めるもの 

外国人生活保護関係情報で

あって規則で定めるもの 

２１ 

 市

長 

緊急通

報シス

テム普

及促進

事務で

あって

規則で

定める

もの 

障害者関係情報であって規

則で定めるもの 

生活保護関係情報であって

規則で定めるもの 

地方税関係情報であって規

則で定めるもの 

中国残留邦人等支援給付等

関係情報であって規則で定

めるもの 

介護保険給付等関係情報で

あって規則で定めるもの 

外国人生活保護関係情報で

あって規則で定めるもの 

２２ 

 市

長 

高齢者

日常生

活用具

給付事

務であ

生活保護関係情報であって

規則で定めるもの 

地方税関係情報であって規

則で定めるもの 

中国残留邦人等支援給付等
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って規

則で定

めるも

の 

関係情報であって規則で定

めるもの 

介護保険給付等関係情報で

あって規則で定めるもの 

外国人生活保護関係情報で

あって規則で定めるもの 

２３ 

 市

長 

住宅改

造費助

成事務

であっ

て規則

で定め

るもの 

障害者関係情報であって規

則で定めるもの 

生活保護関係情報であって

規則で定めるもの 

地方税関係情報であって規

則で定めるもの 

中国残留邦人等支援給付等

関係情報であって規則で定

めるもの 

介護保険給付等関係情報で

あって規則で定めるもの 

外国人生活保護関係情報で

あって規則で定めるもの 

２４ 

 市

長 

利用者

負担額

軽減事

務であ

って規

則で定

めるも

の 

生活保護関係情報であって

規則で定めるもの 

地方税関係情報であって規

則で定めるもの 

中国残留邦人等支援給付等

関係情報であって規則で定

めるもの 

介護保険給付等関係情報で

あって規則で定めるもの 

外国人生活保護関係情報で

あって規則で定めるもの 

２５ 

 市

長 

身体障

害者手

帳交付

診断料

特例給

付事務

であっ

て規則

生活保護関係情報であって

規則で定めるもの 

地方税関係情報であって規

則で定めるもの 

中国残留邦人等支援給付等

関係情報であって規則で定

めるもの 

外国人生活保護関係情報で

208



 

で定め

るもの 

あって規則で定めるもの 

２６ 

 市

長 

介護手

当支給

事務で

あって

規則で

定める

もの 

障害者関係情報であって規

則で定めるもの 

地方税関係情報であって規

則で定めるもの 

介護保険給付等関係情報で

あって規則で定めるもの 

障害者自立支援給付関係情

報であって規則で定めるも

の 

２７ 

 市

長 

訪問看

護支援

事務で

あって

規則で

定める

もの 

障害者関係情報であって規

則で定めるもの 

地方税関係情報であって規

則で定めるもの 

国民健康保険給付関係情報

であって規則で定めるもの 

高齢者医療給付関係情報で

あって規則で定めるもの 

２８ 

 市

長 

補聴器

購入費

等助成

事務で

あって

規則で

定める

もの 

障害者関係情報であって規

則で定めるもの 

地方税関係情報であって規

則で定めるもの 

２９ 

 市

長 

兵庫県

心身障

害者扶

養共済

制度関

係事務

であっ

て規則

で定め

るもの 

障害者関係情報であって規

則で定めるもの 

生活保護関係情報であって

規則で定めるもの 

地方税関係情報であって規

則で定めるもの 

中国残留邦人等支援給付等

関係情報であって規則で定

めるもの 

外国人生活保護関係情報で

あって規則で定めるもの 
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尼崎市個人番号の利用に関する条例（第２条関係） 

改正後 現 行 

別表 

執行 

機関 
事務 

（削

る） 

（削る） 

 

 

 

 

 

 

 

１～

１０ 

 略 

略 

 

別表 

執行 

機関 
事務 

１  

市長 

生活保護法（昭和２５年法律第１４４

号）の規定の例により生活に困窮する

外国人に対して行う保護の決定及び

実施、就労自立給付金の支給、保護に

要する費用の返還請求又は徴収金の

徴収に関する事務（以下「外国人生活

保護実施事務」という。）であって規

則で定めるもの 

２～

１１ 

 略 

略 
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（議案説明資料） 

 

＜令和７年２月定例会＞ 

種 別 条例 番 号 議案第３２号 所 管 スポーツ推進課 

件 名 
尼崎市立社会体育施設の設置及び管理に関する条例の一部を改正する条例に

ついて 

内       容 

１ 改正理由 

行政サービスを利用する特定の受益者に応分の負担を求める受益者負担の観点を

考慮して設定すべき使用料及び手数料については、３年毎に原価率の実態調査を行

い、必要な改定を実施してきた。 

平成３０年度以降は、新型コロナウイルス感染症の影響により例年とは異なる利用

状況となっていたことから調査を見送っていたが、社会経済活動がコロナ禍前の水準

に戻り適正な原価率を算定する環境が整ったことから、改めて令和５年度決算による

使用料及び手数料の実態調査を実施した。 

その結果、原価率が１１０％を超える項目については、原則として、改定すること

とし、また、改定にあたっては、激変緩和の観点から改定率が２０％を超えない範囲

での実施とする。 

 

２ 主な改正内容 

  各地区体育館（大庄体育館を除く。）の使用料について、現行使用料に１．２を乗

じて得た額（１００円未満の端数は切捨て）に改定する。 

 

【参考：尼崎市立中央体育館（午前９時から午後０時まで）の例】 

区分 
使用料 

改正後 改正前 

第１フロア ５，８００円 ４，９００円 

第２フロア １，０００円 ９００円 

 

３ 施行期日 

  令和７年１０月１日 
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尼崎市立社会体育施設の設置及び管理に関する条例 

改正後 

別表 

２ フロア等の使用料 

区分 使用料 

午前 9

時から

午後 0

時まで 

午後1時

から 

午後5時

まで 

午後6時

から 

午後9時

まで 

午前 9 時

から 

午後 5 時

まで 

午後 1 時

から 

午後 9 時

まで 

午前 9 時

から 

午後 9 時

まで 

午前 9

時から 

午後 0

時まで

の間の 

1時間 

午後 0

時から 

午後 5

時まで

の間の 

1時間 

午 後 5

時から 

午 後 9

時 ま で

の間の 

1時間 

尼崎市立 

中央体育館 

尼崎市立 

小田体育館 

尼崎市立 

立花体育館 

尼崎市立 

園田体育館 

第

１

フ

ロ

ア 

5,800 

円 

10,000 

円 

11,700 

円 

15,800 

円 

21,700 

円 

27,500 

円 

1,960 

円 

2,520 

円 

3,920 

円 

第

２

フ

ロ

ア 

1,000

円 

2,100

円 

2,400

円 

3,100 

円 

4,500 

円 

5,500 

円 

360 

円 

540 

円 

800 

円 

尼崎市立 

小田体育館 

尼崎市立 

立花体育館 

会

議

室 

1,500

円 

1,900

円 

2,600

円 

3,400 

円 

4,500 

円 

6,000 

円 
― ― ― 

尼崎市立 

大庄体育館 

フ

ロ

ア 

略 略 略 略 略 略 略 略 略 

格

技

室 

略 略 略 略 略 略 略 略 略 

会

議

室 

1,300

円 

1,600

円 

2,200

円 

2,900 

円 

3,800 

円 

5,100 

円 
― ― ― 

摘要 本市の区域内に住所を有しない者(本市の区域内に存する学校等に通学し、又は本市の区域内に勤務場所

を有する者を除く。）（法人等にあっては、本市の区域内に事務所又は事業所を有しないもの）が利用する

場合の使用料の額は、この表（摘要を除く。）に定める額に 100 分の 150 を乗じて得た額とする。 
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現 行 

別表 

２ フロア等の使用料 

区分 使用料 

午前 9

時から

午後 0

時まで 

午後1時

から 

午後5時

まで 

午後6時

から 

午後9時

まで 

午前 9 時

から 

午後 5 時

まで 

午後 1 時

から 

午後 9 時

まで 

午前 9 時

から 

午後 9 時

まで 

午前 9

時から 

午後 0

時まで

の間の 

1時間 

午後 0

時から 

午後 5

時まで

の間の 

1時間 

午 後 5

時から 

午 後 9

時 ま で

の間の 

1時間 

尼崎市立 

中央体育館 

尼崎市立 

小田体育館 

尼崎市立 

立花体育館 

尼崎市立 

園田体育館 

第

１

フ

ロ

ア 

4,900 

円 

8,400 

円 

9,800 

円 

13,300 

円 

18,200 

円 

23,100 

円 

1,640 

円 

2,100 

円 

3,270 

円 

第

２

フ

ロ

ア 

900 

円 

1,800 

円 

2,000 

円 

2,700 

円 

3,800 

円 

4,700 

円 

300 

円 

450 

円 

670 

円 

尼崎市立 

小田体育館 

尼崎市立 

大庄体育館 

尼崎市立 

立花体育館 

会

議

室 

1,300

円 

1,600

円 

2,200

円 

2,900 

円 

3,800 

円 

5,100 

円 
― ― ― 

尼崎市立 

大庄体育館 

フ

ロ

ア 

略 略 略 略 略 略 略 略 略 

格

技

室 

略 略 略 略 略 略 略 略 略 

摘要 本市内に住所を有しない者（本市内に存する学校等に通学し、又は本市内に勤務場所を有する者を除く。）

（法人その他の団体にあっては、本市内に事務所又は事業所を有しないもの）が利用する場合の使用料の額

は、利用許可を受けた利用時間及びこれに係るこの表の右欄に掲げる額で算定された額に 100 分の 150 を乗

じて得た額とする。 
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（議案説明資料） 

＜令和７年２月定例会＞ 

種 別 条例 番 号 議案第３３号 所 管 包括支援担当 

件 名 
尼崎市介護保険法に基づく指定居宅サービスの事業の人員、設備及び運営の基

準等を定める条例の一部を改正する条例について 

内       容 

１ 改正理由 

地域包括支援センター（以下「センター」という。）の職員配置については、介護

保険法施行規則の規定により、センターが担当する区域における第１号被保険者数に

応じて、常勤の保健師、社会福祉士、主任ケアマネジャー等について必要な員数を配

置することとなっている。 

こうした中、介護保険法施行規則及び指定介護予防支援等の事業の人員及び運営並

びに指定介護予防支援等に係る介護予防のための効果的な支援の方法に関する基準

の一部を改正する省令（令和６年厚生労働省令第６１号）の施行により、センターの

職員の柔軟な配置が可能となるため、所要の整備を行うもの。 

また、今後の法令の改正等に迅速に対応するため、所要の整備を行うもの。 

 

２ 主な改正内容 

⑴ センターの職員の配置基準に係る改正 

  センターに配置すべき常勤職員の員数について、地域包括支援センター運営協議

会が必要と認める場合に、常勤換算方法（複数の非常勤職員の勤務延時間数を常勤

職員が勤務すべき時間数で除することにより、常勤職員の員数に換算する方法）に

よることができることとする。 

 ⑵ 規則委任規定に係る改正 

   規則委任事項を市長の決裁手続により定める事項に改めるとともに、規則に技術

的読替えを委任する規定の削除等を行う。 

 

３ 施行期日 

  令和７年４月１日 
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尼崎市介護保険法に基づく指定居宅サービスの事業の人員、設備及び運営の基準等を定める条例 

改正後 現 行 

（指定居宅サービスの事業等の人員、設備及び

運営の基準） 

第３条 法第４２条第１項第２号の条例で定め

る基準、法第７２条の２第１項第１号の条例

で定める基準及び員数並びに同項第２号の条

例で定める基準並びに法第７４条第１項の条

例で定める基準及び員数並びに同条第２項の

条例で定める基準は、次項から第１３項まで

に規定するもののほか、指定居宅サービス等

の事業の人員、設備及び運営に関する基準（平

成１１年厚生省令第３７号。以下この条にお

いて「省令」という。）に定める基準（省令第

３条第１項に規定する基準を除く。以下この

条において「人員等基準」という。）（人員等

基準の特例として定められている基準がある

場合には、その基準を含む。）のとおりとする。

この場合において、省令の規定で市長が別に

定めるもの中「２年間」とあるのは、「５年間」

とする。 

 

２ 指定居宅サービス事業者及び基準該当居宅

サービスの事業を行う者（以下「指定居宅サ

ービス事業者等」という。）は、その利用者の

意思及び人格を尊重し、常に当該利用者の立

場に立ってサービスを提供しなければならな

い。 

５ 指定居宅サービス事業者等は、市長が別に

定める評価の結果を公表するよう努めなけれ

ばならない。 

６ 指定居宅サービス事業者等は、市長が別に

定める研修（以下この項において「研修」と

いう。）の実施計画をその指定居宅サービス事

業所等の従業者の職務内容、経験等に応じて

策定し、実施した研修の記録を保管するとと

もに、必要に応じて研修の内容の見直しを行

うことにより、当該従業者の計画的な育成に

（指定居宅サービスの事業等の人員、設備及び

運営の基準） 

第３条 法第４２条第１項第２号の条例で定め

る基準、法第７２条の２第１項第１号の条例

で定める基準及び員数並びに同項第２号の条

例で定める基準並びに法第７４条第１項の条

例で定める基準及び員数並びに同条第２項の

条例で定める基準は、次項から第１３項まで

に規定するもののほか、指定居宅サービス等

の事業の人員、設備及び運営に関する基準（平

成１１年厚生省令第３７号。以下この条にお

いて「省令」という。）に定める基準（省令第

３条第１項に規定する基準を除く。以下この

条において「人員等基準」という。）（人員等

基準の特例として定められている基準がある

場合には、その基準を含む。）のとおりとする。

この場合において、省令の規定（記録の保存

期間に係る規定として規則で定めるものに限

る。）中「２年間」とあるのは、「５年間」と

する。 

２ 指定居宅サービス事業者及び基準該当居宅

サービスの事業を行う者（以下「指定居宅サ

ービス事業者等」という。）は、利用者の意思

及び人格を尊重し、常に利用者の立場に立っ

てサービスを提供しなければならない。 

 

５ 指定居宅サービス事業者等は、省令の規定

（規則で定めるものに限る。）による評価の結

果を公表するよう努めなければならない。 

６ 指定居宅サービス事業者等は、省令の規定

（規則で定めるものに限る。）に規定する研修

（以下この項において「研修」という。）の実

施計画をその指定居宅サービス事業所等の従

業者の職務内容、経験等に応じて策定し、実

施した研修の記録を保管するとともに、必要

に応じて研修の内容の見直しを行うことによ
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努めなければならない。 

 

７ 指定居宅サービス事業所等の従業者は、そ

の利用者に対し、高齢者虐待の防止、高齢者

の養護者に対する支援等に関する法律（平成

１７年法律第１２４号）第２条第５項第１号

イからホまでに掲げる行為をしてはならな

い。 

９ 指定居宅サービス事業者等（市長が別に定

める事業（以下「特定事業」という。）を行う

者に限る。以下「特定指定居宅サービス事業

者等」という。）は、リハビリテーションその

他の機能訓練その他その利用者に対して提供

するサービス又はこれに付随するものとし

て、風俗営業等の規制及び業務の適正化等に

関する法律（昭和２３年法律第１２２号）第

２条第１項第４号又は第５号に該当する営業

（以下「特定風俗営業」という。）に係る遊技

その他利用者の射幸心を過度にそそるおそれ

又は利用者が過度に依存するおそれがある遊

技（以下「対象遊技」という。）を、通常の日

常生活の範囲内における行為と認められる時

間として市長が別に定める時間を超えてその

利用者に提供してはならない。 

１０ 特定指定居宅サービス事業者等は、対象

遊技の結果に応じて疑似通貨（物品、金銭、

役務その他の経済上の利益との交換手段とし

ての機能を有するものをいう。）をその利用者

に提供してはならない。 

１１ 特定指定居宅サービス事業者等は、正当

な理由なく、居宅サービス計画等において定

められた回数、時間その他の数量等を超えて

居宅サービス（対象遊技を提供するものに限

る。）を提供してはならない。 

 

 

１２ 特定指定居宅サービス事業者等は、その

特定事業を行う事業所の施設（その利用者が

り、当該従業者の計画的な育成に努めなけれ

ばならない。 

７ 指定居宅サービス事業所等の従業者は、利

用者に対し、高齢者虐待の防止、高齢者の養

護者に対する支援等に関する法律（平成１７

年法律第１２４号）第２条第５項第１号イか

らホまでに掲げる行為をしてはならない。 

 

９ 指定居宅サービス事業者等（規則で定める

事業のいずれかに該当する事業（以下「特定

事業」という。）を行う者に限る。以下「特定

指定居宅サービス事業者等」という。）は、リ

ハビリテーションその他の機能訓練その他利

用者に対して提供するサービス又はこれに付

随するものとして、風俗営業等の規制及び業

務の適正化等に関する法律（昭和２３年法律

第１２２号）第２条第１項第４号又は第５号

に該当する営業（以下「特定風俗営業」とい

う。）に係る遊技その他利用者の射幸心を過度

にそそるおそれ又は利用者が過度に依存する

おそれがある遊技（以下「対象遊技」という。）

を、通常の日常生活の範囲内における行為と

認められる時間として市長が別に定める時間

を超えて利用者に提供してはならない。 

１０ 特定指定居宅サービス事業者等は、対象

遊技の結果に応じて疑似通貨（物品、金銭、

役務その他の経済上の利益との交換手段とし

ての機能を有するものをいう。）を利用者に提

供してはならない。 

１１ 特定指定居宅サービス事業者等は、正当

な理由なく、省令第１６条に規定する居宅サ

ービス計画（規則で定める事業にあっては、

規則で定める計画）において定められた回数、

時間その他の数量等を超えて居宅サービス

（対象遊技を提供するものに限る。）を提供し

てはならない。 

１２ 特定指定居宅サービス事業者等は、その

特定事業を行う事業所の施設（利用者が容易
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容易に見ることができる部分に限る。以下こ

の項において同じ。）の外観若しくは内装、当

該施設における設備若しくは備品の配置又は

当該事業所におけるサービスの提供の方法に

ついて、賭博又は特定風俗営業を連想させる

ものとしてはならない。 

（指定居宅介護支援等の事業の人員及び運営の

基準） 

第４条 法第４７条第１項第１号の条例で定め

る基準並びに法第８１条第１項の条例で定め

る員数及び同条第２項の条例で定める基準

は、次項及び第３項に規定するもののほか、

指定居宅介護支援等の事業の人員及び運営に

関する基準（平成１１年厚生省令第３８号。

以下この条において「省令」という。）に定め

る基準（当該基準の特例として定められてい

る基準がある場合には、その基準を含む。）の

とおりとする。この場合において、省令の規

定で市長が別に定めるもの中「２年間」とあ

るのは、「５年間」とする。 

 

２ 介護支援専門員（省令第２条第１項に規定

する介護支援専門員をいう。）は、省令の規定

で市長が別に定めるものにより居宅サービス

計画の原案を作成するに当たっては、その利

用者の意向を尊重しなければならない。 

 

３ 前条第３項から第８項までの規定は、指定

居宅介護支援の事業及び基準該当居宅介護支

援の事業について準用する。 

 

（指定介護予防サービスの事業等の人員、設備

及び運営の基準） 

第５条 法第５４条第１項第２号の条例で定め

る基準、法第１１５条の２の２第１項第１号

の条例で定める基準及び員数並びに同項第２

号の条例で定める基準並びに法第１１５条の

４第１項の条例で定める基準及び員数並びに

に見ることができる部分に限る。以下この項

において同じ。）の外観若しくは内装、当該施

設における設備若しくは備品の配置又は当該

事業所におけるサービスの提供の方法につい

て、賭博又は特定風俗営業を連想させるもの

としてはならない。 

（指定居宅介護支援等の事業の人員及び運営の

基準） 

第４条 法第４７条第１項第１号の条例で定め

る基準並びに法第８１条第１項の条例で定め

る員数及び同条第２項の条例で定める基準

は、次項及び第３項に規定するもののほか、

指定居宅介護支援等の事業の人員及び運営に

関する基準（平成１１年厚生省令第３８号。

以下この条において「省令」という。）に定め

る基準（当該基準の特例として定められてい

る基準がある場合には、その基準を含む。）の

とおりとする。この場合において、省令第２

９条第２項（省令第３０条において準用する

場合を含む。）中「２年間」とあるのは、「５

年間」とする。 

２ 介護支援専門員（省令第２条第１項に規定

する介護支援専門員をいう。）は、省令第１３

条第８号（同条第１５号及び省令第３０条に

おいて準用する場合を含む。）の規定により居

宅サービス計画の原案を作成するに当たって

は、利用者の意向を尊重しなければならない。 

３ 前条第３項から第８項までの規定は、指定

居宅介護支援の事業及び基準該当居宅介護支

援の事業について準用する。この場合におい

て、必要な技術的読替えは、規則で定める。 

（指定介護予防サービスの事業等の人員、設備

及び運営の基準） 

第５条 法第５４条第１項第２号の条例で定め

る基準、法第１１５条の２の２第１項第１号

の条例で定める基準及び員数並びに同項第２

号の条例で定める基準並びに法第１１５条の

４第１項の条例で定める基準及び員数並びに
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同条第２項の条例で定める基準は、次項に規

定するもののほか、指定介護予防サービス等

の事業の人員、設備及び運営並びに指定介護

予防サービス等に係る介護予防のための効果

的な支援の方法に関する基準（平成１８年厚

生労働省令第３５号。以下この条において「省

令」という。）に定める基準（省令第３条第１

項に規定する基準を除く。以下この条におい

て「人員等基準」という。）（人員等基準の特

例として定められている基準がある場合に

は、その基準を含む。）のとおりとする。この

場合において、省令の規定で市長が別に定め

るもの中「２年間」とあるのは、「５年間」と

する。 

２ 第３条第２項から第８項までの規定は指定

介護予防サービスの事業及び基準該当介護予

防サービスの事業（以下「指定介護予防サー

ビス事業等」という。）について、同条第９項

から第１３項までの規定は指定介護予防サー

ビス事業等（市長が別に定める事業に限る。）

について準用する。 

 

 

（指定介護予防支援等の事業の人員及び運営等

の基準） 

第６条 法第５９条第１項第１号の条例で定め

る基準（以下「基準該当介護予防支援事業基

準」という。）並びに法第１１５条の２４第１

項の条例で定める基準及び員数並びに同条第

２項の条例で定める基準（以下「指定介護予

防支援事業基準」という。）は、次項及び第３

項に規定するもののほか、指定介護予防支援

等の事業の人員及び運営並びに指定介護予防

支援等に係る介護予防のための効果的な支援

の方法に関する基準（平成１８年厚生労働省

令第３７号。以下この条において「省令」と

いう。）に定める基準（当該基準の特例として

定められている基準がある場合には、その基

同条第２項の条例で定める基準は、次項に規

定するもののほか、指定介護予防サービス等

の事業の人員、設備及び運営並びに指定介護

予防サービス等に係る介護予防のための効果

的な支援の方法に関する基準（平成１８年厚

生労働省令第３５号。以下この条において「省

令」という。）に定める基準（省令第３条第１

項に規定する基準を除く。以下この条におい

て「人員等基準」という。）（人員等基準の特

例として定められている基準がある場合に

は、その基準を含む。）のとおりとする。この

場合において、省令の規定（記録の保存期間

に係る規定として規則で定めるものに限る。）

中「２年間」とあるのは、「５年間」とする。 

２ 第３条第２項から第８項までの規定は指定

介護予防サービスの事業及び基準該当介護予

防サービスの事業（以下「指定介護予防サー

ビス事業等」という。）について、同条第９項

から第１３項までの規定は指定介護予防サー

ビス事業等（規則で定める事業のいずれかに

該当する事業に限る。）について準用する。こ

の場合において、必要な技術的読替えは、規

則で定める。 

（指定介護予防支援等の事業の人員及び運営等

の基準） 

第６条 法第５９条第１項第１号の条例で定め

る基準（以下「基準該当介護予防支援事業基

準」という。）並びに法第１１５条の２４第１

項の条例で定める基準及び員数並びに同条第

２項の条例で定める基準（以下「指定介護予

防支援事業基準」という。）は、次項及び第３

項に規定するもののほか、指定介護予防支援

等の事業の人員及び運営並びに指定介護予防

支援等に係る介護予防のための効果的な支援

の方法に関する基準（平成１８年厚生労働省

令第３７号。以下この条において「省令」と

いう。）に定める基準（当該基準の特例として

定められている基準がある場合には、その基
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準を含む。）のとおりとする。この場合におい

て、省令の規定で市長が別に定めるもの中「２

年間」とあるのは、「５年間」とする。 

 

２ 第３条第３項から第８項まで及び第４条第

２項の規定は、指定介護予防支援の事業及び

基準該当介護予防支援の事業について準用す

る。 

 

（指定地域密着型サービスの事業の人員、設備

及び運営の基準） 

第１０条 法第７８条の２の２第１項第１号の

条例で定める基準及び員数並びに同項第２号

の条例で定める基準並びに法第７８条の４第

１項の条例で定める基準及び員数並びに同条

第２項の条例で定める基準（以下これらを「指

定地域密着型サービス事業基準」という。）は、

次項及び第３項に規定するもののほか、指定

地域密着型サービスの事業の人員、設備及び

運営に関する基準（平成１８年厚生労働省令

第３４号。以下この条において「省令」とい

う。）に定める基準（省令第３条第１項に規定

する基準を除く。以下この条において「人員

等基準」という。）（人員等基準の特例として

定められている基準がある場合には、その基

準を含む。）のとおりとする。この場合におい

て、省令の規定で市長が別に定めるもの中「２

年間」とあるのは、「５年間」とする。 

 

２ 第３条第２項から第８項までの規定は指定

地域密着型サービスの事業について、同条第

９項から第１３項までの規定は当該事業（市

長が別に定める事業に限る。）について準用す

る。 

 

（指定介護老人福祉施設の人員、設備及び運営

の基準） 

第１３条 法第８８条第１項の条例で定める員

準を含む。）のとおりとする。この場合におい

て、省令第２８条第２項（省令第３２条にお

いて準用する場合を含む。）中「２年間」とあ

るのは、「５年間」とする。 

２ 第３条第３項から第８項まで及び第４条第

２項の規定は、指定介護予防支援の事業及び

基準該当介護予防支援の事業について準用す

る。この場合において、必要な技術的読替え

は、規則で定める。 

（指定地域密着型サービスの事業の人員、設備

及び運営の基準） 

第１０条 法第７８条の２の２第１項第１号の

条例で定める基準及び員数並びに同項第２号

の条例で定める基準並びに法第７８条の４第

１項の条例で定める基準及び員数並びに同条

第２項の条例で定める基準（以下これらを「指

定地域密着型サービス事業基準」という。）は、

次項及び第３項に規定するもののほか、指定

地域密着型サービスの事業の人員、設備及び

運営に関する基準（平成１８年厚生労働省令

第３４号。以下この条において「省令」とい

う。）に定める基準（省令第３条第１項に規定

する基準を除く。以下この条において「人員

等基準」という。）（人員等基準の特例として

定められている基準がある場合には、その基

準を含む。）のとおりとする。この場合におい

て、省令の規定（記録の保存期間に係る規定

として規則で定めるものに限る。）中「２年間」

とあるのは、「５年間」とする。 

２ 第３条第２項から第８項までの規定は指定

地域密着型サービスの事業について、同条第

９項から第１３項までの規定は当該事業（規

則で定める事業のいずれかに該当する事業に

限る。）について準用する。この場合において、

必要な技術的読替えは、規則で定める。 

（指定介護老人福祉施設の人員、設備及び運営

の基準） 

第１３条 法第８８条第１項の条例で定める員
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数及び同条第２項の条例で定める基準は、次

項に規定するもののほか、指定介護老人福祉

施設の人員、設備及び運営に関する基準（平

成１１年厚生省令第３９号。以下この条にお

いて「省令」という。）に定める基準（省令第

１条の２第２項及び第３条第１項第１号イた

だし書に規定する基準を除く。以下この条に

おいて「人員等基準」という。）（人員等基準

の特例として定められている基準がある場合

には、その基準を含む。）のとおりとする。こ

の場合において、省令の規定で市長が別に定

めるもの中「１人」とあるのは「１人（市長

がやむを得ない事情があると認める場合は、

４人以下）」と、省令の規定で市長が別に定め

るもの中「２年間」とあるのは「５年間」と

する。 

２ 第３条第２項、第３項、第５項、第６項及

び第９項から第１３項までの規定は指定介護

老人福祉施設の設置者について、同条第４項

及び第７項の規定は指定介護老人福祉施設に

ついて準用する。 

 

（介護老人保健施設の人員、施設及び設備並び

に運営の基準） 

第１４条 法第９７条第１項の条例で定める施

設、同条第２項の条例で定める員数及び同条

第３項の条例で定める基準は、次項に規定す

るもののほか、介護老人保健施設の人員、施

設及び設備並びに運営に関する基準（平成１

１年厚生省令第４０号。以下この条において

「省令」という。）に定める基準（省令第１条

の２第２項に規定する基準を除く。以下この

条において「人員等基準」という。）（人員等

基準の特例として定められている基準がある

場合には、その基準を含む。）のとおりとする。

この場合において、省令の規定で市長が別に

定めるもの中「２年間」とあるのは、「５年間」

とする。 

数及び同条第２項の条例で定める基準は、次

項に規定するもののほか、指定介護老人福祉

施設の人員、設備及び運営に関する基準（平

成１１年厚生省令第３９号。以下この条にお

いて「省令」という。）に定める基準（省令第

１条の２第２項及び第３条第１項第１号イた

だし書に規定する基準を除く。以下この条に

おいて「人員等基準」という。）（人員等基準

の特例として定められている基準がある場合

には、その基準を含む。）のとおりとする。こ

の場合において、省令第３条第１項第１号イ

中「１人」とあるのは「１人（市長がやむを

得ない事情があると認める場合は、４人以

下）」と、省令第３７条第２項（省令第４９条

において準用する場合を含む。）中「２年間」

とあるのは「５年間」とする。 

２ 第３条第２項、第３項、第５項、第６項及

び第９項から第１３項までの規定は指定介護

老人福祉施設の設置者について、同条第４項

及び第７項の規定は指定介護老人福祉施設に

ついて準用する。この場合において、必要な

技術的読替えは、規則で定める。 

（介護老人保健施設の人員、施設及び設備並び

に運営の基準） 

第１４条 法第９７条第１項の条例で定める施

設、同条第２項の条例で定める員数及び同条

第３項の条例で定める基準は、次項に規定す

るもののほか、介護老人保健施設の人員、施

設及び設備並びに運営に関する基準（平成１

１年厚生省令第４０号。以下この条において

「省令」という。）に定める基準（省令第１条

の２第２項に規定する基準を除く。以下この

条において「人員等基準」という。）（人員等

基準の特例として定められている基準がある

場合には、その基準を含む。）のとおりとする。

この場合において、省令第３８条第２項（省

令第５０条において準用する場合を含む。）中

「２年間」とあるのは、「５年間」とする。 
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２ 第３条第２項、第３項、第５項、第６項及

び第９項から第１３項までの規定は介護老人

保健施設の設置者について、同条第４項及び

第７項の規定は介護老人保健施設について準

用する。 

 

（介護医療院の人員、施設及び設備並びに運営

の基準） 

第１５条 法第１１１条第１項の条例で定める

施設、同条第２項の条例で定める員数及び同

条第３項の条例で定める基準は、次項に規定

するもののほか、介護医療院の人員、施設及

び設備並びに運営に関する基準（平成３０年

厚生労働省令第５号。以下この条において「省

令」という。）に定める基準（省令第２条第２

項に規定する基準を除く。以下この条におい

て「人員等基準」という。）（人員等基準の特

例として定められている基準がある場合に

は、その基準を含む。）のとおりとする。この

場合において、省令の規定で市長が別に定め

るもの中「２年間」とあるのは、「５年間」と

する。 

２ 第３条第２項、第３項、第５項、第６項及

び第９項から第１３項までの規定は介護医療

院の設置者について、同条第４項及び第７項

の規定は介護医療院について準用する。 

 

 

（指定地域密着型介護予防サービスの事業の人

員、設備及び運営の基準） 

第１８条 法第１１５条の１２の２第１項第１

号の条例で定める基準及び員数並びに同項第

２号の条例で定める基準並びに法第１１５条

の１４第１項の条例で定める基準及び員数並

びに同条第２項の条例で定める基準は、次項

に規定するもののほか、指定地域密着型介護

予防サービスの事業の人員、設備及び運営並

びに指定地域密着型介護予防サービスに係る

２ 第３条第２項、第３項、第５項、第６項及

び第９項から第１３項までの規定は介護老人

保健施設の設置者について、同条第４項及び

第７項の規定は介護老人保健施設について準

用する。この場合において、必要な技術的読

替えは、規則で定める。 

（介護医療院の人員、施設及び設備並びに運営

の基準） 

第１５条 法第１１１条第１項の条例で定める

施設、同条第２項の条例で定める員数及び同

条第３項の条例で定める基準は、次項に規定

するもののほか、介護医療院の人員、施設及

び設備並びに運営に関する基準（平成３０年

厚生労働省令第５号。以下この条において「省

令」という。）に定める基準（省令第２条第２

項に規定する基準を除く。以下この条におい

て「人員等基準」という。）（人員等基準の特

例として定められている基準がある場合に

は、その基準を含む。）のとおりとする。この

場合において、省令第４２条第２項（省令第

５４条において準用する場合を含む。）中「２

年間」とあるのは、「５年間」とする。 

２ 第３条第２項、第３項、第５項、第６項及

び第９項から第１３項までの規定は介護医療

院の設置者について、同条第４項及び第７項

の規定は介護医療院について準用する。この

場合において、必要な技術的読替えは、規則

で定める。 

（指定地域密着型介護予防サービスの事業の人

員、設備及び運営の基準） 

第１８条 法第１１５条の１２の２第１項第１

号の条例で定める基準及び員数並びに同項第

２号の条例で定める基準並びに法第１１５条

の１４第１項の条例で定める基準及び員数並

びに同条第２項の条例で定める基準は、次項

に規定するもののほか、指定地域密着型介護

予防サービスの事業の人員、設備及び運営並

びに指定地域密着型介護予防サービスに係る
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介護予防のための効果的な支援の方法に関す

る基準（平成１８年厚生労働省令第３６号。

以下この条において「省令」という。）に定め

る基準（省令第３条第１項に規定する基準を

除く。以下この条において「人員等基準」と

いう。）（人員等基準の特例として定められて

いる基準がある場合には、その基準を含む。）

のとおりとする。この場合において、省令の

規定で市長が別に定めるもの中「２年間」と

あるのは、「５年間」とする。 

 

２ 第３条第２項から第１３項まで及び第１０

条第３項の規定は、指定地域密着型介護予防

サービスの事業について準用する。 

 

 

（地域包括支援センターの職員等の基準） 

第２０条 法第１１５条の４６第５項の条例で

定める基準は、次項から第３項までに規定す

るもののほか、施行規則第１４０条の６６に

規定する基準（当該基準の特例として定めら

れている基準がある場合には、その基準を含

む。）のとおりとする。 

 

 

（削る） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

介護予防のための効果的な支援の方法に関す

る基準（平成１８年厚生労働省令第３６号。

以下この条において「省令」という。）に定め

る基準（省令第３条第１項に規定する基準を

除く。以下この条において「人員等基準」と

いう。）（人員等基準の特例として定められて

いる基準がある場合には、その基準を含む。）

のとおりとする。この場合において、省令の

規定（記録の保存期間に係る規定として規則

で定めるものに限る。）中「２年間」とあるの

は、「５年間」とする。 

２ 第３条第２項から第１３項まで及び第１０

条第３項の規定は、指定地域密着型介護予防

サービスの事業について準用する。この場合

において、必要な技術的読替えは、規則で定

める。 

（地域包括支援センターの職員等の基準） 

第２０条 法第１１５条の４６第５項の条例で

定める基準は、次項から第４項までに規定す

るもののほか、施行規則第１４０条の６６に

規定する基準（同条第１号に規定する基準を

除く。以下この条において「実施基準」とい

う。）（実施基準の特例として定められている

基準がある場合には、その基準を含む。）のと

おりとする。 

２ 地域包括支援センター（以下この条におい

て「センター」という。）の設置者は、センタ

ーごとに、専らその職務に従事する常勤の職

員で次の各号に掲げるものを、原則として別

表の左欄に掲げる区分に応じ、それぞれ同表

の右欄に掲げる基準に従って置かなければな

らない。 

⑴ 保健師助産師看護師法（昭和２３年法律

第２０３号）第２条に規定する保健師その

他これに準ずる者 

⑵ 社会福祉士及び介護福祉士法（昭和６２

年法律第３０号）第２条第１項に規定する

社会福祉士その他これに準ずる者 

223



 

 

 

２ 地域包括支援センター（以下この条におい

て「センター」という。）の設置者は、そのセ

ンターにおける包括的支援事業に関する記録

（市長が別に定めるものに限る。）を整備し、

その完結の日から５年間保存しなければなら

ない。 

３ 第３条第３項の規定はセンターの設置者に

ついて、同条第４項の規定はセンターについ

て準用する。 

 

（削る） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑶ 主任介護支援専門員（施行規則第１４０

条の６６第１号イ⑶に規定する主任介護支

援専門員をいう。）その他これに準ずる者 

３ センターの設置者は、センターにおける包

括的支援事業に関する記録（市長が別に定め

るものに限る。）を整備し、その完結の日から

５年間保存しなければならない。 

 

 

４ 第３条第３項の規定はセンターの設置者に

ついて、同条第４項の規定はセンターについ

て準用する。この場合において、必要な技術

的読替えは、規則で定める。 

別表 

センターが担当

する区域内に居

住する第１号被

保険者の人数 

人員配置基準 

おおむね３，０

００人以上６，

０００人未満 

第２０条第２項第１号か

ら第３号までに掲げる者

（以下「保健師等」とい

う。）のそれぞれ１人 

おおむね６，０

００人以上８，

０００人未満 

保健師等のそれぞれ１人

及び保健師等のうちいず

れか１人 

おおむね８，０

００人以上１

０，０００人未

満 

保健師等のそれぞれ１人

及び保健師等のうちの２

者のそれぞれ１人 

おおむね１０，

０００人以上１

２，０００人未

満 

保健師等のそれぞれ２

人 

おおむね１２，

０００人以上１

４，０００人未

満 

保健師等のそれぞれ２

人及び保健師等のうち

いずれか１人 

おおむね１４， 保健師等のそれぞれ２
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０００人以上１

６，０００人未

満 

人及び保健師等のうち

の２者のそれぞれ１人 
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（議案説明資料） 

＜令和７年２月定例会＞ 

種 別 条例 番 号 議案第３４号 所 管 生活衛生課 

件 名 
尼崎市立弥生ケ丘斎場の設置及び管理に関する条例の一部を改正する条例に

ついて 

内       容 

１ 改正理由 

行政サービスを利用する特定の受益者に応分の負担を求める受益者負担の観点を

考慮して設定すべき使用料及び手数料については、３年毎に原価率の実態調査を行

い、必要な改定を実施してきた。 

平成３０年度以降は、新型コロナウイルス感染症の影響により例年とは異なる利用

状況となっていたことから調査を見送っていたが、社会経済活動がコロナ禍前の水準

に戻り適正な原価率を算定する環境が整ったことから、改めて令和５年度決算による

使用料及び手数料の実態調査を実施した。 

その結果、原価率が１１０％を超える項目については、原則として、改定をするこ

ととし、また、改定にあたっては、激変緩和の観点から改定率が２０％を超えない範

囲での実施とする。 

 

２ 改正内容 

  尼崎市立弥生ケ丘斎場の火葬場に係る使用料について、次のとおり改定する。 

種別 改定後 現行 

大人１体 １５，８００円 １３，２００円 

小人１体 ７，９００円 ６，６００円 

死産児１体 ３，９５０円 ３，３００円 

胞衣、産汚物又は人体の一部１個 １，８００円 １，５００円 

 

３ 施行期日 

令和７年７月１日 
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尼崎市立弥生ケ丘斎場の設置及び管理に関する条例 

改正後 現 行 

別表 

区分 使用料 

単位 金額 

略 略 略 

火葬場 大人 1体 15,800 円 

小人 1体 7,900 円 

死産児 1 体 3,950 円 

胞衣、産汚物又は

人体の一部 1 個 

1,800 円 

略 略 略 

摘要 

 ２ 本市の区域内に住所を有しない者が

利用する場合（死亡の当時本市の区域内

に住所を有していた者の葬儀又は火葬

のために利用する場合を除く。）の使用

料の額は、この表（摘要 2 を除く。）に

定める額（摘要１の規定の適用を受ける

場合は、当該規定により算定された額）

に 100 分の 200（火葬場にあっては、100

分の 400）を乗じて得た額とする。 

備考 略 

 

別表 

区分 使用料 

単位 金額 

略 略 略 

火葬場 大人 1体 13,200 円 

小人 1体 6,600 円 

死産児 1 体 3,300 円 

胞衣、産汚物又は

人体の一部 1 個 

1,500 円 

略 略 略 

摘要 

２ 本市内に住所を有しない者が利用する

場合（死亡の当時本市内に住所を有して

いた者の葬儀又は火葬のために利用する

場合を除く。）の使用料の額は、利用許可

を受けた利用回数等及びこれに係るこの

表の右欄に掲げる額で算定された額の 2

倍（火葬場にあっては、4 倍）とする。 

備考 略 
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（議案説明資料） 

＜令和７年２月定例会＞ 

種 別 条例 番 号 議案第３５号 所 管 生活衛生課 

件 名 尼崎市浴場業に関する条例の一部を改正する条例について 

内       容 

１ 改正理由 

公衆浴場において使用する水の衛生管理については、国の「公衆浴場における水質

基準等に関する指針」において示されているところであるが、下水の水質の検定方法

等に関する省令及び下水の処理開始の公示事項等に関する省令の一部を改正する省

令（令和６年国土交通省令・環境省令第１号）が施行されることを踏まえ、当該指針

が改正されるため、所要の整備を行うもの。 

 

２ 改正内容 

別表第１第４項に規定する清潔に関する基準のうち、浴槽水における糞便汚染の指

標を「大腸菌群」から「大腸菌」に改める。 

 

３ 施行期日 

  令和７年４月１日 
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尼崎市浴場業に関する条例 

改正後 現 行 

別表第１ 

１～３ 略 略 

４ 清潔に

関する基

準 

⑹ 浴槽水は、次に掲げる基準

に適合させること。 

ア 濁度は、５度以下である

こと。 

イ 全有機炭素の量は、１リ

ットルにつき８ミリグラ

ム以下であること（有機物

に係る指標として全有機

炭素の量を使用すること

が適当でない場合は、過マ

ンガン酸カリウムの消費

量が１リットルにつき２

５ミリグラム以下である

こと。）。 

ウ 大腸菌は、１ミリリット

ルにつき１個以下である

こと。 

エ レジオネラ属菌は、採取

した浴槽水１００ミリリ

ットル中に検出されない

こと。 

５～７ 略 略 

  

 

別表第１ 

１～３ 略 略 

４ 清潔に

関する基準 

⑹ 浴槽水は、次に掲げる基準

に適合させること。 

ア 濁度は、５度以下である

こと。 

イ 全有機炭素の量は、１リ

ットルにつき８ミリグラ

ム以下であること（有機物

に係る指標として全有機

炭素の量を使用すること

が適当でない場合は、過マ

ンガン酸カリウムの消費

量が１リットルにつき２

５ミリグラム以下である

こと。）。 

ウ 大腸菌群は、１ミリリッ

トルにつき１個以下であ

ること。 

エ レジオネラ属菌は、採取

した浴槽水１００ミリリ

ットル中に検出されない

こと。 

５～７ 略 略 
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（議案説明資料） 

＜令和７年２月定例会＞ 

種 別 条例 番 号 議案第３６号 所 管 福祉医療課 

件 名 尼崎市福祉医療費の助成に関する条例の一部を改正する条例について 

内       容 

１ 改正理由 

子育てに係る経済的負担を軽減することを目的として、乳幼児等医療費及びこども

医療費助成制度における助成対象及び助成額を拡充するため、所要の整備を行うも

の。 

また、所得税法等の一部を改正する法律（令和６年法律第８号）の制定により、法

律から引用している条文の条番号が変更されたことに伴い所要の整備を行うもの。 

 

２ 改正内容 

⑴ 通院医療費について、次のとおり助成額を改める。 

ア 市民税所得割額が２３万５千円以上の世帯に属する小学１年生から中学３年

生までの自己負担額を１医療機関等につき１日４００円（１医療機関等あたり月

２回を限度）とする。 

イ 低所得（非課税者であって、年金収入とその他所得の合計所得金額が８０万円

以下）世帯に属する１６歳（年齢到達する日の属する年度の初日）から１８歳（年

齢到達する日の属する年度の末日）までの自己負担額を無料とする。 

ウ イを除く１６歳（年齢到達する日の属する年度の初日）から１８歳（年齢到達

する日の属する年度の末日）までの自己負担額を１医療機関等につき１日８００

円（１医療機関等あたり月２回を限度）とする。 

⑵ 法律から引用している条文の条番号を変更する。 

 

３ 施行期日 

令和７年７月１日 

ただし、上記２⑵の改正については、公布の日 
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尼崎市福祉医療費の助成に関する条例 

改正後 現 行 

第２条 略 

⑾ 略 

イ その属する世帯に属する全ての者につ

いて、アの実施日の属する年度分の市町

村民税に係る地方税法第３１３条第１項

の総所得金額（所得税法（昭和４０年法

律第３３号）第２８条第１項に規定する

給与所得（以下「給与所得」という。）が

含まれている場合には、当該給与所得の

額については、同条第２項の規定により

算定された額（租税特別措置法（昭和３

２年法律第２６号）第４１条の３の１１

第２項の規定の適用を受ける場合には、

同項の規定による控除前の額。次号にお

いて同じ。）から１０万円を控除して得た

額（当該額が０円を下回る場合は、０円）

によるものとし、所得税法第３５条第３

項に規定する公的年金等（以下「公的年

金等」という。）に係る所得が含まれてい

る場合には、当該所得に係る雑所得（同

条第１項に規定する雑所得をいう。）の額

については、同条第４項中「次の各号に

掲げる場合の区分に応じ当該各号に定め

る金額」とあるのは「８０万円」として

同項の規定を適用して算定された額によ

るものとする。）及び山林所得金額並びに

他の所得と区分して計算される所得の額

（高齢者の医療の確保に関する法律施行

令（平成１９年政令第３１８号）第７条

第１項第１号に規定する他の所得と区分

して計算される所得の金額を参酌して市

長が別に定める額をいう。）がないこと。 

（受給資格） 

第３条 略 

⑷ 身体障害者等であって、実施日の属する

年度分の市町村民税の所得割（地方税法第

第２条 略 

⑾ 略 

イ その属する世帯に属する全ての者につ

いて、アの実施日の属する年度分の市町

村民税に係る地方税法第３１３条第１項

の総所得金額（所得税法（昭和４０年法

律第３３号）第２８条第１項に規定する

給与所得（以下「給与所得」という。）が

含まれている場合には、当該給与所得の

額については、同条第２項の規定により

算定された額（租税特別措置法（昭和３

２年法律第２６号）第４１条の３の３第

２項の規定の適用を受ける場合には、同

項の規定による控除前の額。次号におい

て同じ。）から１０万円を控除して得た額

（当該額が０円を下回る場合は、０円）

によるものとし、所得税法第３５条第３

項に規定する公的年金等（以下「公的年

金等」という。）に係る所得が含まれてい

る場合には、当該所得に係る雑所得（同

条第１項に規定する雑所得をいう。）の額

については、同条第４項中「次の各号に

掲げる場合の区分に応じ当該各号に定め

る金額」とあるのは「８０万円」として

同項の規定を適用して算定された額によ

るものとする。）及び山林所得金額並びに

他の所得と区分して計算される所得の額

（高齢者の医療の確保に関する法律施行

令（平成１９年政令第３１８号）第７条

第１項第１号に規定する他の所得と区分

して計算される所得の金額を参酌して市

長が別に定める額をいう。）がないこと。 

（受給資格） 

第３条 略 

⑷ 身体障害者等であって、実施日の属する

年度分の市町村民税の所得割（地方税法第
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３２８条の規定により課する所得割を除

く。）の額の算定方法を参酌して規則で定め

る額が２３５，０００円未満であるもの 

 

第４条 略 

⑷ 略 

ア 略 

(ア) 児童であって、その保護者等（児童

の保護者その他児童を扶養している者

をいう。）がいずれも低所得者に該当す

るもの 被保険者等負担額 

(イ) (ア)に掲げる児童以外の児童 被保険

者等負担額から、同一の月に同一の保

険医療機関等について２回を限度とし

て、保険医療機関等ごとに１日につき

４００円を控除した額 

 

 

 

 

 

⑸ 略 

ア 略 

(ア) 生徒等であって、その保護者等（生

徒等の保護者その他生徒等を扶養して

いる者をいう。）がいずれも低所得者に

該当するもの 被保険者等負担額 

 

 

(イ) １５歳に達する日の属する年度の末

日までの間にある生徒等（(ア) に掲げる

生徒等を除く。） 被保険者等負担額か

ら、同一の月に同一の保険医療機関等

について２回を限度として、保険医療

機関等ごとに１日につき４００円を控

除した額 

 

 

３２８条の規定により課する所得割を除

く。）の額の算定方法を参酌して規則で定め

る額（以下「所得割の額」という。）が２３

５，０００円未満であるもの 

第４条 略 

⑷ 略 

ア 略 

(ア) 児童であって、その保護者等（児童

の保護者その他児童を扶養している者

をいう。以下この号において同じ。）が

いずれも低所得者に該当するもの 被

保険者等負担額 

(イ) (ア)に掲げる児童以外の児童 被保険

者等負担額から、同一の月に同一の保

険医療機関等について２回を限度とし

て、保険医療機関等ごとに１日につき

８００円（その全ての保護者等につい

て実施日の属する年度分の所得割の額

を合計した額が２３５，０００円未満

である場合は、４００円）を控除した

額 

⑸ 略 

ア 略 

(ア) １５歳に達する日の属する年度の末

日までの間にある生徒等であって、そ

の保護者等（生徒等の保護者その他生

徒等を扶養している者をいう。以下こ

の号において同じ。）がいずれも低所得

者に該当するもの 被保険者等負担額 

(イ) １５歳に達する日の属する年度の末

日までの間にある生徒等（(ア)に掲げる

生徒等を除く。） 被保険者等負担額か

ら、同一の月に同一の保険医療機関等

について２回を限度として、保険医療

機関等ごとに１日につき８００円（そ

の全ての保護者等について実施日の属

する年度分の所得割の額を合計した額

が２３５，０００円未満である場合は、
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(ウ) (ア)又は(イ)に掲げる生徒等以外の生徒

等 被保険者等負担額から、同一の月

に同一の保険医療機関等について２回

を限度として、保険医療機関等ごとに

１日につき８００円を控除した額 

３ 第１項第４号ア(イ)、第５号ア(イ)若しくは(ウ)

又は第６号（同項第７号の規定によりその例

によることとされる場合を含む。次項におい

て同じ。）に掲げる被保険者等負担額から控除

する額が被保険者等負担額を超えるときは、

当該控除する額は被保険者等負担額とする。 

４ 歯科診療及び歯科診療以外の診療を同一の

保険医療機関等が行う場合における第１項第

４号ア(イ)、第５号ア(イ)及び(ウ)並びに第６号の

規定の適用については、これらの診療をそれ

ぞれ別の保険医療機関等が行ったものとみな

す。 

４００円）を控除した額 

(ウ) (ア)又は(イ)に掲げる生徒等以外の生徒

等 ０円 

 

 

 

３ 第１項第４号ア(イ)、第５号ア(イ)又は第６号

（同項第７号の規定によりその例によるこ

ととされる場合を含む。次項において同じ。）

に掲げる被保険者等負担額から控除する額

が被保険者等負担額を超えるときは、当該控

除する額は被保険者等負担額とする。 

４ 歯科診療及び歯科診療以外の診療を同一

の保険医療機関等が行う場合における第１

項第４号ア(イ)、第５号ア(イ)及び第６号の規定

の適用については、これらの診療をそれぞれ

別の保険医療機関等が行ったものとみなす。 
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（議案説明資料） 

 

＜令和７年２月定例会＞ 

種 別 条例 番 号 議案第３７号 所 管 こども福祉課 

件 名 尼崎市交通遺児激励金支給条例の一部を改正する条例について 

内       容 

１ 改正理由 

私立学校法の一部を改正する法律（令和５年法律第２１号）の制定に伴い、本条例

に規定する各種学校の定義に係る一部の引用元が改正されるため、所要の整備を行う

もの。 

 

２ 改正内容 

  法律から引用している条文の条番号を変更する。 

 

３ 施行期日 

  令和７年４月１日 
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尼崎市交通遺児激励金支給条例 

改正後 現 行 

第２条 略 

 ⑷ 各種学校 私立学校法（昭和２４年法律

第２７０号）第３条に規定する学校法人（同

法第１５２条第５項の規定により設立され

た法人を含む。）の設置する各種学校のうち

義務教育諸学校に準ずる教育を施す各種学

校をいう。 

第２条 略 

 ⑷ 各種学校 私立学校法（昭和２４年法律

第２７０号）第３条に規定する学校法人（同

法第６４条第４項に規定する法人を含む。）

の設置する各種学校のうち義務教育諸学校

に準ずる教育を施す各種学校をいう。 
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（議案説明資料） 

＜令和７年２月定例会＞ 

種 別 条例 番 号 議案第３８号 所 管 こども福祉課 

件 名 
尼崎市立すこやかプラザの設置及び管理に関する条例の一部を改正する条例

について 

内       容 

１ 改正理由 

行政サービスを利用する特定の受益者に応分の負担を求める受益者負担の観点を

考慮して設定すべき使用料及び手数料については、３年毎に原価率の実態調査を行

い、必要な改定を実施してきた。 

平成３０年度以降は、新型コロナウイルス感染症の影響により例年とは異なる利用

状況となっていたことから調査を見送っていたが、社会経済活動がコロナ禍前の水準

に戻り適正な原価率を算定する環境が整ったことから、改めて令和５年度決算による

使用料及び手数料の実態調査を実施した。 

その結果、原価率が１１０％を超える項目については、原則として、改定すること

とし、また、改定にあたっては、激変緩和の観点から改定率が２０％を超えない範囲

での実施とする。 

 

２ 主な改正内容 

尼崎市立すこやかプラザの多目的ホールに係る使用料について、現行使用料に１．

２を乗じて得た額（１００円未満の端数は切捨て）に改定する。 

 

【参考：午前９時から午後０時までの例】 

区分 
使用料 

改正後 改正前 

多目的ホール 

ABC ８，７００円 ７，４００円 

AB ６，５００円 ５，５００円 

BC ６，５００円 ５，５００円 

A ２，２００円 １，９００円 

B ４，３００円 ３，６００円 

C ２，２００円 １，９００円 

 

３ 施行期日 

  令和７年１０月１日 
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尼崎市立すこやかプラザの設置及び管理に関する条例 

改正後 現 行 

別表 

１ 部屋の使用料 

区分 使用料 

午 前 9 時

から午後

0時まで 

午 後 1 時

から午後

5時まで 

午 後 6 時

から午後

9時まで 

多

目

的

ホ

ー

ル 

ABC 8,700 円 11,700 円 13,000 円 

AB 6,500 円 8,700 円 9,700 円 

BC 6,500 円 8,700 円 9,700 円 

A 2,200 円 3,000 円 3,300 円 

B 4,300 円 5,700 円 6,400 円 

C 2,200 円 3,000 円 3,300 円 

略 略 

摘要  

 ４ 本市の区域内に住所を有しない者（本

市の区域内に存する学校等に通学し、又

は本市の区域内に勤務場所を有する者

を除く。)(法人等にあっては、本市の区

域内に事務所又は事業所を有しないも

の)が利用する場合の使用料の額は、こ

の表（摘要４を除く。）に定める額に100

分の150を乗じて得た額とする 

 
 

別表 

１ 部屋の使用料 

区分 使用料 

午 前 9 時

から午後

0時まで 

午 後 1 時

から午後

5時まで 

午 後 6 時

から午後

9時まで 

多

目

的

ホ

ー

ル 

ABC 7,400 円 9,800 円 11,100 円 

AB 5,500 円 7,300 円 8,200 円 

BC 5,500 円 7,300 円 8,200 円 

A 1,900 円 2,500 円 2,800 円 

B 3,600 円 4,800 円 5,400 円 

C 1,900 円 2,500 円 2,800 円 

略 略 

摘要  

 ４ 本市内に住所を有しない者（本市内に

存する学校等に通学し、又は本市内に勤

務場所を有する者を除く。)(法人その他

の団体にあっては、本市内に事務所又は

事業所を有しないもの)が利用する場合

の使用料の額は、利用許可を受けた利用

時間等及びこれに係るこの表の右欄に

掲げる額で算定された額に100分の150

を乗じて得た額とする 
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（議案説明資料） 

 

＜令和７年２月定例会＞ 

種 別 条例 番 号 議案第３９号 所 管 保育企画課 

件 名 

尼崎市児童福祉法に基づく児童福祉施設の設備及び運営の基準等を定める条

例及び尼崎市就学前の子どもに関する教育、保育等の総合的な提供の推進に関

する法律に基づく認定こども園の認定の要件等を定める条例の一部を改正す

る条例について 

内       容 

１ 改正理由 

本市においては、保育所、認定こども園、家庭的保育事業所及び小規模保育事業所

に配置する調理員のうち、少なくとも１人は栄養士の免許を有する者又は調理師の免

許を有する者（以下「免許保有調理員」という。）を配置することについて、保育所

及び認定こども園については義務、それ以外については努力義務としている。 

こうした中、地域の自主性及び自立性を高めるための改革の推進を図るための関係

法律の整備に関する法律（令和６年法律第５３号）の制定に伴い、これまでは管理栄

養士国家試験の受験資格として栄養士の免許を取得する必要があるところ、栄養士の

免許を取得せずに管理栄養士の国家試験を受験することが可能になることを踏まえ、

所要の整備を行うもの。 

  また、今後の法令の改正等に迅速に対応するため、所要の整備を行うもの。 

 

２ 改正内容 

 ⑴ 免許保有調理員の要件に「管理栄養士免許を有する者」を追加する。 

 ⑵ 規則委任事項を市長の決裁手続により定める事項に改めるとともに、規則に技術

的読替えを委任する規定の削除等を行う。 

 

３ 施行期日 

  令和７年４月１日 
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尼崎市児童福祉法に基づく児童福祉施設の設備及び運営の基準等を定める条例（第１条関係） 

改正後 現 行 

第３条 法第２１条の５の４第１項第２号、第

２１条の５の１７第１項各号並びに第２１条

の５の１９第１項及び第２項の条例で定める

基準は、次項から第７項までに規定するもの

のほか、児童福祉法に基づく指定通所支援の

事業等の人員、設備及び運営に関する基準（平

成２４年厚生労働省令第１５号。以下この条

において「省令」という。）に定める基準（省

令第３条第２項に規定する基準を除く。以下

この条において「人員等基準」という。）（人

員等基準の特例として定められている基準が

ある場合には、その基準を含む。）のとおりと

する。この場合において、省令の規定で市長

が別に定めるもの中「当該指定児童発達支援

を提供した日」とあるのは、「その完結の日」

とする。 

５ 指定障害児通所支援事業者等（省令第７１

条の８第１項に規定する指定居宅訪問型児童

発達支援事業者に限る。）は、市長が別に定め

る評価の結果を公表するよう努めなければな

らない。 

６ 指定障害児通所支援事業者等は、市長が別

に定める研修（以下この項において「研修」

という。）の実施計画をその指定通所支援事業

所等の従業者の職務内容、経験等に応じて策

定し、実施した研修の記録を保管するととも

に、必要に応じて研修の内容の見直しを行う

ことにより、当該従業者の計画的な育成に努

めなければならない。 

 

第５条 法第３４条の８の２第１項の条例で定

める基準は、次項から第９項までに規定する

もののほか、放課後児童健全育成事業の設備

及び運営に関する基準（平成２６年厚生労働

省令第６３号。以下この条及び付則第２項に

おいて「省令」という。）に定める基準（省令

第３条 法第２１条の５の４第１項第２号、第

２１条の５の１７第１項各号並びに第２１条

の５の１９第１項及び第２項の条例で定める

基準は、次項から第７項までに規定するもの

のほか、児童福祉法に基づく指定通所支援の

事業等の人員、設備及び運営に関する基準（平

成２４年厚生労働省令第１５号。以下この条

において「省令」という。）に定める基準（省

令第３条第２項に規定する基準を除く。以下

この条において「人員等基準」という。）（人

員等基準の特例として定められている基準が

ある場合には、その基準を含む。）のとおりと

する。この場合において、省令の規定（記録

の保存期間に係る規定として規則で定めるも

のに限る。）中「当該指定児童発達支援を提供

した日」とあるのは、「その完結の日」とする。 

５ 指定障害児通所支援事業者等（省令第７１

条の８第１項に規定する指定居宅訪問型児童

発達支援事業者に限る。）は、省令の規定（規

則で定めるものに限る。）による評価の結果を

公表するよう努めなければならない。 

６ 指定障害児通所支援事業者等は、省令の規

定（規則で定めるものに限る。）に規定する研

修（以下この項において「研修」という。）の

実施計画をその指定通所支援事業所等の従業

者の職務内容、経験等に応じて策定し、実施

した研修の記録を保管するとともに、必要に

応じて研修の内容の見直しを行うことによ

り、当該従業者の計画的な育成に努めなけれ

ばならない。 

第５条 法第３４条の８の２第１項の条例で定

める基準は、次項から第９項までに規定する

もののほか、放課後児童健全育成事業の設備

及び運営に関する基準（平成２６年厚生労働

省令第６３号。以下この条及び付則第２項に

おいて「省令」という。）に定める基準（省令
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第５条第４項、第６条及び第２１条に規定す

る基準を除く。以下この条において「設備運

営基準」という。）（設備運営基準の特例とし

て定められている基準がある場合には、その

基準を含む。）のとおりとする。この場合にお

いて、省令の規定で市長が別に定めるもの中

「修了したもの」とあるのは、「修了したもの

又は市長が別に定める日までに当該研修を修

了することを予定しているもの」とする。 

４ 放課後児童健全育成事業者は、傷病者に対

する応急手当等に関する講習で市長が指定す 

るもの（以下この項において「指定講習」と 

いう。）を修了した者（指定講習を受けた日か

ら２年を経過しない者に限る。）をその放課後

児童健全育成事業所に常時配置するよう努め

なければならない。 

５ 放課後児童健全育成事業者は、その利用者

に対する支援により事故が発生したときは、

次の各号に掲げる措置を講じなければならな

い。 

⑴ 速やかに、その発生した事故の事実を市

長等に報告すること。 

⑵ その発生した事故の状況及び当該事故

の発生後に講じた措置について記録する

こと。 

⑶ その発生した事故がその責めに帰すべき

事由によるものであり、かつ、当該利用者

に損害が生じたときは、その損害を賠償す

ること。 

６ 放課後児童健全育成事業者は、日常的に関

係行政機関、医療機関等と相互に連携を図り

ながら、適切にその業務を行うことにより、

その利用者等が安心してその放課後児童健全

育成事業を利用することができる体制の確保

に努めなければならない。 

７ 放課後児童健全育成事業者は、その利用者

の発達に応じた指導方針を決定し、当該指導

方針に基づいてその放課後児童健全育成事業

第５条第４項、第６条及び第２１条に規定す

る基準を除く。以下この条において「設備運

営基準」という。）（設備運営基準の特例とし

て定められている基準がある場合には、その

基準を含む。）のとおりとする。この場合にお

いて、省令第１０条第３項中「修了したもの」

とあるのは、「修了したもの又は規則で定める

日までに当該研修を修了することを予定して

いるもの」とする。 

４ 放課後児童健全育成事業者は、傷病者に対

する応急手当等に関する講習で市長が指定す

るものを修了した者（当該講習を受けた日か

ら２年を経過しない者に限る。）をその放課後

児童健全育成事業所に常時配置するよう努め

なければならない。 

 

５ 放課後児童健全育成事業者は、利用者に対

する支援により事故が発生したときは、次の

各号に掲げる措置を講じなければならない。 

 

⑴ 速やかに、当該事故の発生の事実を市長

等に報告すること。 

⑵ 当該事故の状況及びその発生後に講じた

措置について記録すること。 

 

⑶ 当該事故が当該放課後児童健全育成事業

者の責めに帰すべき事由によるものであ

り、かつ、当該利用者に損害が生じたとき

は、その損害を賠償すること。 

６ 放課後児童健全育成事業者は、日常的に関

係行政機関、医療機関等と相互に連携を図り

ながら、適切にその業務を行うことにより、

利用者等が安心してその放課後児童健全育成

事業を利用することができる体制の確保に努

めなければならない。 

７ 放課後児童健全育成事業者は、利用者の発

達に応じた指導方針を決定し、当該指導方針

に基づいてその放課後児童健全育成事業を実
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を実施しなければならない。 

９ 第３条第３項及び第５項から第７項までの

規定は放課後児童健全育成事業者について、

同条第４項の規定は放課後児童健全育成事業

所について準用する。 

 

第６条  

２ 家庭的保育事業、小規模保育事業又は事業

所内保育事業（以下「特定家庭的保育事業等」

という。）を行う者は、その連携施設（省令第

６条第１項に規定する連携施設をいう。以下

同じ。）から、当該連携施設に入所し、又は在

籍している乳児又は幼児でその特定家庭的保

育事業等を利用していたものに関する保育状

況等の照会があったときは、当該照会に応じ

なければならない。 

３ 省令の規定で市長が別に定めるものより家

庭的保育事業所（省令第２２条に規定する家

庭的保育事業を行う場所をいう。以下同じ。）

に置くこととされている家庭的保育者のうち

少なくとも１人は、保育士でなければならな

い。 

４ 前項の規定は、小規模保育事業Ｃ型（省令

第２７条に規定する小規模保育事業Ｃ型をい

う。）を行う事業所について準用する。 

 

 

 

５ 省令の規定で市長が別に定めるものにより

家庭的保育事業所及び小規模保育事業又は事

業所内保育事業を行う事業所に置くこととさ

れている調理員のうち少なくとも１人は、栄

養士法（昭和２２年法律第２４５号）第２条

第１項に規定する栄養士の免許、同条第３項

に規定する管理栄養士の免許又は調理師法

（昭和３３年法律第１４７号）第３条第１項

に規定する調理師の免許（以下「栄養士免許

等」という。）を有する者とするよう努めなけ

施しなければならない。 

９ 第３条第３項及び第５項から第７項までの

規定は放課後児童健全育成事業者について、

同条第４項の規定は放課後児童健全育成事業

所について準用する。この場合において、必

要な技術的読替えは、規則で定める。 

第６条  

２ 家庭的保育事業、小規模保育事業又は事業

所内保育事業（以下「特定家庭的保育事業等」

という。）を行う者は、その連携施設（省令第

６条第１項に規定する連携施設をいう。以下

同じ。）から、当該連携施設に入所し、又は在

籍している乳児又は幼児で当該特定家庭的保

育事業等を利用していたものに関する保育状

況等の照会があったときは、当該照会に応じ

なければならない。 

３ 省令第２３条第１項の規定により家庭的保

育事業所（省令第２２条に規定する家庭的保

育事業を行う場所をいう。以下同じ。）に置く

こととされている家庭的保育者のうち少なく

とも１人は、保育士でなければならない。 

 

４ 前項の規定は、小規模保育事業Ｃ型（省令

第２７条に規定する小規模保育事業Ｃ型をい

う。）を行う事業所について準用する。この場

合において、同項中「第２３条第１項」とあ

るのは、「第３４条第１項」と読み替えるもの

とする。 

５ 省令の規定で規則で定めるものにより家庭

的保育事業所及び小規模保育事業又は事業所

内保育事業を行う事業所に置くこととされて

いる調理員のうち少なくとも１人は、栄養士

法（昭和２２年法律第２４５号）第２条第１

項に規定する栄養士の免許（以下「栄養士免

許」という。）を有する者又は調理師法（昭和

３３年法律第１４７号）第３条第１項に規定

する調理師の免許（以下「調理師免許」とい

う。）を有する者とするよう努めなければなら
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ればならない。 

６ 第３条第３項、第６項及び第７項並びに前

条第３項から第６項までの規定は家庭的保育

事業等を行う者について、第３条第４項の規

定は家庭的保育事業等を行う事業所について

準用する。 

 

第７条 法第４５条第１項の条例で定める基準

は、次項及び第３項に規定するもののほか、

児童福祉施設の設備及び運営に関する基準

（昭和２３年厚生省令第６３号。以下この条

において「省令」という。）に定める基準（助

産施設については省令第５条第４項及び第５

項、第６条、第７条、第７条の２第２項、第

１０条並びに第１４条の３第１項に規定する

基準を、母子生活支援施設及び保育所（以下

「保育所等」という。）については省令第５条

第３項及び第６条に規定する基準を除く。以

下「設備運営基準」という。） （設備運営基

準の特例として定められている基準がある場

合には、その基準を含む。）のとおりとする。

この場合において、省令の規定で市長が別に

定めるもの中「調理室」とあるのは、「医務室、

調理室」とする。 

２ 省令の規定で市長が別に定めるものにより

保育所に置くこととされている調理員（以下

「調理員」という。）のうち少なくとも１人は、

栄養士免許等を有する者でなければならな

い。 

３ 第３条第３項並びに第５条第３項、第５項

及び第６項の規定は児童福祉施設の設置者に

ついて、第３条第４項の規定は児童福祉施設

について、第３条第５項及び第５条第２項の

規定は母子生活支援施設の設置者について、

第３条第６項及び第７項並びに第５条第４項

の規定は保育所等の設置者について準用す

る。 

ない。 

６ 第３条第３項、第６項及び第７項並びに前

条第３項から第６項までの規定は家庭的保育

事業等を行う者について、第３条第４項の規

定は家庭的保育事業等を行う事業所について

準用する。この場合において、必要な技術的

読替えは、規則で定める。 

第７条 法第４５条第１項の条例で定める基準

は、次項及び第３項に規定するもののほか、

児童福祉施設の設備及び運営に関する基準

（昭和２３年厚生省令第６３号。以下この条

において「省令」という。）に定める基準（助

産施設については省令第５条第４項及び第５

項、第６条、第７条、第７条の２第２項、第

１０条並びに第１４条の３第１項に規定する

基準を、母子生活支援施設及び保育所（以下

「保育所等」という。）については省令第５条

第３項及び第６条に規定する基準を除く。以

下「設備運営基準」という。）（設備運営基準

の特例として定められている基準がある場合

には、その基準を含む。）のとおりとする。こ

の場合において、省令第３２条第５号中「調

理室」とあるのは、「医務室、調理室」とする。 

 

２ 省令第３３条第１項の規定により保育所に

置くこととされている調理員（以下「調理員」

という。）のうち少なくとも１人は、栄養士免

許を有する者又は調理師免許を有する者でな

ければならない。 

３ 第３条第３項並びに第５条第３項、第５項

及び第６項の規定は児童福祉施設の設置者に

ついて、第３条第４項の規定は児童福祉施設

について、第３条第５項及び第５条第２項の

規定は母子生活支援施設の設置者について、

第３条第６項及び第７項並びに第５条第４項

の規定は保育所等の設置者について準用す

る。この場合において、必要な技術的読替え

は、規則で定める。 
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尼崎市就学前の子どもに関する教育、保育等の総合的な提供の推進に関する法律に基づく認定こ

ども園の認定の要件等を定める条例（第２条関係） 

改正後 現 行 

第３条 法第３条第１項及び第３項の条例で定

める要件は、次項から第１５項までに規定す

るもののほか、法第３条第２項各号及び第４

項各号に定める基準並びに就学前の子どもに

関する教育、保育等の総合的な提供の推進に

関する法律第３条第２項及び第４項の規定に

基づき内閣総理大臣及び文部科学大臣が定め

る施設の設備及び運営に関する基準（平成２

６年内閣府・文部科学省・厚生労働省告示第

２号。以下「告示」という。）に定める基準（告

示第４の５ただし書に規定する基準を除く。

以下この条において「設備運営基準」という。）

（設備運営基準の特例として定められている

基準がある場合には、その基準を含む。）に適

合していることとする。この場合において、

告示の規定で市長が別に定めるもの中「３５

人」とあるのは、「３５人（満３歳以上満４歳

未満の子どもで編制される学級で学級担任が

１人であるものについては、２５人）」とする。 

６ 略 

⑶ 定期的に、前号の指針及び関係機関への

連絡体制をその認定こども園の職員並びに

当該認定こども園に在籍している子ども

（以下「園児」という。）及びその家族に周

知すること。 

７ 認定こども園の設置者は、傷病者に対する

応急手当等に関する講習で市長が指定するも

の（以下この項において「指定講習」という。）

を修了した者（指定講習を受けた日から２年

を経過しない者に限る。）をその認定こども園

に常時配置するよう努めなければならない。 

８ 認定こども園の設置者は、市長が別に定め

る研修（以下この項において「研修」という。）

で実施したものの記録を保管するとともに、

必要に応じて研修の内容の見直しを行うこと

第３条 法第３条第１項及び第３項の条例で定

める要件は、次項から第１５項までに規定す

るもののほか、法第３条第２項各号及び第４

項各号に定める基準並びに就学前の子どもに

関する教育、保育等の総合的な提供の推進に

関する法律第３条第２項及び第４項の規定に

基づき内閣総理大臣及び文部科学大臣が定め

る施設の設備及び運営に関する基準（平成２

６年内閣府・文部科学省・厚生労働省告示第

２号。以下「告示」という。）に定める基準（告

示第４の５ただし書に規定する基準を除く。

以下この条において「設備運営基準」という。）

（設備運営基準の特例として定められている

基準がある場合には、その基準を含む。）に適

合していることとする。この場合において、

告示第２の２中「３５人」とあるのは、「３５

人（満３歳以上満４歳未満の子どもで編制さ

れる学級で学級担任が１人であるものについ

ては、２５人）」とする。 

６ 略 

⑶ 定期的に、前号の指針及び関係機関への

連絡体制を当該認定こども園の職員並びに

当該認定こども園に在籍している子ども

（以下「園児」という。）及びその家族に周

知すること。 

７ 認定こども園の設置者は、傷病者に対する

応急手当等に関する講習で市長が指定するも

のを修了した者（当該講習を受けた日から２

年を経過しない者に限る。）を当該認定こども

園に常時配置するよう努めなければならな

い。 

８ 認定こども園の設置者は、告示第６の４に

規定する研修（以下この項において「研修」

という。）で実施したものの記録を保管すると

ともに、必要に応じて研修の内容の見直しを
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により、その認定こども園の職員の計画的な

育成に努めなければならない。 

９ 略 

⑵ 事故が発生した場合又はその危険性があ

る事態が生じた場合において、これらの事

実がその認定こども園の長に報告され、及

びその原因の分析の結果に基づき策定した

改善策が当該認定こども園の職員に周知さ

れる体制を整備すること。 

⑶ 定期的に、事故の発生又はその再発の防

止について、その協議を行うための会議を

開き、及びその認定こども園の職員に対し

て研修を行うこと。 

１０ 認定こども園の設置者は、その園児に対

する処遇により事故が発生したときは、次の

各号に掲げる措置を講じなければならない。 

⑴ 速やかに、その発生した事故の事実を市

長等に報告すること。 

⑵ その発生した事故の状況及び当該事故の

発生後に講じた措置について記録するこ

と。 

⑶ その発生した事故がその責めに帰すべき

事由によるものであり、かつ、当該園児に

損害が生じたときは、当該事故の損害を賠

償すること。 

１１ 認定こども園の設置者は、告示の規定で

市長が別に定めるものよりその園児に食事を

提供するときは、その認定こども園に調理員

を置かなければならない。この場合において、

その置くべき調理員のうち少なくとも１人

は、栄養士法（昭和２２年法律第２４５号）

第２条第１項に規定する栄養士の免許、同条

第３項に規定する管理栄養士の免許又は調理

師法（昭和３３年法律第１４７号）第３条第

１項に規定する調理師の免許（以下「栄養士

免許等」という。）を有する者でなければなら

ない。 

１２ 認定こども園の設置者は、日常的に関係

行うことにより、当該認定こども園の職員の

計画的な育成に努めなければならない。 

９ 略 

⑵ 事故が発生した場合又はその危険性があ

る事態が生じた場合において、これらの事

実が当該認定こども園の長に報告され、及

びその原因の分析の結果に基づき策定した

改善策が当該認定こども園の職員に周知さ

れる体制を整備すること。 

⑶ 定期的に、事故の発生又はその再発の防

止について、その協議を行うための会議を

開き、及び当該認定こども園の職員に対し

て研修を行うこと。 

１０ 認定こども園の設置者は、園児に対する

処遇により事故が発生したときは、次の各号

に掲げる措置を講じなければならない。 

⑴ 速やかに、当該事故の発生の事実を市長

等に報告すること。 

⑵ 当該事故の状況及びその発生後に講じた

措置について記録すること。 

 

⑶ 当該事故が当該認定こども園の設置者の

責めに帰すべき事由によるものであり、か

つ、当該園児に損害が生じたときは、その

損害を賠償すること。 

１１ 認定こども園の設置者は、告示第４の７

本文に定めるところによりその園児に食事を

提供するときは、当該認定こども園に調理員

を置かなければならない。この場合において、

当該調理員のうち少なくとも１人は、栄養士

法（昭和２２年法律第２４５号）第２条第１

項に規定する栄養士の免許（以下「栄養士免

許」という。）を有する者又は調理師法（昭和

３３年法律第１４７号）第３条第１項に規定

する調理師の免許（以下「調理師免許」とい

う。）を有する者でなければならない。 

 

１２ 認定こども園の設置者は、日常的に関係
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行政機関、医療機関等と相互に連携を図りな

がら、適切にその業務を行うことにより、そ

の園児等が安心してその認定こども園を利用

することができる体制の確保に努めなければ

ならない。 

１３ 告示の規定で市長が別に定めるものによ

り幼稚園型認定こども園（法第３条第１項の

認定を受けた幼稚園又は同条第３項の認定を

受けた連携施設をいう。以下同じ。）に設けら

れる保育室及び遊戯室（満３歳以上の子ども

に対する教育又は保育を行うために設けられ

るものに限る。）の面積は、次に掲げる基準に

適合していなければならない。 

１４ 認定こども園（幼稚園型認定こども園を

除く。以下この項において同じ。）の設置者は、

告示の規定で市長が別に定めるものにより屋

外遊戯場をその認定こども園の付近にある適

当な場所に代えるときは、その園児が当該場

所に移動する際の安全を確保しなければなら

ない。 

第４条  

２ 幼保連携型認定こども園の設置者は、市長

が別に定める研修（以下この項において「研

修」という。）の実施計画をその幼保連携型認

定こども園の職員の職務内容、経験等に応じ

て策定し、実施した研修の記録を保管すると

ともに、必要に応じて研修の内容の見直しを

行うことにより、当該職員の計画的な育成に

努めなければならない。 

 

 

 

３ 省令の規定で市長が別に定めるものにより

幼保連携型認定こども園に置くこととされて

いる調理員のうち少なくとも１人は、栄養士

免許等を有する者でなければならない。 

 

４ 前条第２項、第４項から第７項まで、第９

行政機関、医療機関等と相互に連携を図りな

がら、適切にその業務を行うことにより、園

児等が安心して当該認定こども園を利用する

ことができる体制の確保に努めなければなら

ない。 

１３ 告示第４の３の規定により幼稚園型認定

こども園（法第３条第１項の認定を受けた幼

稚園又は同条第３項の認定を受けた連携施設

をいう。以下同じ。）に設けられる保育室及び

遊戯室（満３歳以上の子どもに対する教育又

は保育を行うために設けられるものに限る。）

の面積は、次に掲げる基準に適合していなけ

ればならない。 

１４ 認定こども園（幼稚園型認定こども園を

除く。以下この項において同じ。）の設置者は、

告示第４の６に定めるところにより屋外遊戯

場を当該認定こども園の付近にある適当な場

所に代えるときは、その園児が当該場所に移

動する際の安全を確保しなければならない。 

 

第４条  

２ 幼保連携型認定こども園の設置者は、省令

第１３条第１項において準用する児童福祉施

設の設備及び運営に関する基準（昭和２３年

厚生省令第６３号）第７条の２第２項に規定

する研修（以下この項において「研修」とい

う。）の実施計画を当該幼保連携型認定こども

園の職員の職務内容、経験等に応じて策定し、

実施した研修の記録を保管するとともに、必

要に応じて研修の内容の見直しを行うことに

より、当該職員の計画的な育成に努めなけれ

ばならない。 

３ 省令第５条第４項の規定により幼保連携型

認定こども園に置くこととされている調理員

のうち少なくとも１人は、栄養士免許を有す

る者又は調理師免許を有する者でなければな

らない。 

４ 前条第２項、第４項から第７項まで、第９

246



 

項、第１０項及び第１２項の規定は幼保連携

型認定こども園の設置者について、同条第３

項の規定は幼保連携型認定こども園について

準用する。 

項、第１０項及び第１２項の規定は幼保連携

型認定こども園の設置者について、同条第３

項の規定は幼保連携型認定こども園について

準用する。この場合において、必要な技術的

読替えは、規則で定める。 
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（議案説明資料） 

＜令和７年２月定例会＞ 

 

種 別 条例 番 号 議案第４０号 所 管 産業政策課 

件 名 尼崎市企業投資活動促進条例の一部を改正する条例について 

内       容 

１ 改正理由 

令和６年１２月に策定した、将来のまちづくりを見据えた企業誘致のほか市内企業

のイノベーション創出に向けた設備投資の促進についての基本的な考え方を定める

「尼崎市企業立地方針」に基づき、同方針における重点分野（①化学産業を中心とし

た成長関連産業、②大学発ベンチャー等のスタートアップ企業、③本社・研究所の機

能を有した企業）を支援することで、本市経済を牽引する成長分野の企業誘致を行う

ことや市内企業の投資意欲を高めてイノベーションを促進するため、所要の整備を行

うもの。 

 

２ 主な改正内容 

⑴ 奨励金の対象となる企業投資活動の見直し 

ア 企業投資活動の対象事業（現行は「製造業」及び「貨物運送事業等」）につい

て、「重点事業」として市長が適当と認める分野に属する事業を加えるとともに、

「貨物運送事業等」を除外する。 

イ 企業投資活動の対象となる事業者が取得等を行う固定資産（現行は「家屋」及

び「償却資産」）について、「重点事業」に限り「土地」を加える。 

⑵ 奨励金の拡充 

奨励金の支給額について、固定資産税及び都市計画税の１年分相当額としている

ものを、「重点事業」に限り、固定資産税及び都市計画税の３年分相当額に拡充す

る。 

 

３ 施行期日 

令和７年４月１日 
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尼崎市企業投資活動促進条例 

改正後 現 行 

（この条例の目的） 

第１条 この条例は、企業投資活動を促進する

ため奨励金を支給することにより、本市の区

域内における産業の活性化及び雇用機会の拡

大を図り、もって本市の区域内における地域

経済の発展と市民生活の向上に寄与すること

を目的とする。 

（定義） 

第２条 この条例において、次に掲げる用語の

意義は、それぞれ当該号に定めるところによ

る。 

⑵ 企業投資活動 重点事業（本市の区域内

における産業の特性を活かすことができる

分野その他の本市の区域内における産業の

活性化に資する分野として市長が適当と認

める分野（以下「重点分野」という。）に

属する製造業その他の事業をいう。以下同

じ。）又は製造業（重点分野に属するもの

を除く。）（以下これらを「対象事業」と

いう。）を営むため、会社等が本市の区域

（工場その他これに類するものを設置して

製造業を営む場合にあっては、本市の区域

のうち都市計画法（昭和４３年法律第１０

０号）第８条第１項第１号に規定する工業

専用地域、工業地域又は準工業地域（これ

らの地域に属する区域のうち市長が別に定

める区域を除く。）に属する区域）内にお

いて、土地を取得し、若しくは賃借し、家

屋を取得し、新築し、増築し、若しくは賃

借し、又は償却資産を取得し、若しくは賃

借して、次に掲げる行為を行うことをいう。 

ア 事業所の新設又は拡張 

イ 事業所の設備の新設、増設又は更新（中

小企業者（中小企業基本法（昭和３８年

法律第１５４号）第２条第１項に規定す

る中小企業者をいう。以下同じ。）以外

（この条例の目的） 

第１条 この条例は、本市内における企業投資

活動を促進するため奨励金を支給することに

より、本市産業の活性化及び雇用機会の拡大

を図り、もって本市地域経済の発展と市民生

活の向上に寄与することを目的とする。 

 

（定義） 

第２条 この条例において、次に掲げる用語の

意義は、当該号に定めるところによる。 

 

⑵ 企業投資活動 別表第１に定める事業

（以下「対象事業」という。）を営むため、

会社等が本市内（工場その他これに類する

ものを設置して製造業を営む場合にあって

は、都市計画法（昭和４３年法律第１００

号）第８条第１項第１号に規定する工業専

用地域、工業地域又は準工業地域（規則で

定める区域を除く。）内）において、固定

資産（地方税法（昭和２５年法律第２２６

号）第３４１条第１号に規定する固定資産

をいう。以下同じ。）のうち、家屋を取得

し、新築し、増築し、若しくは賃借し、又

は償却資産を取得し、若しくは賃借して、

次のいずれかに掲げる行為（貨物運送を行

う事業、倉庫業又は卸売業（以下「貨物運

送事業等」という。）を営む場合にあって

は、アに掲げる行為に限る。）を行うこと

をいう。 

 

 

ア 事業所の新設又は拡張 

イ 事業所の設備の新設、増設又は更新（中

小企業者（中小企業基本法（昭和３８年

法律第１５４号）第２条第１項に規定す

る中小企業者をいう。以下同じ。）以外
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の会社等にあっては、新たに対象事業を

営むことを目的とするものその他市長が

別に定めるものに限る。） 

（企業投資活動事業計画の認定等） 

第３条 第１号及び第２号に掲げる要件を備え

る会社等で第３号及び第４号に掲げる要件を

備える企業投資活動を行おうとするものは、

第６条の規定による奨励金の支給を受けよう

とするときは、当該企業投資活動に係る計画

（以下「企業投資活動事業計画」という。）

を作成し、市長が別に定めるところにより、

これを市長に提出して、その認定を受けなけ

ればならない。 

⑶ 次に掲げる行為に要する費用の額の合計

額（本市の区域内に事業所を有している会

社等が、公共事業の施行に伴いその損失の

補償を受けてその事業所に係る家屋を除却

する場合において、その除却前に当該事業

所において営んでいた対象事業と同一の対

象事業に係る企業投資活動を行おうとする

ときは、当該合計額から当該補償として当

該補償に係る公共事業を施行する者から支

払われる額を控除した額）が１０億円（中

小企業者にあっては、３，０００万円）以

上であることが見込まれること。 

ア 土地又は償却資産の取得 

イ 家屋の取得、新築又は増築 

⑷ 事業所において常時使用する従業員（以

下「常勤従業員」という。）について、次

に掲げる要件を備えていること。 

ア この項の規定による認定の申請の際現

に本市の区域内に事業所を有していない

会社等が新たに対象事業を営むために本

市内に事業所を新設する場合にあって

は、その新設する事業所において対象事

業を開始する日における当該事業所の常

勤従業員について、別表の左欄に掲げる

事業所の区分及び同表の右欄に掲げる会

の会社等にあっては、新たに対象事業を

営むことを目的とするものその他規則で

定めるものに限る。） 

（企業投資活動事業計画の認定等） 

第３条 第１号及び第２号に掲げる要件を備え

る会社等で第３号から第５号までに掲げる要

件を備える企業投資活動を行おうとするもの

は、第６条の規定による奨励金の支給を受け

ようとするときは、当該企業投資活動に係る

計画（以下「企業投資活動事業計画」という。）

を作成し、規則で定めるところにより、これ

を市長に提出して、その認定を受けなければ

ならない。 

 ⑶ 企業投資活動事業計画に基づく次に掲げ

る固定資産の取得等に要する費用の額の合

計額（本市内に事業所を有している会社等

が、公共事業の施行に伴いその損失の補償

を受けて当該事業所に係る家屋を除却する

場合において、その除却前に当該事業所に

おいて営んでいた対象事業と同一の対象事

業に係る企業投資活動を行おうとするとき

は、当該合計額から当該補償として当該公

共事業を施行する者から支払われる額を控

除した額）が１０億円（中小企業者にあっ

ては、３，０００万円）以上であること。 

ア 土地又は償却資産の取得 

イ 家屋の取得、新築又は増築 

⑷ 事業所において常時使用する従業員（以

下「常勤従業員」という。）について次に

掲げる要件を備えていること。 

ア 認定の申請の際現に本市内に事業所を

有していない会社等が新たに対象事業を

営むために本市内に事業所を新設する場

合にあっては、対象事業を開始する日に

おける当該事業所の常勤従業員について

別表第２の左欄に掲げる事業所の区分及

び同表の右欄に掲げる会社等の区分に応

じ、それぞれ同表に定める人数以上であ
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社等の区分に応じ、それぞれ同表に定め

る人数以上であることが見込まれるこ

と。 

イ この項の規定による認定の申請の際現

に本市の区域内に事業所を有している会

社等が本市の区域内で前条第２号ア又は

イに掲げる行為を行う場合にあっては、

その行う当該行為に係る対象事業を開始

する日において本市の区域内に存する当

該会社等の事業所における常勤従業員の

合計人数について、当該申請の際現に本

市内に存する事業所における常勤従業員

の合計人数（その数が別表の左欄に掲げ

る事業所の区分及び同表の右欄に掲げる

会社等の区分に応じ、それぞれ同表に定

める人数を下回るときは、当該人数）を

下回らないことが見込まれること。 

（削る） 

 

 

 

 

 

（削る） 

 

 

 

（削る） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ること。 

 

 

イ 認定の申請の際現に本市内に事業所を

有している会社等が前条第２号ア又はイ

に掲げる行為を行う場合にあっては、対

象事業を開始する日において本市内に存

する事業所における常勤従業員の合計人

数が認定の申請の際現に本市内に存する

事業所における常勤従業員の合計人数

（その数が別表第２の左欄に掲げる事業

所の区分及び同表の右欄に掲げる会社等

の区分に応じ、それぞれ同表に定める人

数を下回るときは、当該人数）を下回ら

ないこと。 

 

 

ウ 貨物運送事業等を営む会社等が対象事

業を開始する日において新たに事業所の

常勤従業員を雇用する場合にあっては、

当該常勤従業員に占める本市内に住所を

有する者（以下「市内居住者」という。）

の割合が２分の１以上であること。 

⑸ 貨物運送事業等を営む場合にあっては、

事業所の常勤従業員の人数の当該事業所の

延べ床面積に対する割合が１５０分の１以

上であること。 

２ 企業投資活動事業計画には、次の各号に掲

げる事項を記載しなければならない。 

⑴ 企業投資活動に係る対象事業に関する事  

 項 

⑵ 企業投資活動に係る事業所及び設備の概

要に関する事項 

⑶ 企業投資活動を行う者に関する事項 

⑷ 企業投資活動を行う場所及び時期に関す

る事項 

⑸ 企業投資活動に係る対象事業の用に供す

る固定資産及びその取得等に要する費用に
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２ 市長は、前項の規定による認定の申請があ

った場合において、当該申請をした会社等が

同項第１号及び第２号に掲げる要件を備え、

かつ、その企業投資活動事業計画に係る企業

投資活動が同項第３号及び第４号に掲げる要

件を備えるとともに、当該企業投資活動事業

計画が次の各号のいずれにも適合するもので

あると認めるときは、その認定を行うものと

する。 

⑴ その企業投資活動が本市の区域内におけ

る地域経済の発展に資するものであるこ

と。 

⑵ その企業投資活動に係る対象事業の実施

に向けて、環境の保全への配慮がなされて

いること。 

⑶ 当該会社等の経営状況等に照らして適切

であること。 

３ 前項の規定による認定（以下「企業投資活

動認定」という。）を受けた会社等（以下「認

定事業者」という。）は、市長が別に定める

期間内にその企業投資活動認定を受けた企業

投資活動事業計画（以下「認定事業計画」と

いう。）に基づく企業投資活動に係る対象事

業（以下「認定事業」という。）を開始しな

ければならない。 

（認定事業計画の変更） 

第４条 認定事業者は、認定事業計画の変更（規

則で定める軽微な変更を除く。）をしようと

するときは、市長が別に定めるところにより、

あらかじめ、市長の認定を受けなければなら

ない。 

２ 前条第２項の規定は、前項の変更の認定に

ついて準用する。 

（認定事業者の地位の承継） 

関する事項 

⑹ 企業投資活動に係る事業所における従業

員に関する事項 

⑺ その他市長が必要と認める事項 

３ 市長は、第１項の規定による認定の申請が

あった場合において、当該申請をした会社等

が同項第１号及び第２号に掲げる要件を備

え、かつ、その企業投資活動事業計画が、同

項第３号から第５号までに掲げる要件を備え

るとともに、次の各号のいずれにも適合する

ものであると認めるときは、その認定を行う

ものとする。 

 

⑴ 企業投資活動が本市地域経済の発展に資

するものであること。 

 

⑵ 企業投資活動に係る対象事業の実施に向

けて、環境の保全への配慮がなされている

こと。 

⑶ 企業投資活動事業計画が当該会社等の経

営状況等に照らして適切であること。 

４ 前項の規定による認定（以下「企業投資活

動認定」という。）を受けた会社等（以下「認

定事業者」という。）は、規則で定める期間

内に当該企業投資活動認定を受けた企業投資

活動事業計画（以下「認定事業計画」という。）

に基づく企業投資活動に係る対象事業（以下

「認定事業」という。）を開始しなければな

らない。 

（認定事業計画の変更） 

第４条 認定事業者は、認定事業計画の変更（規

則で定める軽微な変更を除く。）をしようと

するときは、規則で定めるところにより、あ

らかじめ、市長の認定を受けなければならな

い。 

２ 前条第３項の規定は、前項の変更の認定に

ついて準用する。 

（認定事業者の地位の承継） 
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第５条 相続、事業譲渡、合併、分割等の事由

により認定事業計画（前条第１項の変更の認

定があったときは、その変更後のもの。以下

同じ。）に基づく企業投資活動又は認定事業

を承継した者は、市長が別に定めるところに

より、市長の承認を得て、その承継をした企

業投資活動又は認定事業に係る認定事業者の

地位を承継することができる。 

（奨励金の支給） 

第６条 略 

⑴ 企業投資活動奨励金 次に掲げる区分に

応じ、当該ア又はイに定める額 

ア 認定事業が重点事業である場合 次に

掲げる額の合計額 

(ｱ) 認定事業者がその認定事業計画に基

づいて取得した土地、取得し、新築し、

若しくは増築した家屋又は取得した償

却資産でその取得、新築又は増築をし

た認定事業者が所有し、かつ、その認

定事業の用に供するもの（以下(ｱ)にお

いて「取得土地等」という。）に対し

て課される固定資産税（増築した家屋

にあっては、その増築部分の評価額に

対応する部分に限る。以下同じ。）で、

当該認定事業者が取得土地等を所有す

ることとなった日（以下(ｱ)において「所

有日」という。）の属する年の翌年の

１月１日（所有日が１月１日である場

合は、所有日の属する年の１月１日）

を賦課期日とする年度分から３年度分

のものの合計額に相当する額 

(ｲ) 認定事業者がその認定事業計画に基

づいて取得した土地又は取得し、新築

し、若しくは増築した家屋でその取得、

新築又は増築をした認定事業者が所有

し、かつ、その認定事業の用に供する

もの（以下(ｲ)において「取得土地等」

という。）に対して課される都市計画

第５条 相続、事業譲渡、合併、分割等の事由

により認定事業計画（前条第１項の変更の認

定があったときは、その変更後のもの。以下

同じ。）に基づく企業投資活動又は認定事業

を承継した者は、規則で定めるところにより、

市長の承認を得て、当該認定事業者の地位を

承継することができる。 

 

（奨励金の支給） 

第６条 略 

⑴ 企業投資活動奨励金 次に掲げる額の合

計額 

ア 認定事業者がその認定事業計画に基づ

いて取得し、新築し、若しくは増築した

家屋（以下「認定事業用家屋」という。）

又は取得した償却資産で当該認定事業者

が所有し、かつ、その認定事業の用に供

するものに対して課される固定資産税

（増築した家屋にあっては、その増築部

分の評価額に対応する部分に限る。）で、

当該認定事業者が当該認定事業用家屋又

は償却資産を所有することとなった日

（以下アにおいて「取得日」という。）

の属する年の翌年の１月１日（当該取得

日が１月１日である場合は、同日）を賦

課期日とするものの額に相当する額 
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税（増築した家屋にあっては、その増

築部分の評価額に対応する部分に限

る。以下同じ。）で、当該認定事業者

が取得土地等を所有することとなった

日（以下(ｲ)において「所有日」という。）

の属する年の翌年の１月１日（所有日

が１月１日である場合は、所有日の属

する年の１月１日）を賦課期日とする

年度分から３年度分のものの合計額に

相当する額 

イ 認定事業が製造業（重点分野に属する

ものを除く。）である場合 次に掲げる

額の合計額 

(ｱ) 認定事業者がその認定事業計画に基

づいて取得し、新築し、若しくは増築

した家屋又は取得した償却資産でその

取得、新築又は増築をした認定事業者

が所有し、かつ、その認定事業の用に

供するもの（以下(ｱ)において「取得家

屋等」という。）に対して課される固

定資産税で、当該認定事業者が取得家

屋等を所有することとなった日（以下

(ｱ)において「所有日」という。）の属

する年の翌年の１月１日（所有日が１

月１日である場合は、所有日の属する

年の１月１日）を賦課期日とする年度

分のものの額に相当する額 

(ｲ) 認定事業者がその認定事業計画に基

づいて取得し、新築し、若しくは増築

した家屋でその取得、新築又は増築を

した認定事業者が所有し、かつ、その

認定事業の用に供するもの（以下(ｲ)に

おいて「取得家屋等」という。）に対

して課される都市計画税で、当該認定

事業者が取得家屋等を所有することと

なった日（以下(ｲ)において「所有日」

という。）の属する年の翌年の１月１

日（所有日が１月１日である場合は、

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

イ 認定事業者が認定事業用家屋で当該認

定事業者が所有し、かつ、その認定事業

の用に供するものに対して課される都市

計画税（増築した家屋にあっては、その

増築部分の評価額に対応する部分に限

る。）で、当該認定事業者が当該認定事

業用家屋を所有することとなった日（以

下イにおいて「取得日」という。）の属

する年の翌年の１月１日（当該取得日が

１月１日である場合は、同日）を賦課期

日とするものの額に相当する額 
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所有日の属する年の１月１日）を賦課

期日とする年度分のものの額に相当す

る額 

⑵ 略 

ア 認定事業に係る事業所（以下「認定事

業所」という。）における常勤従業員（そ

の認定事業に係る第３条第１項の規定に

よる認定の申請があった日から当該認定

事業が開始された日から起算して２年を

経過する日（以下「転入期限」という。）

までの間に本市の区域外から本市の区域

内への転入（住民基本台帳法（昭和４２

年法律第８１号）第２２条第１項に規定

する転入をいう。）（以下「市内転入」

という。）をした者で、その市内転入を

した日から引き続き１年以上本市内に住

所を有しているものに限る。以下「新規

転入従業員」という。）の属する世帯（新

規転入従業員と生計を同じくしている者

の集まりをいう。イにおいて同じ。）の

数に５万円を乗じて得た額 

イ 新規転入従業員で市内転入をした日か

ら転入期限までの間に本市の区域内にお

いて住宅（新規転入従業員が取得し、又

は新築したものに限る。）に居住するこ

ととなったものの属する世帯の数に５万

円を乗じて得た額 

（認定事業の開始の届出） 

第７条 認定事業者は、認定事業を開始したと

きは、市長が別に定めるところにより、その

旨を市長に届け出なければならない。 

（認定事業の休止又は廃止の届出） 

第８条 認定事業者は、認定事業を休止し、又

は廃止しようとするときは、市長が別に定め

るところにより、その旨を市長に届け出なけ

ればならない。 

（企業投資活動認定の取消し等） 

第９条 市長は、認定事業者が次の各号のいず

 

 

 

⑵ 略 

ア 認定事業に係る事業所（以下「認定事

業所」という。）における常勤従業員（当

該認定事業に係る第３条第１項の規定に

よる認定の申請があった日から当該認定

事業が開始された日から起算して２年を

経過する日（以下「転入期限」という。）

までの間に本市外から本市内への転入

（住民基本台帳法（昭和４２年法律第８

１号）第２２条第１項に規定する転入を

いう。）（以下「市内転入」という。）

をした者で、当該市内転入をした日から

引き続き１年以上本市内に住所を有して

いるものに限る。以下「新規転入従業員」

という。）の属する世帯（新規転入従業

員と生計を同じくしている者の集まりを

いう。イにおいて同じ。）の数に５万円

を乗じて得た額 

イ 新規転入従業員で市内転入をした日か

ら転入期限までの間に本市内において住

宅（新規転入従業員が取得し、又は新築

したものに限る。）に居住することとな

ったものの属する世帯の数に５万円を乗

じて得た額 

（認定事業の開始の届出） 

第７条 認定事業者は、認定事業を開始したと

きは、規則で定めるところにより、その旨を

市長に届け出なければならない。 

（認定事業の休止又は廃止の届出） 

第８条 認定事業者は、認定事業を休止し、又

は廃止しようとするときは、規則で定めると

ころにより、その旨を市長に届け出なければ

ならない。 

（企業投資活動認定の取消し等） 

第９条 市長は、認定事業者が次の各号のいず
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れかに該当すると認めるときは、その企業投

資活動認定を取り消すことができる。 

⑵ 第３条第１項第１号及び第２号に掲げる

要件のいずれかを欠いているとき。 

⑷ 第３条第３項の規定に違反したとき。 

２ 市長は、認定事業計画が第３条第２項各号

のいずれかに適合しなくなったと認めるとき

は、その変更を指示し、又はその企業投資活

動認定を取り消すことができる。 

４ 市長は、第１項の規定により企業投資活動

認定を取り消したときは、その取り消しをし

た企業投資活動認定を受けていた会社等に対

し、第６条の規定により支給した奨励金（そ

の取消しの効力が及ぶ範囲に限る。）の額の

範囲内で市長が別に定める額の返還を命ずる

ことができる。 

（認定事業者の責務） 

第１０条 認定事業者は、その認定事業所にお

いて従業員を雇用しようとするときは、市内

居住者を雇用するよう努めるとともに、地域

社会の構成員として、参画及び協働の理念に

基づき、その発展に協力するよう努めなけれ

ばならない。 

 

２ 認定事業者は、前項の規定によりその認定

事業所において常勤従業員として市内居住者

を雇用しようとするときは、その際雇用しよ

うとする当該認定事業所の常勤従業員に占め

る市内居住者の割合が３分の１以上となるよ

うに雇用するよう努めなければならない。 

３ 認定事業者は、通算して５年以上認定事業

所において製造、研究、開発等（以下「製造

等」という。）を行わなければならない。た

だし、災害、倒産（雇用保険法（昭和４９年

法律第１１６号）第２３条第２項第１号に規

定する倒産をいう。）その他やむを得ない事

由により通算して５年以上製造等を行うこと

が困難であると市長が認めるときは、この限

れかに該当すると認めるときは、企業投資活

動認定を取り消すことができる。 

⑵ 第３条第１項第１号又は第２号に掲げる

要件のいずれかを欠いているとき。 

⑷ 第３条第４項の規定に違反したとき。 

２ 市長は、認定事業計画が第３条第３項各号

のいずれかに適合しなくなったと認めるとき

は、当該認定事業計画の変更を指示し、又は

企業投資活動認定を取り消すことができる。 

４ 市長は、第１項の規定により企業投資活動

認定を取り消したときは、当該企業投資活動

認定を受けていた会社等に対し、第６条の規

定により支給した奨励金（その取消しの効力

が及ぶ範囲に限る。）の額の範囲内で規則で

定める額の返還を命ずることができる。 

 

（認定事業者の責務） 

第１０条 認定事業者は、認定事業所において

従業員を雇用しようとするとき（第３条第１

項第４号ウに規定する場合を除く。）は、市

内居住者を雇用するよう努めるとともに、地

域社会の構成員として、参画及び協働の理念

に基づき、その発展に協力するよう努めなけ

ればならない。 

２ 認定事業者は、前項の規定により認定事業

所において常勤従業員として市内居住者を雇

用しようとするときは、その際雇用しようと

する当該認定事業所の常勤従業員に占める市

内居住者の割合が３分の１以上となるように

雇用するよう努めなければならない。 

３ 認定事業者は、通算して５年以上認定事業

所において製造、研究、開発、物品の集配又

は保管、卸売等（以下「製造等」という。）

を行わなければならない。ただし、災害、倒

産（雇用保険法（昭和４９年法律第１１６号）

第２３条第２項第１号に規定する倒産をい

う。）その他やむを得ない事由により通算し

て５年以上製造等を行うことが困難であると
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りでない。 

４ 認定事業者は、その認定事業を開始した日

から１０年を経過する日までの間、当該認定

事業を継続するよう努めなければならない。 

（報告） 

第１１条 認定事業者は、市長が別に定めると

ころにより、その認定事業の運営状況につい

て、市長に報告しなければならない。 

（調査） 

第１２条 市長は、認定事業所において、その

認定事業について必要と認める事項を調査す

ることができる。 

（共同企業体に関する特例） 

第１３条 会社等及びこれと市長が別に定める

資本関係を有する会社等により構成される団

体でその結成を市長に届け出たもの（以下「共

同企業体」という。）については、共同企業体

を会社等と、市長が別に定める要件を備える

共同企業体を中小企業者とみなして、第２条

から前条まで及び別表の規定を適用する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

市長が認めるときは、この限りでない。 

４ 認定事業者は、認定事業を開始した日から

１０年を経過する日までの間、当該認定事業

を継続するよう努めなければならない。 

（報告） 

第１１条 認定事業者は、規則で定めるところ

により、その認定事業の運営状況について、

市長に報告しなければならない。 

（調査） 

第１２条 市長は、認定事業所において、その

認定事業に関し必要と認める事項を調査する

ことができる。 

（共同企業体に関する特例） 

第１３条 会社等及び当該会社等と規則で定め

る資本関係を有する会社等により構成される

団体でその結成を市長に届け出たもの（以下

「共同企業体」という。）については、当該

共同企業体を会社等と、規則で定める要件を

備える共同企業体を中小企業者とみなして、

第２条から前条まで、別表第１及び別表第２

の規定を適用する。この場合において、第２

条第１号中「がその」とあるのは「で共同企

業体（第１３条第１項に規定する共同企業体

をいう。次号、次条第１項、第３項及び第４

項、第９条第４項並びに別表第２において同

じ。）を構成するもの（以下「構成企業」と

いう。）がその」と、同条第２号中「会社等

が」とあるのは「構成企業が」と、「次」と

あるのは「当該構成企業により構成される共

同企業体の他の構成企業が次」と、同号イ中

「中小企業者（中小企業基本法（昭和３８年

法律第１５４号）第２条第１項に規定する中

小企業者をいう。以下同じ。）」とあるのは

「第１３条第１項に規定する規則で定める要

件を備える共同企業体（次条第１項第３号及

び別表第２において「中小共同企業体」とい

う。）」と、「会社等」とあるのは「共同企

業体の構成企業」と、第３条第１項中「会社
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等で」とあるのは「会社等により構成される

共同企業体で」と、同項第３号中「会社等が、」

とあるのは「構成企業が」と、「前に」とあ

るのは「前に当該構成企業が」と、「行おう」

とあるのは「当該構成企業により構成される

共同企業体が行おう」と、「中小企業者」と

あるのは「中小共同企業体」と、同項第４号

ア中「現に」とあるのは「現にその構成企業

がいずれも」と、「会社等が」とあるのは「場

合において、これらの構成企業のいずれかが」

と、「場合にあっては」とあるのは「ときは」

と、「会社等の」とあるのは「共同企業体の」

と、同号イ中「現に」とあるのは「現にその

構成企業のいずれかが」と、「会社等が」と

あるのは「場合において、これらの構成企業

のいずれかが」と、「場合にあっては」とあ

るのは「ときは」と、「会社等の」とあるの

は「共同企業体の」と、同号ウ中「貨物運送

事業等を営む会社等」とあるのは「その構成

企業のうち貨物運送事業等を営むもの」と、

同条第３項中「会社等が」とあるのは「共同

企業体の構成企業が」と、同項第３号中「会

社等」とあるのは「構成企業」と、同条第４

項中「会社等」とあるのは「共同企業体」と、

「いう。）は」とあるのは「いう。）の構成

企業（対象事業を行う会社等に限る。）は」

と、第６条第１号ア中「がその」とあるのは

「の構成企業がその」と、「当該認定事業者」

とあるのは「当該構成企業」と、同号イ中「が

認定事業用家屋」とあるのは「の構成企業が

認定事業用家屋」と、「当該認定事業者」と

あるのは「当該構成企業」と、第９条第１項

第２号中「第３条第１項第１号」とあるのは

「その構成企業が第３条第１項第１号」と、

同項第４号中「第３条第４項」とあるのは「そ

の構成企業（認定事業を行う会社等に限る。

次号及び次条において同じ。）が第３条第４

項」と、同項第５号中「次条第３項」とある
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２ 市長は、共同企業体が認定事業者（会社等

に限る。以下この項において同じ。）及び他

の会社等を構成員として結成され、かつ、そ

の構成員たる認定事業者が事業譲渡、分割等

の事由によりその構成員たる他の会社等に対

しその認定事業計画に基づく企業投資活動に

係る固定資産又はその認定事業のいずれか一

方を承継させた場合において、当該他の会社

等が第３条第１項第１号及び第２号に掲げる

要件を備えていると認めるときは、その結成

された共同企業体を認定事業者とみなして、

前項の規定の例により第４条から前条までの

規定を適用することができる。 

（委任） 

第１４条 この条例に定めるもののほか、この

条例の施行について必要な事項は、市長が定

める。 

（削る） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

のは「その構成企業が次条第３項」と、同条

第４項中「会社等」とあるのは「共同企業体

及びその構成企業」と、第１０条中「認定事

業者」とあるのは「認定事業者の構成企業」

と、別表第２中「会社等」とあるのは「共同

企業体」と、「中小企業者」とあるのは「中

小共同企業体」とする。 

２ 市長は、共同企業体が認定事業者（会社等

に限る。以下この項において同じ。）及び他

の会社等を構成員として結成され、かつ、当

該認定事業者が事業譲渡、分割等の事由によ

り当該他の会社等に対しその認定事業計画に

基づく企業投資活動に係る固定資産又はその

認定事業のいずれか一方を承継させた場合に

おいて、当該他の会社等が第３条第１項第１

号及び第２号に掲げる要件を備えていると認

めるときは、当該共同企業体を認定事業者と

みなして、前項の規定の例により第４条から

前条までの規定を適用することができる。 

 

（委任） 

第１４条 この条例に定めるもののほか、この

条例の施行について必要な事項は、規則で定

める。 

別表第１ 

分野 事業 

医療・福

祉関連分

野 

医療・福祉関連機器、医薬品、保

健機能食品等の研究、開発又は製

造を行う事業 

情報通信

関連分野 

情報通信関連機器及び製品の研

究、開発又は製造を行う事業 

製造技術

関連分野 

１ 情報通信システムと融合化

した高度生産システム等の新

製造システムの研究、開発又は

製造を行う事業 

２ ファインセラミックス等の

新素材・新材料及びこれらを応

用した製品の研究、開発又は製
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別表 

事業所 

会社等 

中小企業者

以外の会社

等 

中小企業 

者 

１ 研究又は開発を

行う事業所 

 

 

１０人 ４人 

（削る） 

 

 

（削る） （削る） 

２ 前項に掲げる事

業所以外の事業所 

 

５０人 ４人 

 

造を行う事業 

３ マイクロマシン等に利用さ

れる新機構技術・高度加工技術

の研究又は開発及びこれらを

応用した製品の研究、開発又は

製造を行う事業 

環境・エ

ネルギー

関連分野 

環境関連機器、環境調和型製品及

び燃料電池等の新エネルギー・省

エネルギー関連機器の研究、開発

又は製造を行う事業 

バイオテ

クノロジ

ー関連分

野 

バイオテクノロジーを応用した

製品の研究、開発又は製造を行う

事業 

ビジネス

支援関連

分野 

情報サービス業、エンジニアリン

グ業、デザイン業及び人材育成業 

上記の製造業以外の製造業 

貨物運送を行う事業、倉庫業及び卸売業（就労

機会の創出に資すると市長が認めるものに限

る。） 

別表第２ 

事業所 

会社等 

中小企業者

以外の会社

等 

中小企業 

者 

１ 研究又は開発を

行う事業所（次項

に掲げる事業所を

除く。） 

１０人 ４人 

２ 貨物運送事業等

を営むための事業

所 

１００人 ２０人 

３ 前２項に掲げる

事業所以外の事業

所 

５０人 ４人 
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（議案説明資料） 

 

＜令和７年２月定例会＞ 

種 別 条例 番 号 議案第４１号 所 管 生活安全課 

件 名 売春等取締条例を廃止する条例について 

内       容 

１ 廃止理由 

刑法等の一部を改正する法律（令和４年法律第６７号）の制定により、令和７年６

月１日から、「懲役」及び「禁錮」が廃止になり、「拘禁刑」が創設されることに伴い、

これらの罰則を規定している売春等取締条例についても改正の要否を検討する必要

があった。 

検討の結果、売春防止法施行後において条例が適用された実績がないこと、他の地

方公共団体においては同様の条例が既に廃止されていることが一般的である状況の

中、本市の区域内に限った規制をする必要性がないこと、条例の規制を適用するにあ

たって事実上全く条例が周知されていない中で犯罪の故意を認定することは極めて

難しいといった兵庫県警からの意見があることを総合的に勘案し、本条例を廃止する

もの。 

 

２ 施行期日 

  公布の日 
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売春等取締条例 

現 行 

（目的） 

第１条 この条例は売春等に関する諸行為を取締り、健全な社会秩序の維持を図ることを目的と

する。 

（定義） 

第２条 この条例で売春とは報酬を受け若しくは受ける約束で不特定の相手方と性交又は性交の

類似行為をすることをいう。 

（売春行為） 

第３条 売春をした者は５，０００円以下の罰金又は拘留に処する。 

２ 常習として売春をした者は３月以下の懲役又は５，０００円以下の罰金に処する。 

（雇主等の行為） 

第４条 雇傭、業務その他特殊の関係を利用して売春をさせた者、又は売春の報酬の全部若しく

は一部を収受した者は６月以下の懲役又は１０，０００円以下の罰金に処する。 

（客引行為） 

第５条 売春の目的で道路その他公の場所において、他人の進路に立ちふさがり、その身辺につ

きまとい又はこれに類似する方法で、相手方を誘つた者は３，０００円以下の罰金又は拘留に

処する。 

（周旋行為） 

第６条 売春を周旋する目的で前条の行為をした者は３月以下の懲役又は５，０００円以下の罰

金に処する。 

２ 常習として前項の行為をした者は６月以下の懲役又は１０，０００円以下の罰金に処する。 

（援助見張等の行為） 

第７条 第３条第５条第６条の行為をさせる目的でその行為者に対して経済的援助指導的役割を

した者、又は取締りに対して見張り若しくは妨害等の行為をした者は６月以下の懲役又は１０，

０００円以下の罰金に処する。 

（場所提供行為） 

第８条 売春のための場所を提供した者は５，０００円以下の罰金又は拘留に処する。 

２ 常習として、又は利益を受け、若しくは受ける約束で前項の行為をした者は６月以下の懲役

又は１０，０００円以下の罰金に処する。 
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（議案説明資料） 

＜令和７年２月定例会＞ 

種 別 条例 番 号 議案第４２号 所 管 建築指導課、開発指導課 

件 名 尼崎市建築物等関係事務手数料条例の一部を改正する条例について 

内       容 

１ 改正理由 

脱炭素社会の実現に資するための建築物のエネルギー消費性能の向上に関する法

律等の一部を改正する法律（令和４年法律第６９号）の制定により、これまで対象外

であった住宅等においても、建築物の新築・増改築時に国が定める省エネ基準へ適合

しているかどうかを判定する「省エネ基準適合判定」を受ける必要が生じること等に

伴い、所要の整備を行うもの。 

また、宅地造成等規制法の一部を改正する法律（令和４年法律第５５号）の施行に

より、宅地造成に伴う崖崩れ又は土砂の流出による災害を防止するため、市内全域を

宅地造成の際に許可等が必要となる「宅地造成等工事規制区域」に指定することに伴

い、所要の整備を行うもの。 

 

２ 主な改正内容 

⑴ 「省エネ基準適合判定」が必要な対象が拡大されるため、新たに対象となる建築

物の当該判定の審査に係る手数料の規定を追加する。 

ア 判定の対象が１戸建ての住宅である場合 

床面積の区分等に応じ１件につき ６，６００円から３９，０００円 

イ 判定の対象が共同住宅等である場合 

床面積の区分等に応じ１件につき １２，０００円から１，７９８，０００円 

⑵ 宅地造成等工事規制区域内において行われる宅地造成等に関する工事の許可等

に係る手数料の規定を追加する。 

ア 宅地造成等に関する工事の許可 

面積の区分等に応じ１件につき １１，０００円から６３０，０００円 

イ 宅地造成等に関する工事の中間検査 

面積の区分に応じ１件につき ３，０００円から６０，０００円 

 

３ 施行期日 

令和７年４月１日 
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尼崎市建築物等関係事務手数料条例 

改正後 

第２条 手数料を徴収する事務及び手数料の額は、次のとおりとする。 

⑶ 宅地造成及び特定盛土等規制法（昭和３６年法律第１９１号）又は宅地造成及び特定盛土

等規制法施行規則（昭和３７年建設省令第３号）の規定に基づく事務で別表第２の２に掲げ

るもの 同表に定める額 

⑷～⑾ 略 

別表第１ 

１ 建築基準法（以下この表において「法」という。）第６条第１項（法第８７条第１項におい

て準用する場合を含む。次項において同じ。）の規定に基づく建築物に関する確認の申請又は

法第１８条第２項（法第８７条第１項において準用する場合を含む。）の規定に基づく建築物

に関する計画の通知に対する審査（同項に該当するものを除く。） 次表に定める額 

区分 金額 

(１件につき) 

⑴ 床面積の合計が 30平方メートル以下のもの 11,000 円

⑵ 床面積の合計が 30 平方メートルを超え 100 平方メートル以下のも

の 

19,000 円

⑶ 床面積の合計が 100 平方メートルを超え 200 平方メートル以下のも

の 

53,000 円

⑷ 床面積の合計が 200 平方メートルを超え 300 平方メートル以下のも

の 

57,000 円

⑸ 床面積の合計が 300 平方メートルを超え 1,000 平方メートル以下の

もの 

  68,000 円 

⑹ 床面積の合計が 1,000 平方メートルを超え 2,000 平方メートル以下

のもの 

93,000 円

⑺ 床面積の合計が 2,000 平方メートルを超え 10,000 平方メートル以

下のもの 

221,000 円

⑻ 床面積の合計が 10,000 平方メートルを超え 50,000 平方メートル以

下のもの 

338,000 円

⑼ 床面積の合計が 50,000 平方メートルを超えるもの 609,000 円

摘要 略 

１の２ 法第６条第１項の規定に基づく建築物に関する確認の申請又は法第１８条第２項の規定

に基づく建築物に関する計画の通知に対する審査（その対象に、要確認特定建築行為（建築物

のエネルギー消費性能の向上等に関する法律第１１条第１項に規定する要確認特定建築行為を

いう。以下この表において同じ。）で同項ただし書に規定する特定建築行為（規則で定めるも

のに限る。）であるもの又は要通知特定建築行為（同法第１２条第２項に規定する要通知特定

建築行為をいう。以下この表において同じ。）で同項ただし書に規定する特定建築行為（規則

で定めるものに限る。）であるもの（これらのうち法令の規定により同法第１１条第６項に規
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現 行 

第２条 手数料を徴収する事務及び手数料の額は、次のとおりとする。 

 

 

 

⑶～⑽ 略 

別表第１ 

１ 建築基準法（以下この表において「法」という。）第６条第１項（法第８７条第１項におい

て準用する場合を含む。）の規定に基づく建築物に関する確認の申請又は法第１８条第２項

（法第８７条第１項において準用する場合を含む。）の規定に基づく建築物に関する計画の通

知に対する審査 次表に定める額 

区分 金額 

(１件につき) 

⑴ 床面積の合計が 30平方メートル以下のもの 11,000 円

⑵ 床面積の合計が 30 平方メートルを超え 100 平方メートル以下のも

の 

19,000 円

⑶ 床面積の合計が 100 平方メートルを超え 200 平方メートル以下のも

の 

31,000 円

⑷ 床面積の合計が 200 平方メートルを超え 500 平方メートル以下のも

の 

43,000 円

⑸ 床面積の合計が 500 平方メートルを超え 1,000 平方メートル以下の

もの 

68,000 円

⑹ 床面積の合計が 1,000 平方メートルを超え 2,000 平方メートル以下

のもの 

93,000 円

⑺ 床面積の合計が 2,000 平方メートルを超え 10,000 平方メートル以

下のもの 

221,000 円

⑻ 床面積の合計が 10,000 平方メートルを超え 50,000 平方メートル以

下のもの 

338,000 円

⑼ 床面積の合計が 50,000 平方メートルを超えるもの 609,000 円

摘要 略 
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定する適合判定通知書の交付を受けたものとみなされるものを除く。）に係る部分で同条第１

項に規定する建築物エネルギー消費性能適合性判定を受けないもの（以下この項及び別表第６

において「仕様基準適合部分」という。）を含む建築物を含む場合に限る。） 前項の表に定め

る額に次表に定める額を加えて得た額 

区分 金額 

(１件につき) 

⑴ 申請又は通知の

あった建築物に一

戸建ての住宅が含

まれる場合 

ア 一戸建ての住宅の仕様基準適合部分の床面積

の合計が 200 平方メートル未満のもの 

19,000 円

イ 一戸建ての住宅の仕様基準適合部分の床面積

の合計が 200 平方メートル以上のもの 

21,000 円

⑵ 申請又は通知の

あった建築物に共

同住宅等が含まれ

る場合 

ア 共同住宅等の仕様基準適合部分の床面積の合

計が 300 平方メートル未満のもの 

34,000 円

イ 共同住宅等の仕様基準適合部分の床面積の合

計が 300 平方メートル以上 2,000 平方メートル

未満のもの 

62,000 円

ウ 共同住宅等の仕様基準適合部分の床面積の合

計が 2,000 平方メートル以上 5,000 平方メート

ル未満のもの 

119,000 円

エ 共同住宅等の仕様基準適合部分の床面積の合

計が 5,000 平方メートル以上 10,000 平方メート

ル未満のもの 

170,000 円

オ 共同住宅等の仕様基準適合部分の床面積の合

計が 10,000 平方メートル以上 25,000 平方メー

トル未満のもの 

308,000 円

カ 共同住宅等の仕様基準適合部分の床面積の合

計が 25,000 平方メートル以上 50,000 平方メー

トル未満のもの 

500,000 円

キ 共同住宅等の仕様基準適合部分の床面積の合

計が 50,000 平方メートル以上のもの 

881,000 円

摘要 

１ 申請又は通知のあった建築物について各号のいずれにも該当する場合は、各号に定め

る額の合計額とする。 

２ 共同住宅等の仕様基準適合部分の床面積の合計の算定方法は、市長が別に定める。 

備考 「共同住宅等」とは、一戸建ての住宅以外の住宅をいう。 

４ 法第７条第４項又は第１８条第２１項の規定に基づく建築物に関する完了の検査（次項に該

当するものを除く。） 次表に定める額 

区分 金額 

(１件につき) 
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４ 法第７条第４項又は第１８条第１７項の規定に基づく建築物に関する完了の検査（次項に該

当するものを除く。） 次表に定める額 

区分 金額 

(１件につき) 
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A 中間検査を受け

たもの 

B A に掲げるもの

以外のもの 

⑴ 床面積の合計が 30平方メートル以下のもの 13,000 円 14,000 円

⑵ 床面積の合計が 30 平方メートルを超え 100 平

方メートル以下のもの 

17,000 円 18,000 円

⑶ 床面積の合計が 100 平方メートルを超え 200 平

方メートル以下のもの 

24,000 円 25,000 円

⑷ 床面積の合計が 200 平方メートルを超え 300 平

方メートル以下のもの 

33,000 円 34,000 円

⑸ 床面積の合計が 300 平方メートルを超え 1,000

平方メートル以下のもの 

45,000 円 47,000 円

⑹ 床面積の合計が 1,000 平方メートルを超え

2,000 平方メートル以下のもの 

61,000 円 64,000 円

⑺ 床面積の合計が 2,000 平方メートルを超え

10,000 平方メートル以下のもの 

147,000 円 157,000 円

⑻ 床面積の合計が 10,000 平方メートルを超え

50,000 平方メートル以下のもの 

232,000 円 242,000 円

⑼ 床面積の合計が 50,000 平方メートルを超える

もの 

437,000 円 457,000 円

摘要 略 

備考 略 

５ 法第７条第４項又は第１８条第２１項の規定に基づく建築物に関する完了の検査（その対象

に、要確認特定建築行為又は要通知特定建築行為に係る部分（以下この項において「対象部

分」という。）を含む建築物を含む場合に限る。） 前項の表に定める額に次表に定める額を加

えて得た額 

区分 金額 

(１件につき) 

⑴ 申請のあった建築物に一戸建ての住宅が含まれる場合 4,500 円

⑵ 申請の

あ っ た 建

築 物 に 共

同 住 宅 等

部 分 が 含

ま れ る 場

合 

ア 共同住宅等部分のうち対象部分の床面積の合計が 300

平方メートル未満のもの 

9,000 円

イ 共同住宅等部分のうち対象部分の床面積の合計が 300

平方メートル以上 2,000 平方メートル未満のもの 

19,000 円

ウ 共同住宅等部分のうち対象部分の床面積の合計が

2,000 平方メートル以上 5,000 平方メートル未満のもの 

43,000 円

エ 共同住宅等部分のうち対象部分の床面積の合計が

5,000 平方メートル以上 10,000 平方メートル未満のもの 

78,000 円

オ 共同住宅等部分のうち対象部分の床面積の合計が 125,000 円
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A 中間検査を受け

たもの 

B A に掲げるもの

以外のもの 

⑴ 床面積の合計が 30平方メートル以下のもの 13,000 円 14,000 円

⑵ 床面積の合計が 30 平方メートルを超え 100 平

方メートル以下のもの 

17,000 円 18,000 円

⑶ 床面積の合計が 100 平方メートルを超え 200 平

方メートル以下のもの 

21,000 円 22,000 円

⑷ 床面積の合計が 200 平方メートルを超え 500 平

方メートル以下のもの 

29,000 円 30,000 円

⑸ 床面積の合計が 500 平方メートルを超え 1,000

平方メートル以下のもの 

45,000 円 47,000 円

⑹ 床面積の合計が 1,000 平方メートルを超え

2,000 平方メートル以下のもの 

61,000 円 64,000 円

⑺ 床面積の合計が 2,000 平方メートルを超え

10,000 平方メートル以下のもの 

147,000 円 157,000 円

⑻ 床面積の合計が 10,000 平方メートルを超え

50,000 平方メートル以下のもの 

232,000 円 242,000 円

⑼ 床面積の合計が 50,000 平方メートルを超える

もの 

437,000 円 457,000 円

摘要 略 

備考 略 

５ 法第７条第４項又は第１８条第１７項の規定に基づく建築物（建築物のエネルギー消費性能

の向上等に関する法律第１２条第１項に規定する建築物エネルギー消費性能適合性判定（以下

この表において「省エネ判定」という。）を受けた部分を含むものに限る。）に関する完了の検

査 前項の表に定める額に次表に定める額を加えて得た額 

区分 金額 

(１件につき) 

⑴ 省エネ判定を受けた部分の床面積の合計が 300 平方メートル以上

1,000 平方メートル未満のもの 

17,000 円

⑵ 省エネ判定を受けた部分の床面積の合計が 1,000 平方メートル以上

2,000 平方メートル未満のもの 

28,000 円

⑶ 省エネ判定を受けた部分の床面積の合計が 2,000 平方メートル以上

5,000 平方メートル未満のもの 

85,000 円

⑷ 省エネ判定を受けた部分の床面積の合計が 5,000 平方メートル以上

10,000 平方メートル未満のもの 

134,000 円

⑸ 省エネ判定を受けた部分の床面積の合計が 10,000 平方メートル以上

25,000 平方メートル未満のもの 

169,000 円

⑹ 省エネ判定を受けた部分の床面積の合計が 25,000 平方メートル以上 211,000 円
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10,000 平方メートル以上 25,000 平方メートル未満のも

の 

カ 共同住宅等部分のうち対象部分の床面積の合計が

25,000 平方メートル以上 50,000 平方メートル未満のも

の 

189,000 円

キ 共同住宅等部分の床面積の合計が 50,000 平方メートル

を以上のもの 

286,000 円

⑶ 申請の

あ っ た 建

築 物 に 非

住 宅 部 分

が 含 ま れ

る場合 

ア 非住宅部分のうち対象部分の床面積の合計が 300 平方

メートル未満のもの 

9,000 円

イ 非住宅部分のうち対象部分の床面積の合計が 300 平方

メートル以上 1,000 平方メートル未満のもの 

17,000 円

ウ 非住宅部分のうち対象部分の床面積の合計が 1,000 平

方メートル以上 2,000 平方メートル未満のもの 

28,000 円

エ 非住宅部分のうち対象部分の床面積の合計が 2,000 平

方メートル以上 5,000 平方メートル未満のもの 

85,000 円

オ 非住宅部分のうち対象部分の床面積の合計が 5,000 平

方メートル以上 10,000 平方メートル未満のもの 

134,000 円

カ 非住宅部分のうち対象部分の床面積の合計が 10,000 平

方メートル以上 25,000 平方メートル未満のもの 

169,000 円

キ 非住宅部分のうち対象部分の床面積の合計が 25,000 平

方メートル以上 50,000 平方メートル未満のもの 

211,000 円

ク 非住宅部分のうち対象部分の床面積の合計が 50,000 平

方メートル以上のもの 

296,000 円

摘要 

 １ 申請のあった建築物について各号の２以上に該当する場合は、その該当する号に定め

る額の合計額とする。 

 ２ 共同住宅等部分のうち対象部分の床面積の合計の算定方法は、市長が別に定める。 

備考 「共同住宅等部分」とは、一戸建ての住宅以外の建築物の住宅部分をいう。 

６ 法第８７条の４において準用する法第７条第４項又は第１８条第２１項の規定に基づく建築

設備に関する完了の検査 次表に定める額 

 略 

７ 法第８８条第１項又は第２項において準用する法第７条第４項又は第１８条第２１項の規定

に基づく工作物に関する完了の検査 １件につき１２，０００円 

８ 法第７条の３第４項又は第１８条第２９項の規定に基づく特定工程に係る建築物に関する検

査（以下この表において「中間検査」という。） 次表に定める額 

区分 金額 

(１件につき) 

⑴ 中間検査を行う部分の床面積の合計が 30 平方メートル以下のもの 12,000 円
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50,000 平方メートル未満のもの 

⑺ 省エネ判定を受けた部分の床面積の合計が 50,000 平方メートル以上

のもの 

296,000 円

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

６ 法第８７条の４において準用する法第７条第４項又は第１８条第１７項の規定に基づく建築

設備に関する完了の検査 次表に定める額 

 略 

７ 法第８８条第１項又は第２項において準用する法第７条第４項又は第１８条第１７項の規定

に基づく工作物に関する完了の検査 １件につき１２，０００円 

８ 法第７条の３第４項又は第１８条第２０項の規定に基づく特定工程に係る建築物に関する検

査（以下この表において「中間検査」という。） 次表に定める額 

区分 金額 

(１件につき) 

⑴ 中間検査を行う部分の床面積の合計が 30 平方メートル以下のもの 12,000 円
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⑵ 中間検査を行う部分の床面積の合計が 30 平方メートルを超え 100 平

方メートル以下のもの 

16,000 円

⑶ 中間検査を行う部分の床面積の合計が 100 平方メートルを超え 200

平方メートル以下のもの 

20,000 円

⑷ 中間検査を行う部分の床面積の合計が 200 平方メートルを超え 300

平方メートル以下のもの 

27,000 円

⑸ 中間検査を行う部分の床面積の合計が 300 平方メートルを超え

1,000 平方メートル以下のもの 

40,000 円

⑹ 中間検査を行う部分の床面積の合計が 1,000 平方メートルを超え

2,000 平方メートル以下のもの 

53,000 円

⑺ 中間検査を行う部分の床面積の合計が 2,000 平方メートルを超え

10,000 平方メートル以下のもの 

120,000 円

⑻ 中間検査を行う部分の床面積の合計が 10,000 平方メートルを超え

50,000 平方メートル以下のもの 

190,000 円

⑼ 中間検査を行う部分の床面積の合計が 50,000 平方メートルを超える

もの 

380,000 円

９ 法第７条の６第１項第１号若しくは第２号又は第１８条第３８項第１号若しくは第２号（こ

れらの規定を法第８７条の４又は第８８条第１項若しくは第２項において準用する場合を含

む。）の規定に基づく検査済証交付前における建築物等の仮使用の認定の申請に対する審査 

１件につき１２０，０００円 

別表第２の２ 

１ 宅地造成及び特定盛土等規制法（以下この表において「法」という。）第１２条第１項の規

定に基づく宅地造成等に関する工事（以下この表において「宅地造成等工事」という。）の許

可の申請に対する審査 次表の左欄に掲げる宅地造成等工事に係る区域の面積の区分及び同表

の右欄に掲げる区分に応じ、それぞれ同欄に掲げる額 

区分 金額 

(１件につき) 

盛土又は切土をする場

合 

土石の推積をする場

合 

⑴ 面積が 500 平方メートル以内のもの 13,000 円 11,000 円 

⑵ 面積が 500 平方メートルを超え

1,000 平方メートル以内のもの 

24,000 円 13,000 円 

⑶ 面積が 1,000 平方メートルを超え

2,000 平方メートル以内のもの 

36,000 円 16,000 円 

⑷ 面積が 2,000 平方メートルを超え

3,000 平方メートル以内のもの 

54,000 円 19,000 円 

⑸ 面積が 3,000 平方メートルを超え

5,000 平方メートル以内のもの 

66,000 円 28,000 円 
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⑵ 中間検査を行う部分の床面積の合計が 30 平方メートルを超え 100 平

方メートル以下のもの 

16,000 円

⑶ 中間検査を行う部分の床面積の合計が 100 平方メートルを超え 200

平方メートル以下のもの 

19,000 円

⑷ 中間検査を行う部分の床面積の合計が 200 平方メートルを超え 500

平方メートル以下のもの 

25,000 円

⑸ 中間検査を行う部分の床面積の合計が 500 平方メートルを超え

1,000 平方メートル以下のもの 

40,000 円

⑹ 中間検査を行う部分の床面積の合計が 1,000 平方メートルを超え

2,000 平方メートル以下のもの 

53,000 円

⑺ 中間検査を行う部分の床面積の合計が 2,000 平方メートルを超え

10,000 平方メートル以下のもの 

120,000 円

⑻ 中間検査を行う部分の床面積の合計が 10,000 平方メートルを超え

50,000 平方メートル以下のもの 

190,000 円

⑼ 中間検査を行う部分の床面積の合計が 50,000 平方メートルを超える

もの 

380,000 円

９ 法第７条の６第１項第１号若しくは第２号又は第１８条第２４項第１号若しくは第２号（こ

れらの規定を法第８７条の４又は第８８条第１項若しくは第２項において準用する場合を含

む。）の規定に基づく検査済証交付前における建築物等の仮使用の認定の申請に対する審査 

１件につき１２０，０００円 
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⑹ 面積が 5,000 平方メートルを超え

10,000 平方メートル以内のもの 

90,000 円 31,000 円 

⑺ 面積が 10,000 平方メートルを超え

20,000 平方メートル以内のもの 

144,000 円 38,000 円 

⑻ 面積が 20,000 平方メートルを超え

40,000 平方メートル以内のもの 

218,000 円 52,000 円 

⑼ 面積が 40,000 平方メートルを超え

70,000 平方メートル以内のもの 

346,000 円 72,000 円 

⑽ 面積が 70,000 平方メートルを超え

100,000 平方メートル以内のもの 

488,000 円 100,000 円 

⑾ 面積が 100,000 平方メートルを超え

るもの 

630,000 円 130,000 円 

２ 法第１６条第１項の規定に基づく宅地造成等工事の計画の変更（以下この項において「計画

変更」という。）の許可の申請に対する審査 次表に定める額 

区分 
金額 

(１件につき) 

⑴ 申請のあった計画変更に宅地造成等工

事に係る区域の面積の増加に係る変更が

含まれる場合 

前項の表の左欄に掲げる計画変更に係る宅

地造成等工事に係る区域の面積の区分及び

同表の右欄に掲げる区分に応じ、それぞれ

同欄に掲げる額 

⑵ 申請のあった計画変更に前号に該当す

る変更以外の変更含まれる場合 

10,000 円 

摘要 申請のあった計画変更が各号のいずれにも該当する場合は、各号に定める額の合計

額とする。 

３ 法第１８条第１項の規定に基づく特定工程に係る宅地造成又は特定盛土等に関する工事の検

査 次表の左欄に掲げる当該工事の区域の面積の区分に応じ、それぞれ同表の右欄に掲げる額 

区分 
金額 

(１件につき) 

⑴ 面積が 3,000 平方メートル以内のもの 3,000 円 

⑵ 面積が 3,000 平方メートルを超え 20,000 平方メートル以内のもの 6,000 円 

⑶ 面積が 20,000 平方メートルを超え 40,000 平方メートル以内のもの 12,000 円 

⑷ 面積が 40,000 平方メートルを超え 70,000 平方メートル以内のもの 24,000 円 

⑸ 面積が 70,000 平方メートルを超え 100,000 平方メートル以内のもの 42,000 円 

⑹ 面積が 100,000 平方メートルを超えるもの 60,000 円 

４ 宅地造成及び特定盛土等規制法施行規則第８８条に規定する書面（法第１２条第１項又は第

１６条第１項の規定に基づく許可に係るものに限る。）の交付 １件につき４００円 

別表第６ 

１ 高齢者、障害者等の移動等の円滑化の促進に関する法律（以下この表において「法」とい
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別表第６ 

１ 高齢者、障害者等の移動等の円滑化の促進に関する法律（以下この表において「法」とい
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う。）第１７条第４項（法第１８条第２項において準用する場合を含む。）の規定に基づく特定

建築物の建築等の計画が建築基準関係規定に適合する旨の通知に係る申出があった場合におけ

る審査 別表第１第１項の表に定める額に相当する額（当該申出に伴う法第１７条第１項（法

第１８条第２項において準用する場合を含む。）の規定による申請に係る特定建築物の建築等

の計画に、仕様基準適合部分に係る部分が含まれる場合にあっては別表第１第１項の２の表に

定める額に相当する額を、建築基準法第８７条の４に規定する建築設備に係る部分が含まれる

場合にあっては別表第１第２項の表に定める額に相当する額を、同法第８８条第１項に規定す

る工作物に係る部分が含まれる場合にあっては別表第１第３項の表に定める額に相当する額

を、当該別表第１第１項の表に定める額に相当する額に加えて得た額） 

別表第８ 

１ 都市の低炭素化の促進に関する法律（以下この表において「法」という。）第５３条第１項

の規定に基づく低炭素建築物新築等計画（以下この表において「新築等計画」という。）の認

定の申請（以下この表において「認定申請」という。）、法第５５条第１項の規定に基づく新築

等計画の変更（以下この表において「計画変更」という。）の認定の申請（以下この表におい

て「変更認定申請」という。）又は都市の低炭素化の促進に関する法律施行規則（以下この表

において「省令」という。）第４６条の２の規定に基づく計画変更が軽微な変更（省令第４４

条第２号に掲げるものに限る。）に該当していることを証する書面（以下この表において「軽

微変更該当証明書」という。）の交付の請求（以下この表において「交付請求」という。）に対

する審査 次表に定める額 

区分 金額 

(１件につき) 

A 申請書

に規則で

定める書

面が添付

されてい

る場合 

B A に該

当する場

合 を 除

き、申請

書に設計

住宅性能

評価書の

写しが添

付されて

いる場合 

C A に該

当する場

合 を 除

き、誘導

仕様基準

に適合す

るかどう

かを判定

する場合 

D A に該

当する場

合 を 除

き、誘導

仕様基準

併用法に

より判定

する場合 

E A に該

当する場

合 を 除

き、簡易

判定法に

より判定

する場合 

F A から E

までに掲

げる場合

以外の場

合 

⑴ 申請の

あった新

築等計画

若しくは

計画変更

の対象又

は交付請

ア 一戸建

て住宅(変

更認定申

請及び交

付請求に

あ っ て

は、その

7,000 円 9,100 円 21,000 円 29,000 円 ― 40,000 円 
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う。）第１７条第４項（法第１８条第２項において準用する場合を含む。）の規定に基づく特定

建築物の建築等の計画が建築基準関係規定に適合する旨の通知に係る申出があった場合におけ

る審査 別表第１第１項の表に定める額に相当する額（当該申出に伴う法第１７条第１項（法

第１８条第２項において準用する場合を含む。）の規定による申請に係る特定建築物の建築等

の計画に、建築基準法第８７条の４に規定する建築設備に係る部分が含まれる場合にあっては

別表第１第２項の表に定める額に相当する額を、同法第８８条第１項に規定する工作物に係る

部分が含まれる場合にあっては別表第１第３項の表に定める額に相当する額を、当該別表第１

第１項の表に定める額に相当する額に加えて得た額） 

 

別表第８ 

１ 都市の低炭素化の促進に関する法律（以下この表において「法」という。）第５３条第１項

の規定に基づく低炭素建築物新築等計画（以下この表において「新築等計画」という。）の認

定の申請（以下この表において「認定申請」という。）、法第５５条第１項の規定に基づく新築

等計画の変更（以下この表において「計画変更」という。）の認定の申請（以下この表におい

て「変更認定申請」という。）又は都市の低炭素化の促進に関する法律施行規則（以下この表

において「省令」という。）第４６条の２の規定に基づく計画変更が軽微な変更（省令第４４

条第２号に掲げるものに限る。）に該当していることを証する書面（以下この表において「軽

微変更該当証明書」という。）の交付の請求（以下この表において「交付請求」という。）に対

する審査 次表に定める額 

区分 金額 

(１件につき) 

A 申請書

に規則で

定める書

面が添付

されてい

る場合                       

B  A に該

当する場

合 を 除

き、申請

書に設計

住宅性能

評価書の

写しが添

付されて

いる場合 

C A に該

当する場

合 を 除

き、誘導

仕様基準

に適合す

るかどう

かを判定

する場合 

D A に該

当する場

合 を 除

き、簡易

判定法に

より判定

する場合 

E A から D

までに掲

げる場合

以外の場

合 

⑴ 申請の

あった新

築等計画

又は計画

変更の対

象が一戸

建て住宅

ア 一戸建

て住宅(変

更認定申

請にあっ

ては、そ

の計画変

更に係る

7,000 円 9,100 円 ― ― 40,000 円
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求のあっ

た軽微変

更該当証

明書に係

る計画変

更の対象

（以下こ

の項にお

いてこれ

らを「対

象 計 画

等」とい

う。）が一

戸建て住

宅である

場合  

計画変更

に係る部

分 に 限

る。イに

おいて同

じ。)の全

体の床面

積の合計

が 200 平

方メート

ル未満の

もの 

イ 一戸建

て住宅の

全体の床

面積の合

計 が 200

平方メー

トル以上

のもの 

7,500 円 9,600 円 23,000 円 32,000 円 ― 45,000 円 

⑵ 対象計

画等に共

同住宅等

部分が含

まれる場

合 

ア 共同住

宅等部分

(変更認定

申請及び

交付請求

にあって

は、その

計画変更

に係る部

分 に 限

る。以下

この号に

おいて同

じ。)の全

体の床面

積の合計

が 300 平

方メート

12,000 円 ― 38,000 円 54,000 円 ― 77,000 円 
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である場

合 

部分に限

る。イに

おいて同

じ。)の全

体の床面

積の合計

が 200 平

方メート

ル未満の

もの 

 

 

イ 一戸建

て住宅の

全体の床

面積の合

計 が 200

平方メー

トル以上

のもの 

7,500 円 9,600 円 ― ― 45,000 円

⑵ 申請の

あった新

築等計画

若しくは

計画変更

の対象又

は交付請

求のあっ

た軽微変

更該当証

明書に係

る計画変

更の対象

(以下この

項におい

てこれら

を「対象

計画等」

ア 共同住

宅等部分

(変更認定

申請及び

交付請求

にあって

は、その

計画変更

に係る部

分 に 限

る。以下

この号に

おいて同

じ。)の全

体の床面

積の合計

が 300 平

方メート

12,000 円 ― 38,000 円 ― 77,000 円
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ル未満の

もの 

イ 共同住

宅等部分

の全体の

床面積の

合 計 が

300 平 方

メートル

以 上

2,000 平

方メート

ル未満の

もの 

28,000 円 ― 66,000 円 92,000 円 ― 130,000 円 

ウ 共同住

宅等部分

の全体の

床面積の

合 計 が

2,000 平

方メート

ル 以 上

5,000 平

方メート

ル未満の

もの 

67,000 円 ― 125,000 円 166,000 円 ― 228,000 円 

エ 共同住

宅等部分

の全体の

床面積の

合 計 が

5,000 平

方メート

ル 以 上

10,000 平

方メート

ル未満の

もの 

104,000 円 ― 178,000 円 232,000 円 ― 318,000 円 
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という。)

に共同住

宅等部分

が含まれ

る場合 

ル未満の

もの 

イ 共同住

宅等部分

の全体の

床面積の

合 計 が

300 平 方

メートル

以 上

2,000 平

方メート

ル未満の

もの 

28,000 円 ― 66,000 円 ― 130,000 円

ウ 共同住

宅等部分

の全体の

床面積の

合 計 が

2,000 平

方メート

ル 以 上

5,000 平

方メート

ル未満の

もの 

67,000 円 ― 125,000 円 ― 228,000 円

エ 共同住

宅等部分

の全体の

床面積の

合 計 が

5,000 平

方メート

ル 以 上

10,000 平

方メート

ル未満の

もの 

104,000 円 ― 178,000 円 ― 318,000 円
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オ 共同住

宅等部分

の全体の

床面積の

合 計 が

10,000 平

方メート

ル 以 上

25,000 平

方メート

ル未満の

もの 

168,000 円 ― 322,000 円 439,000 円 ― 617,000 円 

カ 共同住

宅等部分

の全体の

床面積の

合 計 が

25,000 平

方メート

ル 以 上

50,000 平

方メート

ル未満の

もの 

238,000 円 ― 520,000 円 740,000 円 ― 1,065,000

円 

キ 共同住

宅等部分

の全体の

床面積の

合 計 が

50,000 平

方メート

ル以上の

もの 

373,000 円 ― 915,000 円 1,342,000

円

― 1,958,000

円 

⑶ 対象計

画等に非

住宅部分

が含まれ

る場合 

ア 非住宅

部分(変更

認定申請

及び交付

請求にあ

12,000 円 ― ― ― 96,000 円 244,000 円 
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オ 共同住

宅等部分

の全体の

床面積の

合 計 が

10,000 平

方メート

ル 以 上

25,000 平

方メート

ル未満の

もの 

168,000 円 ― 322,000 円 ― 617,000 円

カ 共同住

宅等部分

の全体の

床面積の

合 計 が

25,000 平

方メート

ル 以 上

50,000 平

方メート

ル未満の

もの 

238,000 円 ― 520,000 円 ― 1,065,000

円

キ 共同住

宅等部分

の全体の

床面積の

合 計 が

50,000 平

方メート

ル以上の

もの 

373,000 円 ― 915,000 円 ― 1,958,000

円

⑶ 対象計

画等に非

住宅部分

が含まれ

る場合 

ア 非住宅

部分(変更

認定申請

及び交付

請求にあ

12,000 円 ― ― 96,000 円 244,000 円
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 っては、

その計画

変更に係

る部分に

限る。以

下この号

において

同じ。)の

全体の床

面積の合

計 が 300

平方メー

トル未満

のもの 

イ 非住宅

部分の全

体の床面

積の合計

が 300 平

方メート

ル 以 上

1,000 平

方メート

ル未満の

もの 

22,000 円 ― ― ― 124,000 円 307,000 円 

ウ 非住宅

部分の全

体の床面

積の合計

が 1,000

平方メー

トル以上

2,000 平

方メート

ル未満の

もの 

35,000 円 ― ― ― 163,000 円 397,000 円 

エ 非住宅

部分の全

104,000 円 ― ― ― 271,000 円 575,000 円 
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っては、

その計画

変更に係

る部分に

限る。以

下この号

において

同じ。)の

全体の床

面積の合

計 が 300

平方メー

トル未満

のもの 

イ 非住宅

部分の全

体の床面

積の合計

が 300 平

方メート

ル 以 上

1,000 平

方メート

ル未満の

もの 

22,000 円 ― ― 124,000 円 307,000 円

ウ 非住宅

部分の全

体の床面

積の合計

が 1,000

平方メー

トル以上

2,000 平

方メート

ル未満の

もの 

35,000 円 ― ― 163,000 円 397,000 円

エ 非住宅

部分の全

104,000 円 ― ― 271,000 円 575,000 円
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体の床面

積の合計

が 2,000

平方メー

トル以上

5,000 平

方メート

ル未満の

もの 

 

オ 非住宅

部分の全

体の床面

積の合計

が 5,000

平方メー

トル以上

10,000 平

方メート

ル未満の

もの 

154,000 円 ― ― ― 347,000 円 703,000 円 

カ 非住宅

部分の全

体の床面

積の合計

が 10,000

平方メー

トル以上

25,000 平

方メート

ル未満の

もの 

201,000 円 ― ― ― 424,000 円 839,000 円 

キ 非住宅

部分の全

体の床面

積の合計

が 25,000

平方メー

トル以上

243,000 円 ― ― ― 492,000 円 953,000 円 
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体の床面

積の合計

が 2,000

平方メー

トル以上

5,000 平

方メート

ル未満の

もの 

オ 非住宅

部分の全

体の床面

積の合計

が 5,000

平方メー

トル以上

10,000 平

方メート

ル未満の

もの 

154,000 円 ― ― 347,000 円 703,000 円

カ 非住宅

部分の全

体の床面

積の合計

が 10,000

平方メー

トル以上

25,000 平

方メート

ル未満の

もの 

201,000 円 ― ― 424,000 円 839,000 円

キ 非住宅

部分の全

体の床面

積の合計

が 25,000

平方メー

トル以上

243,000 円 ― ― 492,000 円 953,000 円
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50,000 平

方メート

ル未満の

もの 

ク 非住宅

部分の全

体の床面

積の合計

が 50,000

平方メー

トル以上

のもの 

357,000 円 ― ― ― 656,000 円 1,209,000

円 

摘要 

２ 計画変更に係る部分の全体の床面積の合計の算定方法は、市長が別に定める。 

３ 共同住宅等部分の全体の床面積の合計の算定方法は、市長が別に定める。 

備考 

３ 「誘導仕様基準併用法」とは、規則で定める方法をいう。 

４ 略 

５ 「一戸建て住宅」とは、一戸建ての住宅で、住宅の用途に供する部分（６及び７におい

て「住宅部分」という。）以外の部分が含まれないものをいう。 

６ 「共同住宅等部分」とは、５に規定する一戸建ての住宅以外の建築物における住宅部分

をいう。 

７ 「非住宅部分」とは、５に規定する一戸建ての住宅以外の建築物における住宅部分以外

の部分をいう。 

別表第９ 

１ 建築物のエネルギー消費性能の向上等に関する法律（以下この表において「法」という。）

第１１条第１項又は第１２条第２項の規定に基づく建築物エネルギー消費性能確保計画（以下

この表において「確保計画」という。）に係る建築物エネルギー消費性能適合性判定（以下こ

の表において「省エネ判定」という。）の申請、法第１１条第２項又は第１２条第３項の規定

に基づく変更後の確保計画に係る省エネ判定の申請（以下この表において「変更判定申請」と

いう。）又は建築物のエネルギー消費性能の向上等に関する法律施行規則（以下この表におい

て「省令」という。）第１３条の規定に基づく確保計画の変更（以下この項において「計画変

更」という。）が軽微な変更に該当していることを証する書面の交付の請求（以下この項にお

いて「交付請求」という。）に対する審査 次表に定める額 

区分 金額 

（１件につき） 

A  省エネ

判定の対

B A に該当

する場合

C A に該当

する場合

D A に該当

する場合

E A から D

までに掲
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50,000 平

方メート

ル未満の

もの 

ク 非住宅

部分の全

体の床面

積の合計

が 50,000

平方メー

トル以上

のもの 

357,000 円 ― ― 656,000 円 1,209,000

円

摘要 

 

２ 共同住宅等部分の床面積の合計の算定方法は、市長が別に定める。 

備考 

 

３ 略 

４ 「一戸建て住宅」とは、一戸建ての住宅で、住宅の用途に供する部分（５及び６におい

て「住宅部分」という。）以外の部分が含まれないものをいう。 

５ 「共同住宅等部分」とは、４に規定する一戸建ての住宅以外の建築物における住宅部分

をいう。 

６ 「非住宅部分」とは、４に規定する一戸建ての住宅以外の建築物における住宅部分以外

の部分をいう。 

別表第９ 

１ 建築物のエネルギー消費性能の向上等に関する法律（以下この表において「法」という。）

第１２条第１項又は第１３条第２項の規定に基づく建築物エネルギー消費性能確保計画（以下

この表において「確保計画」という。）に係る建築物エネルギー消費性能適合性判定（以下こ

の表において「省エネ判定」という。）の申請、法第１２条第２項後段又は第１３条第３項後

段の規定に基づく変更後の確保計画に係る省エネ判定の申請（以下この表において「変更判定

申請」という。）又は建築物のエネルギー消費性能の向上等に関する法律施行規則（以下この

表において「省令」という。）第１１条の規定に基づく確保計画の変更（以下この項において

「計画変更」という。）が軽微な変更に該当していることを証する書面の交付の請求（以下こ

の項において「交付請求」という。）に対する審査 次表に定める額 

区分 金額 

(１件につき) 

A  省エネ

判定の対

B A に該当

する場合

C A 又は B

に掲げる
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象が他の

建築物で

ある場合

( 申 請 書

に規則で

定める書

面が添付

されてい

る場合に

限る。) 

を除き、

仕様基準

に適合す

るかどう

かを判定

する場合 

を除き、

仕様基準

併用法に

より判定

する場合 

を除き、

モデル建

物法基準

に適合す

るかどう

かを判定

する場合 

げる場合

以外の場

合 

⑴ 申請の

あ っ た 省

エ ネ 判 定

の 対 象 が

一 戸 建 て

の 住 宅 で

ある場合 

ア 一戸建ての住宅

（変更判定申請及

び交付請求にあっ

ては、その計画変

更に係る部分に限

る。イにおいて同

じ。）の全体の床

面積の合計が 200

平方メートル未満

のもの 

6,600 円 19,000 円 27,000 円 ― 35,000 円

イ 一戸建ての住宅

の全体の床面積の

合計が 200 平方メ

ートル以上のもの 

7,100 円 21,000 円 30,000 円 ― 39,000 円

⑵ 申請の

あ っ た 省

エ ネ 判 定

の 対 象 に

共 同 住 宅

等 部 分 が

含 ま れ る

場合 

ア 共同住宅等部分

（変更判定申請及

び交付請求にあっ

ては、その計画変

更に係る部分に限

る。以下この号に

おいて同じ。）の

全体の床面積の合

計が 300 平方メー

トル未満のもの 

12,000 円 34,000 円 52,000 円 ― 69,000 円

イ 共同住宅等部分

の全体の床面積の

合計が 300 平方メ

ートル以上 2,000

26,000 円 62,000 円 90,000 円 ― 118,000 円
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象が他の

建築物で

ある場合

( 申 請 書

に規則で

定める書

面が添付

されてい

る場合に

限る。) 

を除き、

モデル建

物法基準

に適合す

るかどう

かを判定

する場合 

場合以外

の場合 

⑴ 省エネ

判 定 の 対

象 で あ る

非 住 宅 部

分 の 全 体

が 工 場 等

の 用 に 供

さ れ る 場

合 

ア 非住宅部分の計

画変更に係る部分

の全体の床面積の

合計が 300 平方メ

ートル未満のもの 

12,000 円 22,000 円 26,000 円

イ 非住宅部分(変

更判定申請及び交

付請求にあって

は、その計画変更

に係る部分に限

る。以下この号及

び 次 号 ( ア を 除

く。)において同

じ。)の全体の床

面積の合計が 300

平方メートル以上

1,000 平方メート

ル未満のもの 

22,000 円 32,000 円 37,000 円

ウ 非住宅部分の全

体の床面積の合計

が 1,000 平方メー

トル以上 2,000 平

方メートル未満の

もの 

35,000 円 46,000 円 51,000 円

エ 非住宅部分の全

体の床面積の合計

が 2,000 平方メー

トル以上 5,000 平

103,000 円 118,000 円 125,000 円
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平方メートル未満

のもの 

ウ 共同住宅等部分

の全体の床面積の

合計が 2,000 平方

メ ー ト ル 以 上

5,000 平方メート

ル未満のもの 

63,000 円 119,000 円 164,000 円 ― 209,000 円

エ 共同住宅等部分

の全体の床面積の

合計が 5,000 平方

メ ー ト ル 以 上

10,000 平方メート

ル未満のもの 

97,000 円 170,000 円 230,000 円 ― 291,000 円

オ 全体の床面積の

合計が 10,000 平

方メートル以上

25,000 平方メート

ル未満のもの 

156,000 円 308,000 円 437,000 円 ― 566,000 円

カ 共同住宅等部分

の全体の床面積の

合計が 25,000 平

方メートル以上

50,000 平方メート

ル未満のもの 

220,000 円 500,000 円 738,000 円 ― 977,000 円

キ 共同住宅等部分

の全体の床面積の

合計が 50,000 平

方メートル以上の

もの 

347,000 円 881,000 円 1,340,000

円

― 1,798,000

円

⑶ 申請の

あ っ た 省

エ ネ 判 定

の 対 象 で

あ る 非 住

宅 部 分 の

全 体 が 工

場 等 の 用

ア 非住宅部分（変

更判定申請及び交

付請求にあって

は、その計画変更

に係る部分に限

る。以下この号及

び次号において同

じ。）の全体の床

12,000 円 ― ― 22,000 円 26,000 円
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方メートル未満の

もの 

オ 非住宅部分の全

体の床面積の合計

が 5,000 平方メー

トル以上 10,000

平方メートル未満

のもの 

151,000 円 168,000 円 175,000 円

カ 非住宅部分の全

体の床面積の合計

が 10,000 平方メ

ートル以上 25,000

平方メートル未満

のもの 

198,000 円 216,000 円 224,000 円

キ 非住宅部分の全

体の床面積の合計

が 25,000 平方メ

ートル以上 50,000

平方メートル未満

のもの 

239,000 円 260,000 円 270,000 円

ク 非住宅部分の全

体の床面積の合計

が 50,000 平方メ

ートル以上のもの 

352,000 円 379,000 円 390,000 円

⑵ 前号に

該 当 す る

場 合 以 外

の場合 

ア 非住宅部分の計

画変更に係る部分

の全体の床面積の

合計が 300 平方メ

ートル未満のもの 

12,000 円 93,000 円 238,000 円

イ 非住宅部分の全

体の床面積の合計

が 300 平方メート

ル以上 1,000 平方

メートル未満のも

の 

22,000 円 119,000 円 300,000 円

ウ 非住宅部分の全

体の床面積の合計

が 1,000 平方メー

35,000 円 158,000 円 388,000 円
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に 供 さ れ

る場合 

面積の合計が 300

平方メートル未満

のもの 

イ 非住宅部分の全

体の床面積の合計

が 300 平方メート

ル以上 1,000 平方

メートル未満のも

の 

22,000 円 ― ― 32,000 円 37,000 円

ウ 非住宅部分の全

体の床面積の合計

が 1,000 平方メー

トル以上 2,000 平

方メートル未満の

もの 

35,000 円 ― ― 46,000 円 51,000 円

エ 非住宅部分の全

体の床面積の合計

が 2,000 平方メー

トル以上 5,000 平

方メートル未満の

もの 

103,000 円 ― ― 118,000 円 125,000 円

オ 非住宅部分の全

体の床面積の合計

が 5,000 平方メー

トル以上 10,000

平方メートル未満

のもの 

151,000 円 ― ― 168,000 円 175,000 円

カ 非住宅部分の全

体の床面積の合計

が 10,000 平方メ

ートル以上 25,000

平方メートル未満

のもの 

198,000 円 ― ― 216,000 円 224,000 円

キ 非住宅部分の全

体の床面積の合計

が 25,000 平方メ

ートル以上 50,000

平方メートル未満

239,000 円 ― ― 260,000 円 270,000 円
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トル以上 2,000 平

方メートル未満の

もの 

エ 非住宅部分の全

体の床面積の合計

が 2,000 平方メー

トル以上 5,000 平

方メートル未満の

もの 

103,000 円 264,000 円 563,000 円

オ 非住宅部分の全

体の床面積の合計

が 5,000 平方メー

トル以上 10,000

平方メートル未満

のもの 

151,000 円 339,000 円 689,000 円

カ 非住宅部分の全

体の床面積の合計

が 10,000 平方メ

ートル以上 25,000

平方メートル未満

のもの 

198,000 円 415,000 円 823,000 円

キ 非住宅部分の全

体の床面積の合計

が 25,000 平方メ

ートル以上 50,000

平方メートル未満

のもの 

239,000 円 482,000 円 935,000 円

ク 非住宅部分の全

体の床面積の合計

が 50,000 平方メ

ートル以上のもの 

352,000 円 644,000 円 1,187,000

円

備考 

１ 「他の建築物」とは、法第３４条第１項の規定に基づく認定を受けた建築物エネルギー

消費性能向上計画に記載された他の建築物（同条第３項に規定する他の建築物をいう。）

をいう。 

２ 「モデル建物法基準」とは、規則で定める基準をいう。 

３ 「工場等」とは、工場、倉庫その他規則で定める施設をいう。 
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のもの 

ク 非住宅部分の全

体の床面積の合計

が 50,000 平方メ

ートル以上のもの 

352,000 円 ― ― 379,000 円 390,000 円

⑷ 前号に

該 当 す る

場 合 を 除

き 、 申 請

の あ っ た

省 エ ネ 判

定 の 対 象

に 非 住 宅

部 分 が 含

ま れ る 場

合 

ア 非住宅部分の全

体の床面積の合計

が 300 平方メート

ル未満のもの 

12,000 円 ― ― 93,000 円 238,000 円

イ 非住宅部分の全

体の床面積の合計

が 300 平方メート

ル以上 1,000 平方

メートル未満のも

の 

22,000 円 ― ― 119,000 円 300,000 円

ウ 非住宅部分の全

体の床面積の合計

が 1,000 平方メー

トル以上 2,000 平

方メートル未満の

もの 

35,000 円 ― ― 158,000 円 388,000 円

エ 非住宅部分の全

体の床面積の合計

が 2,000 平方メー

トル以上 5,000 平

方メートル未満の

もの 

103,000 円 ― ― 264,000 円 563,000 円

オ 非住宅部分の全

体の床面積の合計

が 5,000 平方メー

トル以上 10,000

平方メートル未満

のもの 

151,000 円 ― ― 339,000 円 689,000 円

カ 非住宅部分の全

体の床面積の合計

が 10,000 平方メ

ートル以上 25,000

平方メートル未満

198,000 円 ― ― 415,000 円 823,000 円
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のもの 

キ 非住宅部分の全

体の床面積の合計

が 25,000 平方メ

ートル以上 50,000

平方メートル未満

のもの 

239,000 円 ― ― 482,000 円 935,000 円

ク 非住宅部分の全

体の床面積の合計

が 50,000 平方メ

ートル以上のもの 

352,000 円 ― ― 644,000 円 1,187,000

円

摘要  

 １ 申請のあった省エネ判定の対象が第２号から第４号までの２以上に該当する場合は、そ

の該当する号に定める額の合計額とする。 

２ 計画変更に係る部分の全体の床面積の合計の算定方法は、市長が別に定める。 

３ 共同住宅等部分の全体の床面積の合計の算定方法は、市長が別に定める。 

備考 

１ 「他の建築物」とは、法第２９条第１項の規定に基づく認定を受けた建築物エネルギー

消費性能向上計画に記載された他の建築物（同条第３項に規定する他の建築物をいう。）

をいう。 

２ 「仕様基準」とは、規則で定める基準をいう。 

３ 「仕様基準併用法」とは、規則で定める方法をいう。 

４ 「モデル建物法基準」とは、規則で定める基準をいう。 

５ 「共同住宅等部分」とは、一戸建ての住宅以外の建築物の住宅部分をいう。 

６ 「工場等」とは、工場、倉庫その他規則で定める施設をいう。 

２ 法第２９条第１項の規定に基づく建築物エネルギー消費性能向上計画（以下この表において

「性能向上計画」という。）の認定の申請（この表において「認定申請」という。）、法第３１

条第１項の規定に基づく性能向上計画の変更（以下この表において「計画変更」という。）の

認定の申請（以下この表において「変更認定申請」という。）又は省令第２８条の規定に基づ

く計画変更が軽微な変更（省令第２５条第２号に掲げるものに限る。）に該当していることを

証する書面（以下この表において「軽微変更該当証明書」という。）の交付の請求（以下この

表において「交付請求」という。）に対する審査（次項に該当するものを除く。） 次表に定め

る額 

区分 金額 

(１件につき) 

A  申請書

に規則で

定める書

B A に該当

する場合

を除き、

C A に該当

する場合

を除き、

D A に該当

する場合

を除き、

E A から D

までに掲

げる場合
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２ 法第３４条第１項の規定に基づく建築物エネルギー消費性能向上計画（以下この表において

「性能向上計画」という。）の認定の申請（この表において「認定申請」という。）、法第３６

条第１項の規定に基づく性能向上計画の変更（以下この表において「計画変更」という。）の

認定の申請（以下この表において「変更認定申請」という。）又は省令第２９条の規定に基づ

く計画変更が軽微な変更（省令第２６条第２号に掲げるものに限る。）に該当していることを

証する書面（以下この表において「軽微変更該当証明書」という。）の交付の請求（以下この

表において「交付請求」という。）に対する審査（次項に該当するものを除く。） 次表に定め

る額 

区分 金額 

(１件につき) 

A  申請書

に規則で

定める書

B A に該当

する場合

を除き、

C A に該当

する場合

を除き、

D A から C

までに掲

げる場合
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面が添付

されてい

る場合 

誘導仕様

基準に適

合するか

どうかを

判定する

場合 

誘導仕様

基準併用

法により

判定する

場合
 

モデル建

物法誘導

基準に適

合するか

どうかを

判定する

場合 

以外の場

合 

⑴ 申請のあ

った性能向

上計画(変

更認定申請

に あ っ て

は、その計

画変更後の

性能向上計

画)に係る

申請建築物

(変更認定

申請にあっ

ては、その

計画変更に

係るものに

限る。）又

は交付請求

のあった軽

微変更該当

証明書に係

る計画変更

の対象（以

下この項に

おいてこれ

らを「対象

建築物等」

という。）

が一戸建て

の住宅であ

る場合 

ア 一戸建ての住

宅(変更認定申

請及び交付請求

にあっては、そ

の計画変更に係

る部分に限る。

イにおいて同

じ。)の全体の

床面積の合計が

200 平方メート

ル未満のもの 

6,900 円 20,000 円 27,000 円 ― 37,000 円

イ 一戸建ての住

宅の全体の床面

積の合計が 200

平方メートル以

上のもの 

7,400 円 22,000 円 30,000 円 ― 42,000 円

⑵ 対象建築ア 共同住宅等部 12,000 円 37,000 円 52,000 円 ― 74,000 円
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面が添付

されてい

る場合 

誘導仕様

基準に適

合するか

どうかを

判定する

場合 

モデル建

物法誘導

基準に適

合するか

どうかを

判定する

場合 

以外の場

合 

⑴ 申請のあ

った性能向

上計画(変

更認定申請

に あ っ て

は、その計

画変更後の

性能向上計

画)に係る

申請建築物

(変更認定

申請にあっ

ては、その

計画変更に

係るものに

限る。)が

一戸建ての

住宅である

場合 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ア 一戸建ての住

宅(変更認定申

請にあっては、

その計画変更に

係る部分に限

る。イにおいて

同じ。)の全体

の床面積の合計

が 200 平方メー

トル未満のもの 

 

6,900 円 20,000 円 ― 37,000 円

イ 一戸建ての住

宅の全体の床面

積の合計が 200

平方メートル以

上のもの 

7,400 円 22,000 円 ― 42,000 円

⑵ 申請のあア 共同住宅等部 12,000 円 37,000 円 ― 74,000 円

303



 

物等に共同

住宅等部分

が含まれる

場合 

分(変更認定申

請及び交付請求

にあっては、そ

の計画変更に係

る部分に限る。

以下この号にお

いて同じ。)の

全体の床面積の

合計が 300 平方

メートル未満の

もの 

イ 共同住宅等部

分の全体の床面

積の合計が 300

平方メートル以

上 2,000 平方メ

ートル未満のも

の 

28,000 円 66,000 円 90,000 円 ― 126,000 円

ウ 共同住宅等部

分の全体の床面

積 の 合 計 が

2,000 平方メー

トル以上 5,000

平方メートル未

満のもの 

66,000 円 126,000 円 164,000 円 ― 222,000 円

エ 共同住宅等部

分の全体の床面

積 の 合 計 が

5,000 平方メー

ト ル 以 上

10,000 平方メ

ートル未満のも

の 

103,000 円 181,000 円 230,000 円 ― 310,000 円

オ 共同住宅等部

分の全体の床面

積 の 合 計 が

10,000 平方メ

ー ト ル 以 上

165,000 円 328,000 円 437,000 円 ― 604,000 円
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った性能向

上計画(変

更認定申請

に あ っ て

は、その計

画変更後の

性能向上計

画)に係る

申請建築物

(変更認定

申請にあっ

ては、その

計画変更に

係るものに

限る。)又

は交付請求

のあった軽

微変更該当

証明書に係

る計画変更

の対象(以

下この項に

おいてこれ

らを「対象

建築物等」

という。)

に共同住宅

等部分が含

まれる場合 

分(変更認定申

請及び交付請求

にあっては、そ

の計画変更に係

る部分に限る。

以下この号にお

いて同じ。)の

全体の床面積の

合計が 300 平方

メートル未満の

もの 

イ 共同住宅等部

分の全体の床面

積の合計が 300

平方メートル以

上 2,000 平方メ

ートル未満のも

の 

28,000 円 66,000 円 ― 126,000 円

ウ 共同住宅等部

分の全体の床面

積 の 合 計 が

2,000 平方メー

トル以上 5,000

平方メートル未

満のもの 

66,000 円 126,000 円 ― 222,000 円

エ 共同住宅等部

分の全体の床面

積 の 合 計 が

5,000 平方メー

ト ル 以 上

10,000 平方メ

ートル未満のも

の 

103,000 円 181,000 円 ― 310,000 円

オ 共同住宅等部

分の全体の床面

積 の 合 計 が

10,000 平方メ

ー ト ル 以 上

165,000 円 328,000 円 ― 604,000 円

305



 

25,000 平方メ

ートル未満のも

の 

カ 共同住宅等部

分の全体の床面

積 の 合 計 が

25,000 平方メ

ー ト ル 以 上

50,000 平方メ

ートル未満のも

の 

234,000 円 533,000 円 738,000 円 ― 1,045,000

円

キ 共同住宅等部

分の全体の床面

積 の 合 計 が

50,000 平方メ

ートル以上のも

の 

368,000 円 940,000 円 1,340,000

円

― 1,923,000

円

⑶ 対象建築

物等に非住

宅部分が含

まれる場合 

ア 非住宅部分

(変更認定申請

及び交付請求に

あっては、その

計画変更に係る

部分に限る。以

下この号におい

て同じ。)の全

体の床面積の合

計が 300 平方メ

ートル未満のも

の 

12,000 円 ― ― 93,000 円 238,000 円

イ 非住宅部分の

全体の床面積の

合計が 300 平方

メートル以上

1,000 平方メー

トル未満のもの 

22,000 円 ― ― 119,000 円 300,000 円

ウ 非住宅部分の

全体の床面積の

合計が 1,000 平

35,000 円 ― ― 158,000 円 388,000 円
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25,000 平方メ

ートル未満のも

の 

カ 共同住宅等部

分の全体の床面

積 の 合 計 が

25,000 平方メ

ー ト ル 以 上

50,000 平方メ

ートル未満のも

の 

234,000 円 533,000 円 ― 1,045,000

円

キ 共同住宅等部

分の全体の床面

積 の 合 計 が

50,000 平方メ

ートル以上のも

の 

368,000 円 940,000 円 ― 1,923,000

円

⑶ 対象建築

物等に非住

宅部分が含

まれる場合 

ア 非住宅部分

(変更認定申請

及び交付請求に

あっては、その

計画変更に係る

部分に限る。以

下この号におい

て同じ。)の全

体の床面積の合

計が 300 平方メ

ートル未満のも

の 

12,000 円 ― 93,000 円 238,000 円

イ 非住宅部分の

全体の床面積の

合計が 300 平方

メートル以上

1,000 平方メー

トル未満のもの 

22,000 円 ― 119,000 円 300,000 円

ウ 非住宅部分の

全体の床面積の

合計が 1,000 平

35,000 円 ― 158,000 円 388,000 円
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方メートル以上

2,000 平方メー

トル未満のもの 

エ 非住宅部分の

全体の床面積の

合計が 2,000 平

方メートル以上

5,000 平方メー

トル未満のもの 

103,000 円 ― ― 264,000 円 563,000 円

オ 非住宅部分の

全体の床面積の

合計が 5,000 平

方メートル以上

10,000 平方メ

ートル未満のも

の 

151,000 円 ― ― 339,000 円 689,000 円

カ 非住宅部分の

全体の床面積の

合計が 10,000

平方メートル以

上 25,000 平方

メートル未満の

もの 

198,000 円 ― ― 415,000 円 823,000 円

キ 非住宅部分の

全体の床面積の

合計が 25,000

平方メートル以

上 50,000 平方

メートル未満の

もの 

239,000 円 ― ― 482,000 円 935,000 円

ク 非住宅部分の

全体の床面積の

合計が 50,000

平方メートル以

上のもの 

352,000 円 ― ― 644,000 円 1,187,000

円

摘要 

２ 計画変更に係る部分の全体の床面積の合計の算定方法は、市長が別に定める。 

３ 共同住宅等部分の全体の床面積の合計の算定方法は、市長が別に定める。 
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方メートル以上

2,000 平方メー

トル未満のもの 

エ 非住宅部分の

全体の床面積の

合計が 2,000 平

方メートル以上

5,000 平方メー

トル未満のもの 

103,000 円 ― 264,000 円 563,000 円

オ 非住宅部分の

全体の床面積の

合計が 5,000 平

方メートル以上

10,000 平方メ

ートル未満のも

の 

151,000 円 ― 339,000 円 689,000 円

カ 非住宅部分の

全体の床面積の

合計が 10,000

平方メートル以

上 25,000 平方

メートル未満の

もの 

198,000 円 ― 415,000 円 823,000 円

キ 非住宅部分の

全体の床面積の

合計が 25,000

平方メートル以

上 50,000 平方

メートル未満の

もの 

239,000 円 ― 482,000 円 935,000 円

ク 非住宅部分の

全体の床面積の

合計が 50,000

平方メートル以

上のもの 

352,000 円 ― 644,000 円 1,187,000

円

摘要 

 

２ 共同住宅等部分の床面積の合計の算定方法は、市長が別に定める。 
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備考 

２ 「誘導仕様基準併用法」とは、別表第８第１項の表備考３に規定する誘導仕様基準併用

法をいう。 

３ 略 

４ 「共同住宅等部分」とは、前項の表備考５に規定する共同住宅等部分をいう。 

３ 認定申請（その性能向上計画に法第２９条第３項各号に掲げる事項（以下この表において

「他の建築物の位置等」という。）が記載されている場合に限る。）、変更認定申請（その計画

変更後の性能向上計画に他の建築物の位置等が記載されている場合に限る。以下この表におい

て同じ。）又は交付請求（その計画変更後の性能向上計画に他の建築物の位置等が記載されて

いる場合に限る。以下この表において同じ。）に対する審査 前項の表に定める額に、申請の

あった性能向上計画（変更認定申請又は交付請求にあっては、その計画変更後の性能向上計

画）に記載されている他の建築物（同条第３項に規定する他の建築物をいう。以下この表にお

いて同じ。）ごとに次表に定める額を加えて得た額 

区分 金額 

(１件につき) 

A  申請書

に規則で

定める書

面が添付

されてい

る場合 

B A に該当

する場合

を除き、

誘導仕様

基準に適

合するか

どうかを

判定する

場合 

C A に該当

する場合

を除き、

誘導仕様

基準併用

法により

判定する

場合
 

D A に該当

する場合

を除き、

モデル建

物法誘導

基準に適

合するか

どうかを

判定する

場合 

E A から D

までに掲

げる場合

以外の場

合 

⑴ 申請のあっ

た性能向上計

画(変更認定

申請にあって

は、その計画

変更後の性能

向上計画)に

記載されてい

る他の建築物

(変更認定申

請 に あ っ て

は、その計画

変更に係るも

ア 一戸建ての住

宅(変更認定申

請及び交付請求

にあっては、そ

の計画変更に係

る部分に限る。

イにおいて同

じ。)の全体の

床面積の合計が

200 平方メート

ル未満のもの 

6,900 円 

 

20,000 円 27,000 円 ― 37,000 円 

イ 一戸建ての住

宅の全体の床面

7,400 円 22,000 円 30,000 円 ― 42,000 円 
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備考 

 

 

２ 略 

３ 「共同住宅等部分」とは、一戸建ての住宅以外の建築物の住宅部分をいう。 

３ 認定申請（その性能向上計画に法第３４条第３項各号に掲げる事項（以下この表において

「他の建築物の位置等」という。）が記載されている場合に限る。）又は変更認定申請（その計

画変更後の性能向上計画に他の建築物の位置等が記載されている場合に限る。以下この表にお

いて同じ。）に対する審査 前項の表に定める額に、申請のあった性能向上計画（変更認定申

請にあっては、その計画変更後の性能向上計画）に記載されている他の建築物（同条第３項に

規定する他の建築物をいう。以下この表において同じ。）ごとに次表に定める額を加えて得た

額 

 

区分 金額 

(１件につき) 

A  申請書

に規則で

定める書

面が添付

されてい

る場合 

B A に該当

する場合

を除き、

誘導仕様

基準に適

合するか

どうかを

判定する

場合 

C A に該当

する場合

を除き、

モデル建

物法誘導

基準に適

合するか

どうかを

判定する

場合 

D A から C

までに掲

げる場合

以外の場

合 

⑴ 申請のあっ

た性能向上計

画(変更認定

申請にあって

は、その計画

変更後の性能

向上計画)に

記載されてい

る他の建築物

(変更認定申

請 に あ っ て

は、その計画

変更に係るも

ア 一戸建ての住

宅(変更認定申

請にあっては、

その計画変更に

係る部分に限

る。イにおいて

同じ。)の全体

の床面積の合計

が 200 平方メー

トル未満のもの 

 

6,900 円 20,000 円 ― 37,000 円 

イ 一戸建ての住

宅の全体の床面

7,400 円 22,000 円 ― 42,000 円 
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のに限る。）

又は交付請求

のあった軽微

変更該当証明

書に係る計画

変 更 の 対 象

（以下この項

においてこれ

らを「対象他

の建築物等」

という。)が

一戸建ての住

宅である場合 

積の合計が 200

平方メートル以

上のもの 

⑵ 対象他の建

築物等に共同

住宅等部分が

含まれる場合 

ア 共同住宅等部

分(変更認定申

請及び交付請求

にあっては、そ

の計画変更に係

る部分に限る。

以下この号にお

いて同じ。)の

全体の床面積の

合計が 300 平方

メートル未満の

もの 

12,000 円 37,000 円 52,000 円 ― 74,000 円 

イ 共同住宅等部

分の全体の床面

積の合計が 300

平方メートル以

上 2,000 平方メ

ートル未満のも

の 

28,000 円 66,000 円 90,000 円 ― 126,000 円 

ウ 共同住宅等部

分の全体の床面

積 の 合 計 が

2,000 平方メー

トル以上 5,000

平方メートル未

66,000 円 126,000 円 164,000 円 ― 222,000 円 

312



 

のに限る。以

下この項にお

いて「対象他

の建築物」と

いう。)が一

戸建ての住宅

である場合 

 

 

 

 

 

 

積の合計が 200

平方メートル以

上のもの 

⑵ 対象他の建

築物に共同住

宅等部分が含

まれる場合 

ア 共同住宅等部

分(変更認定申

請にあっては、

その計画変更に

係る部分に限

る。以下この号

に お い て 同

じ。)の全体の

床面積の合計が

300 平方メート

ル未満のもの 

 

12,000 円 37,000 円 ― 74,000 円 

イ 共同住宅等部

分の全体の床面

積の合計が 300

平方メートル以

上 2,000 平方メ

ートル未満のも

の 

28,000 円 66,000 円 ― 126,000 円 

ウ 共同住宅等部

分の全体の床面

積 の 合 計 が

2,000 平方メー

トル以上 5,000

平方メートル未

66,000 円 126,000 円 ― 222,000 円 
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満のもの 

エ 共同住宅等部

分の全体の床面

積 の 合 計 が

5,000 平方メー

ト ル 以 上

10,000 平方メ

ートル未満のも

の 

103,000 円 181,000 円 230,000 円 ― 310,000 円 

オ 共同住宅等部

分の全体の床面

積 の 合 計 が

10,000 平方メ

ー ト ル 以 上

25,000 平方メ

ートル未満のも

の 

165,000 円 328,000 円 437,000 円 ― 604,000 円 

カ 共同住宅等部

分の全体の床面

積 の 合 計 が

25,000 平方メ

ー ト ル 以 上

50,000 平方メ

ートル未満のも

の 

234,000 円 533,000 円 738,000 円 ― 1,045,000

円 

キ 共同住宅等部

分の全体の床面

積 の 合 計 が

50,000 平方メ

ートル以上のも

の 

368,000 円 940,000 円 1,340,000

円 

― 1,923,000

円 

⑶ 対象他の建

築物等に非住

宅部分が含ま

れる場合 

ア 非住宅部分

(変更認定申請

及び交付請求に

あっては、その

計画変更に係る

部分に限る。以

下この号におい

12,000 円 ― ― 93,000 円 238,000 円 
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満のもの 

エ 共同住宅等部

分の全体の床面

積 の 合 計 が

5,000 平方メー

ト ル 以 上

10,000 平方メ

ートル未満のも

の 

103,000 円 181,000 円 ― 310,000 円 

オ 共同住宅等部

分の全体の床面

積 の 合 計 が

10,000 平方メ

ー ト ル 以 上

25,000 平方メ

ートル未満のも

の 

165,000 円 328,000 円 ― 604,000 円 

カ 共同住宅等部

分の全体の床面

積 の 合 計 が

25,000 平方メ

ー ト ル 以 上

50,000 平方メ

ートル未満のも

の 

234,000 円 533,000 円 ― 1,045,000

円 

キ 共同住宅等部

分の全体の床面

積 の 合 計 が

50,000 平方メ

ートル以上のも

の 

368,000 円 940,000 円 ― 1,923,000

円 

⑶ 対象他の建

築物に非住宅

部分が含まれ

る場合 

ア 非住宅部分

(変更認定申請

にあっては、そ

の計画変更に係

る部分に限る。

以下この号にお

いて同じ。)の

12,000 円 ― 93,000 円 238,000 円 
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て同じ。)の全

体の床面積の合

計が 300 平方メ

ートル未満のも

の 

イ 非住宅部分の

全体の床面積の

合計が 300 平方

メートル以上

1,000 平方メー

トル未満のもの 

22,000 円 ― ― 119,000 円 300,000 円 

ウ 非住宅部分の

全体の床面積の

合計が 1,000 平

方メートル以上

2,000 平方メー

トル未満のもの 

35,000 円 ― ― 158,000 円 388,000 円 

エ 非住宅部分の

全体の床面積の

合計が 2,000 平

方メートル以上

5,000 平方メー

トル未満のもの 

103,000 円 ― ― 264,000 円 563,000 円 

オ 非住宅部分の

全体の床面積の

合計が 5,000 平

方メートル以上

10,000 平方メ

ートル未満のも

の 

151,000 円 ― ― 339,000 円 689,000 円 

カ 非住宅部分の

全体の床面積の

合計が 10,000

平方メートル以

上 25,000 平方

メートル未満の

もの 

198,000 円 ― ― 415,000 円 823,000 円 

キ 非住宅部分の 239,000 円 ― ― 482,000 円 935,000 円 
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全体の床面積の

合計が 300 平方

メートル未満の

もの 

 

イ 非住宅部分の

全体の床面積の

合計が 300 平方

メートル以上

1,000 平方メー

トル未満のもの 

22,000 円 ― 119,000 円 300,000 円 

ウ 非住宅部分の

全体の床面積の

合計が 1,000 平

方メートル以上

2,000 平方メー

トル未満のもの 

35,000 円 ― 158,000 円 388,000 円 

エ 非住宅部分の

全体の床面積の

合計が 2,000 平

方メートル以上

5,000 平方メー

トル未満のもの 

103,000 円 ― 264,000 円 563,000 円 

オ 非住宅部分の

全体の床面積の

合計が 5,000 平

方メートル以上

10,000 平方メ

ートル未満のも

の 

151,000 円 ― 339,000 円 689,000 円 

カ 非住宅部分の

全体の床面積の

合計が 10,000

平方メートル以

上 25,000 平方

メートル未満の

もの 

198,000 円 ― 415,000 円 823,000 円 

キ 非住宅部分の 239,000 円 ― 482,000 円 935,000 円 
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全体の床面積の

合計が 25,000

平方メートル以

上 50,000 平方

メートル未満の

もの 

ク 非住宅部分の

全体の床面積 

の合計が 50,000

平方メートル以

上のもの 

352,000 円 ― ― 644,000 円 1,187,000

円 

摘要 

１ 対象他の建築物等が第２号及び第３号のいずれにも該当する場合は、第２号及び第３号

に定める額の合計額とする。 

２ 計画変更に係る部分の全体の床面積の合計の算定方法は、市長が別に定める。 

３ 共同住宅等部分の全体の床面積の合計の算定方法は、市長が別に定める。 

備考 

２ 「誘導仕様基準併用法」とは、別表第８第１項の表備考３に規定する誘導仕様基準併用

法をいう。 

３ 「モデル建物法誘導基準」とは、前項の表備考３に規定するモデル建物法誘導基準をい

う。 

４ 「共同住宅等部分」とは、第１項の表備考５に規定する共同住宅等部分をいう。 

４ 法第３０条第２項（法第３１条第２項において準用する場合を含む。）の規定に基づく建築

基準関係規定に適合するかどうかの審査についての申出があった場合における審査 第２項の

表又は前項の表に定める額に、申請建築物に係る別表第１第１項の表に定める額に相当する額

（当該申出に伴う認定申請に係る性能向上計画（他の建築物に係る部分を除く。以下この項に

おいて同じ。）又は当該申出に伴う変更認定申請に係る計画変更後の性能向上計画に係る申請

建築物に、建築基準法第８７条の４に規定する建築設備に係る部分が含まれる場合にあっては

別表第１第２項の表に定める額に相当する額を、同法第８８条第１項に規定する工作物に係る

部分が含まれる場合にあっては別表第１第３項の表に定める額に相当する額を、当該別表第１

第１項の表に定める額に相当する額に加えて得た額）を加えて得た額 

（削る） 
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全体の床面積の

合計が 25,000

平方メートル以

上 50,000 平方

メートル未満の

もの 

ク 非住宅部分の

全体の床面積の

合計が 50,000

平方メートル以

上のもの 

352,000 円 ― 644,000 円 1,187,000

円 

摘要 

１ 対象他の建築物が第２号及び第３号のいずれにも該当する場合は、第２号

及び第３号に定める額の合計額とする。 

 

２ 共同住宅等部分の床面積の合計の算定方法は、市長が別に定める。 

備考 

 

 

２ 「モデル建物法誘導基準」とは、前項の表備考２に規定するモデル建物法誘導基準をい

う。 

３ 「共同住宅等部分」とは、前項の表備考３に規定する共同住宅等部分をいう。 

４ 法第３５条第２項（法第３６条第２項において準用する場合を含む。）の規定に基づく建築

基準関係規定に適合するかどうかの審査についての申出があった場合における審査 第２項の

表又は前項の表に定める額に、申請建築物に係る別表第１第１項の表に定める額に相当する額

（当該申出に伴う認定申請に係る性能向上計画（他の建築物に係る部分を除く。以下この項に

おいて同じ。）又は当該申出に伴う変更認定申請に係る計画変更後の性能向上計画に係る申請

建築物に、建築基準法第８７条の４に規定する建築設備に係る部分が含まれる場合にあっては

別表第１第２項の表に定める額に相当する額を、同法第８８条第１項に規定する工作物に係る

部分が含まれる場合にあっては別表第１第３項の表に定める額に相当する額を、当該別表第１

第１項の表に定める額に相当する額に加えて得た額）を加えて得た額 

５ 法第４１条第１項の規定に基づく建築物が建築物エネルギー消費性能基準に適合している旨

の認定の申請に対する審査 次表に定める額 

区分 金額 

(１件につき) 

A 申請書に

規則で定め

る書面が添

B A に該当

する場合を

除き、仕様

C A に該当

する場合を

除き、モデ

D A から C

までに掲げ

る場合以外
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付されてい

る場合 

基準に適合

するかどう

かを判定す

る場合 

ル建物法基

準に適合す

るかどうか

を判定する

場合 

の場合 

⑴  申請の

あ っ た 建

築 物 が 一

戸 建 て の

住 宅 で あ

る場合 

ア 一戸建ての住宅の

全体の床面積の合計

が 200 平方メートル

未満のもの 

6,900 円 20,000 円 ― 37,000 円

イ 一戸建ての住宅の

全体の床面積の合計

が 200 平方メートル

以上のもの 

7,400 円 22,000 円 ― 42,000 円

⑵  申請の

あ っ た 建

築 物 に 共

同 住 宅 等

部 分 が 含

ま れ る 場

合 

ア 共同住宅等部分の

全体の床面積の合計

が 300 平方メートル

未満のもの 

12,000 円 37,000 円 ― 74,000 円

イ 共同住宅等部分の

全体の床面積の合計

が 300 平方メートル

以上 2,000 平方メー

トル未満のもの 

28,000 円 66,000 円 ― 126,000 円

ウ 共同住宅等部分の

全体の床面積の合計

が 2,000 平方メート

ル以上 5,000 平方メ

ートル未満のもの 

66,000 円 126,000 円 ― 222,000 円

エ 共同住宅等部分の

全体の床面積の合計

が 5,000 平方メート

ル以上 10,000 平方メ

ートル未満のもの 

103,000 円 181,000 円 ― 310,000 円

オ 共同住宅等部分の

全体の床面積の合計

が 10,000 平方メート

ル以上 25,000 平方メ

ートル未満のもの 

165,000 円 328,000 円 ― 604,000 円

カ 共同住宅等部分の 234,000 円 533,000 円 ― 1,045,000 円
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全体の床面積の合計

が 25,000 平方メート

ル以上 50,000 平方メ

ートル未満のもの 

キ 共同住宅等部分の

全体の床面積の合計

が 50,000 平方メート

ル以上のもの 

368,000 円 940,000 円 ― 1,923,000 円

⑶  申請の

あ っ た 建

築 物 に 非

住 宅 部 分

が 含 ま れ

る場合 

ア 非住宅部分の全体

の床面積の合計が 300

平方メートル未満の

もの 

12,000 円 ― 93,000 円 238,000 円

イ 非住宅部分の全体

の床面積の合計が 300

平 方 メ ー ト ル 以 上

1,000 平方メートル未

満のもの 

22,000 円 ― 119,000 円 300,000 円

ウ 非住宅部分の全体

の 床 面 積 の 合 計 が

1,000 平方メートル以

上 2,000 平方メート

ル未満のもの 

35,000 円 ― 158,000 円 388,000 円

エ 非住宅部分の全体

の 床 面 積 の 合 計 が

2,000 平方メートル以

上 5,000 平方メート

ル未満のもの 

103,000 円 ― 264,000 円 563,000 円

オ 非住宅部分の全体

の 床 面 積 の 合 計 が

5,000 平方メートル以

上 10,000 平方メート

ル未満のもの 

151,000 円 ― 339,000 円 689,000 円

カ 非住宅部分の全体

の 床 面 積 の 合 計 が

10,000 平方メートル

以上 25,000 平方メー

トル未満のもの 

198,000 円 ― 415,000 円 823,000 円

キ 非住宅部分の全体 239,000 円 ― 482,000 円 935,000 円
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の 床 面 積 の 合 計 が

25,000 平方メートル

以上 50,000 平方メー

トル未満のもの 

ク 非住宅部分の全体

の 床 面 積 の 合 計 が

50,000 平方メートル

以上のもの 

352,000 円 ― 644,000 円 1,187,000 円

摘要 

１ 申請のあった建築物が第２号及び第３号のいずれにも該当する場合は、第２号及び第

３号に定める額の合計額とする。 

２ 共同住宅等部分の床面積の合計の算定方法は、市長が別に定める。 

備考 

１ 「仕様基準」とは、規則で定める基準をいう。 

２ 「モデル建物法基準」とは、第１項の表備考２に規定するモデル建物法基準をいう。 

３ 「共同住宅等部分」とは、第２項の表備考３に規定する共同住宅等部分をいう。 
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（議案説明資料） 

＜令和７年２月定例会＞ 

種 別 条例 番 号 議案第４３号 所 管 消防局企画管理課 

件 名 尼崎市消防団員退職報償金支給条例の一部を改正する条例について 

内       容 

１ 改正理由 

消防団員等公務災害補償等責任共済等に関する法律施行令の一部を改正する政令

（令和６年政令第３９４号）の制定により、消防団員等公務災害補償等共済基金が市

町村に支払う消防団員退職報償金の勤務年数区分に新たに「３５年以上」区分が追加

されることに伴い、所要の整備を行うもの。 

 

２ 改正内容 

  退職した消防団員に支給する退職報償金の支給額を定める別表中の勤務年数区分

に、新たに「３５年以上」区分を追加する。 

（単位：千円） 

階級 

勤務年数 

5 年以上 

10 年未満 

10 年以上 

15 年未満 

15 年以上 

20 年未満 

20 年以上 

25 年未満 

25 年以上 

30 年未満 

30 年以上 

35 年未満 
35年以上 

団長 239 344 459 594 779 979 1,079 

副団長 229 329 429 534 709 909 1,009 

分団長 219 318 413 513 659 849 949 

副分団長 214 303 388 478 624 809 909 

部長・班長 204 283 358 438 564 734 834 

団員 200 264 334 409 519 689 789 

  ※下線部分が改正箇所 

 

３ 施行期日 

  令和７年４月１日 
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尼崎市消防団員退職報償金支給条例 

改正後 現 行 

別表 

階級  勤務年数 

 

 

30 年以上 

35 年未満 

35 年以上 

団長  

 

979,000 

円 

1,079,000 

円 

副団長  

 

909,000 

円 

1,009,000 

円 

分団長  

 

849,000 

円 

949,000 

円 

副分団長  

 

809,000 

円 

909,000 

円 

部長及び

班長 

 

 

734,000 

円 

834,000 

円 

団員  

 

689,000 

円 

789,000 

円 

備考 「団長」、「副団長」、「分団長」、「副分

団長」、「部長」、「班長」及び「団員」と

は、それぞれ消防組織法第２３条第２項

の規定に基づく市の規則で定められた階

級をいう。 

 

別表 

階級  勤務年数 

 

 

30 年以上 

 

団長  

 

979,000 

円 

副団長  

 

909,000 

円 

分団長  

 

849,000 

円 

副分団長  

 

809,000 

円 

部長及び

班長 

 

 

734,000 

円 

団員  

 

689,000 

円 
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（議案説明資料） 

＜令和７年２月定例会＞ 

種 別 条例 番 号 議案第４４号 所 管 消防局企画管理課 

件 名 尼崎市消防職員の特殊勤務手当に関する条例の一部を改正する条例について 

内       容 

１ 改正理由 

  緊急消防援助隊は、大規模災害の被災地において、災害対策基本法に基づく避難指

示エリア等の危険な区域を含む過酷な環境の下、救助活動等の危険を伴う業務に従事

することとなっている。 

  消防庁からの通知（令和６年８月１日付け）を踏まえ、緊急消防援助隊の活動の特

殊性を評価するとともに、類似の活動に従事している国家公務員等及び他の地方公共

団体の職員との待遇面での均衡を図るため、所要の整備を行うもの。 

  また、石油コンビナート等特別防災区域の本市の指定が解除され、高所放水車の保

有義務がなくなっている中、今後も本市が当該区域に再度指定される可能性は低いこ

とから、所要の整備を行うもの。 

 

２ 改正内容 

 ⑴ 緊急消防援助隊として出動した職員に対して、１日当たり２，１６０円の特殊勤

務手当を支給する規定を追加する。 

 ⑵ 高所作業手当を支給する業務のうち、高所放水車に係る業務を削除する。 

 

３ 施行期日 

  公布の日 
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尼崎市消防職員の特殊勤務手当に関する条例 

改正後 現 行 

別表 

手当 業務 
支給額 

単位 区分 単価 

１～３ 

 略 

略 略 略 略 

４ 高

所作業

手当 

 

 

はしご車に

登はんする

隊における

登はん業務 

 

 

回 訓練 170 

円 

災害

現場 

310 

円 

地上高10メ

ートル以上

の箇所にお

ける危険物

製造所等の

検査業務 

 210 

円 

５～７ 

 略 

略 略 略 略 

８ 緊

急消防

援助隊

活動手

当 

消防組織法

（昭和２２

年法律第２

２６号）第

４５条第１

項に規定す

る緊急消防

援助隊の活

動に係る業

務 

日  2,160

円 

９ 略 略 略 略 略 

摘要 略 

 

 

別表 

手当 業務 
支給額 

単位 区分 単価 

１～３ 

 略 

略 略 略 略 

４ 高

所作業

手当 

 

 

はしご車又

は高所放水

車に登はん

する隊にお

ける登はん

業務 

回 訓練 170 

円 

災害

現場 

310 

円 

地上高10メ

ートル以上

の箇所にお

ける危険物

製造所等の

検査業務 

 210 

円 

５～７ 

 略 

略 略 略 略 

８ 略 略 略 略 略 

摘要 略 
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（議案説明資料） 

＜令和７年２月定例会＞ 

種 別 その他 番 号 議案第４５号 所 管 コンプライアンス推進課 

件 名 包括外部監査契約の締結について 

内       容 

１ 契約の目的 

  包括外部監査契約に基づく監査の実施及び監査結果に関する報告を受けること。 

 

２ 包括外部監査人として契約を締結する者 

  大阪市西淀川区姫里３丁目１１番３０号 

公認会計士  池田 学 

 

３ 契約の内容 

 ⑴ 契約の期間  令和７年４月１日から令和８年３月３１日まで 

 ⑵ 契約の金額  １０，０００，０００円を上限とする額 

 ⑶ 契約の方法  随意契約 

 

４ 主な選定理由 

 ⑴ 今年度の包括外部監査において、包括外部監査制度及び本市の行政課題等への理

解度も高く、有効な監査に努める姿勢が見受けられる。 

 ⑵ 令和７年度の包括外部監査に対しても意欲的であり、本市における監査実績を踏

まえ、より効率的・効果的な監査の実施が期待できる。 
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（議案説明資料） 

＜令和７年２月定例会＞ 

種 別 その他 番 号 議案第４６号 所 管 スポーツ推進課 

件 名 指定管理者の指定について（尼崎市立武庫健康ふれあい体育館） 

内       容 

１ 施設名及び所在地 

  尼崎市立武庫健康ふれあい体育館 

   尼崎市武庫元町３丁目１４番１号 

 

２ 指定管理者 

  尼崎市西長洲町１丁目４番１号 

   公益財団法人尼崎市スポーツ振興事業団 

 代表理事 福井 進 

 

３ 指定期間 

  令和７年４月１日から令和９年３月３１日まで（２年間） 

 

４ 指定理由 

本施設は、武庫体育館及び老人福祉センター福喜園の機能を統合した新たな施設と

して設置するものであり、引き続き尼崎市スポーツ推進計画上、各種のスポーツ施策

を展開する上での拠点施設としての機能を担うものである。 

また、武庫体育館を含む社会体育施設の指定管理者については、設立趣旨が施設の

設置目的と合致しており、目的に沿った事業が実施できることから、公益財団法人尼

崎市スポーツ振興事業団を非公募で指定管理者として指定している。 

こうしたことから、本施設の指定管理者についても、公益財団法人尼崎市スポーツ

振興事業団を非公募で指定するもの。 
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（議案説明資料） 

 

＜令和７年２月定例会＞ 

種 別 その他 番 号 議案第４７号 所 管 住宅管理担当 

件 名 訴えの提起について（建物明渡し等請求事件及び保証債務履行請求事件） 

内       容 

１ 提起理由 

  市営住宅の家賃等の長期滞納により当該市営住宅の賃貸借契約を解除した者に対

して、滞納家賃等の支払及び入居する市営住宅の明渡しとともに損害賠償金の支払を

求めるもの。また、市営住宅の賃貸借契約を解除した者の連帯保証人に対して、滞納

家賃及び損害賠償金に相当する金額の支払を求めるもの。 

 

２ 被告 

⑴ 住宅家賃等滞納者 ※滞納金額等は令和 6年 12 月 12 日時点の数値 

№ 名義人 滞納金額等 居住 状況 

1 個人 A 747,058 円（20 ヶ月） 有 令和 6年 10 月 25 日賃貸借契約解除 

2 個人 B 459,937 円（17 ヶ月） 有 令和 6年 11 月 22 日賃貸借契約解除 

3 個人 C 824,114 円（23 ヶ月） 有 令和 6年 12 月 9 日賃貸借契約解除 

4 個人 D 1,037,512 円（18 ヶ月） 有 令和 6年 12 月 2 日賃貸借契約解除 

5 個人 E 

534,161 円（27 ヶ月） 

無 

令和 6年 12 月 3 日賃貸借契約解除 

110,000 円（18 ヶ月） 
駐車場使用料を名義人に毎月催告し

たが、全額納付なし。 

 

⑵ 連帯保証人 

№ 
連帯 

保証人 
名義人 状況 

6 個人 F 個人 A 令和 6年 10 月 11 日連帯保証債務履行通告書発送 

7 個人 G 個人 B 令和 6年 11 月 11 日連帯保証債務履行通告書発送 

8 個人 H 個人 C 令和 6年 11 月 19 日連帯保証債務履行通告書発送 

9 個人 I 個人 E 令和 6年 11 月 19 日連帯保証債務履行通告書発送 
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（議案説明資料） 

＜令和７年２月定例会＞ 

種 別 その他 番 号 議案第４８号 所 管 公園維持課 

件 名 和解及び法律上市の義務に属する損害賠償の額の決定について 

内       容 

１ 提案理由 

令和５年１１月９日に芦原公園において発生した事故について、その被害者の法定

代理人親権者から本市に対し損害賠償を求められていることから、和解に応じ、法律

上市の義務に属する損害賠償の額を決定するため、地方自治法第９６条第１項第１２

号及び第１３号の規定に基づき、議会の議決を求めるもの。 

 

２ 相手方 

個人Ａ 

法定代理人親権者 個人Ｂ 

 

３ 損害賠償の額 

  ７，２４１，１７６円 

 

４ 事件の概要 

市が設置している芦原公園において、被害者が、当該公園内の石積みを踏んだ際に、

当該石積みの一部が崩れたことにより体勢を崩して転倒し、地面に手をついたとこ

ろ、その崩れた石積みの一部がその手に直撃し、被害者が右環指末節骨開放骨折等の

傷害を負い、その傷害を負った右環指に変形等の後遺障害が残ったとして、市に対し、

相当額の損害賠償を求めているもの。 

 

５ 和解条項の内容 

⑴ 市は、相手方に対し、損害賠償金（治療費、付添看護費、入院雑費及び傷害慰謝

料並びに逸失利益及び後遺障害慰謝料）として、金７，２４１，１７６円の支払義

務があることを認める。 

⑵ 市は、相手方に対し、本和解成立後、前号の損害賠償金のうち市が相手方に対し

て既に支払った金１，４０３，２８８円を控除した残金５，８３７，８８８円を支

払うものとする。 

⑶ 相手方は、市に対し、本件事故に関して、前２号に定めるものを除くほか、名義

のいかんを問わず一切請求しない。 

⑷ 相手方は、本件事故に関し、その余の請求権を放棄する。 
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